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1. はじめに

今回，新たに水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる耐震設計に係る技

術基準が制定されたことから，従来の設計手法における水平１方向及び鉛直方向

地震力を組み合わせた耐震設計に対して，施設の構造特性から水平２方向及び鉛

直方向地震力の組合せによる影響の可能性があるものを抽出し，施設が有する耐

震性に及ぼす影響を評価する。本資料は，検討対象施設における評価対象部位の

抽出方法と抽出結果，並びに影響評価の方針について記すものである。なお，評

価対象部位の抽出結果及び影響評価結果については，工認段階で説明する。 

2. 水平２方向及び鉛直方向地震力による影響評価に用いる地震動

2.1 島根原子力発電所の基準地震動 

島根原子力発電所の基準地震動Ｓｓは，「敷地ごとに震源を特定して策定す

る地震動」と「震源を特定せず策定する地震動」を評価して，これらの評価結

果に基づき策定している。「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」とし

ては，応答スペクトルに基づく地震動評価及び断層モデルを用いた手法による

地震動評価を実施し，その結果を踏まえ，応答スペクトルに基づく地震動とし

て基準地震動Ｓｓ－Ｄ，断層モデルを用いた地震動として基準地震動Ｓｓ－Ｆ

１及びＳｓ－Ｆ２を策定している。また，「震源を特定せず策定する地震動」

として基準地震動Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２を策定している。 

基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２

のスペクトル図（水平方向）を第 2.1－1 図に，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－

Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２のスペクトル図（鉛直方向）を

第 2.1－2図に示す。 
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第 2.1－1図 基準地震動Ｓｓの応答スペクトル（水平方向） 
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第 2.1－2図 基準地震動Ｓｓの応答スペクトル（鉛直方向） 
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 2.2 水平２方向及び鉛直方向地震力による影響評価に用いる地震動 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価に用いる基準地震

動は，複数の基準地震動における地震動の特性及び包絡関係と施設の特性によ

る影響も考慮したうえで選定し，本影響評価に用いる。 
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3. 各施設における水平２方向及び鉛直方向地震力の影響評価 

 3.1 建物・構築物 

  3.1.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計手法の考え方 

従来の設計手法では，建物・構築物の地震応答解析において，水平方向

及び鉛直方向の地震動を質点系モデルに方向ごとに入力し，解析を行って

いる。また，原子炉施設における建物・構築物は，全体形状及び平面レイ

アウトから，地震力を主に耐震壁で負担する構造であり，剛性の高い設計

としている。 

水平方向の地震力に対しては，せん断力について評価することを基本と

し，建物・構築物に生じるせん断力に対して，地震時の力の流れが明解と

なるように，直交する２方向に釣合いよく配置された鉄筋コンクリート造

耐震壁を主な耐震要素として構造計画を行う。地震応答解析は，水平２方

向の耐震壁に対して，それぞれ剛性を評価し，各水平方向に対して解析を

実施している。したがって，建物・構築物に対し，水平２方向の入力があ

る場合，各方向から作用するせん断力を負担する部位が異なるため，水平

２方向の入力がある場合の評価は，水平１方向にのみ入力がある場合と同

等な評価となる。 

鉛直方向の地震力に対しては，軸力について評価することを基本として

いる。建物・構築物に生じる軸力に対して，鉄筋コンクリート造耐震壁を

主な耐震要素として構造計画を行う。 

入力方向ごとの耐震要素について，第 3.1.1－1 図及び第 3.1.1－2 図に

示す。 

従来設計手法における建物・構築物の応力解析による評価は，上記の考

え方を踏まえた地震応答解析から算出された応答を，水平１方向及び鉛直

方向に組み合わせて行っている。 

また，排気筒については，斜め方向に作用する地震力に対して隅柱（主

柱材）の軸力が大きくなる場合を想定した検討も実施している。 
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(a) 水平方向 

 

 

 

 

 

 

(b) 鉛直方向 

第 3.1.1－1図 入力方向ごとの耐震要素（矩形） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 水平方向 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 鉛直方向 

第 3.1.1－2図 入力方向ごとの耐震要素（円筒形） 
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  3.1.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

建物・構築物において，従来設計手法に対して水平２方向及び鉛直方向

地震力を考慮した場合に影響を受ける可能性がある部位の評価を行う。 

評価対象は，耐震重要施設及びその間接支持構造物，常設耐震重要重大

事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設

並びにこれらの施設への波及的影響防止のために耐震評価を実施する部位

とする。 

対象とする部位について，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによ

る影響が想定される応答特性から，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合

せによる影響を受ける可能性のある部位を抽出する。 

応答特性から抽出された，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによ

る影響を受ける可能性のある部位は，既往の評価結果の荷重又は応力の算

出結果等を水平２方向及び鉛直方向に組み合わせ，各部位に発生する荷重

や応力を算出し，各部位が有する耐震性への影響を確認する。 

各部位が有する耐震性への影響があると確認された場合は，詳細な手法

を用いた検討等，新たな設計上の対応策を講じる。 

影響評価のフローを第 3.1.2－1図に示す。 

 

   (1) 耐震評価上の構成部位の整理 

建物・構築物における耐震評価上の構成部位を整理し，各建物・構築物に

おいて，該当する耐震評価上の構成部位を網羅的に確認する。 

 

   (2) 応答特性の整理 

建物・構築物における耐震評価上の構成部位について，水平２方向及び鉛

直方向地震力の組合せによる影響が想定される応答特性を整理する。応答特

性は，荷重の組合せによる影響が想定されるもの及び３次元的な建物挙動か

ら影響が想定されるものに分けて整理する。 

 

   (3) 荷重の組合せによる応答特性が想定される部位の抽出 

整理した耐震評価上の構成部位について，水平２方向及び鉛直方向地震力

の組合せによる影響が想定される応答特性のうち，荷重の組合せによる応答

特性により，耐震性への影響が想定される部位を抽出する。 

 

   (4) ３次元的な応答特性が想定される部位の抽出 

従来設計手法における応答特性が想定される部位として抽出されなかっ

た部位について，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに対し，３次元的

な応答特性により，耐震性への影響が想定される部位を抽出する。 
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   (5) ３次元解析モデルによる精査 

３次元的な応答特性が想定される部位として抽出された部位について，３

次元解析モデルを用いた精査を実施し，水平２方向及び鉛直方向地震力の組

合せにより，耐震性への影響が想定される部位を抽出する。 

また，３次元的な応答特性が想定される部位として抽出されなかった部位

についても，局所応答の観点から，３次元解析モデルによる精査を実施し，

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せにより，耐震性への影響が想定され

る部位を抽出する。 

局所応答に対する３次元解析モデルの精査は，施設の重要性，建物規模及

び構造特性を考慮し，原子炉建物の３次元ＦＥＭモデルを用いた地震応答解

析又は応力解析による精査を代表させて行う。 

 

   (6) 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価においては，従来

設計手法の水平１方向及び鉛直方向地震力の組合せによる局部評価の荷重

又は応力の算出結果等を用い，水平２方向及び鉛直方向地震力を組み合わせ

る方法として，米国 REGULATORY GUIDE 1.92 (注 1) の「2. Combining Effects 

Caused by Three Spatial Components of an Earthquake」を参考として，

組合せ係数法（1.0：0.4：0.4）等の最大応答の非同時性を考慮した地震力

を設定する。 

評価対象として抽出した耐震評価上の構成部位について，構造部材の発生

応力等を適切に組み合わせることで，各部位の設計上の許容値に対する評価

を実施し，各部位の耐震性への影響を評価する。 

注 1：REGULATORY GUIDE 1.92 “COMBINING MODAL RESPONSES AND SPATIAL 

COMPONENTS IN SEISMIC RESPONSE ANALYSIS” 

 

   (7) 機器・配管系への影響検討 

評価対象として抽出された部位が，耐震重要施設，常設耐震重要重大事故

防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設の機

器・配管系の間接支持機能を有する場合，機器・配管系に対し，水平 2方向

及び鉛直方向入力時と水平1方向入力時の加速度応答スペクトルを比較する

等，応答値への影響を確認する。 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響が確認さ

れた場合，機器・配管系の影響評価に反映する。 

なお，(5)の精査にて，建物・構築物の影響の観点から抽出されなかった

部位であっても，３次元ＦＥＭモデルによる地震応答解析結果から，機器・

配管系への影響の可能性が想定される部位について検討対象として抽出す

る。 
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第 3.1.2－1 図 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる 

影響評価のフロー 
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  3.1.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価部位の抽出 

   (1) 耐震評価上の構成部位の整理 

建物・構築物の耐震評価上の構成部位を整理し，各建物・構築物において，

該当する耐震評価上の構成部位を網羅的に確認した。確認した結果を第

3.1.3－1表に示す。 
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る
耐
震
評
価
上
の
構
成
部
位
の
整
理

 
（

1/
2
）

 

耐
震
性
評
価
部
位

 

原
子
炉
建
物

 

制
御
室
建
物

 

タ
ー
ビ
ン
建
物

 
廃
棄
物

 

処
理
建
物

 
排
気
筒

 
緊
急
時
対
策
所

 
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン

 

発
電
機
建
物

 
 

燃
料

 

プ
ー
ル

 
上
部
鉄
骨

 
 

上
部
鉄
骨

 

R
C
造

 
R
C
造
 

S
造
，
SR
C

造
，
R
C
造
 

R
C
造
 

R
C
造

 
S
造
，
SR
C

造
，
R
C
造

 
R
C
造

 
S
造
，

RC
造

 
R
C
造

 
S
造
，

S
RC

造
，

R
C
造

 

柱
 

一
般
部

 
○

 
－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

隅
部

 
○

 
－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
（
主
柱
材
）

 
○
 

○
 

地
下
部

 
○

 
－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

梁
 

一
般
部

 
○

 
－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
（
水
平
材
）

 
○
 

○
 

地
下
部

 
○

 
－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨

 

ト
ラ
ス

 
－

 
－
 

○
 

－
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

壁
 

一
般
部

 
○

 
○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

円
筒
部

 
○

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

地
下
部

 
○

 
－
 

－
 

－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨

 

ブ
レ
ー
ス

 
－

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
（
斜
材
）

 
－
 

－
 

床
 

屋
根

 
一
般
部

 
○

 
○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

基
礎

 
矩
形

 
○

 
－
 

－
 

○
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

杭
基
礎

 
－

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

凡
例

 
○
：
対
象
の
構
造
部
材
あ
り
，
－
：
対
象
の
部
材
な
し

 

※
：
本
表
は
，
詳
細
設
計
段
階
に
お
い
て
細
部
を
変
更
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
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第
3.
1.
3
－

1
表

 
建
物
・
構
築
物
に
お
け
る
耐
震
評
価
上
の
構
成
部
位
の
整
理

 
（

2/
2
）

 

耐
震
性
評
価
部
位

 

１
号
炉
原
子
炉
建
物

 
１
号
炉
タ
ー
ビ
ン
建
物

 
１
号
炉

 

廃
棄
物

 

処
理
建
物

 

サ
イ
ト
バ
ン
カ

 

建
物
 

サ
イ
ト
バ
ン
カ

 

建
物
(
増
築
部

) 

１
号
炉

 

排
気
筒

 

排
気
筒

 

モ
ニ
タ
室

 

燃
料
移
送
ポ
ン
プ

エ
リ
ア
竜
巻
防
護

対
策
設
備

 
 

上
部
鉄
骨

 
 

上
部
鉄
骨

 

S
造
，
 

R
C
造

 

S
造
，
 

R
C
造

 
R
C
造
 

S
造
，
S
R
C

造
，
RC

造
 

R
C
造
 

S
造
，

S
RC

造
，

R
C
造
 

R
C
造

 
S
造
，

RC
造

 
R
C
造
 

Ｓ
造

 

柱
 

一
般
部

 
○

 
○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

－
 

○
 

隅
部

 
○

 
○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
（
主
柱
材
） 

－
 

○
 

地
下
部

 
○

 
－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

梁
 

一
般
部

 
○

 
○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
（
水
平
材
） 

○
 

○
 

地
下
部

 
○

 
－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨

 

ト
ラ
ス

 
－

 
○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

壁
 

一
般
部

 
○

 
○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

－
 

円
筒
部

 
○

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

地
下
部

 
○

 
－
 

○
 

－
 

○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨

 

ブ
レ
ー
ス

 
－

 
○
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

○
（
斜
材
）

 
－

 
○

 

床
 

屋
根

 
一
般
部

 
○

 
○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

○
 

－
 

基
礎

 
矩
形

 
○

 
－
 

○
 

－
 

○
 

○
 

○
 

○
 

○
 

－
 

杭
基
礎

 
－

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

凡
例

 
○
：
対
象
の
構
造
部
材
あ
り
，
－
：
対
象
の
部
材
な
し

 

※
：
本
表
は
，
詳
細
設
計
段
階
に
お
い
て
細
部
を
変
更
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
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   (2) 応答特性の整理 

建物・構築物における耐震評価上の構成部位について，水平２方向及び鉛

直方向地震力の影響が想定される応答特性を整理した。応答特性は，荷重の

組合せによる影響が想定されるもの及び３次元的な建物挙動から影響が想

定されるものに分けて整理した。整理した結果を第 3.1.3－2表及び第 3.1.3

－3表に示す。また，応答特性を踏まえ，耐震評価上の構成部位に対する水

平２方向入力の考え方を第 3.1.3－4表に示す。 

なお，本資料は，一般的に想定される形状を前提として記載しているもの

であり，詳細設計においては，構造図に基づき各建物・構築物の部位の実状

を踏まえ検討を行う。 
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第 3.1.3－2表 水平２方向及び鉛直方向地震力の影響が 

想定される応答特性 

（荷重の組合せによる応答特性） 

荷重の組合せによる 

応答特性 
影響想定部位 

①－1 

直交する水平 

２方向の荷重

が，応力とし

て集中 

応力の集中する隅柱等 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①－2 

面内方向の 

荷重を負担 

しつつ， 

面外方向の 

荷重が作用 

土圧を負担する地下耐震壁等 

水圧を負担するプール壁等 

（例） 

 

 

 

 

 

  

荷重 

荷重 

荷重 

荷重 

応力が集中 

壁 

（隅柱）       （円筒壁） 

x 

y 

x 

y 

応力が集中 

荷重 

荷重 

水平荷重 水平荷重 

x y 
z 

（矩形の基礎版） 

x 

y 

面内荷重 

面外荷重（土圧，水圧等） 

耐震壁 

x 

y 
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第 3.1.3－3表 水平２方向及び鉛直方向地震力の 

影響が想定される応答特性 

（３次元的な応答特性） 

３次元的な応答特性 影響想定部位 

②－1 

面内方向の 

荷重に加え， 

面外慣性力 

の影響が大 

きい 

大スパン又は吹き抜け部に設置された部位 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②－2 

加振方向以 

外の方向に 

励起される 

振動 

塔状構造物等含む，ねじれ挙動が想定される建物・構築物 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（耐震構造部材） 

面内荷重 

面外慣性力 

耐震構造部材 

x 

y 

（鉄骨トラス） 

面内荷重 

面外慣性力 

x 
y z 

x 
y 

z 

x 

y 

（壁）        （鉄骨架構） 

面内荷重 
柱 ブレース 

x 

y 

（床・屋根）         （ブレース） 

耐震構造部材 

荷重 

x 

y 

荷重 
スラブ 

壁 
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第 3.1.3－4 表 耐震評価上の構成部位に対する水平２方向入力の 

考え方（1/2） 

耐震評価上 

の構成部材 
水平２方向入力の考え方 

柱 

一般部 耐震壁付構造の場合，水平入力による影響は小さい。 

隅部（端

部含む） 

独立した隅柱は，直交する地震荷重 

が同時に作用する。ただし， 

耐震壁付きの隅柱は，軸力が 

耐震壁に分散されることで影響は 

小さい。 

 

 

地下部 

地下外周柱は面内方向の荷重を負担しつつ面外 

方向(土圧)の荷重が作用する。ただし，外周部は 

耐震壁付のため，水平入力による影響は小さい。 

また，土圧が作用する方向にある梁及び壁が応力 

を負担することで，水平面外入力による影響は小 

さい。 

 

梁 

一般部 

大スパンや吹抜け部では面内方向の荷重に 

加え，面外慣性力が作用する。 

ただし，１方向のみ地震荷重を負担する 

ことが基本であり，また，床及び壁の拘束 

により面外荷重負担による影響は小さい。 

地下部 

地下外周梁は面内方向の荷重を負担しつつ面外方向(土圧)の荷重が作用する。

ただし，１方向のみ地震荷重を負担することが基本であり，また，床及び壁

の拘束により面外荷重負担による影響は小さい。 

鉄骨 

トラス 

大スパンや吹抜け部では面内方向の荷重に 

加え，面外慣性力が作用する。 

ただし，１方向のみ地震荷重を負担すること 

が基本であり，また，床による拘束があるた 

め，面外荷重負担による影響は小さい。 

  

【平面図】 【立面図】 

面内荷重 
面外慣性力 

x 

y 

荷重 

荷重 

x 

z 

耐震壁 荷重 

柱 

軸力 

面外荷重 
（土圧） 

荷重 

柱 梁（壁） 

y 

x 

荷重 
（面内方向） 

梁 

x 

y 
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第 3.1.3－4 表 耐震評価上の構成部位に対する水平２方向入力の 

考え方（2/2） 

                                    

  

耐震評価上 

の構成部材 
水平２方向入力の考え方 

壁 

一般部 

 

１方向のみ地震荷重を負担することが基本。 

円筒壁は直交する水平２方向の地震力に 

より，集中応力が作用する。 

 

 

地下部 

プール壁 

 

地下部分の耐震壁は，直交する方 

向からの地震時面外土圧荷重も受 

ける。同様にプール部の壁につい 

ては水圧を面外方向から受ける。 

 

鉄骨 

ブレース 

１方向のみ地震荷重を負担することが基本であり，ねじれによる荷重増

分は軽微と考えられ影響は小さい。 

床 

屋根 
一般部 

 

スラブは四辺が壁及び梁で拘束されて 

おり，水平方向に変形しにくい構造とな 

っており，水平地震力の影響は小さい。 

 

基礎 
矩形 

杭基礎 

 

直交する水平２方向の地 

震力により，集中応力が 

作用する。 

 

x 

y 

荷重 

荷重 

応力が集中 

壁 

（円筒壁） 

面内荷重 

面外荷重（水圧・土圧等） 

耐震壁 

x 

y 

x 

y 

荷重 

荷重 

スラブ 

耐震壁 

x 

y 

応力が集中 

荷重 

荷重 

荷重 

荷重 

（矩形基礎） （杭基礎） 

杭 
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   (3) 荷重の組合せによる応答特性が想定される部位の抽出 

第 3.1.3－1表に示す耐震評価上の構成部位のうち，第 3.1.3－2表に示す

荷重の組合せによる応答特性により，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合

せによる影響が想定される部位を抽出した。抽出した結果を第 3.1.3－5 表

に示す。 

 

    a. 柱 

柱については，①－1「直交する水平２方向の荷重が，応力として集中」

する部位として，隅柱が考えられる。 

建物並びに原子炉建物（１号炉及び２号炉）及びタービン建物（１号炉及

び２号炉）の上部鉄骨の隅柱は，耐震壁又は鉄骨ブレース付きの隅柱であり，

軸力が耐震壁に分散されることから，応力集中による影響は小さいと考えら

れるため，該当しない。 

排気筒（１号炉及び２号炉）の隅柱（主柱材）が①－1 に該当するものと

して抽出した。 

①－2「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」する部位

としては，土圧が作用する地下外周柱が考えられるが，耐震壁に囲まれてお

り，面内の荷重を負担しないことから，影響は小さいと考えられるため，該

当しない。 

 

    b. 梁 

梁の一般部及び鉄骨トラス部については，地震力の負担について方向性を

持っており，①－1「直交する水平２方向の荷重が，応力として集中」する

部位は存在しない。 

①－2「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」する部位

としては，土圧が作用する地下外周梁が考えられるが，床及び壁による面外

方向の拘束があるため，該当しない。 

 

    c. 壁 

矩形の壁については，地震力の負担について方向性を持っており，①－1

「直交する水平２方向の荷重が，応力として集中」する部位は存在しない。 

独立した円筒壁は応力の集中が考えられる。ただし，原子炉建物のドライウ

ェル外側壁の様に，建物中央付近に位置し，その外側にあるボックス型の壁

とスラブで一体化されている場合は，①－1の部位に該当しない。 

①－2「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」する部位

としては，土圧や水圧が作用する地下部やプール部が考えられ，各建物の地

下外壁，燃料プールの一般部の壁を，①－2に該当するものとして抽出した。 
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    d. 床及び屋根 

床及び屋根については，地震力の負担について方向性を持っており，①－

1「直交する水平２方向の荷重が，応力として集中」する部位は存在しない。

また①－2「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」する部

位も存在しない。 

 

    e. 基礎 

①－1「直交する水平２方向の荷重が，応力として集中」する部位として，

矩形の基礎及び杭基礎が考えられる。 

矩形の基礎を有する各建物及び排気筒については，隅部への応力集中が考

えられるため，①－1に該当するものとして抽出した。 

また，①－2「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」す

る部位としては，基礎は該当しない。 
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第
3.
1
.3
－

5
表

 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
に
よ
る
影
響
の
確
認
が
必
要
な
部
位
の
抽
出

 
（

1/
2）

 

（
荷
重
の
組
合
せ
に
よ
る
応
答
特
性
を
踏
ま
え
た
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
）

 

耐
震
性
評
価
部
位

 

原
子
炉
建
物

 

制
御
室
建
物

 

タ
ー
ビ
ン
建
物

 
廃
棄
物

 

処
理
建
物

 
排
気
筒

 
緊
急
時

 

対
策
所

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン

 

発
電
機
建
物

 
 

燃
料
 

プ
ー
ル

 
上
部
鉄
骨

 
 

上
部
鉄
骨

 

R
C
造

 
R
C
造

 
S
造
，
S
R
C

造
，

RC
造
 

R
C
造
 

R
C
造

 
S
造
，

S
R
C

造
，

RC
造
 

R
C
造
 

S
造
，

RC
造
 

R
C
造
 

S
造
，

S
RC

造
，

R
C
造
 

柱
 

一
般
部

 
該
当
な
し

 
－

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
－

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 

隅
部
 

該
当
な
し

 
－

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
①
－

1 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 

地
下
部

 
該
当
な
し

 
－

 
－

 
－
 

該
当
な
し

 
－
 

該
当
な
し

 
－

 
－
 

－
 

梁
 

一
般
部

 
該
当
な
し

 
－

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 

地
下
部

 
該
当
な
し

 
－

 
－

 
－
 

該
当
な
し

 
－
 

該
当
な
し

 
－

 
－
 

－
 

鉄
骨
 

ト
ラ
ス

 
－
 

－
 

該
当
な
し

 
－
 

－
 

該
当
な
し

 
－

 
－

 
－
 

－
 

壁
 

一
般
部

 
該
当
な
し

 
①
－

2 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
－

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 

円
筒
部

 
該
当
な
し

 
－

 
－

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

地
下
部

 
①
－

2 
－

 
－

 
－
 

①
－

2 
－
 

①
－

2 
－

 
－
 

－
 

鉄
骨
 

ブ
レ
ー
ス

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

該
当
な
し

 
－
 

－
 

床
 

屋
根

 
一
般
部

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
－

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 

基
礎

 
矩
形
 

①
－

1 
－

 
－

 
①
－
1 

①
－

1 
－
 

①
－

1 
①
－

1 
①
－
1 

①
－
1 

杭
基
礎

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

凡
例

 
・
「
①
－

1
」：

応
答
特
性
「
直
交
す
る
水
平
２
方
向
の
荷
重
が
応
力
と
し
て
集
中
」

 

 
 
 
・
「
①
－

2
」：

応
答
特
性
「
面
内
荷
重
を
負
担
し
つ
つ
，
面
外
方
向
の
荷
重
が
作
用
」

 

※
：
本
表
は
，
詳
細
設
計
段
階
に
お
い
て
細
部
を
変
更
す
る
可
能
性
が
あ
る
。

 

 
 

4条-別紙10-20



 

 

第
3.
1
.3
－

5
表

 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
に
よ
る
影
響
の
確
認
が
必
要
な
部
位
の
抽
出

 
（

2/
2）

 

（
荷
重
の
組
合
せ
に
よ
る
応
答
特
性
を
踏
ま
え
た
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
）

 

耐
震
性
評
価
部
位

 

１
号
炉
原
子
炉
建
物

 
１
号
炉
タ
ー
ビ
ン
建
物

 
１
号
炉

 

廃
棄
物

 

処
理
建
物

 

サ
イ
ト
バ
ン
カ

建
物

 

サ
イ
ト
バ
ン
カ

 

建
物

(
増
築
部

) 

１
号
炉

 

排
気
筒

 

排
気
筒

 

モ
ニ
タ
室

 

燃
料
移
送
ポ
ン
プ

エ
リ
ア
竜
巻
防
護

対
策
設
備

 
 

上
部
鉄
骨

 
 

上
部
鉄
骨

 

S
造
，
 

R
C
造

 

S
造
，

  

R
C
造

 
R
C
造
 

S
造
，
SR
C

造
，
R
C
造

 
R
C
造
 

S
造
，

S
RC

造
，

R
C
造
 

R
C
造
 

S
造
，

RC
造
 

R
C
造

 
S
造

 

柱
 

一
般
部

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
－

 
－
 

該
当
な
し

 

隅
部
 

該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
①
－
1 

－
 

該
当
な
し

 

地
下
部

 
該
当
な
し

 
－
 

該
当
な
し

 
－
 

該
当
な
し

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

梁
 

一
般
部

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 

地
下
部

 
該
当
な
し

 
－
 

該
当
な
し

 
－
 

該
当
な
し

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ト
ラ
ス

 
－
 

該
当
な
し

 
－

 
該
当
な
し

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

壁
 

一
般
部

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
－

 
該
当
な
し

 
－
 

円
筒
部

 
該
当
な
し

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

地
下
部

 
①
－
2 

－
 

①
－

2 
－
 

①
－

2 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ブ
レ
ー
ス

 
－
 

該
当
な
し

 
－

 
－
 

－
 

－
 

－
 

該
当
な
し

 
－
 

該
当
な
し

 

床
 

屋
根

 
一
般
部

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
該
当
な
し

 
－

 
該
当
な
し

 
－
 

基
礎

 
矩
形
 

①
－
1 

－
 

①
－

1 
－
 

①
－

1 
①
－

1 
①
－

1 
①
－
1 

①
－
1 

－
 

杭
基
礎

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

凡
例

 
・
「
①
－

1
」：

応
答
特
性
「
直
交
す
る
水
平
２
方
向
の
荷
重
が
応
力
と
し
て
集
中
」

 

 
 
 
・
「
①
－

2
」：

応
答
特
性
「
面
内
荷
重
を
負
担
し
つ
つ
，
面
外
方
向
の
荷
重
が
作
用
」

 

※
：
本
表
は
，
詳
細
設
計
段
階
に
お
い
て
細
部
を
変
更
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
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   (4) ３次元的な応答特性が想定される部位の抽出 

第 3.1.3－1 表に示す耐震評価上の構成部位のうち，荷重の組合せによる

応答特性が想定される部位として抽出されなかった部位について，第 3.1.3

－3表に示す３次元的な応答特性により，水平２方向及び鉛直方向地震力の

組合せによる影響が想定される部位を抽出した。抽出した結果を第 3.1.3－6

表に示す。 

 

    a. 柱 

(3)で抽出されている以外の各建物の柱は各部とも，両方向に対して断面

算定を実施しており，面外慣性力の影響も考慮済みであるため，②－1「面

内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」の部位には該当しない。 

各建物は，鉄筋コンクリート造耐震壁又は鉄骨造ブレースを主な耐震要素

として扱っており，地震力のほとんどを耐震壁又はブレースが負担する。ね

じれ振動の影響が想定される部位についても，ねじれを加味した構造計画を

行っており，②－2「加振方向以外の方向に励起される振動」に関しても該

当しない。 

 

    b. 梁 

各建物（ＲＣ造）の梁一般部及び地下部は剛性の高い床や耐震壁が付帯し，

面外方向の変形を抑制することから，②－1「面内方向の荷重に加え，面外

慣性力の影響が大きい」及び②－2「加振方向以外の方向に励起される振動」

に該当しない。 

原子炉建物（１号及び２号炉），タービン建物（１号及び２号炉）の上部

鉄骨の梁一般部及び鉄骨トラス部並びにサイトバンカ建物，燃料移送ポンプ

エリア竜巻防護対策設備の梁一般部は，面内方向の荷重に加え，面外慣性力

の影響が大きいと考えられることから，②－1の挙動が発生する部位に該当

するものとして抽出した。また，排気筒（１号及び２号炉）の梁一般部（水

平材）については，塔状構造物としてねじれ挙動が想定されることから，②

－2に該当するものとして抽出した。 

 

    c. 壁 

(3)で抽出されている以外の各建物の壁については，複数スパンにまたが

って直交方向に壁や大梁のない連続した壁が存在せず，ねじれのない構造で

あるため，②－1「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」及

び②－2「加振方向以外の方向に励起される振動」に該当しない。 

また，排気筒（１号及び２号炉）の鉄骨ブレース（斜材）については，塔

状構造物としてねじれ挙動が想定されるため，②－2に該当するものとして

抽出した。 

 

4条-別紙10-22



 

 

    d. 床及び屋根 

各建物の床及び屋根については，釣合いよく壁が配置されているため，②

－1「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」及び②－2「加振

方向以外の方向に励起される振動」に該当しない。 

 

    e. 基礎 

矩形の基礎は，(3)の荷重の組合せによる応答特性を踏まえたスクリーニ

ングで抽出されている。 
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第
3.
1
.3
－

6
表

 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
に
よ
る
影
響
の
確
認
が
必
要
な
部
位
の
抽
出

 
（

1/
2）

 

（
３
次
元
的
な
応
答
特
性
を
踏
ま
え
た
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
）

 

耐
震
性
評
価
部
位

 

原
子
炉
建
物

 

制
御
室
建
物

 

タ
ー
ビ
ン
建
物

 
廃
棄
物

 

処
理
建
物

 
排
気
筒

 
緊
急
時

 

対
策
所

 

ガ
ス
タ
ー
ビ
ン

 

発
電
機
建
物

 
 

燃
料
 

プ
ー
ル

 
上
部
鉄
骨

 
 

上
部
鉄
骨

 

R
C
造
 

R
C
造

 
S
造
，

S
RC

造
，

R
C
造
 

R
C
造
 

R
C
造

 
S
造
，

S
RC

造
，
R
C
造
 

R
C
造

 
S
造
，

RC
造

 
R
C
造

 
S
造
，

S
RC

造
，

R
C
造

 

柱
 

一
般
部

 
不
要
 

－
 

不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要
 

不
要

 
－
 

不
要
 

不
要
 

隅
部
 

不
要
 

－
 

不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要
 

不
要

 
要
①
－

1 
不
要
 

不
要
 

地
下
部

 
不
要
 

－
 

－
 

－
 

不
要

 
－

 
不
要

 
－
 

－
 

－
 

梁
 

一
般
部

 
不
要
 

－
 

②
－

1 
不
要

 
不
要

 
不
要

(注
1)
 

不
要

 
②
－
2 

不
要
 

不
要
 

地
下
部

 
不
要
 

－
 

－
 

－
 

不
要

 
－

 
不
要

 
－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ト
ラ
ス

 
－

 
－

 
②
－

1 
－
 

－
 

不
要

(注
1)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

壁
 

一
般
部

 
不
要
 

要
①
－

2 
不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要
 

不
要

 
－
 

不
要
 

不
要
 

円
筒
部

 
不
要
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

地
下
部

 
要
①
－

2 
－

 
－
 

－
 

要
①
－

2 
－

 
要
①
－

2 
－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ブ
レ
ー
ス

 
－

 
－

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

②
－
2 

－
 

－
 

床
 

屋
根

 
一
般
部

 
不
要
 

不
要
 

不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要
 

不
要

 
－
 

不
要
 

不
要
 

基
礎

 
矩
形
 

要
①
－

1 
－

 
－
 

要
①
－

1 
要
①
－

1 
－

 
要
①
－

1 
要
①
－

1 
要
①
－

1 
要
①
－

1 

杭
基
礎

 
－

 
－

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

凡
例
 
・
要
：
荷
重
組
合
せ
に
よ
る
応
答
特
性
で
の
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
で
抽
出
済
み

 
（
注
１
）
大
ス
パ
ン
架
構
で
あ
る
が
，
下
部
に
上
位
ク
ラ
ス
施
設

 

・
不
要
：
評
価
不
要

 
が
な
い
た
め
不
要
と
す
る
。

 

 
 
 
・
「
①
－

1
」：

応
答
特
性
「
直
交
す
る
水
平
２
方
向
の
荷
重
が
応
力
と
し
て
集
中
」

 
※
：
本
表
は
，
詳
細
設
計
段
階
に
お
い
て
細
部
を
変
更
す
る

 

・
「
①
－

2
」：

応
答
特
性
「
面
内
荷
重
を
負
担
し
つ
つ
，
面
外
方
向
の
荷
重
が
作
用
」

 
可
能
性
が
あ
る
。

 

 
 
 
・
「
②
－

1
」：

応
答
特
性
「
面
内
方
向
の
荷
重
に
加
え
，
面
外
慣
性
力
の
影
響
が
大
き
い
」

 
 

 
 
 
・
「
②
－

2
」：

応
答
特
性
「
加
振
方
向
以
外
の
方
向
に
励
起
さ
れ
る
振
動
」
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第
3.
1
.3
－

6
表

 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
に
よ
る
影
響
の
確
認
が
必
要
な
部
位
の
抽
出

 
(2

/2
)
 

（
３
次
元
的
な
応
答
特
性
を
踏
ま
え
た
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
）

 

耐
震
性
評
価
部
位

 

１
号
炉
原
子
炉
建
物

 
１
号
炉
タ
ー
ビ
ン
建
物

 
１
号
炉

 

廃
棄
物

 

処
理
建
物

 

サ
イ
ト
バ
ン
カ

建
物

 

サ
イ
ト
バ
ン
カ

建
物

(
増
築
部

) 

１
号
炉

 

排
気
筒

 

排
気
筒

 

モ
ニ
タ
室

 

燃
料
移
送
ポ
ン
プ

エ
リ
ア
竜
巻
防
護

対
策
設
備

 
 

上
部
鉄
骨

 
 

上
部
鉄
骨

 

S
造
，

 

R
C
造

 

S
造
，
 

R
C
造

 
R
C
造
 

S
造
，

S
RC

造
，

RC
造

 
R
C
造

 
S
造
，

S
RC

造
，

R
C
造
 

R
C
造

 
S
造
，

RC
造

 
R
C
造

 
Ｓ
造
 

柱
 

一
般
部

 
不
要

 
不
要
 

不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要
 

－
 

－
 

不
要
 

隅
部
 

不
要

 
不
要
 

不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要
 

要
①
－

1 
－

 
不
要
 

地
下
部

 
不
要

 
－

 
不
要

 
－
 

不
要

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

梁
 

一
般
部

 
不
要

 
不
要

(注
1)
 

不
要

 
不
要

(注
1)
 

不
要

 
不
要

(注
1)
 

不
要
 

②
－
2 

不
要
 

②
－

1 

地
下
部

 
不
要

 
－

 
不
要

 
－
 

不
要

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ト
ラ
ス

 
－
 

不
要

(注
1)
 

－
 

不
要

(注
1)
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

壁
 

一
般
部

 
不
要

 
不
要
 

不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要
 

－
 

不
要
 

－
 

円
筒
部

 
不
要

 
－

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

地
下
部

 
要
①
－

2 
－

 
要
①
－

2 
－
 

要
①
－

2 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

鉄
骨
 

ブ
レ
ー
ス

 
－
 

不
要
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

②
－
2 

－
 

不
要
 

床
 

屋
根

 
一
般
部
 

不
要

 
不
要
 

不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要

 
不
要
 

－
 

不
要
 

－
 

基
礎

 
矩
形
 

要
①
－

1 
－

 
要
①
－

1 
－
 

要
①
－

1 
要
①
－

1 
要
①
－

1 
要
①
－

1 
要
①
－

1 
－

 

杭
基
礎

 
－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

凡
例
 
・
要
：
荷
重
組
合
せ
に
よ
る
応
答
特
性
で
の
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
で
抽
出
済
み

 
（
注
１
）
大
ス
パ
ン
架
構
で
あ
る
が
，
下
部
に
上
位
ク
ラ
ス
施
設
が

 

・
不
要
：
評
価
不
要

 
な
い
た
め
不
要
と
す
る
。

 

 
 
 
・
「
①
－

1
」：

応
答
特
性
「
直
交
す
る
水
平
２
方
向
の
荷
重
が
応
力
と
し
て
集
中
」

 
※
：
本
表
は
，
詳
細
設
計
段
階
に
お
い
て
細
部
を
変
更
す
る

 

・
「
①
－

2
」：

応
答
特
性
「
面
内
荷
重
を
負
担
し
つ
つ
，
面
外
方
向
の
荷
重
が
作
用
」

 
可
能
性
が
あ
る
。

 

 
 
 
・
「
②
－

1
」：

応
答
特
性
「
面
内
方
向
の
荷
重
に
加
え
，
面
外
慣
性
力
の
影
響
が
大
き
い
」

 
 

 
 
 
・
「
②
－

2
」：

応
答
特
性
「
加
振
方
向
以
外
の
方
向
に
励
起
さ
れ
る
振
動
」
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   (5) ３次元的な応答特性が想定される部位の抽出結果 

建物・構築物において，３次元的な応答特性が想定されるとして抽出した

部位を第 3.1.3－7 表に示す。また，各耐震評価部位の代表評価部位の抽出

方法について下記に示す。 

 

    a. 応答特性②－1「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい部位」 

梁（一般部・鉄骨トラス）について，大スパン架構であり，鉄骨トラスの

下部に上位クラス施設がある，原子炉建物（２号炉）の３次元的な応答特性

について精査を行う。 

 

    b. 応答特性②－2「加振方向以外の方向に励起される振動」 

梁（一般部）及び壁（鉄骨ブレース）について，重要設備である非常用ガ

ス処理系用排気筒を支持する排気筒（２号炉）の３次元的な応答特性につい

て精査を行う。 

 

    c. 局所的な応答 

耐震評価部位全般に対して，局所的な応答について精査を行う。精査は，

3.1.2（5）３次元解析モデルに基づく精査に基づき，施設の重要性，建物規

模及び構造特性を考慮し，原子炉建物（２号炉）を代表として評価する。 
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第 3.1.3－7表 ３次元解析モデルを用いた精査が必要な部位 

（注）下線部は代表として評価する建物・構築物を示す。 

凡例 ・「②－1」：応答特性「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」 

   ・「②－2」：応答特性「加振方向以外の方向に励起される振動」 

※：本表は，詳細設計段階において細部を変更する可能性がある。 

 

  

応答 

特性 
耐震評価部位 対象建物 代表評価部位 

②－1 梁 
一般部・ 

鉄骨トラス 

・原子炉建物（２号炉） 

・燃料移送ポンプエリア 

竜巻防護対策設備 

大スパン架構であり，鉄骨トラス

の下部に上位クラス施設がある，

原子炉建物（２号炉）の鉄骨トラ

スを評価する。 

②－2 

梁 一般部 
・排気筒（２号炉） 

・排気筒（１号炉） 

重要設備である非常用ガス処理系

用排気筒を支持する排気筒（２号

炉）の梁一般部（水平材）を評価

する。 

壁 鉄骨ブレース 
・排気筒（２号炉） 

・排気筒（１号炉） 

重要設備である非常用ガス処理系

用排気筒を支持する排気筒（２号

炉）の鉄骨ブレース（斜材）を評

価する。 

局所的 

な応答 

耐震評価 

部位全般 
・原子炉建物（２号炉） 

施設の重要性，建物規模及び構造

特性を考慮し，原子炉建物（２号

炉）を代表として評価する。 
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   (6) ３次元解析モデルによる精査の方針 

３次元的な応答特性が想定される部位として抽出した代表評価部位につ

いて，３次元解析モデルによる精査を行う。精査の方針を第 3.1.3－8 表に

示す。 

３次元解析モデルを用いた精査方法として，水平２方向及び鉛直方向を同

時入力時の応答の，水平１方向入力時の応答に対する増分が小さいことを確

認する。評価に用いる地震動については，2.2水平２方向及び鉛直方向地震

力による影響評価に用いる地震動に基づき，複数の基準地震動における地震

動の特性及び包絡関係と施設の特性による影響も考慮した上で選定し，本影

響評価に用いる。 
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第 3.1.3－8表 ３次元解析モデルを用いた精査の方針 

凡例 ・「②－1」：応答特性「面内方向の荷重に加え，面外慣性力の影響が大きい」 

   ・「②－2」：応答特性「加振方向以外の方向に励起される振動」 

※：本表は，詳細設計段階において細部を変更する可能性がある。 

  

応答 

特性 
耐震評価部位 対象建物 

3次元解析モデルを 

用いた精査方法 

3次元解析 

モデルを用いた 

精査結果 

②－1 梁 
一般部・ 

鉄骨トラス 

・原子炉建物 

（２号炉） 

水平２方向及び鉛直方向

入力時の応答の，水平 1

方向入力時の応答に対す

る増分が小さいことを確

認する。 

工認の補足説明

資料で準備 

②－2 

梁 一般部 
・排気筒 

（２号炉） 
同上 同上 

壁 
鉄骨 

ブレース 

・排気筒 

（２号炉） 
同上 同上 

局所的 

な応答 

耐震評価 

部位全般 

・原子炉建物 

（２号炉） 
同上 同上 
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  3.1.4 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価部位の抽出結果 

建物・構築物において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響

が想定されるとして抽出した部位を第 3.1.4－1表に示す。また，各耐震評

価部位の代表評価部位の抽出方法について下記に示す。 

 

   (1) 応答特性①－1「直交する水平２方向の荷重が，応力として集中する部位」 

柱（隅部）について，重要設備である非常用ガス処理系用排気筒を支持す

る排気筒（２号炉）の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評

価を行う。 

基礎（矩形）について，対象建物・構築物の中で規模が比較的大きく，重

要な設備を多く内包している原子炉建物基礎（２号炉）の水平２方向及び鉛

直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。 

 

   (2) 応答特性①－2「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用す

る部位」 

壁（水圧・土圧作用部）について，対象建物・構築物の中で，上部に床等

の拘束がなく，面外荷重（水圧）の影響が大きいと考えられる燃料プール（２

号炉）の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。 
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第 3.1.4－1表 水平２方向及び鉛直方向地震力による影響の 

確認が必要な部位 

応答 

特性 
耐震評価部位 対象建物・構築物 代表評価部位 

①－1 

柱 隅部 
・排気筒（２号炉） 

・排気筒（１号炉） 

重要設備である非常用ガス処

理系用排気筒を支持する排気

筒（２号炉）の隅柱（主柱材）

を代表として評価する。 

基 

礎 
矩形 

・原子炉建物（２号炉） 

・制御室建物 

・タービン建物（２号炉） 

・廃棄物処理建物（２号炉） 

・排気筒（２号炉） 

・緊急時対策所 

・ガスタービン発電機建物 

・原子炉建物（１号炉） 

・タービン建物（１号炉） 

・廃棄物処理建物（１号炉） 

・サイトバンカ建物 

・サイトバンカ建物（増築部） 

・排気筒（１号炉） 

・排気筒モニタ室 

建物規模が比較的大きく，重要

な設備を多く内包している等

の留意すべき特徴を有してい

る原子炉建物（２号炉）の基礎

を代表として評価する。 

①－2 壁 

水圧 

作用部 

 

地下部 

・燃料プール 

・原子炉建物（２号炉） 

・タービン建物（２号炉） 

・廃棄物処理建物（２号炉） 

・原子炉建物（１号炉） 

・タービン建物（１号炉） 

・廃棄物処理建物（１号炉） 

上部に床等の拘束がなく，面外

荷重（水圧）が作用する燃料プ

ールの壁を代表として評価す

る。 

（注）下線部は代表として評価する建物・構築物を示す。 

凡例 ①－1：応答特性「直交する水平２方向の荷重が，応力として集中」 

   ①－2：応答特性「面内方向の荷重を負担しつつ，面外方向の荷重が作用」 

※：本表は，詳細設計段階において細部を変更する可能性がある。 
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  3.1.5 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価部位として抽出

された部位について，基準地震動Ｓｓを用い，水平２方向及び鉛直方向地

震力の組合せの影響を評価する。評価に当たっては，従来設計手法による

各部位の解析モデル及び鉛直方向地震力の組合せによる評価結果を用いる

こととする。評価に用いる地震動を第 3.1.5－1表に示す。 

また影響評価は，水平２方向及び鉛直方向を同時に入力する時刻歴応答

解析による評価又は基準地震動Ｓｓの各方向地震成分により，個別に計算

した最大応答値を用い，水平２方向及び鉛直方向地震力を組み合わせる方

法として，米国 REGULATORY GUIDE 1.92の「2. Combining Effects Caused 

by Three Spatial Components of an Earthquake」を参考に，組合せ係数

法（1.0：0.4：0.4）等の最大応答の非同時性を考慮した評価により実施す

る。 

 

第 3.1.5－1表 評価に用いる地震動 

耐震評価部位 対象建物・構築物 評価に用いる地震動 

柱 隅部 ・排気筒（２号炉） 

基準地震動Ｓｓ－Ｄ，Ｓｓ－Ｆ１，

Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ

－Ｎ２を用いることを基本とす

る。 

なお，代表波による検討を実施す

る場合は，従来手法による解析結

果の値に対する許容値の割合が最

も小さい地震動を選定する。 

基 

礎 
矩形 ・原子炉建物（２号炉） 同上 

壁 
水圧 

作用部 
・燃料プール（２号炉） 同上 

※：本表は，詳細設計段階において細部を変更する可能性がある。 
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3.2 機器・配管系 

3.2.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計の考え方 

機器・配管系における従来の水平方向及び鉛直方向の組合せによる設計

手法では，建物・構築物の振動特性を考慮し，変形するモードが支配的と

なり応答が大きくなる方向（応答軸方向）に基準地震動Ｓｓを入力して得

られる各方向の地震力（床応答）を用いている。応答軸（強軸・弱軸）が

明確となっている設備の耐震評価においては，水平各方向の地震力を包絡

し，変形モードが支配的となる応答軸方向に入力するなど，従来評価にお

いて保守的な取扱いを基本としている。一方，応答軸が明確となっていな

い設備で，３次元的な広がりを持つ設備の耐震評価においては，基本的に

３次元のモデル化を行っており，建物・構築物の応答軸方向の地震力をそ

れぞれ入力し，この入力により算定される荷重や応力のうち大きい方を用

いて評価を実施している。設備配置及び応答軸の概念図を第 3.2.1－1 図

に示す。 

さらに，応答軸以外の振動モードが生じ難い構造の採用，応答軸以外の

振動モードが生じ難いサポート設計の採用といった構造上の配慮など，水

平方向の入力に対して配慮した設計としている。 

 

 

第 3.2.1－1図 設備配置及び応答軸の概念図 
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  3.2.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価方針 

機器・配管系において，水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮した場合

に影響を受ける可能性がある設備（部位）の評価を行う。 

評価対象は，耐震重要施設，常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重

大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系，並びに

これらの施設への波及的影響防止のために耐震評価を実施する設備とす

る。また，Ｂクラス設備については共振のおそれのあるものを評価対象と

する。 

対象とする設備を機種ごとに分類し，それぞれの構造上の特徴により荷

重の伝達方向，その荷重を受ける構造部材の配置及び構成等により水平２

方向の地震力による影響を受ける可能性のある設備（部位）を抽出する。 

構造上の特徴により影響を受ける可能性がある設備（部位）は，水平２

方向及び鉛直方向地震力による影響の検討を実施する。水平各方向の地震

力が１：１で入力された場合の発生値の算出方法として，従来の評価結果

の荷重又は算出応力等を水平２方向及び鉛直方向に整理して組み合わせ

る方法又は新たな解析等により高度化した手法を用いることにより，水平

２方向の地震力による設備（部位）に発生する荷重や応力を算出する。 

これらの検討により，水平２方向及び鉛直方向地震力を組み合わせた荷

重や応力の結果が従来の発生値と同等である場合は影響がある設備とし

て抽出せず，従来の発生値を超えて耐震性への影響が懸念される場合は，

設備が有する耐震性への影響を確認する。設備が有する耐震性への影響が

確認された場合は，詳細な手法を用いた検討等，新たに設計上の対応策を

講じる。 

水平２方向及び鉛直方向地震力による影響評価は，基準地震動Ｓｓ－Ｄ，

Ｓｓ－Ｆ１，Ｓｓ－Ｆ２，Ｓｓ－Ｎ１及びＳｓ－Ｎ２を対象とするが，複

数の基準地震動Ｓｓにおける地震動の特性及び包絡関係，地震力の包絡関

係を確認し，代表可能である場合は代表の基準地震動Ｓｓにて評価する。

また，水平各方向の地震動は，それぞれの位相を変えた地震動を用いるこ

とを基本とするが，保守的な手法を用いる場合もある。スロッシング評価

については，水平２方向の影響が考えられることから，水平２方向による

影響を確認する。なお，燃料プール等のスロッシングによる溢水量評価は，

設置許可基準規則第９条（溢水による損傷の防止等）の解析評価（「別添

１ 内部溢水の影響評価について」の「８．燃料プールのスロッシングに

伴う溢水評価について」）に記載のとおり，水平２方向及び鉛直方向の地

震力を組み合わせた場合の溢水量として，保守的に水平１方向＋鉛直方向

の溢水量に，直交する水平１方向＋鉛直方向の溢水量を足し合わせ，影響

を確認している。 
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  3.2.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

機器・配管系において，水平２方向及び鉛直方向地震力の影響を受ける

可能性があり，水平１方向及び鉛直方向の従来評価に加え，更なる設計上

の配慮が必要な設備について，構造及び発生値の増分の観点から抽出し，

影響を評価する。影響評価は従来設計で用いている質点系モデルによる評

価結果を用いて行うことを基本とする。影響評価のフローを第 3.2.3－1

図に示す。 

なお，水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響を検討する際は，

地震時に水平 2 方向及び鉛直方向それぞれの最大応答が同時に発生する

可能性は極めて低いとした考え方である Square-Root-of-the-Sum-of- 

the-Squares 法（以下「最大応答の非同時性を考慮した SRSS 法」とい

う。）又は組合せ係数法（1.0：0.4：0.4）を適用する。この組合せ方法に

ついては，現状の耐震評価は基本的におおむね弾性範囲でとどまる体系で

あることに加え，国内と海外の機器の耐震解析は，基本的に線形モデルに

て実施している等類似であり，水平 2 方向及び鉛直方向の位相差は機器の

応答にも現れることから，米国 Regulatory Guide 1.92 の「2.Combining 

Effects Caused by Three Spatial Components of an Earthquake」を参

考としているものである。 

 

①  評価対象となる設備の整理 

耐震重要施設，常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設

備が設置される重大事故等対処施設の機器・配管系並びにこれらの施設へ

の波及的影響防止のために耐震評価を実施する設備，共振のおそれのある

Ｂクラス設備を評価対象とし，代表的な機種ごとに分類し整理する。（第

3.2.3－1図①）。 

 

②  構造上の特徴による抽出 

機種ごとに構造上の特徴から水平２方向の地震力が重畳する観点，若し

くは応答軸方向以外の振動モード（ねじれ振動等）が生じる観点にて検討

を行い，水平２方向の地震力による影響の可能性がある設備を抽出する。

（第 3.2.3－1図②）。 

 

③  発生値の増分による抽出 

水平２方向の地震力による影響の可能性がある設備に対して，水平２方

向の地震力が各方向１：１で入力された場合に各部にかかる荷重や応力を

求め，従来の水平１方向及び鉛直方向地震力の組合せによる設計に対して，

水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮した発生値の増分を用いて影響を検

討し，耐震性への影響が懸念される設備を抽出する。 

また，建物・構築物及び屋外重要土木構造物の検討により，機器・配管
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系への影響の可能性がある部位が抽出された場合は，機器・配管系への影

響を評価し，耐震性への影響が懸念される設備を抽出する。 

影響の検討は，機種ごとの分類に対して地震力の寄与度に配慮し耐震裕

度が小さい設備（部位）を対象とする。（第 3.2.3－1図③）。 

 

④  水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

③の検討において算出された荷重や応力を用いて，設備の耐震性への影

響を確認する（第 3.2.3－1図④）。 

 

なお，現時点においては各機器の耐震性に関する詳細検討が完了してい

ないことから，上記①及び②を実施し，今後，詳細設計段階にて③及び④

を実施することとする。 
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第 3.2.3－1図 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮した 
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①評価対象となる設備の整理 

②構造上，水平２方向及び鉛直方向 
地震力の影響の可能性がある設備※か 

水平２方向及び鉛直方向地震力を 
考慮した発生荷重等を用いた検討 

③水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮 
した発生値が従来の発生値と比べて影響があるか 

④水平２方向及び鉛直方向 
地震力の組合せの影響評価（水平２方向及び 
鉛直方向地震力に対し，耐震性を有している

ことへの影響があるか） 

従来の設計手法に加えて更なる 
設計上の配慮が必要な設備 

建物・構築物及び屋外 
重要土木構造物の検討 
による機器・配管系への 
影響検討結果 

 従来の設計手法で水平２方向及び 
鉛直方向地震力は対応可能 

 ※水平 1 方向及び鉛直方
向地震力による裕度が
1.1 未満の設備も含む 
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  3.2.4 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価設備（部位）の抽出 

評価対象設備を機種ごとに分類した結果を，第 3.2.4－1 表に示す。機

種ごとに分類した設備の各評価部位，応力分類に対し構造上の特徴から水

平２方向の地震力による影響を以下の項目により検討し，影響の可能性が

ある設備を抽出した。なお，重大事故等対処施設等の一部については評価

部位等を検討中であるため，設計が確定する工認段階で抽出，影響評価を

行う。 

 

   (1) 水平２方向の地震力が重畳する観点 

水平１方向の地震力に加えて，さらに水平直交方向に地震力が重畳した

場合，水平２方向の地震力による影響を検討し，影響が軽微な設備以外の

影響検討が必要となる可能性のある設備を抽出する。以下の場合は，水平

２方向の地震力による影響が軽微な設備であると整理した（別紙 10－１参

照）。なお，ここでの影響が軽微な設備とは，構造上の観点から発生応力へ

の影響に着目し，その増分が１割程度以下となる機器を分類しているが，

今後の詳細検討においては水平１方向地震力による裕度（許容応力／発生

応力）が 1.1 未満の機器については個別に安全側となるように最大応答の

非同時性を考慮した SRSS法，組合せ係数法，３軸時刻歴解析等の手法を用

いて水平２方向の影響について検討を行うこととする。また，影響の分類

基準としている１割の増分についても，詳細検討において必要に応じて見

直しを検討することとする。 

 

    ａ. 水平２方向の地震力を受けた場合でも，その構造により水平１方向の地

震力しか負担しないもの 

制御棒・破損燃料貯蔵ラックのサポートや横置きの容器等は，水平２方

向の地震力を想定した場合，水平１方向を拘束する構造であることや水平

各方向で振動特性及び荷重の負担断面が異なる構造であることにより，特

定の方向の地震力の影響を受ける部位であるため，水平１方向の地震力し

か負担しないものとして分類した。 

 

    ｂ. 水平２方向の地震力を受けた場合，その構造により最大応力の発生箇所

が異なるもの 

一様断面を有する容器類の胴板等は，水平２方向の地震力を想定した場

合，それぞれの水平方向地震力に応じて応力が最大となる箇所があること

から，最大応力の発生箇所が異なり，水平２方向の地震力を組み合わせて

も影響が軽微であるものとして分類した。その他の設備についても同様の

理由から最大応力の発生箇所が異なり，水平２方向の地震力を組み合わせ

ても影響が軽微であるものとして分類した。 
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ｃ. 水平２方向の地震力を組み合わせても水平１方向の地震による応力と

同等といえるもの 

原子炉圧力容器スタビライザ，原子炉格納容器スタビライザ及びシヤラ

グは，周方向８箇所を支持する構造で配置されており，水平１方向の地震

力を６体で支持する設計としており，水平２方向の地震力を想定した場合，

地震力を負担する部位が増え，また，最大反力を受けもつ部位が異なるこ

とで，水平１方向の地震力による荷重と水平２方向の地震力を想定した場

合における荷重が同等になるものであり，水平２方向の地震を組み合わせ

ても１方向の地震による応力と同等のものと分類した。 

スタビライザと同様の支持方式を有するその他の設備についても，同様

の理由から水平２方向の地震を組み合わせても１方向の地震による応力

と同等のものと分類した。 

 

    ｄ. 従来評価において水平２方向の考慮をした評価を行っているもの 

ドライヤ支持ブラケット等は，従来評価において，水平２方向地震を考

慮した評価を行っているため，水平２方向の影響を考慮しても影響がない

ものとして分類した。 
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   (2) 水平方向とその直交方向が相関する振動モード（ねじれ振動等）が生じ

る観点 

水平方向とその直交方向が相関する振動モードが生じることで有意な影

響が生じる可能性のある設備を抽出する。 

機器・配管系設備のうち，水平方向の各軸方向に対して均等な構造とな

っている機器は，評価上有意なねじれ振動は生じない。 

一方，３次元的な広がりを持つ配管系等は，系全体として考えた場合，

有意なねじれ振動が発生する可能性がある。しかし，水平方向とその直交

方向が相関する振動モードが想定される設備は，従来設計より３次元のモ

デル化を行っており，その振動モードは適切に考慮した評価としているた

め，この観点から抽出される設備はなかった。 

 

  3.2.5 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価部位の抽出結果及び今

後の評価方針 

3.2.4 項で抽出した結果を別紙 10－１に示す。これらの設備に関して，

今後 3.2.3項③「発生値の増分による抽出」に記載の方法に従い，発生値

の増分の観点から評価対象部位の抽出を行ったうえで，水平２方向及び鉛

直方向地震力の組合せによる影響評価を行う。また，建物・構築物及び屋

外重要土木構造物の検討結果より，機器・配管系の耐震性への影響を与え

ると判断された設備についても同様に発生値の増分の観点から評価対象

部位の抽出を行ったうえで，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによ

る影響評価を行う。 
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第 3.2.4－1表 水平２方向入力の影響検討対象設備

 

評価部位 応力分類

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

座屈

上部格子板支持面
炉心支持板支持面

支圧応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

軸圧縮応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次＋二次＋ピーク応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次＋二次＋ピーク応力

軸圧縮応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次＋二次＋ピーク応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次＋二次＋ピーク応力

軸圧縮応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次＋二次＋ピーク応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

純せん断応力

中央燃料支持金具
周辺燃料支持金具

原
子
炉
圧
力
容
器

円筒胴
下鏡及びスカート

円筒胴
下鏡
下鏡と円筒胴の接合部
スカートと円筒胴の接合部

スカート

制御棒貫通孔

ハウジング

スタブチューブ

ノズル 各部位

ブラケット類

スタビライザブラケット

ドライヤ支持ブラケット

炉心スプレイブラケット

給水スパージャブラケット

設備※１

炉
心
支
持
構
造
物

炉心シュラウド

上部胴
下部胴

中間胴

シュラウドサポート

レグ

シリンダ
プレート
下部胴

上部格子板 グリッドプレート

中央燃料支持金具
周辺燃料支持金具

制御棒案内管
下部溶接部
長手中央部

炉心支持板

補強ビーム
支持板

スタッド
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評価部位 応力分類

引張応力

せん断応力

組合せ応力

せん断応力

組合せ応力

せん断応力

組合せ応力

せん断応力

曲げ応力

基部アンカ部（基礎ボルト） 引張応力

基部アンカ部（ベースプレート） 曲げ応力

ロッド 引張応力

せん断応力

曲げ応力

引張応力

せん断応力

圧縮応力

曲げ応力

組合せ応力

フランジボルト 引張応力

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

レストレントビーム一般部
レストレントビーム端部

曲げ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次＋二次＋ピーク応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次＋二次＋ピーク応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

耐震用ブロック 純せん断応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

設備※１

ＣＲＤ開口まわり（ＣＲＤ開口はり）

原
子
炉
圧
力
容
器
付
属
構
造
物

原子炉圧力容器スタビラ
イザ ブラケット

原子炉格納容器スタビラ
イザ

パイプ

ガセットプレート

制御棒駆動機構ハウジン
グ支持金具

レストレントビームボルト

円筒部（たてリブ）

貫通部シール

差圧検出・ほう酸水注入
系配管（ティーよりN11
ノズルまでの外管）

差圧検出管

ジェットポンプ計測配管
貫通部シール

圧
力
容
器
支
持
構
造
物

原子炉圧力容器基礎ボル
ト

基礎ボルト

原子炉本体の基礎

円筒部（内筒）
円筒胴（外筒）

使用済燃料貯蔵ラック

ラック部材
シートプレート及びベース

ラック取付ボルト
基礎ボルト

原
子
炉
圧
力
容
器
内
部
構
造
物

気水分離器及びスタンド
パイプ
シュラウドヘッド
原子炉中性子計装案内管

各部位

スパージャ
炉内配管

各部位

ジェットポンプ
ライザ
ディフューザ
ライザブレース

蒸気乾燥器
蒸気乾燥器ユニット
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評価部位 応力分類

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

脚 組合せ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

ラグ 組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

コラムパイプ
バレルケーシング

一次一般膜応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

全ディスクセットの多孔プレート
ディスクセット間の円筒形多孔プレート
リブ
コンプレッションプレート
フィンガ
ストラップ
フランジ

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

脚 組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

一次一般膜応力

一次＋二次応力

組合せ応力

座屈

引張応力

せん断応力

組合せ応力

横置円筒形容器

胴板

基礎ボルト

たて置円筒形容器（スカート支
持）

胴板

スカート

基礎ボルト

アキュムレータ
胴板

たて置円筒形容器（ラグ支持）

基礎ボルト
取付ボルト

横形ポンプ
ポンプ駆動用タービン
補機海水ストレーナ
空調ファン
空調ユニット

胴板

基礎ボルト

立形ポンプ
基礎ボルト
取付ボルト

ＥＣＣＳストレーナ

設備※１

ラック部材

サポート部材

底部基礎ボルト

サポート部基礎ボルト

制御棒・破損燃料貯蔵ラック
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評価部位 応力分類

引張応力

せん断応力

圧縮応力

曲げ応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

一次一般膜応力

一次＋二次

引張応力

せん断応力

組合せ応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

座屈

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

ドライウェル

ドライウェル上ふた球形部とナックル部の接合部
円筒部とナックル部の接合部
ナックル部と球形部の接合部
球形部と円筒部の接合部
円筒部と球形部の接合部

球形部の板厚変化部

円筒部

基部

原
子
炉
格
納
容
器

伝送器（矩形床置） 取付ボルト

伝送器（矩形壁掛） 取付ボルト

制御盤，電気盤（矩形床置） 取付ボルト

サプレッションチェンバ 各部位

ベント管
ヘッダ接続部
ベント管円筒部
ベント管とドライウェルとの接合部

制御盤，電気盤（矩形壁掛） 取付ボルト

モニタリング設備（矩形壁掛） 取付ボルト

モニタリング設備（矩形床置） 取付ボルト

設備※１

平底たて置円筒形容器

胴板

基礎ボルト
取付ボルト

核計測装置 各部位

水圧制御ユニット

フレーム

取付ボルト
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評価部位 応力分類

引張応力

せん断応力

圧縮応力

曲げ応力

組合せ応力

せん断応力

支圧圧力

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

コンクリート部 圧縮応力

ボルト
基礎ボルト

引張応力

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

内側メイルシヤラグ接触部
外側メイルシヤラグ接触部
内側フィメイルシヤラグ接触部
外側フィメイルシヤラグ接触部
コンクリート（ベースプレート部，シヤプレート部）

支圧圧力

基礎ボルト 引張応力

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

引張応力

圧縮応力

一次膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次一般膜応力

一次応力（曲げ応力を含む）

一次＋二次応力

一次応力（曲げ応力を含む）

一次＋二次応力

一次＋二次＋ピーク応力

一次一般膜応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

引張応力

圧縮応力

曲げ応力

組合せ応力

ベントヘッダ

ベントヘッダ強め輪取付部

ベントヘッダサポート

ベントヘッダ

設備※１

ベントヘッダとダウンカマの結合部

シヤラグ

内側メイルシヤラグ
外側メイルシヤラグ
内側フィメイルシヤラグ
内側フィメイルシヤラグリブ付根部
外側フィメイルシヤラグ

ベースプレート
シヤプレート

内側シヤラグサポート

原子炉格納容器電気配線
貫通部

原子炉格納容器胴とスリーブとの取付部

ダウンカマ

ダウンカマ

サプレッションチェンバ
サポート

サポート
ベースとベースプレートの接合部

シアキー

ベースプレート
シアプレート

原
子
炉
格
納
容
器

シヤラグ取付部

ハッチ類

ハッチ円筒胴

ハッチ本体と補強板との結合部

原子炉格納容器配管貫通
部

原子炉格納容器胴とスリーブとの取付部
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評価部位 応力分類

引張応力

せん断応力

圧縮応力

曲げ応力

組合せ応力

せん断応力

曲げ応力

支圧圧力

組合せ応力

一次一般膜応力＋一次曲げ応力

一次＋二次応力

ブレース 圧縮応力

ベース取付溶接部 せん断応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

一次応力

一次＋二次応力

各部位 各応力分類

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

各部位 各応力分類

各部位 各応力分類

引張応力

せん断応力

組合せ応力

せん断荷重

圧縮荷重

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

設備※１

矩形構造の架構設備（静的触媒
式水素処理装置，架台を含む）

通信連絡設備（アンテナ類）
（矩形床置）

基礎ボルト

可燃性ガス濃度制御系再結合装
置

基礎ボルト

ディーゼル発電機
基礎ボルト
取付ボルト

ガスタービン発電機

可燃性ガス濃度制御系再結合装
置ブロワ

基礎ボルト
取付ボルト

その他電源設備
基礎ボルト
取付ボルト

配管本体，サポート（多質点は
りモデル解析）

配管，サポート

ベントヘッダ

据付ボルト

取水槽水位計 取付ボルト

津波監視カメラ

防波扉
水密扉

屋外排水路逆止弁 基礎ボルト

床ドレン逆止弁 基礎ボルト

貫通部止水処置 モルタル

１号炉取水槽流路縮小工

強め輪

ピン

ドライウェルスプレイ管
サプレッションチェンバスプレ
イ管

スプレイ管
スプレイ管とスプレイ管案内管
スプレイ管案内管

通信連絡設備（アンテナ類）
（矩形壁掛）

基礎ボルト
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評価部位 応力分類

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

ブリッジ脱線防止ラグ（取付ボルト）
トロリ脱線防止ラグ（取付ボルト）

せん断応力

吊具 吊荷荷重

せん断応力

曲げ応力

浮上り量

落下防止ラグ 圧縮応力

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

トロリ 浮上り量

吊具 吊荷荷重

せん断応力

圧縮応力

曲げ応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

引張応力

せん断応力

ローラチェーン 吊荷荷重

各部位 各応力分類

引張応力

せん断応力

組合せ応力

各部位 各応力分類

ダクト，サポート 一次応力

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

せん断応力

曲げ応力

浮上り量

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

せん断応力

曲げ応力

組合せ応力

トロリ 浮上り量

吊具 吊荷荷重

固定ボルト

中央制御室天井照明

チャンネル取扱ブーム
ボルト

取水槽ガントリクレーン

ガーダ

脚

走行レール
横行レール

転倒防止装置

主排気ダクト

基礎ボルト

設備※１

燃料取替機

燃料取替機構造物フレーム
ブリッジ脱線防止ラグ（本体）
トロリ脱線防止ラグ（本体）
走行レール
横行レール

原子炉建物天井クレーン

クレーン本体ガーダ

トロリストッパ

ガンマ線遮蔽壁
胴基部
開口集中部

制御棒貯蔵ハンガ

サポート

振止め部

チャンネル着脱装置

ガイドレール

カート
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※１ 本表は，詳細設計段階において細部を変更する可能性がある。 

評価部位 応力分類

各部位 各応力分類

曲げモーメント

せん断応力

支持部 圧縮力

曲げ応力

せん断応力

組合せ応力

固定ボルト せん断応力

各部位 各応力分類

各部位 各応力分類

各部位 各応力分類建物開口部竜巻防護対策設備

設備※１

取水槽循環水ポンプエリア竜巻
防護対策設備

蓋

取水槽海水ポンプエリア竜巻防
護対策設備

耐火障壁

原子炉ウェルシールドプラグ
本体

除じん機
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3.3 屋外重要土木構造物等 

  3.3.1 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計手法の考え方 

従来の設計の考え方について，取水槽を例に第 3.3.1－1表に示す。 

一般的な地上構造物では，躯体の慣性力が主たる荷重であるのに対し，

屋外重要土木構造物等※は，おおむね地中に埋設されているため，動土圧

や動水圧等の外力が主たる荷重となる。また，屋外重要土木構造物等は，

比較的単純な構造部材の配置で構成され，ほぼ同一の断面が奥行き方向に

連続する構造的特徴を有することから，３次元的な応答の影響は小さいた

め，２次元断面での耐震評価を行っている。 

屋外重要土木構造物等は，主に海水の通水機能や配管等の間接支持機能

を維持するため，通水方向や管軸方向に対して空間を保持できるように構

造部材が配置されることから，構造上の特徴として，明確な弱軸，強軸を

有する。 

強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して顕著な影響を及ぼさないこ

とから，従来設計手法では，弱軸方向を評価対象断面として，耐震設計上

求められる水平１方向及び鉛直方向地震力による耐震評価を実施してい

る。 

第 3.3.1－1 図に示すとおり，従来設計手法では，屋外重要土木構造物

等の構造上の特徴から，弱軸方向の地震荷重に対して，保守的に加振方向

に平行な水路の壁部材を見込まず，垂直に配置された構造部材のみで受け

持つよう設計している。 

屋外重要土木構造物等のうち取水口及びガスタービン発電機用軽油タ

ンク基礎は，海水の通水機能や配管等の間接支持機能を有する構造物と比

較して，強軸及び弱軸が明確ではないことから，従来設計手法では，直交

２方向ともに評価対象断面として，耐震設計上求められる水平１方向及び

鉛直方向地震力による耐震評価を実施している。 

 

 

※屋外重要土木構造物，重大事故等対処施設のうち土木構造物及び波及的影 

響を及ぼすおそれのある下位クラス施設のうち土木構造物を「屋外重要土木

構造物等」という。 
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第 3.3.1－1表 従来設計手法における評価対象断面の考え方（取水槽の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.1－１図 従来設計手法の考え方 

 

 横断方向の加振 縦断方向の加振 

従来設計の 

評価対象断 

面の考え方 

 

 

・横断方向は，加振方向に平行な壁部

材が少なく，弱軸方向にあたる。 

・縦断方向は，加振方向に平行な側壁

及び隔壁を耐震設計上見込むこと

ができ，強軸方向にあたる。 

・強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して顕著な影響を及ぼさない。 

・弱軸方向を評価対象断面とする。 
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3.3.2 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

屋外重要土木構造物等において，水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮

した場合に影響を受ける可能性がある構造物の評価を行う。 

評価対象は，取水槽，取水管，取水口，屋外配管ダクト（タービン建物

～排気筒），屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽），ディーゼル燃料貯

蔵タンク基礎，屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物），

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽，

第１ベントフィルタ格納槽，屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油

タンク～ガスタービン発電機），緊急時対策所用燃料地下タンク及び波及

的影響防止のために耐震評価を実施する土木構造物（免震重要棟遮蔽壁及

び１号炉取水槽ピット部）とする。なお，低圧原子炉代替注水ポンプ格納

槽は，屋外重要土木構造物には該当せず，常設耐震重要重大事故防止設備

及び常設重大事故緩和設備に分類されるとともに，常設耐震重要重大事故

防止設備及び常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設に

分類される。 

また，ガスタービン発電機用軽油タンク基礎，第１ベントフィルタ格納

槽及び屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン

発電機）は，屋外重要土木構造物には該当せず，常設耐震重要重大事故防

止設備及び常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設に分

類され，緊急時対策所用燃料地下タンクは，屋外重要土木構造物には該当

せず，常設重大事故緩和設備に分類される。 

第 3.3.2－１表に評価対象構造物の施設分類を示す。 

 

第 3.3.2－１表 屋外重要土木構造物等の施設分類 

 

評価対象構造物

施設分類

屋外重
要土木
構造物

重大事
故等対
処施設

波及的
影響

取水槽 ○ ○ －

取水管 ○ ○ －

取水口 ○ ○ －

屋外配管ダクト(タービン建物～排気筒） ○ ○ －

屋外配管ダクト(タービン建物～放水槽） ○ － －

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 ○ ○ －

屋外配管ダクト(ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子

炉建物）
○ ○ －

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 － ○ －

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 － ○ －

第１ベントフィルタ格納槽 ー ○ －

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タン

ク ～ガスタービン発電機）
－ ○ －

緊急時対策所用燃料地下タンク － ○ －

免震重要棟遮蔽壁 － － ○

1号炉取水槽ピット部 － － ○
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屋外重要土木構造物等を構造形式ごとに分類し，構造形式ごとに作用す

ると考えられる荷重を整理し，荷重が作用する構造部材の配置等から水平

２方向及び鉛直方向地震力による影響を受ける可能性のある構造形式を

抽出する。 

抽出された構造形式については，従来設計手法での評価対象断面（弱軸

方向）の地震応答解析に基づく構造部材の照査において，評価対象断面（弱

軸方向）に直交する断面（強軸方向）の地震応答解析に基づく構造部材の

発生応力等を評価し適切に組み合わせることで，水平２方向及び鉛直方向

地震力の組合せによる構造部材の発生応力を算出し，構造物が有する耐震

性への影響を確認する。 

構造物が有する耐震性への影響が確認された場合は詳細な手法を用い

た検討等，新たに設計上の対応策を講じる。 
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3.3.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

屋外重要土木構造物等において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合

せの影響を受ける可能性があり，水平１方向及び鉛直方向の従来評価に加

え，更なる設計上の配慮が必要な構造物について，構造形式及び作用荷重

の観点から影響評価の対象とする構造物を抽出し，構造物が有する耐震性

への影響を評価する。影響評価のフローを第 3.3.3－１図に示す。 

 

(1) 影響評価対象構造物の抽出 

    ① 構造形式の分類 

評価対象構造物について，各構造物の構造上の特徴や従来設計手法の考

え方を踏まえ，構造形式ごとに大別する。 

 

    ② 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重の整理 

従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重を抽出する。 

 

    ③ 荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式の抽出 

②で整理した荷重に対して，構造形式ごとにどのように作用するかを整

理し，耐震性に与える影響程度を検討したうえで，水平２方向及び鉛直方

向地震力の組合せの影響が想定される構造形式を抽出する。 

 

    ④ 従来設計手法における評価対象断面以外の３次元的な応答特性が想定さ

れる箇所の抽出 

③で抽出されなかった構造形式について，従来設計手法における評価対

象断面以外の箇所で，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響によ

り３次元的な応答が想定される箇所を抽出する。 

 

    ⑤ 従来設計手法の妥当性の確認 

④で抽出された箇所が，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに対し

て，従来設計手法における評価対象断面の耐震評価で満足できるか検討を

行う。 

 

   (2) 影響評価手法 

⑥ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

評価対象として抽出された構造物について，従来設計手法での評価対象

断面（弱軸方向）の地震応答解析に基づく構造部材の照査において，評価

対象断面（弱軸方向）に直交する断面（強軸方向）の地震応答解析に基づ

く構造部材の発生応力等を適切に組み合わせることで，水平２方向及び鉛

直方向地震力による構造部材の発生応力を算出するとともに構造部材の設

計上の許容値に対する評価を実施し，構造部材が有する耐震性への影響を
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確認する。 

評価手法については，評価対象構造物の構造形式を考慮して選定する。 

 

    ⑦ 機器・配管系への影響検討 

評価対象として抽出された構造物が，耐震重要施設，常設耐震重要重大

事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設

の機器・配管系の間接支持構造物である場合には，機器・配管系に対して，

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響を確認する。 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響が確認さ

れた場合，機器・配管系の影響評価に反映する。 

なお，④及び⑤の精査にて，屋外重要土木構造物等の影響の観点から抽

出されなかった部位であっても，地震応答解析結果から機器・配管系への

影響の可能性が想定される部位については検討対象として抽出する。 
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第 3.3.3－１図 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる 

影響評価のフロー 

 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

間接支持構造物の場合 

ＮＯ 

②従来設計手法における評価対象断面 
に対して直交する荷重の整理 

④従来設計手法における評価対象断面 
以外の３次元的な応答特性が 

想定される箇所の抽出 

 

①構造形式の分類 

（構造上の特徴や従来設計手法の考え方を 

踏まえた類型化） 

従来の設計手法で水平２方 
向及び鉛直方向の地震力は 

対応可能 

従来の設計手法に加えて 
更なる設計上の配慮が 

必要な構造物 

⑦機器・ 
配管系への 
影響検討 

 

評価対象部位 

  

⑤従来設計手法の妥当性の確認 
（従来設計手法における耐震評価で 

包絡できない箇所か） 

③荷重の組合せによる応答特性が 
想定される構造形式か 

⑥水平２方向及び鉛直方向地震力の組
合せの影響評価（水平２方向及び鉛直
方向地震力に対し，耐震性を有してい

ることへの影響があるか） 
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  3.3.4 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出 

   (1) 構造形式の分類 

    第 3.3.4－1図に屋外重要土木構造物等の配置図を示す。屋外重要土木構

造物等は，その構造形式より①取水槽，低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽，

第１ベントフィルタ格納槽，ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎及び緊急時対

策所用燃料地下タンクのような箱型構造物，②屋外配管ダクト（タービン

建物～排気筒），屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽），屋外配管ダ

クト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物），屋外配管ダクト（ガス

タービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機），免震重要棟遮蔽壁

及び１号炉取水槽ピット部のような同一断面が連続する線状構造物，③取

水口のような円筒状構造物，④ガスタービン発電機用軽油タンク基礎のよ

うな直接基礎，⑤取水管のような管路構造物の５つの構造形式に大別され

る。 

  

 

第 3.3.4－1図 屋外重要土木構造物等配置図 
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   (2) 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重の整理 

    第 3.3.4－1表に，従来設計手法における評価対象断面に対して直交する

荷重を示す。 

    従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重として，動土

圧及び動水圧，摩擦力，慣性力が挙げられる。 

 

第 3.3.4－1表 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重 

作用荷重 作用荷重のイメージ 

①動土圧及

び動水圧 

従来設計手法における評価対

象断面に対して，平行に配置さ

れる構造部材に作用する動土

圧及び動水圧 

 

 

 

②摩擦力 

周辺の埋戻土と躯体間で生じ

る相対変位に伴い発生する摩

擦力 

 

 

 

③慣性力 躯体に作用する慣性力 

 

 

    

（注）作用荷重のイメージ図は平面図を示す 
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   (3) 荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式の抽出 

第 3.3.4－2表に 3.3.4(1)で整理した構造形式ごとに 3.3.4(2)で整理した

荷重作用による影響程度を示す。 

評価対象構造物の地震時の挙動は，躯体が主に地中に埋設されることから，

周辺地盤の挙動に大きく影響される。3.3.4(2)で整理した荷重のうち②摩擦

力や③慣性力は，①動土圧及び動水圧と比較するとその影響は小さいことか

ら，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響検討の対象とする構造物

の抽出では，①動土圧及び動水圧による影響を考慮する。 

箱型構造物は，その構造上の特徴として，妻壁(評価対象断面に対して平

行に配置される壁部材)等を有することから，従来評価手法における評価対

象断面に対して直交する①動土圧及び動水圧が作用する。 

線状構造物については，その構造上の特徴として，妻壁等を有さない若し

くは妻側（小口）の面積が小さいことから，従来設計手法における評価対象

断面に対して直交する①動土圧及び動水圧は作用しない。 

円筒状構造物及び直接基礎については，第 3.3.4－2 図に示すように水平

２方向入力による応力の集中が考えられる。 

直接基礎については，上載構造物により，従来設計手法における評価対象

断面に対して直交する③慣性力が作用する。 

管路構造物については，その構造上の特徴として，妻壁等を有さない若し

くは妻側（小口）の面積が小さいことから，従来設計手法における評価対象

断面に対して直交する①動土圧及び動水圧は作用しない。一方，取水管は延

長が長い構造であることから，従来設計手法において，管軸方向と管軸直角

方向の応力を合成した応力評価を実施しており，水平２方向及び鉛直方向の

地震力を同時に作用させて評価を行っている。 

以上のことから，荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式とし

て，従来評価手法における評価対象断面に対して直交する①動土圧及び動水

圧が作用する箱型構造物，水平２方向入力による応力の集中が考えられる円

筒状構造物，③慣性力が作用する直接基礎，及び従来設計手法において水平

２方向及び鉛直方向地震力の影響を考慮している管路構造物を抽出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.4－2図 円筒状構造物及び直接基礎にかかる応答特性 

 

円筒状構造物 

（取水口） 

 応力が集中 

荷重 

荷重 x 

y 
直接基礎 

（ガスタービン発電機

用軽油タンク基礎） 
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第
3.
3.
4 －

2
(1
)表

 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
の
評
価
対
象
構
造
物
の
抽
出

 

構
造
形
式
の
分
類

 

①
箱
型
構
造
物

 

（
取
水
槽
，

 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
ポ
ン
プ
格
納
槽
，

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル
タ
格
納
槽
，

 

デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ

ン
ク
基
礎

, 

緊
急
時
対
策
所
用
燃
料
地

下
タ
ン
ク

) 

②
線
状
構
造
物

 

（
屋
外
配
管
ダ
ク
ト
（
タ
ー
ビ
ン
建
物
～

排
気
筒

），
屋
外
配
管
ダ
ク
ト
（
タ
ー
ビ

ン
建
物
～
放
水
槽

），
屋
外
配
管
ダ
ク
ト

（
デ
ィ
ー
ゼ
ル
燃
料
貯
蔵
タ
ン
ク
～
原

子
炉
建
物

），
屋
外
配
管
ダ
ク
ト
（
ガ
ス

タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン
ク
～
ガ

ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
）
及
び
免
震
重
要
棟

遮
蔽
壁
，
１
号
炉
取
水
槽
ピ
ッ
ト
部

）
 

③
円
筒
状
構
造
物

 

（
取
水
口
）

 

④
直
接
基
礎
 

（
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
発
電
機
用
軽
油
タ
ン

ク
基
礎
）

 

     荷
重
の
作
用
状
況

 

      

 

 

 

 

  

 

 

①
動

土
圧

及
び

動
水
圧

 
妻
壁
に
作
用

 
①

動
土

圧
及

び
動

水
圧

 
作

用
し

な
い

 
①

動
土

圧
及

び
動

水
圧

 
作
用
す
る

 
①

動
土

圧
及

び
動
水
圧

 
作
用
し
な
い

 

②
摩
擦
力

 
側
壁
に
作
用

 
②
摩
擦
力

 
側

壁
，

頂
版

に
作
用

 
②
摩
擦
力

 
作
用
し
な
い

 
②
摩
擦
力

 
作
用
し
な
い

 

③
慣
性
力

 
全
て
の
部
材

に
作
用

 
③
慣
性
力

 
全

て
の

部
材

に
作
用

 
③
慣
性
力

 
全
て
の
部
材
に
作
用

 
③
慣
性
力

 
全
て
の
部
材
に
作
用

 

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る
荷
重
の
影
響
程
度

 

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に

対
し

て
平

行
に

配
置

さ
れ

る
構

造
部

材
（

妻
壁
）
を
有
し
，
①
動
土
圧
及
び
動

水
圧
に

よ
る

荷
重
が
作
用
す
る
た
め
影
響
大
。

 

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に

対
し

て
平

行
に

配
置

さ
れ

る
構

造
部

材
を

有
さ

ず
，
①

動
土
圧

及
び
動

水
圧
に

よ
る
荷

重
が

作
用

し
な
い

た
め
影

響
小
。

 

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

耐
震

評
価

に
対

し

て
，
直
交

す
る
荷
重
と
し
て
①
動
土
圧
及
び
動

水
圧

に
よ
る

荷
重
が
作
用
す
る
た
め
影
響
大
。

 

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に

対
し
て
，
直
交
す
る
荷
重
と
し
て
タ
ン
ク
の
重

量
に
起
因
す
る
③
が
作
用
す
る
た
め
影
響
大
。

 

抽
出
結
果

 
○

 
×

 
○

 
○

 

※
 本

表
は
，

詳
細

設
計
段
階
に
お
い
て
細
部
を
変
更
す
る
可
能
性
が
あ
る

。
 

 

（
注

）
③

慣
性

力
は

全
て

の
構

造
部
材
に

作
用

 

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価
対

象
断
面

 

（
注
）
③

慣
性
力

は
全
て

の
構
造

部
材
に

作
用

 

従
来
設
計

手
法
に

お
け
る

評
価
対

象
断
面

 

（
注
）
③

慣
性
力

は
全

て
の

構
造

部
材

に
作

用
 

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

 

（
注

）
③

慣
性

力
は

全
て

の
構

造
部

材
に

作
用

 

従
来
設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面
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第
3.
3.
4 －

2
(2
)表

 
水
平
２
方
向
及
び
鉛
直
方
向
地
震
力
の
組
合
せ
の
評
価
対
象
構
造
物
の
抽
出

 

構
造
形
式
の
分
類

 
⑤
管
路
構
造
物
 

（
取
水
管
）

 

     荷
重
の
作
用
状
況

 

      

 

 
 

①
動

土
圧

及
び

動
水

圧
 

作
用

し
な
い

 

②
摩
擦
力

 
側

壁
，

頂
版

に
作
用

 

③
慣
性
力

 
全

て
の

部
材

に
作
用

 

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

断
面

に
対

し
て

直
交

す
る
荷
重
の
影
響
程
度

 

従
来

設
計

手
法

に
お

け
る

評
価

対
象

断
面

に
対

し
て

平
行

に
配

置
さ

れ
る

構
造

部
材

を
有

さ
ず

，
①

動
土
圧

及
び
動

水
圧
に

よ
る
荷
重
が

作
用

し
な
い

た
め
影

響
小
。

 

ま
た

，
管

軸
方
向

と
管
軸

直
角
方

向
の
応
力
を

合
成

し
た
応

力
評
価

を
実
施

し
て
お

り
，
従
来

設
計

手
法

に
お

い
て

水
平

２
方

向
及

び
鉛

直
方

向
の

地
震

力
の

組
合

せ
が

考
慮

さ
れ

て
い

る
。

 

抽
出
結
果

 
○

 

 
※
 本

表
は
，
詳
細
設
計
段
階
に
お
い
て

細
部
を
変
更
す
る
可
能
性
が
あ
る

。
 

 

（
注
）
③

慣
性
力

は
全
て

の
構
造

部
材
に

作
用

 

  
 

  

管
軸
方
向

（
強
軸

方
向
）

 

管
軸
直
角

方
向
（

弱
軸
方

向
）
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   (4) 従来設計手法における評価対象断面以外の３次元的な応答特性が想定さ

れる箇所の抽出 

(3)で抽出されなかった線状構造物として大別した屋外配管ダクト（ター

ビン建物～排気筒），屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽），屋外配管

ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物），屋外配管ダクト（ガス

タービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）及び免震重要棟遮蔽

壁は，第 3.3.4－3図に示すとおり，構造物の配置上，屈曲部，隅角部及び

他構造物との一体化部を有する。線状構造物の屈曲部，隅角部及び他構造

物との一体化部では，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響とし

て，弱軸方向のせん断変形や強軸方向の曲げ変形への影響が懸念されるた

め，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒），屋外配管ダクト（タービン

建物～放水槽），屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物），

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）

について，構造目地を踏まえて３次元的な応答特性が想定される箇所を抽

出する。 

なお，免震重要棟遮蔽壁については，第 3.3.4－3図に示すとおり，屋外

の上位クラス施設である緊急時対策所に波及的を及ぼす範囲に屈曲部や隅

角部は存在しないことから，３次元的な応答特性が想定される箇所として

は対象外である。 
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屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

 Ｎ 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）
平面図

 

 

 

 

 

 

①屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）平面図 

 

 
②屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）平面図 

 

 

③屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 平面図 

 

 

④屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機） 平面図 

 

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

 Ｎ 

 Ｎ 

単位：mm

屋外配管ダクト
（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

 
Ｎ

 

単位：mm

ガスタービン発電機用
軽油タンク基礎

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機
用軽油タンク～ガスタービン発電機）

平面図
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：構造目地

 

⑤免震重要棟遮蔽 平面図 

 

第 3.3.4－3図 線状構造物の屈曲部及び隅角部  

 Ｎ 

単位：mm

燃料移送系
配管ダクト

屋外配管ダクト
（復水貯蔵タンク～原子炉建物）
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   (5) 従来設計手法の妥当性の確認 

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒），屋外配管ダクト（タービン建

物～放水槽）及び屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

は，隅角部に構造目地を設けるため，独立した線状構造物が接しているのみ

であり，３次元的な応答特性は想定されず，水平２方向及び鉛直方向地震力

の組合せの影響は小さい。 

屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）の屈曲部では，

妻壁に相当する部位の面積が小さく，慣性力の影響も小さいことから，水平

２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク～ガスタービン発電機）

の従来設計では，第 3.3.4－4，5図に示すとおり，ほぼ等間隔に構造目地が

設けられており，構造物に応力集中が発生しない設計としているとともに，

十分な支持性能を有する岩盤にＭＭＲ（マンメイドロック）を介して設置さ

れているため，構造物の延長方向に影響するような強軸方向の変形について

は影響をほとんど受けない。また，弱軸方向については，屈曲部や隅角部に

おける３次元的な拘束効果(評価対象断面のせん断変形を抑制する箇所や構

造部材)を期待せず，評価対象断面に直交する部材のみで荷重を受け持たせ

る設計であり，十分に保守的な評価となっている。 

以上のことから，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒），屋外配管ダ

クト（タービン建物～放水槽），屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タン

ク～原子炉建物），及び屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク

～ガスタービン発電機）の屈曲部や隅角部での水平２方向及び鉛直方向地震

力の組合せの影響は，従来設計手法における評価対象断面での耐震評価で担

保される。 

ただし，第 3.3.4－6 図に示すとおり，屋外配管ダクト（タービン建物～

排気筒）の底版の一部が屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の頂板の

一部と一体化している部位については，妻壁に相当する部位があり，３次元

的な拘束効果が発生するため，従来設計では評価していない配力鉄筋への影

響を確認する必要がある。よって，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

と屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）との一体化部については，弱軸

方向への変形により発生する軸方向の引張力が配力鉄筋に与える影響を確

認するため，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を実施

することとする。  
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単位：mm

ガスタービン発電機用
軽油タンク基礎

①

①

加振方向

（弱軸）

評価対象断面のせん断変形を抑制する構造部材

評価対象断面
加振方向

（強軸）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.4－4 図 屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク 

～ガスタービン発電機）平面図及び①－①断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.4－5図 屈曲部・隅角部における３次元的な拘束効果 

(屋外配管ダクト（ガスタービン発電機用軽油タンク 

～ガスタービン発電機）の隅角部） 

約1.8m

EL+45.95m
約
1
.2
m

埋戻土
（掘削ズリ）

MMR

屋外配管ダクト
（ガスタービン発電機用軽油タンク～
ガスタービン発電機）

EL+47.25m

埋戻土
（掘削ズリ）

・ 

・ 

・ ・ 
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第 3.3.4－6図 屋外配管ダクト(タービン建物～排気筒)と屋外配管ダクト（ター

ビン建物～放水槽）との一体化部イメージ 

  

イメージ図方向

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

 Ｎ 

管軸方向

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

:屋外配管ダクト一体化部

凡例

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

タービン建物
東

西
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  3.3.5 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出結果 

3.3.4の検討を踏まえ，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価

を検討すべき構造物として，構造及び作用荷重の観点から，従来評価における

評価対象断面に対して垂直な荷重が作用する箱型構造物，線状構造物のうち屋

外配管ダクト（タービン建物～排気筒）と屋外配管ダクト（タービン建物～放

水槽）との一体化部，円筒状構造物及び直接基礎を抽出する。また，従来の設

計手法で対応している構造物として，管路構造物があり，これについても詳細

設計段階において水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価を

実施する。 

箱型構造物である取水槽，ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎，低圧原子炉代替

注水ポンプ格納槽，第１ベントフィルタ格納槽及び緊急時対策所用燃料地下タ

ンクを対象に水平２方向の影響評価を行う。なお，評価対象構造物のうち，主

たる荷重を受ける妻壁の面積が最も大きい構造物は取水槽であり（第 3.3.5－

1 表 参照），水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響が大きいと

考えられる。 

線状構造物では，屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）と屋外配管ダク

ト（タービン建物～放水槽）との一体化部を対象に水平２方向の影響評価を行

う。 

円筒状構造物では，取水口を対象に水平２方向の影響評価を行う。 

直接基礎では，ガスタービン発電機用軽油タンク基礎を対象に水平２方向の

影響評価を行う。 

管路構造物では，取水管を対象に水平２方向の影響評価を行う。 

第 3.3.5－1～9図に各構造物の概要図を示す。 

 

第 3.3.5－1表 代表構造物の選定整理表 

構造

形式 
構造物（施設）名 

規模 
備考 

長辺 短辺 高さ注 1 

箱型

構造

物 

取水槽 約 48m 約 35m 約 21m 
妻壁の面積(短辺

×高さ)が最大 

ディーゼル燃料貯蔵

タンク基礎 
約 21m 約 20m 約 7m  

低圧原子炉代替注水

ポンプ格納槽 
約 27m 約 14m 約 16m  

第１ベントフィルタ

格納槽 
約 25m 約 14m 約 14m  

緊急時対策所用燃料

地下タンク 
約 13m 約 4m 約 4m  

注 1 高さは地中部の躯体高さを示す 

※本表は，詳細設計段階において細部を変更する可能性がある。 
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   (1) 取水槽【箱型構造物の代表】 

第 3.3.5－1～3図に取水槽の平面図及び断面図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.5－1図 取水槽 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.5－2図 取水槽 断面図（②－②断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.5－3図 取水槽 断面図（③－③断面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

① 

② 

② 

③ 

③ 

④ 

④ 

ポンプ室 スクリーン室 

単位：mm 

取水槽 平面図

約33m

埋戻土
（掘削ズリ）

約
1
9
m

取水槽

EL+8.8m

MMR

EL+1.1m

EL-9.8m

MMR

埋戻土
（掘削ズリ）

・ 

・ 

・ 

・ ・ 

約33m

埋戻土
（掘削ズリ）

約
1
9
m

取水槽
EL+8.8m

MMR

EL-9.8m

MMR

埋戻土
（掘削ズリ）

・ 

・ 

・ ・ 
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   (2)  屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）と屋外配管ダクト（タービン

建物～放水槽）との一体化部【線状構造物】 

 

第 3.3.5－4～5図に屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）と屋外配管

ダクト（タービン建物～放水槽）との一体化部の平面図及び断面図を示す。 

 

 

第 3.3.5－4図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）と 

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）との一体化部 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.5－5図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）と屋外配管ダクト（タ

ービン建物～放水槽）との一体化部 断面図（⑤－⑤断面） 

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

 Ｎ 

⑤

⑤

屋外配管ダクト
（タービン建物～放水槽）

約19.6m

EL+8.8m

2
m

MMR

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

埋戻土（掘削ズリ）

排気筒タービン建物

EL+5.5m

折
れ
点

屋外配管ダクト
（タービン建物～排気筒）

・ 

・ 

・ ・ 
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   (3) 取水口【円筒状構造物】 

 

第 3.3.5－6～7図に取水口の平面図及び断面図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.5－6図 取水口 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.5－7図 取水口 断面図（②－②断面） 

取水口Ⅰ

取水口Ⅱ

N
②

②

約19m

約
1
3
m

取水口

EL-22.0m

取水管

・ 

・ ・ 
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   (4) ガスタービン発電機用軽油タンク基礎【直接基礎】 

第 3.3.5－8～9 図にガスタービン発電機用軽油タンク基礎の平面図及び断

面図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.5－8図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.5－9図 ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 断面図（①－①断面） 

  

①

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎
N

①

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

① 

② 

② 

③ 

③ 

④ 

④ 

ポンプ室 スクリーン室 

単位：mm 

18m

ガスタービン発電機用
軽油タンク基礎

EL+45.8m

埋戻土
（掘削ズリ）

埋戻土
（掘削ズリ）

EL+47.2m

MMR

・ 

・ 

・ ・ 
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取水管

②

②

N

   (5) 取水管【管路構造物】 

第 3.3.5－10～11図に取水管の平面図及び断面図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.5－10図 取水管 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.5－11図 取水管 断面図（②－②断面） 

  

EL-17.8m

取水管

Φ4.3mΦ4.3m

EL-12.0m

砕石

・ 

・ 

・ ・ 
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  3.3.6 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価 

(1)箱型構造物 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価については，箱型構

造物の弱軸方向（評価対象断面）と強軸方向（評価対象断面に直交する断面）

におけるそれぞれの２次元の地震応答解析にて，互いに干渉し合う断面力や応

力を選定し，弱軸方向加振における部材照査において，強軸方向加振の影響を

考慮し評価する。 

強軸方向加振については，箱型構造物の隔壁・側壁が，強軸方向加振にて耐

震壁としての役割を担うことから，当該構造部材を耐震壁と見なし，「鉄筋コ

ンクリート構造計算規準・同解説－許容応力度設計法－（日本建築学会，1999）」

（以下，「ＲＣ規準」という。）に準拠し耐震評価を実施する。 

ＲＣ規準では，耐震壁に生じるせん断力（面内せん断）に対して，コンクリ

ートのみで負担できるせん断耐力と，鉄筋のみで負担できるせん断耐力のいず

れか大きい方を鉄筋コンクリートのせん断耐力として設定する。したがって，

壁部材の生じるせん断力がコンクリートのみで負担できるせん断力以下であ

れば，鉄筋によるせん断負担は無く鉄筋には応力が発生しないものとして取り

扱う。 

一方，強軸方向加振にて生じるせん断力を，箱型構造物の隔壁・側壁のコン

クリートのみで負担できず，鉄筋に負担させる場合，第 3.3.6－1 図に示すと

おり，強軸方向加振にて発生する側壁・隔壁の主筋の発生応力が，弱軸方向に

おける構造部材の照査に影響を及ぼす可能性がある。 

したがって，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価におい

ては，強軸方向加振にて発生する応力を，弱軸方向における構造部材の照査に

付加することで，その影響の有無を検討する。 

なお，弱軸方向及び強軸方向の地震応答解析では，保守的に両方とも基準地

震動Ｓｓを用いる。 

第 3.3.6－2 図に水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる評価フロー

を示す。 
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第 3.3.6－1図 強軸方向加振及び弱軸方向加振において発生する断面力・応力 

  

①強軸方向加振 ②弱軸方向加振 備考

My (y軸まわりの曲げモーメント) △ ×

Mx (x軸まわりの曲げモーメント) × ○

Nz (鉛直方向軸力) ○ ○ 互いに干渉する可能性あり

Nzx (zx平面面内せん断) ○ ×

Qz (z方向面外せん断) × ○

主筋 ○ ○ 互いに干渉する可能性あり

配力筋 ○ ×

せん断補強筋 × ○

（○：発生する可能性あり，△：発生する可能性があるが極めて軽微，×：発生しない）

断面力

応力

z 

y 
z 

x 

y 

①強軸方向加振 ②弱軸方向加振 
（左図赤線断面） 

主筋 
配力筋 
せん断補強筋 

地震力の向き 地震力の向き 
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第 3.3.6－2図 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価フロー 
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(2)線状構造物 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価について，対象構

造物である屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）と屋外配管ダクト（タ

ービン建物～放水槽）との一体化部は，妻壁に相当する部位があり，３次元

的な拘束効果が発生するため，従来設計では評価していない配力鉄筋への影

響を確認する必要がある。 

以上のことから，線状構造物のうち屋外配管ダクト（タービン建物～排気

筒）と屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）との一体化部の影響評価は

箱型構造物と同様の方法で行い，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに

よる影響評価においては，強軸方向加振にて発生する応力を，弱軸方向にお

ける構造部材の照査に付加することで，その影響の有無を検討する。 

なお，弱軸方向及び強軸方向の地震応答解析では，保守的に両方とも基準

地震動Ｓｓを用いる。 

 

(3)円筒状構造物 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価については，従来

の設計手法である水平１方向及び鉛直方向地震力の組合せによる局部評価

の荷重又は応力の評価結果等を用い，水平２方向及び鉛直方向地震力の組み

合わせる方法として，最大応答の非同時性を考慮したＳＲＳＳ法又は米国

Regulatory Guide 1.92※ の「2. Combining Effects Caused by Three Spatial 

Components of an Earthquake」を参考とした組合せ係数法（1.0：0.4：0.4）

に基づいて地震力を設定する。この組合せ方法については，現状の耐震評価

は基本的におおむね弾性範囲でとどまる体系であることに加え，基本的に線

形モデルにて実施している等類似している。 

評価対象として抽出した耐震評価上の部位について，構造部材の発生応力

等を適切に組み合わせることで，各部位の設計上の許容値に対する評価を実

施し，各部位が有する耐震性への影響を評価する。 

※ Regulatory Guide（RG）1.92 “Combining modal responses and special  

components in seismic response analysis” 
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(4)直接基礎 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価について，対象構

造物であるガスタービン発電機用軽油タンク基礎は，第 3.3.6－3 図に示す

とおり，幅 18m×奥行き 18m，厚さ約 1.4mの鉄筋コンクリート造の構造物で

あり，ＭＭＲ（マンメイドロック）を介して岩盤に支持されている。 

直接基礎（ガスタービン発電機用軽油タンク基礎）は，平面形状が正方形

であり，水平２方向による応力集中が想定される構造的特徴を有している。 

以上のことから，直接基礎の影響評価は箱型構造物と同様の方法で行い，

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価においては，水平１

方向加振にて発生する応力を，直交方向における構造部材の照査に付加する

ことで，その影響の有無を検討する。 

なお，弱軸方向及び強軸方向の地震応答解析では，保守的に両方とも基準

地震動Ｓｓを用いる。 

 

 

 

①直接基礎における応答特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②平面図            ③断面図 

 

第 3.3.6－3 図 島根２号炉のガスタービン発電機用軽油タンク基礎 

平面図及び断面図 

 

 

単位：mm

・ 

・ 
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 (5)管路構造物 

対象構造物である取水管は，第 3.3.6－4，5図に示すとおり，延長が長い

構造であることから，従来設計において管軸方向と管軸直角方向の応力を合

成した応力評価を行っており，水平２方向及び鉛直方向地震力を同時に作用

させて評価を行っている。 

以上のことから，取水管の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響

は，従来設計手法における評価対象断面での耐震評価で担保される。 

 

 
第 3.3.6－4図 取水管 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.3.6－5図 取水管縦断図（①－①断面図） 

 

 

  

取水管

①

①
N

加振方向

（管軸方向）

加振方向

（管軸直角方向）

：ジョイント
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  3.3.7 機器・配管系への影響評価 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が確認された構造物が，耐震

重要施設，常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置さ

れる重大事故等対処施設の機器・配管系の間接支持構造物である場合には，機

器・配管系に対して，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値へ

の影響を確認する。 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響が確認され

た場合，機器・配管系の影響評価に反映する。 

なお，屋外重要土木構造物等の影響の観点から抽出されなかった部位であっ

ても，地震応答解析結果から機器・配管系への影響の可能性が想定される部位

については検討対象として抽出する。 
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3.4 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備 

  3.4.1 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備における評価対象構造物

の抽出 

   (1) 評価対象となる設備の整理 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価を実施する対象設備

は，津波防護施設である防波壁，１号炉取水槽流路縮小工及び防波扉，浸

水防止設備である床ドレン逆止弁，貫通部止水処置，屋外排水路逆止弁，

水密扉，防水壁，立形ポンプ，横形ポンプ，配管及び隔離弁，津波監視設

備である取水槽水位計及び津波監視カメラとする。各構造物の位置図を第

3.4.1－1図及び第 3.4.1－2図に示す。 
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第 3.4.1－1図 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備位置図  

浸水防止設備
(内郭防護)※

設計基準対象施設の
津波防護対象設備を
内包する建物・区画

津波防護施設

浸水防止設備
(外郭防護)

津波監視設備 ：EL6.5m盤
：EL8.5m盤
：EL15.0m盤
：EL44.0m盤
：EL50.0m盤

EL6.5m

EL8.5m

A,H-非常用ディーゼル燃料設備

原子炉建物

制御室建物

廃棄物処理建物

取水槽海水ポンプエリア，

取水槽循環水ポンプエリア

EL44.0m

EL15.0m

EL50.0m

タービン建物

B-非常用ディーゼル燃料設備

排気筒

屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

除じん機エリア水密扉

取水槽水位計

床ドレン逆止弁

貫通部止水処置

除じん機エリア防水壁
防波壁

屋外排水路逆止弁

隔離弁

貫通部止水処置

1号放水連絡通路防波扉

復水器エリア水密扉

復水器エリア防水壁

防波壁通路防波扉

床ドレン逆止弁

津波監視カメラ

貫通部止水処置

隔離弁

1号炉取水槽流路縮小工

※ 基準地震動Ssによる地震力に対してバウンダリ機能保持のみを要求する機器・配管を除く

EL.＋6.5m 

EL.＋8.5m 

EL.＋15.0m 
EL.＋50.0m 

EL.＋44.0m 

EL.＋6.5m 盤 
EL.＋8.5m 盤 
EL.＋15.0m 盤 
EL.＋44.0m 盤 
EL.＋50.0m 盤 
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（取水槽平面図） 

第 3.4.1－2図 浸水防止設備位置図（1／4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取水槽断面図） 

第 3.4.1－2図 浸水防止設備位置図（2／4） 

 

  

 

 

循環水ポンプ EL 8.8m

EL 8.5m

EL 1.1m海水ポンプ EL 4.0m

EL 0.4m

EL 11.3m

：除じん機エリア防水壁

：除じん機エリア水密扉

：取水槽床ドレン逆止弁

：貫通部止水処置

R

R

R

R

T

T

T

H

Ｃ

Ｃ

Ｃ

J

J

：除じん機エリア防水壁

：除じん機エリア水密扉

：取水槽床ドレン逆止弁

：貫通部止水処置

：分離壁

：原子炉補機海水ポンプ

：高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ

：タービン補機海水ポンプ

：循環水ポンプ

：除じんポンプ

R

H

T

C

J

EL.＋1.1m EL.＋4.0m 
EL.＋11.3m 

EL.＋8.8m 

EL.＋8.5m 

EL.＋0.4m 
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（タービン建物地下一階平面図） 

 

 
（Ａ-Ａ断面） 

第 3.4.1－2図 浸水防止設備位置図（3／4） 
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第 3.4.1－2図 浸水防止設備位置図（4／4） 

 

   (2) 評価対象物の抽出 

津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の分類を第 3.4.1－1表に

示す。評価対象構造物は，第 3.4.1－1表に示すとおり，「3.1 建物・構築

物」，「3.2 機器・配管系」，「3.3 屋外重要土木構造物」に準じて設計さ

れていることから，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評

価については，その方針に基づいて実施する。 

なお，評価対象構造物の構造的な特徴を踏まえ，防波壁及び防水壁につ

いて，3.4.5項以降に水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ影響を整理す

る。 

  

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）

T

T

廃棄物処理建物より

取水槽

タービン建物

原子炉建物

原子炉建物へ

原子炉建物より

原子炉建物より

Ｃ

放水槽

ＣＳＷ排水ダクト

T

R

R

R

R

H

J

J

復
水
器

Ｃ

Ｃ

TCW熱交

：浸水防止設備とする機器・配管
：電動弁，逆止弁
：浸水防護重点化範囲
：原子炉補機海水系配管
：高圧炉心スプレイ補機海水系配管
：原子炉補機海水系放水配管
：高圧炉心スプレイ補機海水系放水配管
：タービン補機海水系配管
：循環水系配管（点線部は埋設配管を示す）
：除じん配管
：液体廃棄物処理系配管

R

H

T

C

Ｊ

：原子炉補機海水ポンプ
：高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ
：タービン補機海水ポンプ
：循環水ポンプ
：除じんポンプ

，

【凡例】

4条-別紙10-84



 

第 3.4.1－1表 津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備の分類 

施設，設備分類 施設，設備名称 区分 

津波防護施設 

防波壁 

「3.3 屋外重要土木構造

物等」の設計方針に基づく。

影響評価については 3.4.5

項以降に整理する。 

１号炉取水槽流路縮小工 

「3.2 機器・配管系」の設

計方針に基づく。なお，間

接支持構造物の影響評価

は，「3.3 屋外重要土木構

造物等」又は津波防護施設

の設計方針に基づく。 
防波扉 

浸水防止設備 

防水壁 

「3.3 屋外重要土木構造

物等」の設計方針に基づく。

影響評価については 3.4.5

項以降に整理する。 

床ドレン逆止弁 

「3.2 機器・配管系」の設

計方針に基づく。なお，間

接支持構造物の影響評価

は，「3.1 建物・構築物」，

「3.3 屋外重要土木構造

物等」又は津波防護施設の

設計方針に基づく。 

貫通部止水処置 

屋外排水路逆止弁 

水密扉 

立形ポンプ（タービン補機海水

ポンプ，循環水ポンプ） 

横形ポンプ（除じんポンプ） 

配管(注 1)  

隔離弁(注２)  

津波監視設備 

取水槽水位計 

「3.2 機器・配管系」の設

計方針に基づく。なお，間

接支持構造物の影響評価

は，「3.1 建物・構築物」，

「3.3 屋外重要土木構造

物等」又は津波防護施設の

設計方針に基づく。 

津波監視カメラ 

（注１）原子炉補機海水系，高圧炉心スプレイ補機海水系，循環水系，タービン補機海水系，
除じん系及び液体廃棄物処理系 

（注２）タービン補機海水ポンプ出口弁，タービン補機海水ポンプ第二出口弁，タービン補機

海水系逆止弁及び液体廃棄物処理系逆止弁 

※ 本表は，詳細設計段階において細部を変更する可能性がある。  
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  3.4.2 水平方向及び鉛直方向地震力の組合せによる従来設計の考え方 

津波防護施設及び浸水防止設備における従来設計手法の考え方につい

て，防波壁を例に第 3.4.2－1 表に示す。津波防護施設及び浸水防止設備

は，地中構造物と地上構造物に分けられる。地上構造物は，躯体の慣性力

や基礎部分に係る動土圧等の外力が主たる荷重となる。地中構造物につい

ては，動土圧や動水圧等の外力が主たる荷重となる。地中構造物，地上構

造物のうち，屋外重要土木構造物等同様，比較的単純な構造部材の配置で

構成され，ほぼ同一の断面が奥行き方向に連続する構造的特徴を有する線

状構造物は，３次元的な応答の影響が小さいため，２次元断面での耐震評

価を行っている。 

線状構造物は，ほぼ同一の断面が長手方向に連続する構造的特徴を有し

ていることから，構造上の特徴として，明確な弱軸，強軸を有する。 

強軸方向の地震時挙動は，弱軸方向に対して顕著な影響を及ぼさないこ

とから，従来設計手法では，弱軸方向を評価対象断面として耐震設計上求

められる水平１方向及び鉛直方向地震力による耐震評価を実施している。 

第 3.4.2－1 表に示すとおり，線状構造物に関する従来設計手法では，

津波防護施設及び浸水防止設備の構造上の特徴から，弱軸方向の地震荷重

に対して，垂直に配置された構造部材のみで受け持つよう設計している。 
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第 3.4.2－1表 従来設計手法における評価対象断面の考え方 

（防波壁の例） 
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3.4.3 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方針 

評価対象構造物において，水平２方向及び鉛直方向地震力を考慮した場

合に影響を受ける可能性がある構造物の評価を行う。 

評価対象構造物を構造形式ごとに分類し，構造形式ごとに作用すると考

えられる荷重を整理し，荷重が作用する構造部材の配置等から水平２方向

及び鉛直方向地震力による影響を受ける可能性のある構造形式を抽出す

る。 

抽出された構造形式については，従来設計手法での評価対象断面（弱軸

方向）の地震応答解析に基づく構造部材の照査において，評価対象断面（弱

軸方向）に直交する断面（強軸方向）の地震応答解析に基づく構造部材の

発生応力等を評価し適切に組み合わせることで，水平２方向及び鉛直方向

地震力による構造部材の発生応力を算出し，構造物が有する耐震性への影

響を確認する。 

構造物が有する耐震性への影響が確認された場合は詳細な手法を用い

た検討等，新たに設計上の対応策を講じる。 

 

3.4.4 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価方法 

評価対象構造物において，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影

響を受ける可能性があり，水平１方向及び鉛直方向の従来評価に加え，更

なる設計上の配慮が必要な構造物について，構造形式及び作用荷重の観点

から影響評価の対象とする構造物を抽出し，構造物が有する耐震性への影

響を評価する。影響評価のフローを第 3.4.4－１図に示す。 

 

(1) 影響評価対象構造物の抽出 

    ① 構造形式の分類 

評価対象構造物について，各構造物の構造上の特徴や従来設計手法の考

え方を踏まえ，構造形式ごとに大別する。 

 

    ② 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重の整理 

従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重を抽出する。 

 

    ③ 荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式の抽出 

②で整理した荷重に対して，構造形式ごとにどのように作用するかを整

理し，耐震性に与える影響程度を検討したうえで，水平２方向及び鉛直方

向地震力の組合せの影響が想定される構造形式を抽出する。     
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    ④ 従来設計手法における評価対象断面以外の３次元的な応答特性が想定さ

れる箇所の抽出 

③で抽出されなかった構造形式について，従来設計手法における評価対

象断面以外の箇所で，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響によ

り３次元的な応答が想定される箇所を抽出する。 

 

    ⑤ 従来設計手法の妥当性の確認 

④で抽出された箇所が，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに対し

て，従来設計手法における評価対象断面の耐震評価で満足できるか検討を

行う。 

 

   (2) 影響評価手法 

⑥ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価 

評価対象として抽出された構造物について，従来設計手法での評価対象

断面（弱軸方向）の地震応答解析に基づく構造部材の照査において，評価

対象断面（弱軸方向）に直交する断面（強軸方向）の地震応答解析に基づ

く構造部材の発生応力等を適切に組み合わせることで，水平２方向及び鉛

直方向地震力による構造部材の発生応力を算出するとともに構造部材の設

計上の許容値に対する評価を実施し，構造部材が有する耐震性への影響を

確認する。 

評価手法については，評価対象構造物の構造形式を考慮し選定する。 

 

    ⑦ 機器・配管系への影響検討 

評価対象として抽出された構造物が，耐震重要施設，常設耐震重要重大

事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設

の機器・配管系の間接支持構造物である場合には，機器・配管系に対して，

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響を確認する。 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響が確認さ

れた場合，機器・配管系の影響評価に反映する。 

なお，④及び⑤の精査にて，津波防護施設及び浸水防止設備の影響の観

点から抽出されなかった部位であっても，地震応答解析結果から機器・配

管系への影響の可能性が想定される部位については検討対象として抽出す

る。 
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第 3.4.4－1図 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる 

影響評価のフロー 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＮＯ 

ＹＥＳ 

間接支持構造物の場合 

ＮＯ 

②従来設計手法における評価対象断面 
に対して直交する荷重の整理 

④従来設計手法における評価対象断面 
以外の３次元的な応答特性が 

想定される箇所の抽出 

 

①構造形式の分類 

（構造上の特徴や従来設計手法の考え方を 

踏まえた類型化） 

従来の設計手法で水平２方 
向及び鉛直方向の地震力は 

対応可能 

従来の設計手法に加えて 
更なる設計上の配慮が 

必要な構造物 

⑦機器・ 
配管系への 
影響検討 

 

評価対象部位 

 

⑤従来設計手法の妥当性の確認 
（従来設計手法における耐震評価で 

包絡できない箇所か） 

③荷重の組合せによる応答特性が 
想定される構造形式か 

⑥水平２方向及び鉛直方向地震力の組
合せの影響評価（水平２方向及び鉛直
方向地震力に対し，耐震性を有してい

ることへの影響があるか） 
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  3.4.5 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出 

   (1) 構造形式の分類 

    評価対象構造物のうち防波壁，防波壁通路防波扉及び防水壁については，

その構造形式により①防波壁（波返重力擁壁，鋼管杭式逆Ｔ擁壁，多重鋼

管杭式擁壁）の上部工，防波壁（波返重力擁壁）の下部工及び防水壁のよ

うな同一断面が連続する線状構造物，②防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁，多重

鋼管杭式擁壁）及び防波壁連絡防波扉の下部工のような鋼管杭基礎の２つ

の構造形式に大別される。 

 

   (2) 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重の整理 

    第 3.4.5－1表に，従来設計手法における評価対象断面に対して直交する

荷重を示す。 

    従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重として，動土

圧及び動水圧，摩擦力，慣性力が挙げられる。 
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第 3.4.5－1表 従来設計手法における評価対象断面に対して直交する荷重 

（注）作用荷重のイメージ図は平面図を示す 

 

  

作用荷重 作用荷重のイメージ 

①動土圧及

び動水圧 

従来設計手法における評価対

象断面に対して，平行に配置さ

れる構造部材に作用する動土

圧及び動水圧 

 

 

 

②摩擦力 

周辺の埋戻土と躯体間で生じ

る相対変位に伴い発生する摩

擦力 

 

 

 

③慣性力 躯体に作用する慣性力 
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   (3) 荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式の抽出 

3.4.5(1)で整理した構造形式ごとに 3.4.5(2)で整理した荷重作用による

影響程度を，各構造物の概略図と特徴を踏まえて以下に示す。 

 

① 線状構造物 

  ・防波壁（波返重力擁壁）の上部工 

    第 3.4.5－2表に防波壁（波返重力擁壁）の上部工の水平２方向及び鉛直

方向地震力の組合せの影響程度を示す。 

    防波壁（波返重力擁壁）の上部工は擁壁タイプの線状構造物であり，明

確な弱軸・強軸を示し，強軸方向の慣性力により発生する応力の影響は小

さいことから，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

第 3.4.5－2表 防波壁（波返重力擁壁）上部工の 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

構造形式の分類 ①線状構造物（防波壁（波返重力擁壁）上部工）

従来設計手法における評価断面に対して
直交する荷重の作用状況

①動土圧及び動水圧
妻壁が土や水と接触してい
ないため，動土圧及び動水
圧は作用しない

②摩擦力
従来設計手法における評価
対象断面に対して直交する
側面に作用する

③慣性力 全ての部材に作用

従来設計手法における評価断面に対して
直交する荷重の影響程度

・従来設計手法における評価対象断面に対して直角方向（強軸方向）に①動土圧及び動水圧による荷重が作用しないため影響
の程度が小さい。

水平２方向及び鉛直方向地震力の
影響が想定される応答特性

・防波壁（波返重力擁壁）の上部工には，左記に示すような水平２方向入力
による面内荷重及び面外荷重の作用が考えられる。

・上部工には土圧及び水圧等の荷重が作用しないこと及び強軸方向の慣性力に
より発生する応力の影響は小さいことから，水平２方向及び鉛直方向地震力の
組合せの影響は小さい。

抽出結果 ×

従来設計手法における評価対象断面

岩盤

グラウンドアンカー

護岸

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

改良地盤

砂礫層

加振方向

 面内荷重 

面外荷重（土圧，水圧等） 
x 

y 

防波壁（波返重力擁壁）の上部工

防波壁（波返重力擁壁）
の上部工

※ 本表は，詳細設計段階において細部を変更する可能性がある
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  ・防波壁（波返重力擁壁）の下部工 

    第 3.4.5－3表に防波壁（波返重力擁壁）の下部工の水平２方向及び鉛直

方向地震力の組合せの影響程度を示す。 

    防波壁（波返重力擁壁）の下部工は擁壁タイプの線状構造物であり，明

確な弱軸・強軸を示し，強軸方向の慣性力により発生する応力の影響は小

さい。また，水平２方向入力による面内荷重及び面外荷重の作用が考えか

られるが，強軸方向の慣性力により発生する応力の影響は小さいことから，

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

第 3.4.5－3表 防波壁（波返重力擁壁）下部工の 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

構造形式の分類 ①線状構造物（防波壁（波返重力擁壁）下部工）

従来設計手法における評価断面に対して
直交する荷重の作用状況

①動土圧及び動水圧
妻壁が土や水と接触してい
ないため，動土圧及び動水
圧は作用しない

②摩擦力
従来設計手法における評価
対象断面に対して直交する
側面に作用する

③慣性力 全ての部材に作用

従来設計手法における評価断面に対して
直交する荷重の影響程度

・従来設計手法における評価対象断面に対して直角方向（強軸方向）に①動土圧及び動水圧による荷重が作用しないため影響
の程度が小さい。

水平２方向及び鉛直方向地震力の
影響が想定される応答特性

・防波壁（波返重力擁壁）の下部工には，左記に示すような水平２方向入
力による面内荷重及び面外荷重の作用が考えられる。

・下部工は強軸方向の慣性力により発生する応力の影響は小さいことから，水
平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。

抽出結果 ×

従来設計手法における評価対象断面

岩盤

グラウンドアンカー

護岸

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

改良地盤

砂礫層

加振方向 防波壁（波返重力擁壁）
の下部工

 面内荷重 

面外荷重（土圧，水圧等） 
x 

y 

防波壁（波返重力擁壁）の下部工

※ 本表は，詳細設計段階において細部を変更する可能性がある
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  ・防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の上部工 

    第 3.4.5－4表に防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の上部工の水平２方向及び

鉛直方向地震力の組合せの影響程度を示す。 

    防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の上部工は擁壁タイプの線状構造物であり，

明確な弱軸・強軸を示し，強軸方向の慣性力により発生する応力の影響は

小さいことから，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

第 3.4.5－4表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）上部工の 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

構造形式の分類 ①線状構造物（防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）上部工）

従来設計手法における評価断面に対して
直交する荷重の作用状況

①動土圧及び動水圧 作用しない

②摩擦力 作用しない

③慣性力 全ての部材に作用

従来設計手法における評価断面に対して
直交する荷重の影響程度

・従来設計手法における評価対象断面に対して直角方向（強軸方向）に①動土圧及び動水圧による荷重が作用しないため影響
の程度が小さい。

水平２方向及び鉛直方向地震力の
影響が想定される応答特性

・防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の上部工には，左記に示すような水平２方
向入力による面内荷重及び面外荷重の作用が考えられる。

・上部工には土圧及び水圧等の荷重が作用しないこと及び強軸方向の慣性力
により発生する応力の影響は小さいことから，水平２方向及び鉛直方向地
震力の組合せの影響は小さい。

抽出結果 ×

埋戻土

岩盤

グラウンドアンカー

鋼管杭

改良地盤

従来設計手法における評価対象断面

加振方向 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ
擁壁）の上部工

 面内荷重 

面外荷重（土圧，水圧等） 
x 

y 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の上部工

※ 本表は，詳細設計段階において細部を変更する可能性がある
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・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工 

    第 3.4.5－5表に防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工の水平２方向及び

鉛直方向地震力の組合せの影響程度を示す。 

    防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工は擁壁タイプの線状構造物であり，

明確な弱軸・強軸を示し，強軸方向の慣性力により発生する応力の影響は

小さいことから，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

第 3.4.5－5表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）上部工の 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

  

  

 

 

  

構造形式の分類 ①線状構造物（防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）上部工）

従来設計手法における評価断面に対して
直交する荷重の作用状況

①動土圧及び動水圧 作用しない

②摩擦力 作用しない

③慣性力 全ての部材に作用

従来設計手法における評価断面に対して
直交する荷重の影響程度

・従来設計手法における評価対象断面に対して直角方向（強軸方向）に①動土圧及び動水圧による荷重が作用しないため影響
の程度が小さい。

水平２方向及び鉛直方向地震力の
影響が想定される応答特性

・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工には，左記に示すような水平２方
向入力による面内荷重及び面外荷重の作用が考えられる。

・上部工には土圧及び水圧等の荷重が作用しないこと及び強軸方向の慣性
力により発生する応力の影響は小さいことから，水平２方向及び鉛直方向
地震力の組合せの影響は小さい。

抽出結果 ×

埋戻土

岩盤

鋼管杭

埋戻土

捨石

従来設計手法における評価対象断面

加振方向 防波壁（多重鋼管杭式
擁壁）の上部工

 面内荷重 

面外荷重（土圧，水圧等） 
x 

y 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工

※ 本表は，詳細設計段階において細部を変更する可能性がある
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  ・防水壁 

第 3.4.5－6表に防水壁の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響

程度を示す。 

防水壁は鋼板等で構成された線状構造物であり，明確な弱軸・強軸を示 

し，強軸方向の慣性力により発生する応力の影響は小さいことから，水平２

方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

第 3.4.5－6表 防水壁の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響 

 

 

 

 

 

 

 

  

構造形式の分類 ①線状構造物（防水壁）

従来設計手法における評価断面に対して
直交する荷重の作用状況

①動土圧及び動水圧 作用しない

②摩擦力 作用しない

③慣性力 全ての部材に作用

従来設計手法における評価断面に対して
直交する荷重の影響程度

・従来設計手法における評価対象断面に対して直角方向（強軸方向）に①動土圧及び動水圧による荷重が作用しないため影響
の程度が小さい。

水平２方向及び鉛直方向地震力の
影響が想定される応答特性

・防水壁には，左記に示すような水平２方向入力による面内荷重及び面外
荷重の作用が考えられる。

・防水壁には土圧及び水圧等の荷重が作用しないこと及び強軸方向の慣性
力により発生する応力の影響は小さいことから，水平２方向及び鉛直方向
地震力の組合せの影響は小さい。

抽出結果 ×

 面内荷重 

面外荷重（土圧，水圧等） 
x 

y 

防水壁

※ 本表は，詳細設計段階において細部を変更する可能性がある

従来設計手法における評価対象断面

固定ボルト

鋼板

Ｈ形鋼支柱

基礎ボルト

ベースプレート

水圧
作用方向

取水槽躯体

A

A

鋼板

Ｈ形鋼支柱

梁

基礎ボルト

取水槽躯体

鋼板下端固定材

Ａ－Ａ断面

加振方向加振方向
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② 鋼管杭基礎 

  ・防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の下部工 

    第 3.4.5－7表に，防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の下部工の水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せの影響程度を示す。 

    鋼管杭基礎（防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁））は，水平２方向入力による

応力の集中が考えられる。 

    下部工では，上部工法線方向の水平地震力による動土圧及び動水圧と上

部工からの荷重による発生応力，並びに上部工法線直角方向の水平地震力

による動土圧及び動水圧による発生応力が足し合わされるため，水平２方

向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定される。 

 

 

第 3.4.5－7表 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）下部工の 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構造形式の分類 ②鋼管杭基礎（防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）下部工）

従来設計手法における評価断面に対して
直交する荷重の作用状況

①動土圧及び動水圧 主に胴体部に作用

②摩擦力 主に胴体部に作用

③慣性力 全ての部材に作用

従来設計手法における評価断面に対して
直交する荷重の影響程度

・胴体部において，①動土圧及び動水圧による荷重，上部工からの荷重が作用するため影響の程度が大きい。

水平２方向及び鉛直方向地震力の
影響が想定される応答特性

・ 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の下部工には，左記に示すような水平２
方向入力による応力の集中が考えられる。

・ 下部工では，上部工法線方向の水平地震力による動土圧及び動水圧と
上部工からの荷重による発生応力，並びに上部工法線直角方向の水平
地震力による動土圧及び動水圧による発生応力が足し合わされるため，
水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定される。

抽出結果 ○

埋戻土

岩盤

グラウンドアンカー

改良地盤

下部工（鋼管杭基礎）

従来設計手法における評価対象断面

加振方向

①

②

 

鋼管杭 

※ 本表は，詳細設計段階において細部を変更する可能性がある。
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  ・防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の下部工 

    第 3.4.5－8表に，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の下部工の水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せの影響程度を示す。 

    鋼管杭基礎（防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の下部工）は，水平２方向入

力による応力の集中が考えられる。 

    下部工では，上部工法線方向の水平地震力による動土圧及び動水圧と上

部工からの荷重による発生応力，並びに上部工法線直角方向の水平地震力

による動土圧及び動水圧による発生応力が足し合わされるため，水平２方

向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定される。 

 

第 3.4.5－8表 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）下部工の 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

構造形式の分類 ②鋼管杭基礎（防波壁（多重鋼管杭式擁壁）下部工）

従来設計手法における評価断面に対して
直交する荷重の作用状況

①動土圧及び動水圧 主に胴体部に作用

②摩擦力 主に胴体部に作用

③慣性力 全ての部材に作用

従来設計手法における評価断面に対して
直交する荷重の影響程度

・胴体部において，①動土圧及び動水圧による荷重，上部工からの荷重が作用するため影響の程度が大きい。

水平２方向及び鉛直方向地震力の
影響が想定される応答特性

・ 鋼管杭基礎である防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の下部工には，左記に
示すような水平２方向入力による応力の集中が考えられる。

・下部工では，上部工法線方向の水平地震力による動土圧及び動水圧と
上部工からの荷重による発生応力，並びに上部工法線直角方向の水平
地震力による動土圧及び動水圧による発生応力が足し合わされるため，
水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定される。

抽出結果 ○

従来設計手法における評価対象断面

 

鋼管杭 

①

②埋戻土

岩盤

埋戻土

捨石

下部工（鋼管杭基礎）

加振方向

※ 本表は，詳細設計段階において細部を変更する可能性がある
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・防波壁通路防波扉の下部工 

第 3.4.5－9表に，防波壁通路防波扉の下部工の水平２方向及び鉛直方向

地震力の組合せの影響程度を示す。 

防波壁通路防波扉の下部工は，水平２方向入力による応力の集中が考え

られる。 

下部工では，上部工法線方向の水平地震力による動土圧及び動水圧と上

部工からの荷重による発生応力，並びに上部工法線直角方向の水平地震力

による動土圧及び動水圧による発生応力が足し合わされるため，水平２方

向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定される。 

 

第 3.4.5－9表 防波壁通路防波扉の下部工の 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上のことから，荷重の組合せによる応答特性が想定される構造形式と

して，鋼管杭基礎（防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁，多重鋼管杭式擁壁）及び

防波壁連絡防波扉の下部工）を抽出する。 

 

  

構造形式の分類 ②鋼管杭基礎（防波壁連絡通路防波扉の下部工）

従来設計手法における評価断面に対して
直交する荷重の作用状況

①動土圧及び動水圧 主に胴体部に作用

②摩擦力 主に胴体部に作用

③慣性力 全ての部材に作用

従来設計手法における評価断面に対して
直交する荷重の影響程度

・胴体部において，①動土圧及び動水圧による荷重，上部工からの荷重が作用するため影響の程度が大きい。

水平２方向及び鉛直方向地震力の
影響が想定される応答特性

・ 鋼管杭基礎である防波壁連絡通路防波扉の下部工には，左記に示すよ
うな水平２方向入力による応力の集中が考えられる。

・下部工では，上部工法線方向の水平地震力による動土圧及び動水圧と
上部工からの荷重による発生応力，並びに上部工法線直角方向の水平
地震力による動土圧及び動水圧による発生応力が足し合わされるため，
水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が想定される。

抽出結果 ○

従来設計手法における評価対象断面

 

鋼管杭 

①

②

下部工（鋼管杭基礎）

※ 本表は，詳細設計段階において細部を変更する可能性がある

埋戻土
（掘削ズリ）

埋戻土
（粘性土）

EL+15.0m

扉幅 約5m

岩盤

防波扉

NS

改良地盤

鋼管杭

加振方向
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   (4) 従来設計手法における評価対象断面以外の３次元的な応答特性が想定さ

れる箇所の抽出 

(3)で抽出しなかった線状構造物として大別した防波壁（波返重力擁壁，

鋼管杭式逆Ｔ擁壁，多重鋼管杭式擁壁）の上部工及び防波壁（波返重力擁壁）

の下部工は，構造物の配置上，屈曲部や隅角部を有する。また，浸水防止設

備のうち防水壁は隅角部を有する。 

 

① 防波壁（波返重力擁壁）の上部工及び下部工 

    第 3.4.5－1 図に，防波壁（波返重力擁壁）の構造目地の平面図を示す。 

    防波壁（波返重力擁壁）の上部工の屈曲部では，妻壁に相当する部位の

面積が小さく，慣性力の影響も小さいことから，水平２方向及び鉛直方向

地震力の組合せの影響は小さい。 

    隅角部については，隅角部に構造目地を設けるため，独立した線状構造

物が接しているのみであり，３次元的な応答特性は想定されず，水平２方

向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

    また，防波壁（波返重力擁壁）の下部工の屈曲部や隅角部では，独立し

た線状構造物が接しているのみであり，３次元的な応答特性は想定されず，

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

第 3.4.5－1図 防波壁（波返重力擁壁）の構造目地（平面図）  

Ｎ

防波壁（波返重力擁壁）上部工 構造目地 平面図

屈曲部 隅角部

Ａ-Ａ 断面

：構造目地

隅角部

Ｎ

A

A

岩盤

ＭＭＲ

EL.+ 15.0m

EL.+ 8.5m
上部工

下部工
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② 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の上部工 

    第 3.4.5－2図に，防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の構造目地の平面図を示

す。 

    防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の上部工の屈曲部では，妻壁に相当する部

位の面積が小さく，慣性力の影響も小さいことから，水平２方向及び鉛直

方向地震力の組合せの影響は小さい。 

    隅角部については，隅角部に施工時目地を設けるため，独立した線状構

造物が接しているのみであり，３次元的な応答特性は想定されず，水平２

方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響は小さい。 

 

第 3.4.5－2図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の構造目地（平面図）  

Ｎ

：構造目地

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）上部工 構造目地 平面図

Ｎ

隅角部

屈曲部

A-A 断面

防波扉部

A

A

EL.+ 8.5m

EL.+ 15.0m

鋼管杭

改良地盤

下部工

上部工
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③ 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工 

    第 3.4.5－3図に，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造目地の平面図を示

す。 

    防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工の屈曲部及び隅角部では，妻壁に

相当する部位を有することから，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ

の影響として，弱軸方向のせん断変形や強軸方向の曲げ変形への影響が懸

念される。 

 

第 3.4.5－3図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の構造目地（平面図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

：構造目地

Ｎ

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）上部工 構造目地 平面図

Ｎ

屈曲部

屈曲部

屈曲部

隅角部

隅角部

隅角部

A-A 断面

防波扉部

防波扉部A

A

鋼管杭（単管）

GL EL.+ 8.5

埋戻土
（掘削ズリ） 鋼管杭（多重管）

埋戻土
（粘性土）

砂礫層改良地盤

捨石

捨石

被覆石

消波ブロック

EL.+ 15.0

上部工

下部工
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④ 防水壁の隅角部 

 第 3.4.5－4図に，除じん機エリア防水壁の平面図を示す。 

 防水壁の隅角部では，妻壁に相当する部位を有することから，水平２方向及

び鉛直方向地震力の組合せの影響として，弱軸方向のせん断変形や強軸方向の

曲げ変形への影響が懸念される。 

 

 

 

第 3.4.5－4図 除じん機エリア防水壁の平面図 

 

 

    以上のことから，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工の屈曲部及び隅

角部並びに防水壁の隅角部について，水平２方向及び鉛直方向地震力の組

合せの影響を検討する。 

 

  

 
除じん機エリア防水壁 

Ｎ

除じん機エリア防水壁 構造目地 平面図

隅角部

A

A

A-A 断面

固定ボルト

鋼板

Ｈ形鋼支柱

基礎ボルト

ベースプレート

水圧
作用方向

取水槽躯体

4条-別紙10-104



 

   (5) 従来設計手法の妥当性の確認 

①防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工の屈曲部及び隅角部 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工の従来設計において，第 3.4.5－10

表に示すとおり，一般部では，上部工が下部工と一体構造であることから，

これを適切にモデル化し，上部工を鉛直方向の梁として設計する。屈曲部や

隅角部では，妻壁側は一般部と同様に設計するが，妻壁と交差する壁は妻壁

側を固定端とし，上部工が下部工と一体構造であることを適切にモデル化し，

上部工を水平方向の梁として設計する。 

したがって，防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工は，水平２方向及び鉛

直方向地震力の組合せを考慮した設計を行っていることから，本資料の水平

２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価においては対象外で

ある。 

 

第 3.4.5－10表 防波壁上部工の一般部及び屈曲部・隅角部 

（防波壁（多重鋼管杭式擁壁）） 
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②防水壁の隅角部 

防水壁の設計において，一般部は防水壁を設置している基礎等を固定端と

する鉛直方向の片持ち梁として設計するが，隅角部は基礎等と妻壁側を固定

端とした設計となる。したがって，隅角部は水平２方向の荷重を組み合わせ

た設計となるため，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価対象

部位として抽出する。 

 

  3.4.6 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価対象構造物の抽出結果 

3.4.5の検討を踏まえ，水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響

評価を検討すべき構造物として，構造及び作用荷重の観点から，線状構造物の

うち防水壁の隅角部及び鋼管杭基礎のうち防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁，多重鋼

管杭式擁壁），防波壁連絡防波扉の下部工を抽出する。また，従来の設計手法

で対応している構造物として，線状構造物のうち防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

の上部工があり，これについても詳細設計段階において水平２方向及び鉛直方

向地震力の組合せによる影響評価を実施する。 

 

第 3.4.6－1表 評価対象施設（構造物）の抽出結果 

構造形式 施設（構造物名称） フロー注 1中の対応番号 

線状構造物 
防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の上部工 従来設計 

防水壁の隅角部 ⑤ 

鋼管杭基礎 

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の下部工 ③ 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の下部工 ③ 

防波壁通路防波扉の下部工 ③ 

注 1 第 3.4.4－1図に示す影響評価フロー 

※ 本表は，詳細設計段階において細部を変更する可能性がある 
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  3.4.7 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの評価 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価については，従来

の設計手法での評価対象断面（弱軸方向）の地震応答解析に基づく構造部材

の照査において，評価対象断面に直交する断面（強軸方向）の地震応答解析

に基づく同時刻の地震時荷重等を適切に組み合わせることで，構造部材の設

計上の許容値に対する評価を実施し，構造部材が有する耐震性への影響を確

認する。 

鋼管杭基礎の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる影響評価の

曲げ軸力照査の算定式の例として，第 3.4.7－1図を示す。 

 

 

 
 

第 3.4.7－1図 鋼管杭基礎の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せ 

による影響評価（曲げ軸力照査の算定式の例（東海第二）） 
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  3.4.8 機器・配管系への影響評価 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響が確認された構造物が，耐震

重要施設，常設耐震重要重大事故防止設備又は常設重大事故緩和設備が設置さ

れる重大事故等対処施設の機器・配管系の間接支持構造物である場合，水平２

方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響を確認する。 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せによる応答値への影響が確認された

場合，機器・配管系の影響評価に反映する。 

なお，津波防護施設の影響の観点から抽出されなかった部位であっても，地

震応答解析結果から機器・配管系への影響の可能性が想定される部位について

は検討対象として抽出する。 
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別紙 10－１ 機器・配管系に関する説明資料 

 

・第１表 構造強度評価 

・第２表 動的/電気的機能維持評価 

・補足説明資料 
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第

１
表

　
構

造
強

度
評

価

振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有
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×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
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な
い

こ
と

の
理

由

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に
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大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

座
屈

△
Ｂ

同
上

上
部

格
子

板
支

持
面

炉
心

支
持

板
支

持
面

支
圧

応
力

△
Ｃ

鉛
直

荷
重

の
み

作
用

し
，

水
平

荷
重

が
作

用
し

な
い

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

な
い

。

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

周
配

置
で

あ
る

た
め

，
水

平
地

震
の

方
向

ご
と

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
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。

【
補

足
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明
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】

一
次
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般
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応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
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軸
圧

縮
応

力
△

Ｂ
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上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
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合
わ
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場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
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【
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足

説
明
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次
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般
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力
＋
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Ｂ
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般
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応
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Ｂ

評
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部
位
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構

造
で

あ
る

こ
と

か
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，
水

平
地

震
の

方
向

ご
と

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
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一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ
水

平
地

震
の

方
向

ご
と

に
最

大
応

力
点

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
場

合
で

も
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｃ
鉛

直
荷

重
の

み
作

用
し

，
水

平
荷

重
が

作
用

し
な

い
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
な

い
。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｃ

同
上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

×× ×
－

上
部

胴
下

部
胴

中
間

胴

中
央

燃
料

支
持

金
具

周
辺

燃
料

支
持

金
具

×

グ
リ

ッ
ド

プ
レ

ー
ト

－－

×

－

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

補
強

ビ
ー

ム
支

持
板

応
力

分
類

設
備

※
１

炉 心 支 持 構 造 物

中
央

燃
料

支
持

金
具

周
辺

燃
料

支
持

金
具

シ
リ

ン
ダ

プ
レ

ー
ト

下
部

胴

レ
グ

炉
心

支
持

板

炉
心

シ
ュ

ラ
ウ

ド

評
価

部
位

－

シ
ュ

ラ
ウ

ド
サ

ポ
ー

ト 上
部

格
子

板

ス
タ

ッ
ド
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力
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振

動
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ド
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影
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が
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由
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応
力

成
分
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し

な
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影
響

軽
微

と
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類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た
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合

　
　

で
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，
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に
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の
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震

力
し

か
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担
し

な
い

も
の
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：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，
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造
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り
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大
応

力
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も
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Ｃ
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２
方
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の
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て
　

　
も
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に
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る
応
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と
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と
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え
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の

Ｄ
：

従
来
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に
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，
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２
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の
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力

を
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て
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も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
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重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
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.
4
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(
1
)
に
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応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

＋
二

次
＋

ピ
ー

ク
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

＋
二

次
＋

ピ
ー

ク
応

力
△

Ｂ
同

上

軸
圧

縮
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

＋
二

次
＋

ピ
ー

ク
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

＋
二

次
＋

ピ
ー

ク
応

力
△

Ｂ
同

上

軸
圧

縮
応

力
△

Ｂ
同

上

－
×××

－ －

円
筒

胴
下

鏡
下

鏡
と

円
筒

胴
の

接
合

部
ス

カ
ー

ト
と

円
筒

胴
の

接
合

部

ス
カ

ー
ト

ハ
ウ

ジ
ン

グ

下
部

溶
接

部
長

手
中

央
部

制
御

棒
貫

通
孔

炉 心 支 持

構 造 物

原 子 炉 圧 力 容 器

制
御

棒
案

内
管

円
筒

胴
下

鏡
及

び
ス

カ
ー

ト

ス
タ

ブ
チ

ュ
ー

ブ
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水

平
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向
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ド
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設
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※
１

評
価

部
位

一
次

一
般

膜
応

力
○

－

評
価

に
お

い
て

は
３

次
元

的
に

配
置

さ
れ

て
い

る
接

続
配

管
の

応
答

を
使

用
し

て
お

り
，

接
続

配
管

に
お

い
て

地
震

入
力

方
向

に
対

す
る

直
角

方
向

の
応

答
が

生
じ

る
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

＋
二

次
＋

ピ
ー

ク
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｃ

水
平

方
向

の
地

震
荷

重
を

分
散

し
て

負
担

す
る

多
角

形
配

置
の

構
造

と
な

っ
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

の
地

震
荷

重
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

方
向

ご
と

に
そ

の
地

震
荷

重
は

分
担

さ
れ

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

１
】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｃ

同
上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｄ
水

平
２

方
向

入
力

時
の

地
震

力
を

４
つ

の
ブ

ラ
ケ

ッ
ト

の
う

ち
２

つ
で

分
担

し
た

荷
重

を
方

向
ご

と
に

考
慮

し
た

評
価

を
行

っ
て

い
る

。
【

補
足

説
明

資
料

２
】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｄ

同
上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－

評
価

に
お

い
て

は
３

次
元

的
に

配
置

さ
れ

て
い

る
炉

内
配

管
の

応
答

を
使

用
し

て
お

り
，

炉
内

配
管

に
お

い
て

地
震

入
力

方
向

に
対

す
る

直
角

方
向

の
応

答
が

生
じ

る
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－

評
価

に
お

い
て

は
３

次
元

的
に

配
置

さ
れ

て
い

る
炉

内
配

管
の

応
答

を
使

用
し

て
お

り
，

炉
内

配
管

に
お

い
て

地
震

入
力

方
向

に
対

す
る

直
角

方
向

の
応

答
が

生
じ

る
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

純
せ

ん
断

応
力

○
－

同
上

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

円
周

状
に

配
置

さ
れ

，
水

平
地

震
の

方
向

ご
と

に
最

大
応

力
の

発
生

点
が

異
な

る
。

水
平

２
方

向
の

入
力

を
想

定
し

た
場

合
に

も
水

平
２

方
向

地
震

に
お

け
る

最
大

応
答

の
非

同
時

性
を

考
慮

す
る

こ
と

に
よ

り
，

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

８
】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
８

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

× ×

－ －

×
－ － － －

× ××

原
子

炉
圧

力
容

器
基

礎
ボ

ル
ト

ス
タ

ビ
ラ

イ
ザ

ブ
ラ

ケ
ッ

ト

各
部

位

給
水

ス
パ

ー
ジ

ャ
ブ

ラ
ケ

ッ
ト

ド
ラ

イ
ヤ

支
持

ブ
ラ

ケ
ッ

ト

原 子 炉 圧 力 容 器

圧 力 容 器

支 持 構 造 物

炉
心

ス
プ

レ
イ

ブ
ラ

ケ
ッ

ト

ノ
ズ

ル

基
礎

ボ
ル

ト

ブ
ラ

ケ
ッ

ト
類
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

せ
ん

断
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

組
合

せ
応

力
△

Ｂ
支

配
的

な
応

力
は

水
平

地
震

に
よ

る
曲

げ
応

力
で

あ
り

，
曲

げ
応

力
の

最
大

点
は

地
震

方
向

で
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

組
合

せ
応

力
△

Ｂ
支

配
的

な
応

力
は

水
平

地
震

に
よ

る
曲

げ
応

力
で

あ
り

，
曲

げ
応

力
の

最
大

点
は

地
震

方
向

で
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

基
部

ア
ン

カ
部

（
基

礎
ボ

ル
ト

）
引

張
応

力
△

Ｃ

ボ
ル

ト
は

円
周

状
に

配
置

さ
れ

，
水

平
地

震
の

方
向

ご
と

に
最

大
応

力
の

発
生

点
が

異
な

る
。

水
平

２
方

向
の

入
力

を
想

定
し

た
場

合
に

も
水

平
２

方
向

地
震

に
お

け
る

最
大

応
答

の
非

同
時

性
を

考
慮

す
る

こ
と

に
よ

り
，

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

８
】

基
部

ア
ン

カ
部

（
ベ

ー
ス

プ
レ

ー
ト

）
曲

げ
応

力
△

Ｃ

ボ
ル

ト
は

円
周

状
に

配
置

さ
れ

，
水

平
地

震
の

方
向

ご
と

に
最

大
応

力
の

発
生

点
が

異
な

る
。

水
平

２
方

向
の

入
力

を
想

定
し

た
場

合
に

も
水

平
２

方
向

地
震

に
お

け
る

最
大

応
答

の
非

同
時

性
を

考
慮

す
る

こ
と

に
よ

り
，

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

８
】

×
－

円
筒

部
（

た
て

リ
ブ

）
圧 力 容 器 支 持 構 造 物

円
筒

部
（

内
筒

）
円

筒
胴

（
外

筒
）

Ｃ
Ｒ

Ｄ
開

口
ま

わ
り

（
Ｃ

Ｒ
Ｄ

開
口

は
り

）

原
子

炉
本

体
の

基
礎
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

ロ
ッ

ド
引

張
応

力
△

Ｃ

水
平

方
向

の
地

震
荷

重
を

分
散

し
て

負
担

す
る

多
角

形
配

置
の

構
造

と
な

っ
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

の
地

震
荷

重
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

方
向

ご
と

に
そ

の
地

震
荷

重
は

分
担

さ
れ

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

１
】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ
同

上

曲
げ

応
力

△
Ｃ

同
上

引
張

応
力

△
Ｃ

水
平

方
向

の
地

震
荷

重
を

分
散

し
て

負
担

す
る

多
角

形
配

置
の

構
造

と
な

っ
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

の
地

震
荷

重
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

方
向

ご
と

に
そ

の
地

震
荷

重
は

分
担

さ
れ

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

１
】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ
同

上

圧
縮

応
力

△
Ｃ

同
上

曲
げ

応
力

△
Ｃ

同
上

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
同

上

フ
ラ

ン
ジ

ボ
ル

ト
引

張
応

力
△

Ｃ
同

上

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ
同

上

曲
げ

応
力

△
Ｃ

同
上

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
同

上

－－
× ×

原
子

炉
格

納
容

器
ス

タ
ビ

ラ
イ

ザ

原
子

炉
圧

力
容

器
ス

タ
ビ

ラ
イ

ザ

原 子 炉 圧 力 容 器 付 属 構 造 物

ブ
ラ

ケ
ッ

ト

ガ
セ

ッ
ト

プ
レ

ー
ト

パ
イ

プ
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

レ
ス

ト
レ

ン
ト

ビ
ー

ム
一

般
部

レ
ス

ト
レ

ン
ト

ビ
ー

ム
端

部
曲

げ
応

力
△

Ｂ

水
平

方
向

地
震

が
作

用
す

る
際

に
，

加
振

軸
上

に
最

大
応

力
が

発
生

す
る

。
水

平
２

方
向

の
地

震
力

が
同

時
に

作
用

し
た

場
合

に
お

い
て

も
，

そ
れ

ぞ
れ

の
方

向
の

加
振

軸
上

に
最

大
応

力
が

発
生

す
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

引
張

応
力

△
Ｂ

水
平

方
向

地
震

が
作

用
す

る
際

に
，

加
振

軸
上

に
最

大
応

力
が

発
生

す
る

。
水

平
２

方
向

の
地

震
力

が
同

時
に

作
用

し
た

場
合

に
お

い
て

も
，

そ
れ

ぞ
れ

の
方

向
の

加
振

軸
上

に
最

大
応

力
が

発
生

す
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
△

Ｂ
同

上

組
合

せ
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－

評
価

に
お

い
て

は
３

次
元

的
に

配
置

さ
れ

て
い

る
接

続
配

管
の

応
答

を
使

用
し

て
お

り
，

接
続

配
管

に
お

い
て

地
震

入
力

方
向

に
対

す
る

直
角

方
向

の
応

答
が

生
じ

る
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

＋
二

次
＋

ピ
ー

ク
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－
３

次
元

的
に

配
置

さ
れ

て
い

る
た

め
，

水
平

そ
れ

ぞ
れ

の
方

向
の

地
震

力
に

対
し

，
各

方
向

で
応

力
が

発
生

す
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

＋
二

次
＋

ピ
ー

ク
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｃ

従
来

評
価

で
評

価
が

厳
し

く
な

る
方

向
に

地
震

荷
重

を
与

え
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

を
考

慮
し

て
も

水
平

１
方

向
の

地
震

荷
重

と
同

等
と

な
る

。
し

た
が

っ
て

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｃ

同
上

耐
震

用
ブ

ロ
ッ

ク
純

せ
ん

断
応

力
△

Ｄ
水

平
２

方
向

入
力

時
の

地
震

力
を

４
つ

の
耐

震
用

ブ
ロ

ッ
ク

の
う

ち
２

つ
で

分
担

し
た

荷
重

を
方

向
ご

と
に

考
慮

し
た

評
価

を
行

っ
て

い
る

。
【

補
足

説
明

資
料

２
】

× ×

従
来

よ
り

，
３

次
元

は
り

モ
デ

ル
の

応
答

解
析

結
果

を
用

い
，

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
お

り
，

ね
じ

れ
る

状
態

に
つ

い
て

も
耐

震
評

価
に

用
い

る
同

種
の

荷
重

と
し

て
算

出
さ

れ
る

。－ －－

○

レ
ス

ト
レ

ン
ト

ビ
ー

ム
ボ

ル
ト

×

貫
通

部
シ

ー
ル

蒸
気

乾
燥

器

差
圧

検
出

管

蒸
気

乾
燥

器
ユ

ニ
ッ

ト

ジ
ェ

ッ
ト

ポ
ン

プ
計

測
配

管
貫

通
部

シ
ー

ル

原 子 炉 圧 力 容 器 付 属 構 造 物

差
圧

検
出

・
ほ

う
酸

水
注

入
系

配
管

（
テ

ィ
ー

よ
り

N
1
1
ノ

ズ
ル

ま
で

の
外

管
）

制
御

棒
駆

動
機

構
ハ

ウ
ジ

ン
グ

支
持

金
具

原 子 炉 圧 力 容 器 内 部 構

造 物
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－
３

次
元

的
に

配
置

さ
れ

て
い

る
た

め
，

水
平

そ
れ

ぞ
れ

の
方

向
の

地
震

力
に

対
し

，
各

方
向

で
応

力
が

発
生

す
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－
非

対
象

構
造

で
あ

る
た

め
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

ご
と

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

引
張

応
力

○
－

水
平

そ
れ

ぞ
れ

の
方

向
に

お
け

る
評

価
に

お
い

て
，

最
大

応
力

発
生

箇
所

は
異

な
る

も
の

の
，

円
形

状
の

一
様

断
面

で
な

い
た

め
，

発
生

応
力

は
積

算
さ

れ
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

せ
ん

断
応

力
○

－
同

上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

従
来

よ
り

，
３

次
元

は
り

モ
デ

ル
の

応
答

解
析

結
果

を
用

い
，

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
お

り
，

ね
じ

れ
る

状
態

に
つ

い
て

も
耐

震
評

価
に

用
い

る
同

種
の

荷
重

と
し

て
算

出
さ

れ
る

。

ラ
ッ

ク
取

付
ボ

ル
ト

基
礎

ボ
ル

ト
×○ 〇

従
来

よ
り

，
３

次
元

は
り

モ
デ

ル
の

応
答

解
析

結
果

を
用

い
，

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
お

り
，

ね
じ

れ
る

状
態

に
つ

い
て

も
耐

震
評

価
に

用
い

る
同

種
の

荷
重

と
し

て
算

出
さ

れ
る

。

○×
－ －

３
次

元
Ｆ

Ｅ
Ｍ

モ
デ

ル
を

作
成

し
，

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

各
部

位

使
用

済
燃

料
貯

蔵
ラ

ッ
ク

ラ
ッ

ク
部

材
シ

ー
ト

プ
レ

ー
ト

及
び

ベ
ー

ス

ジ
ェ

ッ
ト

ポ
ン

プ
ラ

イ
ザ

デ
ィ

フ
ュ

ー
ザ

ラ
イ

ザ
ブ

レ
ー

ス

原 子 炉 圧 力 容 器 内 部 構 造 物

気
水

分
離

器
及

び
ス

タ
ン

ド
パ

イ
プ

シ
ュ

ラ
ウ

ド
ヘ

ッ
ド

原
子

炉
中

性
子

計
装

案
内

管

各
部

位

ス
パ

ー
ジ

ャ
炉

内
配

管
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

引
張

応
力

○
－

水
平

そ
れ

ぞ
れ

の
方

向
に

お
け

る
評

価
に

お
い

て
，

最
大

応
力

発
生

箇
所

は
異

な
る

も
の

の
，

円
形

状
の

一
様

断
面

で
な

い
た

め
，

発
生

応
力

は
積

算
さ

れ
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

せ
ん

断
応

力
○

－
同

上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

引
張

応
力

△
Ｃ

水
平

１
方

向
の

地
震

力
の

応
答

が
支

配
的

で
あ

り
，

他
の

水
平

方
向

の
地

震
力

に
よ

る
応

答
は

小
さ

い
た

め
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
が

作
用

し
た

場
合

に
お

い
て

も
水

平
１

方
向

の
応

答
が

支
配

的
と

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
３

】

せ
ん

断
応

力
△

Ａ
水

平
１

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水

平
方

向
の

地
震

力
は

負
担

し
な

い
構

造
と

な
っ

て
い

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
な

い
。

【
補

足
説

明
資

料
３

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ

水
平

１
方

向
の

地
震

力
の

応
答

が
支

配
的

で
あ

り
，

他
の

水
平

方
向

の
地

震
力

に
よ

る
応

答
は

小
さ

い
た

め
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
が

作
用

し
た

場
合

に
お

い
て

も
水

平
１

方
向

の
応

答
が

支
配

的
と

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
３

】

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

引
張

応
力

△
Ｃ

水
平

１
方

向
の

地
震

力
の

応
答

が
支

配
的

で
あ

り
，

他
の

水
平

方
向

の
地

震
力

に
よ

る
応

答
は

小
さ

い
た

め
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
が

作
用

し
た

場
合

に
お

い
て

も
水

平
１

方
向

の
応

答
が

支
配

的
と

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
３

】

せ
ん

断
応

力
△

Ａ
水

平
１

方
向

及
び

鉛
直

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水

平
方

向
の

地
震

力
は

負
担

し
な

い
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
○

－
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

脚
組

合
せ

応
力

○
－

同
上

サ
ポ

ー
ト

部
基

礎
ボ

ル
ト

××

－－
制

御
棒

・
破

損
燃

料
貯

蔵
ラ

ッ
ク

ア
キ

ュ
ム

レ
ー

タ

ラ
ッ

ク
部

材

底
部

基
礎

ボ
ル

ト

サ
ポ

ー
ト

部
材

胴
板
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

ラ
グ

組
合

せ
応

力
△

Ｂ
水

平
２

方
向

が
同

時
に

作
用

し
た

場
合

に
お

い
て

も
，

応
力

評
価

点
が

区
別

さ
れ

る
た

め
，

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

引
張

応
力

△
Ｂ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
応

力
評

価
点

が
区

別
さ

れ
る

た
め

，
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
△

Ｂ
ラ

グ
構

造
は

径
方

向
に

ス
ラ

イ
ド

可
能

で
あ

り
，

荷
重

を
分

担
す

る
部

材
が

地
震

方
向

に
よ

り
異

な
る

た
め

，
荷

重
の

重
ね

合
わ

せ
は

発
生

せ
ず

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

組
合

せ
応

力
△

Ｂ
上

記
引

張
応

力
及

び
せ

ん
断

応
力

は
，

水
平

２
方

向
の

影
響

が
軽

微
の

た
め

，
組

み
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

コ
ラ

ム
パ

イ
プ

バ
レ

ル
ケ

ー
シ

ン
グ

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

円
周

状
に

配
置

さ
れ

，
水

平
地

震
の

方
向

ご
と

に
最

大
応

力
の

発
生

点
が

異
な

る
。

水
平

２
方

向
の

入
力

を
想

定
し

た
場

合
に

も
水

平
２

方
向

地
震

に
お

け
る

最
大

応
答

の
非

同
時

性
を

考
慮

す
る

こ
と

に
よ

り
，

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

８
】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
８

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

全
デ

ィ
ス

ク
セ

ッ
ト

の
多

孔
プ

レ
ー

ト
デ

ィ
ス

ク
セ

ッ
ト

間
の

円
筒

形
多

孔
プ

レ
ー

ト
リ

ブ
コ

ン
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
プ

レ
ー

ト
フ

ィ
ン

ガ
ス

ト
ラ

ッ
プ

フ
ラ

ン
ジ

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｄ

水
平

２
方

向
の

組
合

せ
を

考
慮

し
た

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

×
－

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

基
礎

ボ
ル

ト

胴
板

－
×

現
在

考
慮

し
て

い
る

Ｘ
,
Ｙ

方
向

振
動

モ
ー

ド
で

は
ね

じ
れ

振
動

は
現

れ
な

い
。

よ
っ

て
，

ね
じ

れ
振

動
モ

ー
ド

が
高

次
に

て
現

れ
る

可
能

性
が

あ
る

が
，

有
意

な
応

答
で

は
な

い
た

め
，

影
響

が
な

い
と

考
え

ら
れ

る
。

○

－
×

Ｅ
Ｃ

Ｃ
Ｓ

ス
ト

レ
ー

ナ

基
礎

ボ
ル

ト
取

付
ボ

ル
ト

横
形

ポ
ン

プ
ポ

ン
プ

駆
動

用
タ

ー
ビ

ン
補

機
海

水
ス

ト
レ

ー
ナ

空
調

フ
ァ

ン
空

調
ユ

ニ
ッ

ト

た
て

置
円

筒
形

容
器

（
ラ

グ
支

持
）

立
形

ポ
ン

プ

基
礎

ボ
ル

ト
取

付
ボ

ル
ト
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ａ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
強

軸
と

弱
軸

の
関

係
が

明
確

で
あ

り
，

斜
め

方
向

に
変

形
す

る
の

で
は

な
く

，
支

持
構

造
物

の
強

軸
側

と
弱

軸
側

に
変

形
す

る
た

め
，

最
大

応
力

発
生

部
位

は
変

わ
ら

ず
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
６

】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ａ

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ａ
同

上

脚
組

合
せ

応
力

△
Ａ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
強

軸
と

弱
軸

の
関

係
が

明
確

で
あ

り
，

斜
め

方
向

に
変

形
す

る
の

で
は

な
く

，
支

持
構

造
物

の
強

軸
側

と
弱

軸
側

に
変

形
す

る
た

め
，

最
大

応
力

発
生

部
位

は
変

わ
ら

ず
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
６

】

引
張

応
力

△
Ａ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
強

軸
と

弱
軸

の
関

係
が

明
確

で
あ

り
，

斜
め

方
向

に
変

形
す

る
の

で
は

な
く

，
支

持
構

造
物

の
強

軸
側

と
弱

軸
側

に
変

形
す

る
た

め
，

最
大

応
力

発
生

部
位

は
変

わ
ら

ず
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
６

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

組
合

せ
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

座
屈

△
Ｂ

同
上

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

円
周

状
に

配
置

さ
れ

，
水

平
地

震
の

方
向

ご
と

に
最

大
応

力
の

発
生

点
が

異
な

る
。

水
平

２
方

向
の

入
力

を
想

定
し

た
場

合
に

も
水

平
２

方
向

地
震

に
お

け
る

最
大

応
答

の
非

同
時

性
を

考
慮

す
る

こ
と

に
よ

り
，

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

８
】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
８

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

－
×

－
た

て
置

円
筒

形
容

器
（

ス
カ

ー
ト

支
持

）

基
礎

ボ
ル

ト

横
置

円
筒

形
容

器

×

ス
カ

ー
ト

胴
板

基
礎

ボ
ル

ト

胴
板
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

引
張

応
力

○
－

非
対

称
構

造
で

あ
る

た
め

３
次

元
モ

デ
ル

を
用

い
た

解
析

を
行

っ
て

お
り

，
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
ご

と
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
○

－
同

上

圧
縮

応
力

○
－

同
上

曲
げ

応
力

○
－

同
上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

引
張

応
力

○
－

評
価

に
お

い
て

フ
レ

ー
ム

の
応

答
を

使
用

し
て

お
り

，
フ

レ
ー

ム
に

お
い

て
地

震
入

力
方

向
に

対
す

る
直

角
方

向
の

応
答

が
生

じ
る

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

せ
ん

断
応

力
○

－
同

上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

一
次

＋
二

次
△

Ｂ
同

上

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

円
周

状
に

配
置

さ
れ

，
水

平
地

震
の

方
向

ご
と

に
最

大
応

力
の

発
生

点
が

異
な

る
。

水
平

２
方

向
の

入
力

を
想

定
し

た
場

合
に

も
水

平
２

方
向

地
震

に
お

け
る

最
大

応
答

の
非

同
時

性
を

考
慮

す
る

こ
と

に
よ

り
，

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

８
】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
８

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

○ ×

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。 －

×

－
×

－

基
礎

ボ
ル

ト
取

付
ボ

ル
ト

各
部

位

平
底

た
て

置
円

筒
形

容
器

核
計

測
装

置

水
圧

制
御

ユ
ニ

ッ
ト

取
付

ボ
ル

ト

胴
板

フ
レ

ー
ム
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

引
張

応
力

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
△

Ａ
水

平
１

方
向

及
び

鉛
直

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水

平
方

向
の

地
震

力
は

負
担

し
な

い
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

組
合

せ
応

力
○

－
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

引
張

応
力

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
△

Ａ
水

平
１

方
向

及
び

鉛
直

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水

平
方

向
の

地
震

力
は

負
担

し
な

い
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

組
合

せ
応

力
○

－
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

×

－
× ×

－ －

×
－ －

×

取
付

ボ
ル

ト

取
付

ボ
ル

ト

取
付

ボ
ル

ト

制
御

盤
，

電
気

盤
（

矩
形

床
置

）
取

付
ボ

ル
ト

制
御

盤
，

電
気

盤
（

矩
形

壁
掛

）

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

設
備

（
矩

形
床

置
）

取
付

ボ
ル

ト

伝
送

器
（

矩
形

壁
掛

）

伝
送

器
（

矩
形

床
置

）
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

引
張

応
力

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
△

Ａ
水

平
１

方
向

及
び

鉛
直

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水

平
方

向
の

地
震

力
は

負
担

し
な

い
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

組
合

せ
応

力
○

－
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｂ
同

上

座
屈

△
Ｂ

同
上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

ご
と

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

ご
と

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

ベ
ン

ト
管

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

×

－

○

－
各

部
位

－
×

ヘ
ッ

ダ
接

続
部

ベ
ン

ト
管

円
筒

部
ベ

ン
ト

管
と

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

と
の

接
合

部

球
形

部
の

板
厚

変
化

部

取
付

ボ
ル

ト

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

上
ふ

た
球

形
部

と
ナ

ッ
ク

ル
部

の
接

合
部

円
筒

部
と

ナ
ッ

ク
ル

部
の

接
合

部
ナ

ッ
ク

ル
部

と
球

形
部

の
接

合
部

球
形

部
と

円
筒

部
の

接
合

部
円

筒
部

と
球

形
部

の
接

合
部

円
筒

部

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

設
備

（
矩

形
壁

掛
）

×

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
チ

ェ
ン

バ

基
部

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

原 子 炉 格 納 容 器
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

引
張

応
力

○
－

３
次

元
モ

デ
ル

を
用

い
た

解
析

を
行

っ
て

お
り

，
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
ご

と
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
○

－
同

上

圧
縮

応
力

○
－

同
上

曲
げ

応
力

○
－

同
上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

せ
ん

断
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

ご
と

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

支
圧

圧
力

○
－

同
上

せ
ん

断
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

ご
と

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

曲
げ

応
力

○
－

同
上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

コ
ン

ク
リ

ー
ト

部
圧

縮
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

ご
と

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

ボ
ル

ト
基

礎
ボ

ル
ト

引
張

応
力

○
－

３
次

元
モ

デ
ル

を
用

い
た

解
析

を
行

っ
て

お
り

，
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
ご

と
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

原 子 炉 格 納 容 器

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
チ

ェ
ン

バ
サ

ポ
ー

ト

ベ
ー

ス
プ

レ
ー

ト
シ

ア
プ

レ
ー

ト

シ
ア

キ
ー

サ
ポ

ー
ト

ベ
ー

ス
と

ベ
ー

ス
プ

レ
ー

ト
の

接
合

部

－
×
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

方
向

の
地

震
荷

重
を

分
散

し
て

負
担

す
る

多
角

形
配

置
の

構
造

と
な

っ
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

の
地

震
荷

重
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

方
向

ご
と

に
そ

の
地

震
荷

重
は

分
担

さ
れ

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

１
】

曲
げ

応
力

△
Ｃ

同
上

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
同

上

内
側

メ
イ

ル
シ

ヤ
ラ

グ
接

触
部

外
側

メ
イ

ル
シ

ヤ
ラ

グ
接

触
部

内
側

フ
ィ

メ
イ

ル
シ

ヤ
ラ

グ
接

触
部

外
側

フ
ィ

メ
イ

ル
シ

ヤ
ラ

グ
接

触
部

コ
ン

ク
リ

ー
ト

（
ベ

ー
ス

プ
レ

ー
ト

部
，

シ
ヤ

プ
レ

ー
ト

部
）

支
圧

圧
力

△
Ｃ

水
平

方
向

の
地

震
荷

重
を

分
散

し
て

負
担

す
る

多
角

形
配

置
の

構
造

と
な

っ
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

の
地

震
荷

重
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

方
向

ご
と

に
そ

の
地

震
荷

重
は

分
担

さ
れ

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

１
】

基
礎

ボ
ル

ト
引

張
応

力
△

Ｃ

水
平

方
向

の
地

震
荷

重
を

分
散

し
て

負
担

す
る

多
角

形
配

置
の

構
造

と
な

っ
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

の
地

震
荷

重
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

方
向

ご
と

に
そ

の
地

震
荷

重
は

分
担

さ
れ

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

１
】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

方
向

の
地

震
荷

重
を

分
散

し
て

負
担

す
る

多
角

形
配

置
の

構
造

と
な

っ
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

の
地

震
荷

重
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

方
向

ご
と

に
そ

の
地

震
荷

重
は

分
担

さ
れ

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

１
】

曲
げ

応
力

△
Ｃ

同
上

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
同

上

引
張

応
力

△
Ｃ

水
平

方
向

の
地

震
荷

重
を

分
散

し
て

負
担

す
る

多
角

形
配

置
の

構
造

と
な

っ
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

の
地

震
荷

重
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

方
向

ご
と

に
そ

の
地

震
荷

重
は

分
担

さ
れ

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

１
】

圧
縮

応
力

△
Ｃ

同
上

一
次

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

△
Ｃ

水
平

方
向

の
地

震
荷

重
を

分
散

し
て

負
担

す
る

多
角

形
配

置
の

構
造

と
な

っ
て

い
る

た
め

，
水

平
２

方
向

の
地

震
荷

重
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

方
向

ご
と

に
そ

の
地

震
荷

重
は

分
担

さ
れ

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

１
】

一
次

＋
二

次
応

力
△

Ｃ
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－
評

価
部

位
は

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

ご
と

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

評
価

部
位

は
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
ご

と
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

原 子 炉 格 納 容 器

ハ
ッ

チ
類

シ
ヤ

ラ
グ

内
側

メ
イ

ル
シ

ヤ
ラ

グ
外

側
メ

イ
ル

シ
ヤ

ラ
グ

内
側

フ
ィ

メ
イ

ル
シ

ヤ
ラ

グ
内

側
フ

ィ
メ

イ
ル

シ
ヤ

ラ
グ

リ
ブ

付
根

部
外

側
フ

ィ
メ

イ
ル

シ
ヤ

ラ
グ

ベ
ー

ス
プ

レ
ー

ト
シ

ヤ
プ

レ
ー

ト

内
側

シ
ヤ

ラ
グ

サ
ポ

ー
ト

シ
ヤ

ラ
グ

取
付

部

ハ
ッ

チ
本

体
と

補
強

板
と

の
結

合
部

ハ
ッ

チ
円

筒
胴

－
×

－
×
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

一
次

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

評
価

に
お

い
て

は
３

次
元

的
に

配
置

さ
れ

て
い

る
接

続
配

管
の

応
答

を
使

用
し

て
お

り
，

接
続

配
管

に
お

い
て

地
震

入
力

方
向

に
対

す
る

直
角

方
向

の
応

答
が

生
じ

る
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

評
価

部
位

は
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
ご

と
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

ご
と

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

一
次

応
力

（
曲

げ
応

力
を

含
む

）
○

－
同

上

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

応
力

（
曲

げ
応

力
を

含
む

）
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

ご
と

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

＋
二

次
＋

ピ
ー

ク
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

ご
と

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

同
上

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

３
次

元
モ

デ
ル

を
用

い
た

解
析

を
行

っ
て

お
り

，
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
ご

と
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

引
張

応
力

○
－

３
次

元
モ

デ
ル

を
用

い
た

解
析

を
行

っ
て

お
り

，
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
ご

と
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

圧
縮

応
力

○
－

同
上

曲
げ

応
力

○
－

同
上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

ダ
ウ

ン
カ

マ

ベ
ン

ト
ヘ

ッ
ダ

と
ダ

ウ
ン

カ
マ

の
結

合
部

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

○ ○
ベ

ン
ト

ヘ
ッ

ダ

ベ
ン

ト
ヘ

ッ
ダ

サ
ポ

ー
ト

ベ
ン

ト
ヘ

ッ
ダ

強
め

輪
取

付
部

ベ
ン

ト
ヘ

ッ
ダ

原 子 炉 格 納 容 器

ダ
ウ

ン
カ

マ

原
子

炉
格

納
容

器
電

気
配

線
貫

通
部

原
子

炉
格

納
容

器
胴

と
ス

リ
ー

ブ
と

の
取

付
部

原
子

炉
格

納
容

器
配

管
貫

通
部

－
××

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

原
子

炉
格

納
容

器
胴

と
ス

リ
ー

ブ
と

の
取

付
部

－
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

引
張

応
力

○
－

３
次

元
モ

デ
ル

を
用

い
た

解
析

を
行

っ
て

お
り

，
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
ご

と
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
○

－
同

上

圧
縮

応
力

○
－

同
上

曲
げ

応
力

○
－

同
上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

せ
ん

断
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

ご
と

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

曲
げ

応
力

○
－

同
上

支
圧

圧
力

○
－

同
上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

一
次

一
般

膜
応

力
＋

一
次

曲
げ

応
力

○
－

評
価

部
位

は
，

非
対

象
構

造
で

あ
る

た
め

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

ご
と

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

ブ
レ

ー
ス

圧
縮

応
力

△
Ａ

ブ
レ

ー
ス

は
ブ

ロ
ワ

の
重

心
と

サ
ポ

ー
ト

プ
レ

ー
ト

設
置

位
置

の
ず

れ
に

よ
る

軸
方

向
転

倒
防

止
の

た
め

設
置

し
て

い
る

。
そ

の
た

め
ブ

レ
ー

ス
が

受
け

持
つ

荷
重

は
現

在
評

価
対

象
と

し
て

い
る

軸
方

向
の

転
倒

モ
ー

メ
ン

ト
分

の
み

と
考

え
ら

れ
，

軸
直

方
向

の
水

平
地

震
荷

重
は

ベ
ー

ス
溶

接
部

の
せ

ん
断

で
受

け
持

つ
と

考
え

ら
れ

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
受

け
な

い
。

ベ
ー

ス
取

付
溶

接
部

せ
ん

断
応

力
○

－
ベ

ー
ス

溶
接

部
で

水
平

方
向

の
そ

れ
ぞ

れ
の

水
平

荷
重

を
負

担
す

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

可
燃

性
ガ

ス
濃

度
制

御
系

再
結

合
装

置
ブ

ロ
ワ

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

ス
プ

レ
イ

管
ス

プ
レ

イ
管

と
ス

プ
レ

イ
管

案
内

管
ス

プ
レ

イ
管

案
内

管
○ ×○

－

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

ド
ラ

イ
ウ

ェ
ル

ス
プ

レ
イ

管
サ

プ
レ

ッ
シ

ョ
ン

チ
ェ

ン
バ

ス
プ

レ
イ

管

ベ
ン

ト
ヘ

ッ
ダ

ピ
ン

基
礎

ボ
ル

ト

強
め

輪

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。 －

×

－
基

礎
ボ

ル
ト

取
付

ボ
ル

ト

可
燃

性
ガ

ス
濃

度
制

御
系

再
結

合
装

置

×
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

一
次

応
力

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

一
次

＋
二

次
応

力
○

－
同

上

各
部

位
各

応
力

分
類

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

×
－

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

引
張

応
力

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
△

Ａ
水

平
１

方
向

及
び

鉛
直

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水

平
方

向
の

地
震

力
は

負
担

し
な

い
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

組
合

せ
応

力
○

－
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

各
部

位
各

応
力

分
類

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

×
－

各
部

位
各

応
力

分
類

△
Ａ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
強

軸
と

弱
軸

の
関

係
が

明
確

で
あ

り
，

斜
め

方
向

に
変

形
す

る
の

で
は

な
く

，
強

軸
側

と
弱

軸
側

に
変

形
す

る
た

め
，

最
大

応
力

発
生

部
位

は
変

わ
ら

ず
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
６

】

×
－

防
波

扉
水

密
扉

配
管

本
体

，
サ

ポ
ー

ト
（

多
質

点
は

り
モ

デ
ル

解
析

）

－
基

礎
ボ

ル
ト

取
付

ボ
ル

ト

そ
の

他
電

源
設

備

１
号

炉
取

水
槽

流
路

縮
小

工

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

○

基
礎

ボ
ル

ト
取

付
ボ

ル
ト

矩
形

構
造

の
架

構
設

備
（

静
的

触
媒

式
水

素
処

理
装

置
，

架
台

を
含

む
）

－

××
－

×

－

配
管

，
サ

ポ
ー

ト

通
信

連
絡

設
備

（
ア

ン
テ

ナ
類

）
（

矩
形

壁
掛

）

通
信

連
絡

設
備

（
ア

ン
テ

ナ
類

）
（

矩
形

床
置

）
基

礎
ボ

ル
ト

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電

機

基
礎

ボ
ル

ト

×
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

引
張

応
力

△
Ｃ

鉛
直

荷
重

の
み

作
用

し
，

水
平

荷
重

が
作

用
し

な
い

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

な
い

。

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

せ
ん

断
荷

重
△

Ｃ

対
象

と
な

る
貫

通
部

は
建

物
軸

に
沿

っ
た

配
置

と
な

っ
て

い
る

こ
と

か
ら

，
せ

ん
断

荷
重

及
び

圧
縮

荷
重

は
，

水
平

１
方

向
の

地
震

力
に

よ
る

荷
重

が
支

配
的

で
あ

り
，

他
の

水
平

方
向

の
地

震
力

に
よ

る
荷

重
は

小
さ

い
た

め
，

水
平

2
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

圧
縮

荷
重

△
Ｃ

同
上

引
張

応
力

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
△

Ａ
水

平
１

方
向

及
び

鉛
直

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水

平
方

向
の

地
震

力
は

負
担

し
な

い
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

組
合

せ
応

力
○

－
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

×

津
波

監
視

カ
メ

ラ
据

付
ボ

ル
ト

－
×

取
水

槽
水

位
計

取
付

ボ
ル

ト
－

基
礎

ボ
ル

ト
床

ド
レ

ン
逆

止
弁

×
－

貫
通

部
止

水
処

置
モ

ル
タ

ル
×

－

屋
外

排
水

路
逆

止
弁

基
礎

ボ
ル

ト

×
－
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

せ
ん

断
応

力
△

Ａ

す
べ

り
方

向
と

す
べ

り
直

交
方

向
で

は
，

そ
れ

ぞ
れ

の
水

平
方

向
地

震
を

受
け

た
場

合
の

挙
動

が
異

な
る

た
め

，
方

向
ご

と
に

発
生

応
力

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
５

】

曲
げ

応
力

△
Ａ

同
上

組
合

せ
応

力
△

Ａ
同

上

ブ
リ

ッ
ジ

脱
線

防
止

ラ
グ

（
取

付
ボ

ル
ト

）
ト

ロ
リ

脱
線

防
止

ラ
グ

（
取

付
ボ

ル
ト

）
せ

ん
断

応
力

△
Ａ

す
べ

り
方

向
と

す
べ

り
直

交
方

向
で

は
，

そ
れ

ぞ
れ

の
水

平
方

向
地

震
を

受
け

た
場

合
の

挙
動

が
異

な
る

た
め

，
方

向
ご

と
に

発
生

応
力

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
５

】

吊
具

吊
荷

荷
重

△
Ｃ

鉛
直

荷
重

の
み

作
用

し
，

水
平

荷
重

が
作

用
し

な
い

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

な
い

。
×

－

せ
ん

断
応

力
△

Ｄ
水

平
２

方
向

及
び

鉛
直

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
評

価
を

実
施

し
て

い
る

。

曲
げ

応
力

△
Ｄ

同
上

浮
上

り
量

△
Ｄ

同
上

落
下

防
止

ラ
グ

圧
縮

応
力

△
Ａ

す
べ

り
方

向
と

す
べ

り
直

交
方

向
で

は
，

そ
れ

ぞ
れ

の
水

平
方

向
地

震
を

受
け

た
場

合
の

挙
動

が
異

な
る

た
め

，
方

向
ご

と
に

発
生

応
力

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
△

Ａ

す
べ

り
方

向
と

す
べ

り
直

交
方

向
で

は
，

そ
れ

ぞ
れ

の
水

平
方

向
地

震
を

受
け

た
場

合
の

挙
動

が
異

な
る

た
め

，
方

向
ご

と
に

発
生

応
力

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

曲
げ

応
力

△
Ｄ

水
平

２
方

向
及

び
鉛

直
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

組
合

せ
応

力
△

Ｄ
同

上

ト
ロ

リ
浮

上
り

量
△

Ｄ
水

平
２

方
向

及
び

鉛
直

方
向

の
地

震
力

を
組

み
合

わ
せ

た
評

価
を

実
施

し
て

い
る

。

吊
具

吊
荷

荷
重

△
Ｃ

鉛
直

荷
重

の
み

作
用

し
，

水
平

荷
重

が
作

用
し

な
い

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

な
い

。

せ
ん

断
応

力
△

Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

圧
縮

応
力

△
Ｃ

鉛
直

方
向

荷
重

の
み

作
用

し
，

水
平

方
向

荷
重

が
作

用
し

な
い

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

曲
げ

応
力

△
Ｂ

評
価

部
位

は
円

形
の

一
様

断
面

で
あ

る
こ

と
か

ら
，

水
平

地
震

の
方

向
ご

と
に

最
大

応
力

点
が

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

組
み

合
わ

せ
た

場
合

で
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【

補
足

説
明

資
料

４
】

組
合

せ
応

力
△

Ｂ
同

上

×

－
×

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。 －

燃
料

取
替

機

ト
ロ

リ
ス

ト
ッ

パ

原
子

炉
建

物
天

井
ク

レ
ー

ン

○

ガ
ン

マ
線

遮
蔽

壁
胴

基
部

開
口

集
中

部

ク
レ

ー
ン

本
体

ガ
ー

ダ

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

○

燃
料

取
替

機
構

造
物

フ
レ

ー
ム

ブ
リ

ッ
ジ

脱
線

防
止

ラ
グ

（
本

体
）

ト
ロ

リ
脱

線
防

止
ラ

グ
（

本
体

）
走

行
レ

ー
ル

横
行

レ
ー

ル

○

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
従

来
よ

り
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

引
張

応
力

○
－

３
次

元
モ

デ
ル

を
用

い
た

解
析

を
行

っ
て

お
り

，
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
ご

と
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
○

－
同

上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

引
張

応
力

○
－

３
次

元
モ

デ
ル

を
用

い
た

解
析

を
行

っ
て

お
り

，
水

平
地

震
力

に
対

す
る

発
生

応
力

が
入

力
方

向
ご

と
に

異
な

る
。

し
た

が
っ

て
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

せ
ん

断
応

力
○

－
同

上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

引
張

応
力

△
Ａ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
強

軸
と

弱
軸

の
関

係
が

明
確

で
あ

り
，

斜
め

方
向

に
変

形
す

る
の

で
は

な
く

，
強

軸
側

と
弱

軸
側

に
変

形
す

る
た

め
，

最
大

応
力

発
生

部
位

は
変

わ
ら

ず
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
６

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

ご
と

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

曲
げ

応
力

○
－

同
上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

せ
ん

断
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

ご
と

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

曲
げ

応
力

○
－

同
上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

引
張

応
力

△
Ａ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
強

軸
と

弱
軸

の
関

係
が

明
確

で
あ

り
，

斜
め

方
向

に
変

形
す

る
の

で
は

な
く

，
強

軸
側

と
弱

軸
側

に
変

形
す

る
た

め
，

最
大

応
力

発
生

部
位

は
変

わ
ら

ず
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
６

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

ロ
ー

ラ
チ

ェ
ー

ン
吊

荷
荷

重
△

Ｃ
鉛

直
荷

重
の

み
作

用
し

，
水

平
荷

重
が

作
用

し
な

い
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
な

い
。

×
－

×
－

×
－

○

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

○

サ
ポ

ー
ト

振
止

め
部

基
礎

ボ
ル

ト

制
御

棒
貯

蔵
ハ

ン
ガ

ガ
イ

ド
レ

ー
ル

カ
ー

ト

固
定

ボ
ル

ト

チ
ャ

ン
ネ

ル
着

脱
装

置
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

各
部

位
各

応
力

分
類

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

○

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

引
張

応
力

△
Ｃ

ボ
ル

ト
は

短
形

配
置

で
あ

り
，

水
平

２
方

向
の

入
力

に
よ

る
対

角
方

向
へ

の
転

倒
を

想
定

し
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
力

の
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
上

記
の

引
張

応
力

及
び

せ
ん

断
応

力
は

，
水

平
２

方
向

の
影

響
が

軽
微

の
た

め
，

組
合

せ
応

力
も

水
平

２
方

向
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

各
部

位
各

応
力

分
類

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

×
－

ダ
ク

ト
，

サ
ポ

ー
ト

一
次

応
力

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

○

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

せ
ん

断
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

ご
と

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

曲
げ

応
力

○
－

同
上

組
合

せ
応

力
○

－
同

上

せ
ん

断
応

力
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
発

生
応

力
が

入
力

方
向

ご
と

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

曲
げ

応
力

○
－

同
上

浮
上

り
量

○
－

同
上

せ
ん

断
応

力
△

Ａ

す
べ

り
方

向
と

す
べ

り
直

交
方

向
で

は
，

そ
れ

ぞ
れ

の
水

平
方

向
地

震
を

受
け

た
場

合
の

挙
動

が
異

な
る

た
め

，
方

向
ご

と
に

発
生

応
力

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
５

】

曲
げ

応
力

△
Ａ

同
上

組
合

せ
応

力
△

Ａ
同

上

せ
ん

断
応

力
△

Ａ

す
べ

り
方

向
と

す
べ

り
直

交
方

向
で

は
，

そ
れ

ぞ
れ

の
水

平
方

向
地

震
を

受
け

た
場

合
の

挙
動

が
異

な
る

た
め

，
方

向
ご

と
に

発
生

応
力

が
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
５

】

曲
げ

応
力

△
Ａ

同
上

組
合

せ
応

力
△

Ａ
同

上

ト
ロ

リ
浮

上
り

量
○

－
３

次
元

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
を

行
っ

て
お

り
，

水
平

地
震

力
に

対
す

る
応

答
が

入
力

方
向

ご
と

に
異

な
る

。
し

た
が

っ
て

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
が

あ
る

。

吊
具

吊
荷

荷
重

△
Ｃ

鉛
直

荷
重

の
み

作
用

し
，

水
平

荷
重

が
作

用
し

な
い

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

な
い

。

脚

主
排

気
ダ

ク
ト

ガ
ー

ダ

○

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

走
行

レ
ー

ル
横

行
レ

ー
ル

転
倒

防
止

装
置

取
水

槽
ガ

ン
ト

リ
ク

レ
ー

ン

中
央

制
御

室
天

井
照

明

チ
ャ

ン
ネ

ル
取

扱
ブ

ー
ム

ボ
ル

ト
×

－
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振
動

モ
ー

ド
及

び
新

た
な

応
力

成
分

の
発

生
有

無
　

×
：

発
生

し
な

い
　

○
：

発
生

す
る

左
記

の
振

動
モ

ー
ド

の
影

響
が

な
い

こ
と

の
理

由
新

た
な

応
力

成
分

が
発

生
し

な
い

こ
と

の
理

由

影
響

軽
微

と
し

た
分

類
Ａ

：
水

平
２

方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　

で
も

，
構

造
に

よ
り

水
平

１
方

向
の

地
　

　
震

力
し

か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

力
を

受
け

た
場

合
，

　
　

構
造

に
よ

り
最

大
応

力
の

発
生

箇
所

が
　

　
異

な
る

も
の

Ｃ
：

水
平

２
方

向
の

地
震

を
組

み
合

わ
せ

て
　

　
も

１
方

向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　

と
い

え
る

も
の

Ｄ
：

従
来

評
価

に
て

，
水

平
２

方
向

の
地

震
　

　
力

を
考

慮
し

て
い

る
も

の

①
-
1
　

水
平

２
方

向
の

地
震

力
の

重
畳

に
よ

る
影

響
の

有
無

(
3
.
2
.
4
項

(
1
)
に

対
応

)
　

○
：

影
響

あ
り

　
△

：
影

響
軽

微

①
-
1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-
2
 
水

平
方

向
と

そ
の

直
交

方
向

が
相

関
す

る
振

動
モ

ー
ド

(
ね

じ
れ

振
動

等
)
が

生
じ

る
観

点
(
3
.
2
.
4
項

(
2
)
に

対
応

)

応
力

分
類

設
備

※
１

評
価

部
位

各
部

位
各

応
力

分
類

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

○

３
次

元
の

モ
デ

ル
を

用
い

た
解

析
に

よ
り

，
ね

じ
れ

モ
ー

ド
を

考
慮

し
た

耐
震

評
価

を
実

施
し

て
い

る
。

曲
げ

モ
ー

メ
ン

ト
△

Ｃ
鉛

直
方

向
荷

重
が

支
配

的
で

あ
る

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

×
－

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ
同

上
×

－

支
持

部
圧

縮
力

△
Ｃ

同
上

×
－

曲
げ

応
力

△
Ｃ

鉛
直

方
向

加
速

度
の

み
を

用
い

た
評

価
で

あ
る

た
め

，
水

平
２

方
向

を
考

慮
し

て
も

影
響

は
な

い
。

せ
ん

断
応

力
△

Ｃ
同

上

組
合

せ
応

力
△

Ｃ
同

上

固
定

ボ
ル

ト
せ

ん
断

応
力

△
Ｃ

水
平

２
方

向
入

力
時

の
ボ

ル
ト

に
発

生
す

る
せ

ん
断

応
力

を
検

討
し

た
結

果
，

水
平

２
方

向
地

震
に

お
け

る
最

大
応

答
の

非
同

時
性

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

，
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
７

】

各
部

位
各

応
力

分
類

△
Ａ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
強

軸
と

弱
軸

の
関

係
が

明
確

で
あ

り
，

斜
め

方
向

に
変

形
す

る
の

で
は

な
く

，
強

軸
側

と
弱

軸
側

に
変

形
す

る
た

め
，

最
大

応
力

発
生

部
位

は
変

わ
ら

ず
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
６

】

×
－

各
部

位
各

応
力

分
類

△
Ａ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
強

軸
と

弱
軸

の
関

係
が

明
確

で
あ

り
，

斜
め

方
向

に
変

形
す

る
の

で
は

な
く

，
強

軸
側

と
弱

軸
側

に
変

形
す

る
た

め
，

最
大

応
力

発
生

部
位

は
変

わ
ら

ず
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
６

】

×
－

各
部

位
各

応
力

分
類

△
Ａ

水
平

２
方

向
が

同
時

に
作

用
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
強

軸
と

弱
軸

の
関

係
が

明
確

で
あ

り
，

斜
め

方
向

に
変

形
す

る
の

で
は

な
く

，
強

軸
側

と
弱

軸
側

に
変

形
す

る
た

め
，

最
大

応
力

発
生

部
位

は
変

わ
ら

ず
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

【
補

足
説

明
資

料
６

】

×
－

※
１

：
本

表
は

，
詳

細
設

計
段

階
に

お
い

て
細

部
を

変
更

す
る

可
能

性
が

あ
る

。

除
じ

ん
機

建
物

開
口

部
竜

巻
防

護
対

策
設

備

原
子

炉
ウ

ェ
ル

シ
ー

ル
ド

プ
ラ

グ

本
体

取
水

槽
循

環
水

ポ
ン

プ
エ

リ
ア

竜
巻

防
護

対
策

設
備

蓋

×
－

取
水

槽
海

水
ポ

ン
プ

エ
リ

ア
竜

巻
防

護
対

策
設

備

耐
火

障
壁
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 第

２
表
　
動
的
／
電
気
的
機
能
維
持
評
価

振
動
モ
ー
ド
及
び
新
た

な
応
力
成
分
の
発
生
有

無 ×
：
発
生
し
な
い

○
：
発
生
す
る

左
記
の
振
動
モ
ー
ド
の
影
響
が
無
い
こ
と

の
理
由

新
た
な
応
力
成
分
が
発
生
し
な
い
こ
と
の

理
由

立
形

ポ
ン

プ
○

－
軸

受
は

円
周

に
均

等
に

地
震

力
を

受
け

持
つ

た
め

，
水

平
２

方
向
入
力
の
影
響
を
受
け
る
。

×
－

横
形

ポ
ン

プ
△

Ａ
現

行
の

機
能

確
認

済
加

速
度

に
お

け
る

詳
細

評
価

※
で

最
弱

部
で
あ
る
軸
系
に
対
し
て
，
曲
げ
に
対
し

て
軸

直
角

方
向

の
水

平
１

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水
平
方
向
の
地
震
力
は
負
担
し
な
い

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

×
－

ポ
ン

プ
駆

動
用

タ
ー

ビ
ン

△
Ｂ

現
行

の
機

能
確

認
済

加
速

度
に

お
け

る
詳

細
評

価
※
で

最
弱

部
で
あ
る
弁
箱
（
主
蒸
気
止
め
弁
ヨ
ー
ク

部
（

立
置

き
）

）
に

対
し

て
，

水
平

２
方

向
に

よ
る

最
大

応
力

の
発
生
箇
所
が
異
な
る
た
め
影
響
は
軽

微
で

あ
る

。
×

－

立
形

機
器

用
電

動
機

△
Ｄ

最
弱

部
で

あ
る

フ
レ

ー
ム

に
対

し
て

，
現

行
の

機
能

維
持

確
認

済
加
速
度
に
お
け
る
詳
細
評
価

※
に
お

い
て

十
分

な
裕

度
が

確
認

さ
れ

て
お

り
，

水
平

２
方

向
入

力
に

よ
る
応
答
増
加
の
影
響
は
軽
微
で
あ

る
。

×
－

横
形

機
器

用
電

動
機

△
Ｄ

最
弱

部
で

あ
る

軸
受

に
対

し
て

，
現

行
の

機
能

維
持

確
認

済
加

速
度
に
お
け
る
詳
細
評
価

※
に
お
い
て

十
分

な
裕

度
が

確
認

さ
れ

て
お

り
，

水
平

２
方

向
入

力
に

よ
る

応
答
増
加
の
影
響
は
軽
微
で
あ
る
。

×
－

空
調

フ
ァ

ン
△

Ａ
現

行
の

機
能

確
認

済
加

速
度

に
お

け
る

詳
細

評
価

※
で

最
弱

部
で
あ
る
軸
系
に
対
し
て
，
曲
げ
に
対
し

て
軸

直
角

方
向

の
水

平
１

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水
平
方
向
の
地
震
力
は
負
担
し
な
い

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

×
－

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
（
機

関
本

体
）

△
Ａ

現
行

の
機

能
確

認
済

加
速

度
に

お
け

る
詳

細
評

価
※
で

最
弱

部
で
あ
る
軸
系
に
対
し
て
，
曲
げ
に
対
し

て
軸

直
角

方
向

の
水

平
１

方
向

の
地

震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水
平
方
向
の
地
震
力
は
負
担
し
な
い

た
め

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

×
－

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
（
ガ

バ
ナ

）
○

－
ガ

バ
ナ

に
つ

い
て

は
水

平
２

方
向

合
成

に
よ

る
応

答
増

加
の

影
響
が
あ
る
。
た
だ
し
，
JE
AG
46
01
に
記

載
の

機
能

維
持

確
認

済
加

速
度

は
1.
8G
で

あ
る

が
，

旧
JN
ES
試

験
よ
り
4G
ま
で
機
能
維
持
を
確
認
し
て

い
る

た
め

，
2方

向
合

成
加

速
度

が
4G
未

満
で

あ
れ

ば
問

題
な

い
。

×
－

弁
○

－
弁

に
つ

い
て

は
水

平
２

方
向

合
成

に
よ

る
応

答
増

加
の

影
響

が
あ
る
が
，
2方

向
合
成
加
速
度
が
試
験

に
て

確
認

し
た

機
能

維
持

確
認

済
加

速
度

未
満

で
あ

れ
ば

問
題

な
い
。

×
－

制
御

棒
挿

入
性

〇
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

×
－

制
御

盤
，

電
気

盤
△

Ａ

電
気

盤
，

制
御

盤
等

に
取

付
け

ら
れ

て
い

る
リ

レ
ー

，
遮

断
器

等
の
電
気
品
は
，
基
本
的
に
１
次
元
的

な
接

点
の

Ｏ
Ｎ

－
Ｏ

Ｆ
Ｆ

に
関

わ
る

比
較

的
単

純
な

構
造

を
し

て
い
る
。
加
え
て
，
基
本
的
に
は
全
て

梁
，

扉
等

の
強

度
部

材
に

強
固

に
固

定
さ

れ
て

い
る

た
め

，
器

具
の
非
線
形
応
答
は
な
い
と
考
え
ら
れ

る
。

し
た

が
っ

て
，

電
気

品
は

水
平

１
方

向
の

地
震

力
の

み
を

負
担
し
，
他
の
水
平
方
向
の
地
震
力
は

負
担

し
な

い
た

め
，

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。
【
補
足
説
明
資
料
９
】

×
－

伝
送

器
・

指
示

計
△

Ａ

伝
送

器
・

指
示

計
の

掃
引

試
験

結
果

に
お

い
て

，
Ｘ

，
Ｙ

各
成

分
に
共
振
点
は
な
く
，
出
力
変
動
を
生

じ
な

い
こ

と
を

確
認

し
て

い
る

こ
と

か
ら

，
Ｘ

，
Ｙ

２
方

向
成

分
に
も
共
振
点
は
な
い
も
の
と
考
え
ら

れ
る

。
よ

っ
て

，
Ｘ

，
Ｙ

２
方

向
入

力
に

対
し

て
も

応
答

増
加

は
生
じ
な
い
も
の
と
考
え
ら
れ
る
こ
と

か
ら

，
水

平
２

方
向

入
力

の
影

響
は

軽
微

で
あ

る
。

×
－

取
水

槽
水

位
計

△
Ａ

掃
引

試
験

結
果

に
お

い
て

，
Ｘ

，
Ｙ

各
成

分
に

共
振

点
は

な
く

，
出
力
変
動
を
生
じ
な
い
こ
と
を
確
認

し
て

い
る

こ
と

か
ら

，
Ｘ

，
Ｙ

２
方

向
成

分
に

も
共

振
点

は
な

い
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
よ
っ
て
，

Ｘ
，

Ｙ
２

方
向

入
力

に
対

し
て

も
応

答
増

加
は

生
じ

な
い

も
の

と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
，
水
平
２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

×
－

津
波

監
視

カ
メ

ラ
△

Ａ

掃
引

試
験

結
果

に
お

い
て

，
Ｘ

，
Ｙ

各
成

分
に

共
振

点
は

な
く

，
出
力
変
動
を
生
じ
な
い
こ
と
を
確
認

し
て

い
る

こ
と

か
ら

，
Ｘ

，
Ｙ

２
方

向
成

分
に

も
共

振
点

は
な

い
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
よ
っ
て
，

Ｘ
，

Ｙ
２

方
向

入
力

に
対

し
て

も
応

答
増

加
は

生
じ

な
い

も
の

と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
，
水
平
２
方

向
入

力
の

影
響

は
軽

微
で

あ
る

。

×
－

機
種

①
-1

　
水
平
２
方
向

の
地
震
力
の
重
畳
に

よ
る
影
響
の
有
無

(3
.
2.

4
項
(1

)に
対

応
)

○
：
影
響
あ
り

△
：
影
響
軽
微

影
響
軽
微
と
し
た

分
類

Ａ
：
水
平
２
方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　
で
も
，
構
造

に
よ

り
水

平
１

方
向

の
地

　
　
震
力
し
か
負

担
し

な
い

も
の

Ｂ
：
水
平
２
方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

，
　
　
構
造
に
よ
り

最
大

応
力

の
発

生
箇

所
が

　
　
異
な
る
も
の

Ｃ
：
水
平
２
方
向

の
地

震
を

組
み

合
わ

せ
て

　
　
も
１
方
向
の

地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　
と
い
え
る
も

の
Ｄ
：
従
来
評
価
に

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

　
　
力
を
考
慮
し

て
い

る
も

の

①
-1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-2
 水

平
２
方
向
と
そ
の
直
交
方
向
が
相
関
す
る
振
動
モ
ー
ド
(ね

じ
れ
振
動
等
)が

生
じ
る
観
点

(3
.2
.4
項
(2
)に

対
応
)
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振
動
モ
ー
ド
及
び
新
た

な
応
力
成
分
の
発
生
有

無 ×
：
発
生
し
な
い

○
：
発
生
す
る

左
記
の
振
動
モ
ー
ド
の
影
響
が
無
い
こ
と

の
理
由

新
た
な
応
力
成
分
が
発
生
し
な
い
こ
と
の

理
由

機
種

①
-1

　
水
平
２
方
向

の
地
震
力
の
重
畳
に

よ
る
影
響
の
有
無

(3
.
2.

4
項
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)に
対

応
)

○
：
影
響
あ
り

△
：
影
響
軽
微

影
響
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微
と
し
た

分
類

Ａ
：
水
平
２
方
向

の
地

震
力

を
受

け
た

場
合

　
　
で
も
，
構
造

に
よ

り
水

平
１

方
向

の
地

　
　
震
力
し
か
負

担
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な
い

も
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Ｂ
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平
２
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の
地

震
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力
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発

生
箇

所
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異
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る
も
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Ｃ
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水
平
２
方
向

の
地

震
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組
み

合
わ
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も
１
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向
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地
震

に
よ

る
応

力
と

同
等

　
　
と
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え
る
も

の
Ｄ
：
従
来
評
価
に

て
，

水
平

２
方

向
の

地
震

　
　
力
を
考
慮
し

て
い

る
も

の

①
-1
の

影
響

有
無

の
説

明

①
-2
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平
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方
向
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交
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す
る
振
動
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ド
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じ
れ
振
動
等
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生
じ
る
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点

(3
.2
.4
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応
)

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電

機
（
機

関
本

体
，

減
速

機
）

△
Ａ

詳
細

評
価

で
最

弱
部

で
あ

る
軸

系
に

対
し

て
，

曲
げ

に
対

し
て

軸
直
角
方
向
の
水
平
１
方
向
の
地
震
力

の
み

を
負

担
し

，
他

の
水

平
方

向
の

地
震

力
は

負
担

し
な

い
た

め
，
水
平
２
方
向
入
力
の
影
響
は
軽
微

で
あ

る
。

×
－

ガ
ス

タ
ー

ビ
ン

発
電

機
（
燃

料
制

御
ユ

ニ
ッ

ト
)

○
－

燃
料

制
御

ユ
ニ

ッ
ト

に
つ

い
て

は
，

水
平

２
方

向
合

成
に

よ
る

応
答
増
加
の
影
響
が
あ
る
。

×
－

通
信

連
絡

設
備

（
ア

ン
テ

ナ
類
）

○
－

水
平

２
方

向
入

力
の

影
響

が
あ

る
。

×
－

※
：

Ｊ
Ｅ

Ａ
Ｇ

４
６

０
１

で
定
め
ら
れ
た
評
価
部
位
の
裕
度
評
価

4条-別紙10-134



 

 

 

 

 

 

別紙 10－１  補足説明資料  

 

 

 

 

目次  

 

1. 水平２方向同時加振の影響評価について（原子炉圧力容器スタ

ビライザ，原子炉格納容器スタビライザ及びシヤラグ）  
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1. 水平２方向同時加振の影響評価について（原子炉圧力容器スタビライザ，原

子炉格納容器スタビライザ及びシヤラグ） 

1.1 はじめに 

本項は，原子炉圧力容器スタビライザ（以下「ＲＰＶスタビライザ」という。）

（第 1－1図），原子炉格納容器スタビライザ（以下「ＰＣＶスタビライザ」と

いう。）（第 1－2図）及びシヤラグ（第 1－3図）に対する水平２方向同時加振

の影響についてまとめたものである。 

ＲＰＶスタビライザ，ＰＣＶスタビライザ及びシヤラグは，地震時の水平方

向荷重を周方向 45°間隔の８体の構造部材にて支持する同様の設計であるた

め，以下水平２方向同時加振の影響については，ＲＰＶスタビライザを代表に

記載する。 

 

 1.2 現行評価の手法 

ＲＰＶスタビライザは，周方向 45°間隔で８体設置されており，第 1－4図

に地震荷重と各ＲＰＶスタビライザが分担する荷重の関係を示す。 

水平方向の地震荷重に関して現行評価では，ＲＰＶスタビライザ６体に各水

平方向地震力（Ｘ方向，Ｙ方向）の最大地震力が付加されるものとしている。 










4

Ｆ
 ，

4

Ｆ
ｆ＝ＭＡＸ

ｙｘ
 

ここで， 

ｆ ：ＲＰＶスタビライザ１個が受け持つ最大地震荷重 

Ｆｘ ：Ｘ方向地震によりスタビライザ全体に発生する荷重 

Ｆｙ ：Ｙ方向地震によりスタビライザ全体に発生する荷重 

 

 

第 1－1 図 原子炉圧力容器スタビライザ 
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第 1－2 図 原子炉格納容器スタビライザ 

 

 

第 1－3 図 シヤラグ 
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第 1－4 図 原子炉圧力容器スタビライザの水平地震荷重の 

分担（水平１方向） 

 

 1.3 水平２方向同時加振の影響 

ＲＰＶスタビライザは，水平２方向の地震力を受けた場合においても，第 1

－5 図及び第 1－1 表に示すように，方向別地震荷重Ｆ（Ｆｘ又はＦｙ）に対す

る最大反力を受け持つ部位が異なる。 

 

Fx/4 or Fy/4=f 

×Fx/8 

or 

×Fy/8 

Fx/4 or Fy/4=f 

×Fx/8 
or 
×Fy/8 

×Fx/8 
or 
×Fy/8 

×Fx/8 
or 
×Fy/8 

地震方向 
（XorY方向） 

原子炉圧力容器 

ガンマ線遮蔽壁 

原子炉圧力容器 
スタビライザ 
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 ＜Ｘ方向加振時＞ ＜Ｙ方向加振時＞ 

第 1－5 図 原子炉圧力容器スタビライザの水平地震荷重の分担 

 

第 1－1 表 原子炉圧力容器スタビライザ各点での分担荷重 

位置 
方向別地震力Ｆに対する反力 

Ｘ方向 Ｙ方向 

① 0° Ｆｘ／4 0 

② 45° 2 ×Ｆｘ／8 2 ×Ｆｙ／8 

③ 90° 0 Ｆｙ／4 

④ 135° 2 ×Ｆｘ／8 2 ×Ｆｙ／8 

⑤ 180° Ｆｘ／4 0 

⑥ 225° 2 ×Ｆｘ／8 2 ×Ｆｙ／8 

⑦ 270° 0 Ｆｙ／4 

⑧ 315° 2 ×Ｆｘ／8 2 ×Ｆｙ／8 

最大 Ｆｘ／4 ＝ｆ Ｆｙ／4 ＝ｆ 

 

 

  

原子炉圧力容器 

ガンマ線遮蔽壁 

原子炉圧力容器スタビライザ 

Fx/4=f 

×Fx/8 

Fx/4=f 

×Fx/8 

×Fx/8 

地震方向 
(Ｘ方向) 

0 0 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

  Fy/4=f 

×Fy/8 

Fy/4=f 

×Fy/8 

×Fy/8 

地震方向 
(Ｙ方向) 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

0 

0 

×Fy/8 ×Fx/8 
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水平２方向地震力の組合せの考慮については，第 1－1 表に示した水平１方

向反力を用いて，Ｘ方向，Ｙ方向同時には最大の地震力が発生しないと仮定し，

以下の２つの方法にて検討を行った。 

① 組合せ係数法：Ｆｙ＝0.4Ｆｘと仮定し，Ｘ方向，Ｙ方向のそれぞれの水

平１方向応答結果を算術和する。 

② 最大応答の非同時性を考慮したＳＲＳＳ法：Ｆｙ＝Ｆｘと仮定し，Ｘ方

向，Ｙ方向のそれぞれの水平１方向応答結果を二乗和平方根にて合成

する。 

 

上記検討の結果を第 1－2 表に示す。いずれの検討方法を用いても，水平２

方向反力の組合せ結果の最大値はｆとなり，これは水平１方向反力の最大値と

同値である。 

したがって，ＲＰＶスタビライザに対して水平２方向の影響はない。 

 

第 1－2 表 原子炉圧力容器スタビライザ各点における水平２方向の考慮 

位置 

①組合せ係数法を用いた 

水平２方向反力の組合せ 

（Ｆｙ＝0.4Ｆｘ） 

②ＳＲＳＳ法を用いた 

水平２方向反力の組合せ 

（Ｆｙ＝Ｆｘ） 

① 0° Ｆｘ／4 ＝ｆ Ｆｘ／4 ＝ｆ 

② 45° 

2×Ｆｘ／8 ＋ 2×Ｆｙ／8 

＝ 2×1.4×Ｆｘ／8 

＝0.990×Ｆｘ／4 ＜ｆ 

22
ｘ Ｆｙ／8）2＋（／8）Ｆ2（   

＝Ｆｘ／4 ＝ｆ 

③ 90° Ｆｙ／4 ＝0.4×Ｆｘ／4 ＜ｆ Ｆｙ／4 ＝Ｆｘ／4 ＝ｆ 

④ 135° 

2×Ｆｘ／8 ＋ 2×Ｆｙ／8 

＝ 2×1.4×Ｆｘ／8 

＝0.990×Ｆｘ／4 ＜ｆ 

22
ｘ Ｆｙ／8）2＋（／8）Ｆ2（   

＝Ｆｘ／4 ＝ｆ 

⑤ 180° Ｆｘ／4 ＝ｆ Ｆｘ／4 ＝ｆ 

⑥ 225° 

2×Ｆｘ／8 ＋ 2×Ｆｙ／8 

＝ 2×1.4×Ｆｘ／8 

＝0.990×Ｆｘ／4 ＜ｆ 

22
ｘ Ｆｙ／8）2＋（／8）Ｆ2（   

＝Ｆｘ／4 ＝ｆ 

⑦ 270° Ｆｙ／4 ＝0.4×Ｆｘ／4 ＜ｆ Ｆｙ／4 ＝Ｆｘ／4 ＝ｆ 

⑧ 315° 

2×Ｆｘ／8 ＋ 2×Ｆｙ／8 

＝ 2×1.4×Ｆｘ／8 

＝0.990×Ｆｘ／4 ＜ｆ 

22
ｘ Ｆｙ／8）2＋（／8）Ｆ2（   

＝Ｆｘ／4 ＝ｆ 

最大 ｆ ｆ 
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2. 水平２方向同時加振の影響評価について（ドライヤ支持ブラケット） 

 2.1 はじめに 

本項は，ドライヤ支持ブラケットに対する水平２方向同時加振の影響につい

てまとめたものである。 

 

 2.2 現行評価の手法 

ドライヤ支持ブラケットは，４体配置されており，位置関係は第 2－1 図の

とおりである。 

 

 

第 2－1 図 ドライヤ支持ブラケット位置図 

 

 

第 2－2 図 ドライヤ支持ブラケットと耐震用ブロックの取合いイメージ 

ドライヤ支持 

ブラケット 

ドライヤ支持 
ブラケット 

蒸気乾燥器 

原子炉圧力容器 

耐震用ブロック 
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ドライヤ支持ブラケットは，第 2－2 図のとおりドライヤ支持ブラケットの

直交方向のせん断荷重を負担する構造であり，４体で耐震用ブロックを介し蒸

気乾燥器を支持する設計である。しかし，耐震用ブロックとドライヤ支持ブラ

ケットの間にはクリアランスが存在し，水平地震動の入力方向によっては，４

体のうち２体のみがその荷重を負担する可能性があるため，現行評価では対角

のブラケット２体により，水平２方向の地震荷重を支持するものとして評価し

ている。 

第 2－3 図に評価においてブラケットに負荷される水平方向の地震荷重を示

す。 

2

Ｆ
＝Ｆｙ  

Ｆ ：蒸気乾燥器から受ける地震時の水平方向荷重 

Ｆｘ：対象とする対角のブラケット２体の軸方向に発生する水平方向荷重 

Ｆｙ：対象とする対角のブラケット２体の直交方向に発生する水平方向荷重 

 

 

第 2－3 図 評価におけるブラケットの負荷荷重 

 

2.3 水平２方向同時加振の影響 

ドライヤ支持ブラケットは，現行評価において，水平２方向の地震荷重を同

時に考慮し，ブラケットと耐震用ブロックの接触状態として想定される最も厳

しい状態として４体のブラケットのうち２体でその荷重を支持すると評価し

ており，水平２方向同時加振による現行の評価結果への影響はない。  

  

Ｆｙ Ｆｙ 

Ｆｘ Ｆｘ 

地震方向（Ｘ方向） 

地震方向（Ｙ方向） 

ドライヤ支持 
ブラケット 

蒸気乾燥器 

耐震用ブロック 

原子炉圧力容器 

ドライヤ支持ブラケットは，対角のブラケット２体で直交方向のせん断荷重Ｆｙ 

を負担し，Ｆｘはドライヤ支持ブラケットに作用しない。 
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3. 水平２方向同時加振の影響評価について（制御棒・破損燃料貯蔵ラック） 

 3.1 はじめに 

本項は，制御棒・破損燃料貯蔵ラック（以下「ラック」という。）のサポー

トに対する水平２方向同時加振の影響についてまとめたものである。 

 

3.2 サポートの構造 

本サポートは，ラックの耐震上弱軸方向となる短辺方向の転倒防止を目的と

して，使用済燃料貯蔵プール壁面から腕を張り出す形で設置されており，ラッ

クの短辺方向側を支持し，長辺方向側は荷重を受けない構造となっている（第

3－1図）。 

 

3.3 水平２方向地震力による影響について 

現行評価において，サポートの応力は，地震力によりラックから入力される

荷重（反力），サポート自身の荷重（自重及び自身の慣性力）と，部材の断面

特性を用いて下記の地震条件時についてそれぞれ求めている。 

・長辺方向（水平Ｘ方向）＋鉛直方向 

・短辺方向（水平Ｙ方向）＋鉛直方向 

長辺方向（Ｘ方向）の地震の場合，サポートはラックを支持していないため，

ラックから入力される荷重（反力）は生じず，サポート自身の慣性力による応

力のみが発生する。短辺方向（Ｙ方向）の地震の場合，サポートにはラックか

らの反力と自身の慣性力による応力が発生する。サポート自身の慣性力は，い

ずれの方向の地震においても，ラックからの反力と比較して小さい。 

したがって，サポートの応力は，水平１方向（短辺方向（Ｙ方向））の地震

力の応答が支配的であり，他の水平方向の地震力による応答は小さいため，水

平２方向入力の影響は軽微である。 
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第 3－1図 制御棒・破損燃料貯蔵ラック設置状態 
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4. 水平２方向同時加振の影響評価について（円筒形容器） 

 4.1 はじめに 

本項は，水平地震動が水平２方向に作用した場合の円筒形容器に対する影響

をＦＥＭで確認した結果をまとめたものである。 

円筒形容器については，別紙 10－１にて記載しているとおり，Ｘ方向地震

とＹ方向地震とでは最大応力点が異なるため，それぞれの地震による応力を組

み合わせても影響軽微としている。本項には，別紙 10－１にて記載している

ことを解析にて確認することを目的として，円筒形容器のＦＥＭモデルを用い

た解析を実施した結果を示す。ここで，本検討は軸方向応力，周方向応力及び

せん断応力の組合せに基づく胴の応力強さを対象としたものである。 

具体的な確認項目として，以下２点を確認した。 

① Ｘ方向地震とＹ方向地震とで最大応力点が異なることの確認 

② 最大応力点以外に，Ｘ方向地震とＹ方向地震による応力を組み合わせ

た場合に影響のあるような点があるかを確認 

 

4.2 影響評価検討 

評価検討モデル及び応力の定義について第 4－1 図に示す。なお，応力につ

いては要素ごとの局部座標系として第 4－1 図に示すように定義する。検討方

法を以下に示す。 

・検討方法   ：水平地震力１ＧをＸ方向へ入力し，周方向の 0°方向から

90°方向にかけて応力分布を確認する。また，水平１方向

地震による応力を用いて水平２方向地震による応力を評価

する。 

・検討モデル：たて置円筒形容器をシェル要素にてモデル化 

・拘束点  ：容器基部を拘束 

・荷重条件 ：モデル座標のＸ方向に水平地震力１Ｇを負荷 

・解析手法 ：静的解析 

・対象部位及び応力：容器基部における応力強さ 

・水平２方向同時加振時の考慮方法 

組合せ係数法（最大応答の非同時性を考慮） 

ＳＲＳＳ法（最大応答の非同時性を考慮） 
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第 4－1 図 評価検討モデル及び各応力の定義 

 

4.3 検討結果 

4.3.1 軸方向応力 

容器基部における水平地震時の軸方向応力コンター図を第 4－2 図に示

す。この結果より，最大応力点は 0°／180°位置に発生していることが分

かる。円筒形容器のため評価部位が円形の一様断面であることから，Ｙ方

向入力時の最大応力点は 90°／270°位置に発生することは明白であるた

め，水平方向地震動の入力方向により最大応力点は異なる。 

また，第 4－1 表にＸ方向，Ｙ方向，２方向入力時の軸方向応力分布を

示す。 

中間部（0°／90°方向以外）において２方向入力時の影響が確認でき

る。なお，組合せ係数法及びＳＲＳＳ法のそれぞれを用いた水平２方向入

力時の応力σｚ,ｃ(θ)及び σｚ,ｓ(θ)は，水平１方向入力時の軸方向応力

解析結果（Ｘ方向入力時応力 σｚ,Ｘ(θ)，Ｙ方向入力時応力 σｚ,Ｙ(θ)）

により，以下のとおり算出する。 

＜組合せ係数法＞ 

(θ))(θ)，σ(θ)＝ＭＡＸ(σσ ｃ(Ｙ)ｚ,ｃ(Ｘ)ｚ,ｃｚ,  

ただし，σｚ,ｃ(Ｘ)(θ)は σｚ,Ｘ(θ)に１，σｚ,Ｙ(θ)に 0.4 の係数を乗

じてＸ・Ｙ方向入力時それぞれの軸方向応力を組み合わせた応力，σｚ,ｃ

(Ｙ)(θ)はσｚ,Ｙ(θ)に１，σｚ,Ｘ(θ)に 0.4の係数を乗じてＸ・Ｙ方向入

力時それぞれの軸方向応力を組み合わせた応力であり，以下のように表さ

れる。 

(θ)σ(θ)＋0.4(θ)＝σσ Ｙｚ,Ｘｚ,ｃ(Ｘ)ｚ,   

(θ)(θ)＋σσ(θ)＝0.4σ Ｙｚ,Ｘｚ,ｃ(Ｙ)ｚ,   

＜ＳＲＳＳ法＞ 

2
Ｙｚ,

2
Ｘｚ,ｓｚ, (θ)＋σ(θ)σ(θ)＝σ   

 

軸方向応力 

 

周方向応力 

  

せん断応力 

σｚ σφ τ 

各要素の局所座標系として応力方向を定義 

τ 
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第 4－2 図 水平地震時軸方向応力コンター図（Ｘ方向入力） 

 

第 4－1 表 水平地震時の軸方向応力分布 

角度 

Ｘ方向入力時 

応力（MPa） 

σｚ,Ｘ(θ) 

Ｙ方向入力時 

応力（MPa） 

σｚ,Ｙ(θ) 

２方向入力時応力（MPa） 

組合せ係数法 

σｚ,ｃ(θ) 

ＳＲＳＳ法 

σｚ,ｓ(θ) 

0°方向 12.28 0.00 

12.28 

σｚ,ｃ(Ｘ)(0°)＝12.28 

σｚ,ｃ(Ｙ)(0°)＝4.91 

12.28 

22.5°方向 11.34 4.70 

13.22 

σｚ,ｃ(Ｘ)(22.5°)＝13.22 

σｚ,ｃ(Ｙ)(22.5°)＝9.24 

12.28 

45°方向 8.68 8.68 

12.15 

σｚ,ｃ(Ｘ)(45°)＝12.15 

σｚ,ｃ(Ｙ)(45°)＝12.15 

12.28 

67.5°方向 4.70 11.34 

13.22 

σｚ,ｃ(Ｘ)(67.5°)＝9.24 

σｚ,ｃ(Ｙ)(67.5°)＝13.22 

12.28 

90°方向 0.00 12.28 

12.28 

σｚ,ｃ(Ｘ)(90°)＝4.91 

σｚ,ｃ(Ｙ)(90°)＝12.28 

12.28 

 

4.3.2 周方向応力 

容器基部における水平地震時の周方向応力コンター図を第 4－3 図に，

周方向応力分布を第 4－2表に示す。軸方向応力と同様に最大応力点は 0°

90° 45° 

0° 
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／180°位置に発生しており，最大応力点が異なることが確認できる。 

また，軸方向応力と同様に中間部（0°／90°方向以外）において２方

向入力時の影響が確認できる。なお，組合せ係数法及びＳＲＳＳ法のそれ

ぞれを用いた水平２方向入力時の応力σφ,ｃ(θ)及び σφ,ｓ(θ)は，水平

１方向入力時の周方向応力解析結果（Ｘ方向入力時応力 σφ,Ｘ(θ)，Ｙ方

向入力時応力 σφ,Ｙ(θ)）により，以下のとおり算出する。 

＜組合せ係数法＞ 

(θ))(θ)，σ(θ)＝ＭＡＸ(σσ ｃ(Ｙ)φ,ｃ(Ｘ)φ,ｃφ,  

ただし，σφ,ｃ(Ｘ)(θ)は σφ,Ｘ(θ)に１，σφ,Ｙ(θ)に 0.4 の係数を乗

じてＸ・Ｙ方向入力時それぞれの周方向応力を組み合わせた応力，σφ,ｃ

(Ｙ)(θ)はσφ,Ｙ(θ)に１，σφ,Ｘ(θ)に 0.4の係数を乗じてＸ・Ｙ方向入

力時それぞれの周方向応力を組み合わせた応力であり，以下のように表さ

れる。 

(θ)σ(θ)＋0.4(θ)＝σσ Ｙ,φＸ,φｃ(Ｘ),φ   

(θ)(θ)＋σσ(θ)＝0.4σ Ｙ,φＸ,φ)Ｙｃ(,φ   
＜ＳＲＳＳ法＞ 

2
Ｙφ,

2
Ｘφ,ｓφ, (θ)＋σ(θ)σ(θ)＝σ  

 

 

第 4－3 図 水平地震時周方向応力コンター図（Ｘ方向入力） 

 

 

 

 

 

90° 45° 

0° 
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第 4－2 表 水平地震時の周方向応力分布 

角度 

Ｘ方向入力時 

応力（MPa） 

σφ,Ｘ(θ) 

Ｙ方向入力時 

応力（MPa） 

σφ,Ｙ(θ) 

２方向入力時応力（MPa） 

組合せ係数法 

σφ,ｃ(θ) 

ＳＲＳＳ法 

σφ,ｓ(θ) 

0°方向 3.54 0.00 

3.54 

σφ,ｃ(Ｘ)(0°)＝3.54 

σφ,ｃ(Ｙ)(0°)＝1.42 

3.54 

22.5°方向 3.27 1.35 

3.81 

σφ,ｃ(Ｘ)(22.5°)＝3.81 

σφ,ｃ(Ｙ)(22.5°)＝2.66 

3.54 

45°方向 2.50 2.50 

3.50 

σφ,ｃ(Ｘ)(45°)＝3.50 

σφ,ｃ(Ｙ)(45°)＝3.50 

3.54 

67.5°方向 1.35 3.27 

3.81 

σφ,ｃ(Ｘ)(67.5°)＝2.66 

σφ,ｃ(Ｙ)(67.5°)＝3.81 

3.54 

90°方向 0.00 3.54 

3.54 

σφ,ｃ(Ｘ)(90°)＝1.42 

σφ,ｃ(Ｙ)(90°)＝3.54 

3.54 

 

  4.3.3 せん断応力 

容器基部における水平地震時のせん断応力コンター図を第 4－4 図に示

し，せん断応力分布を第 4－3 表に示す。せん断応力は軸方向及び周方向

応力とは異なり，最大応力は 90°／270°位置に生じているが，最大応力

と最小応力の生じる点が回転しているのみで応力の傾向として最大応力

点が異なることが確認できる。 

また，軸方向応力，周方向応力と同様に中間部（0°／90°方向以外）

において２方向入力時の影響が確認できる。なお，組合せ係数法及びＳＲ

ＳＳ法のそれぞれを用いた水平２方向入力時の応力τｃ(θ)及び τｓ(θ)

は，水平１方向入力時のせん断応力解析結果（Ｘ方向入力時応力τＸ(θ)，

Ｙ方向入力時応力 τＹ(θ)）により，以下のとおり算出する。 

＜組合せ係数法＞ 

(θ))(θ)，τ(θ)＝ＭＡＸ(ττ ｃ(Ｙ)ｃ(Ｘ)ｃ  

ただし，τｃ(Ｘ)(θ)はτＸ(θ)に１，τＹ(θ)に 0.4の係数を乗じてＸ・

Ｙ方向入力時それぞれのせん断応力を組み合わせた応力，τｃ(Ｙ)(θ)はτ

Ｙ(θ)に１，τＸ(θ)に 0.4の係数を乗じてＸ・Ｙ方向入力時それぞれのせ

ん断応力を組み合わせた応力であり，以下のように表される。 

(θ)τ(θ)＋0.4τ(θ)＝τ ＹＸｃ(Ｘ)   

(θ)τ(θ)＋τ(θ)＝0.4τ ＹＸ)Ｙｃ(   
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＜ＳＲＳＳ法＞ 

2
Ｙ

2
Ｘｓ (θ)＋τ(θ)τ(θ)＝τ  

 

 

第 4－4 図 水平地震時せん断応力コンター図（Ｘ方向入力） 

 

第 4－3 表 水平地震時のせん断応力分布 

角度 

Ｘ方向入力時 

応力（MPa） 

τＸ(θ) 

Ｙ方向入力時 

応力（MPa） 

τＹ(θ) 

２方向入力時応力（MPa） 

組合せ係数法 

τｃ(θ) 

ＳＲＳＳ法 

τｓ(θ) 

0°方向 0.00 2.70 

2.70 

τｃ(Ｘ)(0°)＝1.08 

τｃ(Ｙ)(0°)＝2.70 

2.70 

22.5°方向 1.03 2.49 

2.91 

τｃ(Ｘ)(22.5°)＝2.03 

τｃ(Ｙ)(22.5°)＝2.91 

2.70 

45°方向 1.91 1.91 

2.67 

τｃ(Ｘ)(45°)＝2.67 

τｃ(Ｙ)(45°)＝2.67 

2.70 

67.5°方向 2.49 1.03 

2.91 

τｃ(Ｘ)(67.5°)＝2.91 

τｃ(Ｙ)(67.5°)＝2.03 

2.70 

90°方向 2.70 0.00 

2.70 

τｃ(Ｘ)(90°)＝2.70 

τｃ(Ｙ)(90°)＝1.08 

2.70 

90° 45° 

0° 

4条-別紙10-150



 

 

  4.3.4 応力強さ 

胴の応力強さσは，第 4－1表～第 4－3表に示したＸ方向，Ｙ方向，２

方向入力時それぞれの軸方向応力σｚ，周方向応力σφ及びせん断応力τを

組み合わせ，耐震評価結果として用いている。 

 

＜水平１方向のうち，Ｘ方向入力時の組合せ応力強さσＸ(θ)＞ 

主応力σ１,Ｘ(θ)，σ２,Ｘ(θ)，σ３,Ｘ(θ)は以下のとおりに表される。 



2
Ｘ

2
Ｘφ,Ｘｚ,

Ｘφ,Ｘｚ,Ｘ１,

(θ)＋4τ(θ))(θ)－σ(σ＋             

(θ)(θ)＋σσ
2

1
(θ)＝σ

 



2
Ｘ

2
Ｘφ,Ｘｚ,

Ｘφ,Ｘｚ,Ｘ２,

(θ)＋4τ(θ))(θ)－σ(σ－             

(θ)(θ)＋σσ
2

1
(θ)＝σ

 

(θ)＝0σ Ｘ３,  

各主応力により，応力強さσＸ(θ)は以下のとおりとなる。 

) |(θ)(θ)－σσ|                

，　|(θ)(θ)－σσ|，　|(θ)(θ)－σσ| (θ)＝ＭＡＸ(σ

Ｘ１,Ｘ３,

Ｘ３,Ｘ２,Ｘ２,Ｘ１,Ｘ
 

なお，Ｙ方向入力時の組合せ応力強さσＹ(θ)は，上記の式におけるＸをＹ

に置き換えた式により算出する。 

ここで，θ＝0°の場合，第 4－1 表よりσｚ,Ｘ(0°)＝12.28，第 4－2 表よ

りσφ,Ｘ(0°)＝3.54，第 4－3表よりτＸ(0°)＝0であるため， 

 ＝12.28 (0.00)＋44)(12.28－3.5＋12.28＋3.54
2

1
)＝(0σ 22

Ｘ１,   

 ＝3.54 (0.00)＋44)(12.28－3.5－12.28＋3.54
2

1
)＝(0σ 22

Ｘ２,   

)＝0(0σ Ｘ３,   

となる。したがって， 

)＝12.28 |8|0.00－12.2，3.54－0.00||，|12.28－3.54| )＝ＭＡＸ((0σＸ   

＜組合せ係数法による水平 2方向同時加振を考慮した応力強さσｃ(θ)＞ 

σc(θ)の算出フローを第 4－5図に示す。 
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第 4－5 図 組合せ係数法による応力強さ算出フロー 

  

以下３種の応力について， 

Ｘ方向入力時の応力に１， 

Ｙ方向入力時の応力に 0.4を 

乗じて，水平２方向同時加振 

を考慮した応力を算出する。 

・軸方向応力σｚ,ｃ(Ｘ)(θ) 

 ・周方向応力σφ,ｃ(Ｘ)(θ) 

 ・せん断応力τｃ(Ｘ)(θ) 

以下３種の応力について， 

Ｘ方向入力時の応力に 0.4， 

Ｙ方向入力時の応力に１を 

乗じて，水平２方向同時加振 

を考慮した応力を算出する。 

・軸方向応力σｚ,ｃ(Ｙ)(θ) 

・周方向応力σφ,ｃ(Ｙ)(θ) 

・せん断応力τｃ(Ｙ)(θ) 

水平２方向同時加振を考慮 

した３種の応力により主応力 

σ１,ｃ(Ｘ)(θ)，σ２,ｃ(Ｘ)(θ)， 

σ３,ｃ(Ｘ)(θ)を算出する。 

主応力により応力強さ 

σｃ(Ｘ)(θ)を算出する。 

主応力により応力強さ 
σｃ(Ｙ)(θ)を算出する。 

応力強さσｃ(Ｘ)(θ)とσｃ(Ｙ)(θ)を 

比較する。 

水平２方向同時加振を考慮 
した３種の応力により主応力 
σ１,ｃ(Ｙ)(θ)，σ２,ｃ(Ｙ)(θ)， 
σ３,ｃ(Ｙ)(θ)を算出する。 

応力強さσｃ(θ) 

（σｃ(Ｘ)(θ)とσｃ(Ｙ)(θ)比較時の 

大きい値） 
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   Ｘ方向入力時の応力に１，Ｙ方向入力時の応力に 0.4 を乗じて組み合わせ

た水平２方向同時加振を考慮した応力は以下のとおりとなる。 

(θ)σ(θ)＋0.4(θ)＝σσ Ｙｚ,Ｘｚ,ｃ(Ｘ)ｚ,   

(θ)σ(θ)＋0.4(θ)＝σσ Ｙφ,Ｘφ,ｃ(Ｘ)φ,   

(θ)τ(θ)＋0.4τ(θ)＝τ ＹＸｃ(Ｘ)   

水平２方向同時加振を考慮した各応力により，主応力σ１,ｃ(Ｘ)(θ)，σ２,ｃ

(Ｘ)(θ)，σ３,ｃ(Ｘ)(θ)は以下のとおりに表される。 



2
ｃ(Ｘ)

2
ｃ(Ｘ)φ,ｃ(Ｘ)ｚ,

ｃ(Ｘ)φ,ｃ(Ｘ)ｚ,ｃ(Ｘ)１,

(θ)＋4τ(θ))(θ)－σ(σ＋               

(θ)(θ)＋σσ
2

1
(θ)＝σ

 



2
ｃ(Ｘ)

2
ｃ(Ｘ)φ,ｃ(Ｘ)ｚ,

ｃ(Ｘ)φ,ｃ(Ｘ)ｚ,ｃ(Ｘ)２,

(θ)＋4τ(θ))(θ)－σ(σ－               

(θ)(θ)＋σσ
2

1
(θ)＝σ

 

(θ)＝０σ ｃ(Ｘ)３,  

各主応力により，応力強さσｃ(Ｘ)(θ)は以下のとおりとなる。 

) |(θ)(θ)－σσ|                   

，　|(θ)(θ)－σσ|                   

，|(θ)(θ)－σσ| (θ)＝ＭＡＸ(σ

ｃ(Ｘ)１,ｃ(Ｘ)３,

ｃ(Ｘ)３,ｃ(Ｘ)２,

ｃ(Ｘ)２,ｃ(Ｘ)１,ｃ(Ｘ)

 

同様に，Ｙ方向入力時の応力に１，Ｘ方向入力時の応力に 0.4を乗じて組み

合わせた水平２方向同時加振を考慮した応力により，応力強さ σｃ(Ｙ)(θ)を

算出する。 

この応力強さσｃ(Ｘ)(θ)とσｃ(Ｙ)(θ)を比較し，大きい値をσｃ(θ)とする。 

(θ))(θ)，σ(θ)＝ＭＡＸ(σσ ｃ(Ｙ)ｃ(Ｘ)ｃ  

ここでθ＝0°の場合，第 4－1 表よりσｚ,ｃ(Ｘ)(0°)＝12.28，第 4－2 表よ

りσφ,ｃ(Ｘ)(0°)＝3.54，第 4－3表よりτｃ(Ｘ)(0°)＝1.08 であるため， 

 ＝12.41 (1.08)＋43.54)－(12.28＋12.28＋3.54
2

1
)＝(0σ 22

ｃ(Ｘ)１,   

 ＝3.41 (1.08)＋43.54)－(12.28－12.28＋3.54
2

1
)＝(0σ 22

ｃ(Ｘ)２,   

)＝0(0σ ｃ(Ｘ)３,   

となる。したがって，応力強さσｃ(Ｘ)(0°)は以下のように算出される。 

)＝12.41 |12.41－|0.00，0.00|－3.41|，|3.41－12.41| )＝ＭＡＸ((0σｃ(Ｘ)   

同様に，第 4－1表よりσｚ,ｃ（Ｙ）(0°)＝4.91，第 4－2 表より 

σφ,ｃ（Ｙ）(0°)＝1.42，第 4－3表よりτｃ(Ｙ)(0°)＝2.70 であるため， 

 ＝6.38 (2.70)＋41.42)－(4.914.91＋1.42＋
2

1
)＝(0σ 22

ｃ(Ｙ)１,   

 ＝－0.05 (2.70)＋41.42)－(4.914.91＋1.42－
2

1
)＝(0σ 22

ｃ(Ｙ)２,   
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)＝0(0σ ｃ(Ｙ)３,   

となる。したがって，応力強さσｃ(Ｙ)(0°)は以下のように算出される。 

)＝6.43 |6.38－|0.00                   

，0.00|－0.05－|，|0.05)－(－|6.38 )＝ＭＡＸ((0σｃ(Ｙ) 
 

応力強さσｃ(Ｘ)(0°)と σｃ(Ｙ)(0°)の比較により，組合せ係数法による水

平２方向同時加振を考慮した応力強さ σｃ(0°)は， 

.411，6.43)＝12)＝ＭＡＸ(12.4(0σｃ   

となる。 

 

＜ＳＲＳＳ法による水平２方向同時加振を考慮した応力強さσｓ(θ)＞ 

  主応力σ１,ｓ(θ)，σ２,ｓ(θ)，σ３,ｓ(θ)は以下のとおりに表される。 



22
ｓφ,ｓｚ,

ｓφ,ｓｚ,ｓ１,

＋4τｓ(θ)(θ))(θ)－σ(σ＋             

(θ)(θ)＋σσ
2

1
(θ)＝σ

 



22
ｓφ,ｓｚ,

ｓφ,ｓｚ,ｓ２,

＋4τｓ(θ)(θ))(θ)－σ(σ－             

(θ)(θ)＋σσ
2

1
(θ)＝σ

 

(θ)＝0σ ｓ３,  

各主応力により，応力強さσｓ(θ)は以下のとおりとなる。 

) |(θ)(θ)－σσ|                

，　|(θ)(θ)－σσ|，　|(θ)(θ)－σσ| (θ)＝ＭＡＸ(σ

ｓ１,ｓ３,

ｓ３,ｓ２,ｓ２,ｓ１,ｓ
 

ここでθ＝0°の場合には，第 4－1 表より σｚ,ｓ(0°)＝12.28，第 4－2 表

よりσφ,ｓ(0°)＝3.54，第 4－3表より τｓ(0°)＝2.70であるため， 

 ＝13.05 (2.70)＋43.54)－(12.28＋12.28＋3.54
2

1
)＝(0σ 22

ｓ１,   

 ＝2.77 (2.70)＋43.54)－(12.28－12.28＋3.54
2

1
)＝(0σ 22

ｓ２,   

)＝0(0σ ｓ３,   

となる。したがって， 

)＝13.05 |13.05－|0.00，0.00|－|2.77，|2.77－13.05| )＝ＭＡＸ((0σｓ   

 

θ＝0°の場合にＳＲＳＳ法，組合せ係数法を用いて算出した応力強さを第

4－4表にまとめる。 
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。
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   算出した応力強さの分布及び分布図を第 4－5表及び第 4－6図に示す。 

 

第 4－5 表 水平地震時の応力強さ分布 

角度 

Ｘ方向入力時 

応力強さ（MPa） 

σＸ(θ) 

Ｙ方向入力時 

応力強さ（MPa） 

σＹ(θ) 

２方向入力時応力強さ（MPa） 

組合せ係数法 

σｃ(θ) 

ＳＲＳＳ法 

σｓ(θ) 

0°方向 12.28 5.40 12.41 13.04 

22.5°方向 11.47 6.03 13.64 13.04 

45°方向 9.22 9.22 12.91 13.04 

67.5°方向 6.03 11.47 13.64 13.04 

90°方向 5.40 12.28 12.41 13.04 

 

 

第 4－6 図 水平地震時応力強さ分布図 

 

応力強さは，ＳＲＳＳ法では全方向において一定であるのに対し，組合せ係

数法では 24.75°／65.25°方向に２つのピークを持つ分布となった。応力強

さは 0°／45°／90°方向付近では，ＳＲＳＳ法の方が組合せ係数法に比べ大

きな値となるのに対して，組合せ係数法がピークを持つ 24.75°／65.25°方

向付近ではＳＲＳＳ法を約５％上回る結果となった。 

水平２方向入力時のＳＲＳＳ法による最大応力強さは水平１方向入力時の

最大応力強さに対して６％上回る程度であり（第 4－6 表参照），水平２方向

による影響は軽微といえる。一方，水平２方向入力時の組合せ係数法による最

大応力強さについては，水平１方向入力時の最大応力強さに対して 11％上回
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る結果となった。これは水平２方向の影響軽微と判断する基準（応力の増分が

１割）を超えているが，本検討においては水平地震力のみを考慮しており，実

際の耐震評価においては水平地震力以外に自重，内圧及び鉛直地震力等を考慮

して評価を実施することから，水平２方向を考慮した際の応力強さの増分は小

さくなる。このため，水平２方向による影響は軽微であると考えられる。 

 

第 4－6 表 水平地震時の最大応力強さ及び水平２方向による影響 

 
最大応力強さ 

（MPa） 

水平２方向／水平１方向 

最大応力強さ比 

水平１方向入力 12.28 － 

水平２方向 

入力 

ＳＲＳＳ法 13.05 1.06 

組合せ係数法 13.67 1.11 
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5. 水平２方向同時加振の影響評価について（燃料取替機） 

 5.1 はじめに 

本項は，燃料取替機（以下「ＦＨＭ」という。）に対する水平２方向同時加

振の影響についてまとめたものである。 

 

5.2 現行評価の手法 

ＦＨＭはレール上を車輪で移動する構造であるため，基本的には建物との固

定はないが，地震時に横行方向（走行レールに対し直角方向）にすべりが生じ

た場合は，レールに沿って取り付けられている脱線防止ラグがレールの側面と

接触し，ＦＨＭのすべりを制限する構造となっている。つまり，ラグとレール

が接触し，ＦＨＭが横行方向に建物と固定された体系では，地震入力がＦＨＭ

本体へそのまま伝達されることが想定される。 

一方，走行方向（走行レールの長手方向）については，ＦＨＭの車輪とレー

ルの接触面（踏面）を介してＦＨＭ本体へと荷重が伝達される構造であり，そ

の荷重は摩擦力により制限されるため，地震入力により生じる荷重は軽微（Ｆ

ＨＭ本体への影響は軽微）と考えられる。 

上記より，ＦＨＭ本体の耐震評価では，横行方向に対する地震応答が支配的

であり，走行方向に対しては比較的軽微であると考えられるため，水平２方向

同時加振の考慮として，耐震性評価で走行方向の地震応答を追加で組み合わせ

たとしても，従来評価の応答結果への影響は小さいと考えられる。 

なお，ＦＨＭについては，鉛直地震動が従来の静的地震力から動的地震力へ

変更となっていることを踏まえ，水平２方向及び鉛直方向同時加振を想定した

場合の現行評価の妥当性について今後詳細検討を行うこととする。 
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第 5－1 図 燃料取替機の負担する水平地震荷重 

 

  

走行レール 

 

 
ＦＨＭ本体 摩擦力 

地震方向 

すべり方向 

  

 

ＦＨＭ本体 

地震方向 

  

すべり方向 

走行方向 

横行方向 

    

  

ＦＨＭ本体 

地震方向 

  

すべり方向 

  
レール近傍構造（Ａ部） 

Ａ部 

地震 

反力 
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6. 水平２方向同時加振の影響評価について（応答軸が明確である設備） 

6.1 はじめに 

本項は，応答軸が明確である設備について，水平２方向の地震力を考慮した

場合においても設備の有する耐震性に対して影響軽微であることを説明する

ものである。 

 

6.2 設備の有する耐震性に対して影響軽微であることの説明 

設備の応答軸（弱軸・強軸）の方向，あるいは厳しい応力が発生する向きが

明確な設備（以下，「応答軸が明確な設備」という。）があり，このような設備

については従来設計手法として，解析時にＮＳ・ＥＷ方向を包絡した地震力（床

応答曲線など）を設備のＸ方向及びＹ方向から入力し，最大応答で評価する等，

保守的な評価を実施している。このような応答軸が明確な設備については，水

平２方向の地震力による従来設計手法への影響が懸念されるようなことはな

いと考える。その理由を以下に示す。 

応答軸が明確な設備については，従来設計手法においても建物・構築物のＮ

Ｓ・ＥＷ方向の応答を包絡した地震力を設備の各応答軸（第 6－1 図 Ｘ，Ｙ

方向）へ入力しているため，設備にとって厳しい方向となる弱軸方向への入力

を用いた評価を実施している。 

水平２方向の地震力を想定した場合，２方向の地震力が合成されるとすると，

最大値が同時に発生する場合，最大で√2倍の大きさの入力となることが考え

られるが，応答軸が明確な設備は対角方向へ転倒し難く，設備の応答軸方向へ

応答し易いため，応答はそれぞれの応答軸方向（弱軸／強軸）に分解され，強

軸側の応答は十分に小さくなる。また，強軸方向に比べて転倒し易い弱軸方向

が，最も厳しい条件となるため，実質的には弱軸方向に１方向を入力した場合

の応答レベルと同等となる。各方向における最大値の生起時刻の非同時性を考

慮すると，さらにその影響は小さくなり，弱軸１方向入力による評価と大きく

変わらない結果となる。 

設計手法としてＮＳ・ＥＷ方向を包絡した地震力（床応答曲線など）を入力

して保守的な評価を実施していることも考えると，応答軸が明確な設備につい

ては，水平２方向の地震力を考慮した場合においても影響軽微であるといえる。 
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第 6－1 図 水平２方向同時加振時の応答イメージ 

 

上述の考え方は，設備の応答軸の方向と入力の方向の関係によるものである

ことから，部位・応力分類によらず，各設備の耐震評価における入力方法によ

って影響軽微か否かを判断できると考える。第 6－1 表に応答軸が明確な設備

の例を示す。 

  

ＥＷ 

ＮＳ 建物内 

ポンプ 
容器 

建物への入力地震動方向＝建物の応答軸 

 

 

 

  

建
物
へ
の
入
力
地
震
動
方
向
＝
建
物
の
応
答
軸 

－Ｙ 

＋Ｙ 

＋Ｘ －Ｘ 

α 

α 

Ｘ 

Ｙ 

Ｘ 

Ｙ 

応答の分力イメージ 

－Ｙ 

 

＋Ｙ 

＋Ｘ －Ｘ 

θ 

α 

α 

cosθ 

最大で 2αが入

力として想定さ

れる。 

sinθ 

水平 2 方向加振考慮時のイメージ 

左図で合成されたα

が強軸・弱軸方向に

分力される。それぞ

れの方向で荷重を負

担する部位や断面が

異なることを考慮す

ると，従来の水平 1

方向による評価と同

等以下となる。 
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第 6－1表 応答軸が明確な設備について 

設備 構造図 説明 備考 

横置円筒形容器 

 

横置円筒形容器は

矩形形状の支持脚

により支持されて

おり強軸と弱軸の

関係が明確である。

この応答軸の方向

に地震力を入力し

た評価を実施して

いる。 

ＮＳ・ＥＷ

包絡地震

力を用い

ている。 

空調ファン，空

調ユニット，横

形ポンプ，電気

盤（ボルト），

ディーゼル発電

機（ボルト） 

等 

 

空調ファン等は矩

形に配置されたボ

ルトにて支持され

ている。対角方向の

剛性が高く，水平地

震力に対して斜め

方向へ転倒するこ

となく，弱軸／強軸

方向にしか応答せ

ず，その方向に地震

を入力した評価を

実施している。 

ＮＳ・ＥＷ

包絡地震

力を用い

ている。 

 

  

 

 

   

   

  

 
  

 
  

応答軸 

転倒方向 

応答軸 
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7. 水平２方向同時加振の影響評価について（矩形配置されたボルト） 

7.1 はじめに 

本項は，水平２方向に地震力が作用した場合の矩形配置されたボルトに対す

る影響検討結果をまとめたものである。強軸・弱軸が明確なものについては，

弱軸方向に応答し水平２方向地震力による影響が軽微であるため，機器の形状

を正方形として検討を行った。 

 

7.2 引張応力への影響 

水平１方向に地震力が作用する場合と水平２方向に地震力が作用する場合

のボルトへの引張力の違いを考察する。なお，簡単のため，機器の振動による

影響は考えないこととする。 

   (1) 水平１方向に地震力が作用する場合 

第 7－1図のようにＸ方向に震度ＣＨが与えられる場合を考慮する。 

 

 

第 7－1 図 水平１方向の地震力による応答（概要） 

 

この場合，対象としている系の重心に作用する水平方向の力ＦＨは， 

ＨＨ＝ｍｇＣＦ  

と表せ，ＦＨによりボルトＢ，Ｄの中心を結んだ軸を中心に転倒モーメン

トが生じる。この転倒モーメントはボルトＡ，Ｃにより負担される。 

このとき，系の重心に生じる力は，第 7－2図に示すとおりである。 

機器が転倒を起こさない場合，転倒支点まわりの転倒モーメントとボル

トからの反力が釣り合うため，水平方向地震動によりボルトが受ける全引

張力Ｆｂは， 

ｈ)(ｍｇＣ
Ｌ

１
＝Ｆ Ｈｂ  

となる。 

ボルトに発生する引張応力σｂは全引張力を断面積Ａｂのボルトｎｆ本で

 

    

  

Ａ Ｂ 

Ｃ Ｄ 

Ｙ 

Ｘ 

ＣＨ 

転倒軸 

ｍ：機器重量 

ｇ：重力加速度 
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受けると考え， 

ｂｆ

ｂ
ｂ

Ａｎ

Ｆ
＝σ  

である。水平１方向地震力を考慮する場合，ボルトＡ，Ｃで全引張力を

負担することから，ｎｆ＝2であるため，ボルトに発生する引張応力σｂは， 

Ｌ2Ａ

ｈｍｇＣ
＝

2Ａ

Ｆ
＝σ

ｂ

Ｈ

ｂ

ｂ
ｂ  

となる。 

 

第 7－2 図 水平１方向の地震力による力 

 

(2) 水平２方向に地震力が作用する場合 

第 7－3 図のようにＸ方向とＹ方向にそれぞれ震度ＣＸ，ＣＹが作用する

場合を考慮する。なお，本検討においては，Ｘ方向とＹ方向に同時に最大

震度が作用する可能性は低いと考え，Ｘ方向の震度とＹ方向の震度を１：

0.4（0.4ＣＸ＝ＣＹ）と仮定する。 

 

 

    

ＦＨ 

Ｌ／２ Ｌ／２ 

Ｌ 
Ａ，Ｃ Ｂ，Ｄ 

 

転倒支点 

ｈ 

Ｌ：ボルト間距離 

ｈ：重心高さ 

 

    

  

Ａ Ｂ 

Ｃ Ｄ 

Ｙ 

Ｘ 

ＣＸ 

転倒軸 

ＣＹ ＣＸＹ 

φ 

θ 

ｍ：機器重量 

ｇ：重力加速度 
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第 7－3 図 水平２方向の地震力による応答（概要） 

このとき， (4／10)θ＝tan 1 であることから，水平方向の震度ＣＸＹは， 

Ｘ

ＸＸ

ＹＸＸＹ

Ｃ
29

5.8
＝   　　　

Ｃ
29

2
＋0.4Ｃ

29

5
＝   　　　

cosφcosθ＋Ｃ＝ＣＣ

  

と表せる。このとき，対象としている系の重心に作用する水平方向の力

ＦＨは， 

ＸＸＹＨ Ｃ
29

5.8
＝ｍｇ＝ｍｇＣＦ  

となる。このＦＨにより，転倒軸を中心に転倒モーメントが生じ，ボルト

Ａ，Ｂ，Ｃにより負担される。 

水平２方向の地震力を受け対角方向に応答する場合，各ボルトにかかる

引張力をＦＡ，ＦＢ，ＦＣとし，第 7－4図に示すようにボルトＤの中心を通

り水平方向の震度ＣＸＹと直交する直線を転倒軸とすると，ボルトＡ，Ｂ，

Ｃに発生する引張力は転倒軸からの距離に比例するため， 

ＦＡ：ＦＢ：ＦＣ＝７：２：５ 

であり，転倒軸周りのボルトの軸力により発生するモーメントＭは， 

Ａ

ＡＡＡ

ＣＢＡ

ＬＦ
297

78
＝  　

Ｆ
7

5
Ｌ

29

5
Ｆ

7

2
Ｌ

29

2
ＦＬ

29

7
＝  　

ＬＦ
29

5
＋ＬＦ

29

2
＋ＬＦ

29

7
Ｍ＝

  

である。 

転倒しない場合，ボルトの軸力により発生する転倒軸周りのモーメント

Ｍと，水平方向地震力によるモーメントが釣り合っているので， 

ＡＸＹ ＬＦ
297

78
ｈ＝ｍｇＣ  

であり，引張力ＦＡは以下のとおりとなる。 

ｈ)(ｍｇＣ
78Ｌ

297
＝Ｆ ＸＹＡ  

以上より，最も発生応力の大きいボルトＡに発生する応力σｂ’は， 

ｈ)(ｍｇＣ
Ｌ78Ａ

297
＝

Ａ

Ｆ
＝'σ ＸＹ

ｂｂ

Ａ
ｂ  

であり，水平１方向地震動を考慮した場合のボルトにかかる応力σｂ 

ｈ)(ｍｇＣ
Ｌ2Ａ

1
＝

2Ａ

Ｆ
＝σ Ｈ

ｂｂ

Ａ
ｂ  
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に対して，震度 ＸＸＹ Ｃ
29

5.8
＝Ｃ であることから， 

ｂ

Ｘ
ｂ

ＸＹ
ｂ

ｂ

＝1.04σ   

ｈ)(ｍｇＣ
29

5.8

Ｌ2Ａ39

297
＝   

ｈ)(ｍｇＣ
Ｌ2Ａ39

297
＝'σ






 

となる。したがって，水平２方向地震を考慮した場合，ボルトに発生す

る引張応力は増加するが，その影響は軽微である。 

 

第 7－4 図 対角方向に応答する場合の転倒軸からの距離 

 

7.3 せん断応力への影響 

せん断力は全基礎ボルト断面で負担するが，全ボルトに対するせん断力

Ｑｂは， 

Ｈｂ＝ＦＱ  

であり，せん断応力τｂは断面積Ａｂのボルト全本数ｎでせん断力Ｑｂを

受けるため， 

ｂ

ｂ
ｂ

ｎＡ

Ｑ
＝τ  

となる。 

水平１方向の地震力を考慮した場合のせん断力Ｑｂ及び水平２方向の地

震力を考慮した場合のせん断力Ｑｂ’は ＸＸＹ Ｃ
29

5.8
＝Ｃ であるため， 

Ｘｂ＝ｍｇＣＱ  

    

  

Ａ 
Ｂ 

Ｃ Ｄ 

Ｙ 

Ｘ 

転倒軸 

θ 

Ｌ 
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ＸＸＸＹｂ ＝1.08ｍｇＣＣ
29

5.8
＝ｍｇ＝ｍｇＣ’Ｑ  

となる。水平１方向及び水平２方向地震時に断面積Ａｂ及びボルト全本数ｎは変わ

らないため，水平２方向地震を考慮した場合，ボルトに発生するせん断応力は増

加するが，その影響は軽微である。
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8. 水平２方向同時加振の影響評価について（円周配置されたボルト） 

8.1 はじめに 

本項は，水平２方向に地震力が作用した場合の円周配置されたボルトに対す

る影響検討結果をまとめたものである。 

 

8.2 引張応力への影響 

水平１方向に地震力が作用する場合と水平２方向に地震力が作用する場合

のボルトへの引張力の違いを考察する。なお，簡単のため，機器の振動による

影響は考えないこととする。 

   (1) 水平１方向に地震力が作用する場合 

第 8－1 図のように水平１方向の震度 ），ＣＣＭＡＸ（＝Ｃ ＹＸＨ が与えられ

る場合を考慮する。ここで機器の質量をｍ，重力加速度をｇとする。 

   ＹＸ ＣＣ  の場合，対象としている系の重心に作用する水平方向の力ＦＨは， 

ＸＨ＝ｍｇＣＦ  

   と表せ，ＦＨにより最外列のボルトを通る転倒軸を中心に転倒モーメントが

生じる。このとき，系の重心に生じる力は，第 8－2 図に示すとおりである。 

   ＦＨにより生じる転倒モーメントＭは 

ｈｍｇＣｈ＝ＦＭ＝ ＸＨ  

となり，各ボルトに加わる引張力の分布を第 8－3図のとおりとしたとき，引

張力が最大となる転倒軸から最も遠いボルトに加わる引張力は， 
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ⅰ
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である。 

ボルトに発生する引張応力σｂは引張力を断面積Ａｂのボルト１本で受ける

ため， 

ｂ

Ｘ

ⅰ

１

ｂ

1
ｂ

Ａ

ｈｍｇＣ

Ｌ

Ｌ
＝

Ａ

Ｆ
＝σ




n
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  となる。 

 

 (2) 水平２方向に地震力が作用する場合 

第 8－1 図における水平方向震度ＣＨについて，水平２方向（Ｘ方向及び

Ｙ方向）の震度ＣＸ，ＣＹを組み合わせる場合を考慮する。なお，本検討に

おいては，Ｘ方向とＹ方向に同時に最大震度が作用する可能性は低いと考

え，Ｘ方向の震度とＹ方向の震度を１：0.4（0.4ＣＸ＝ＣＹ）と仮定する。

このとき，水平方向の震度は， ＸＨ Ｃ
29

5.8
＝Ｃ となり，対象としている系の

重心に作用する水平方向の力ＦＨは， 
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ＸＨＨ Ｃ
29

5.8
＝ｍｇ＝ｍｇＣＦ  

と表せ，ＦＨにより最外列のボルトを通る転倒軸を中心に転倒モーメントが

生じる。このとき，系の重心に生じる力は，第 8－2図に示すとおりである。 

ＦＨにより生じる転倒モーメントＭは 

ｈＣ
29

5.8
ｍｇｈ＝ＦＭ＝ ＸＨ  

となり，各ボルトに加わる引張力の分布を第 8－3図のとおりとしたとき，

引張力が最大となる転倒軸から最も遠いボルトに加わる引張力は， 
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である。 

ボルトに発生する引張応力σｂ’は引張力を断面積Ａｂのボルト１本で受け

るため， 

ｂ
ｂ

Ｘ

ⅰ

１

ｂ

1
ｂ 1.08σ＝

Ａ

ｈＣｍｇ

Ｌ

Ｌ

29

5.8
＝

Ａ

Ｆ
＝'σ




n

i 1

2

 

となる。したがって，水平２方向地震を考慮した場合，ボルトに発生する引  

張応力は増加するが，その影響は軽微である。 

 

8.3 せん断応力への影響 

せん断力は全基礎ボルト断面で負担するが，全ボルトに対するせん断力

Ｑｂは， 

Ｈｂ＝ＦＱ  

であり，せん断応力τｂは断面積Ａｂのボルト全本数ｎでせん断力Ｑｂを

受けるため， 

ｂ

ｂ
ｂ

ｎＡ

Ｑ
＝τ  

となる。 

水平１方向の地震力を考慮した場合のせん断力Ｑｂ及び水平２方向の地

震力を考慮した場合のせん断力Ｑｂ’は，水平２方向を組み合わせた水平方

向震度 ＸH Ｃ
29

5.8
＝Ｃ であるため， 

Ｘｂ＝ｍｇＣＱ  

ＸＸｂ ＝1.08ｍｇＣＣ
29

5.8
＝ｍｇ’Ｑ  

となる。水平１方向及び水平２方向地震時に断面積Ａｂ及びボルト全本数

ｎは変わらないため，水平２方向地震を考慮した場合，ボルトに発生する
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せん断応力は増加するが，その影響は軽微である。 

 

 

第 8－1図 水平方向の地震力による応答（概要） 

 

 

 

第 8－2図 水平方向の地震力による力 

 

 

    

  ＣＨ 

転倒軸 

    

  

Ｌ 

ＦＨ 

ｈ 

転倒軸 

Ｌ：基礎ボルトピッチ円直径 

ｈ：重心高さ 
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第 8－3図 ボルトに働く引張力 

 

  

Ｆｉ：転倒軸からＬｉの距離にある 

基礎ボルトに働く引張力 

Ｌ1 

Ｌｉ 

Ｆ１ 
Ｆｉ 

転倒軸 
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9. 水平２方向同時加振の影響評価について（電気盤） 

9.1 はじめに 

本項は，電気盤に取り付けられている器具に対する水平２方向入力の影響を

まとめたものである。 

 

9.2 水平２方向加振の影響について 

電気盤に取り付けられている器具については，１次元的な接点のＯＮ－ＯＦ

Ｆに関わる比較的単純な構造をしている。加えて，基本的にはすべて梁，扉等

の強度部材に固定されているため，器具の非線形応答もなく，水平２方向の加

振に対しては独立に扱うことで問題ないと考える。さらに器具の誤動作モード

は，水平１方向を起因としたモードであるため，水平２方向加振による影響は

軽微であると考える。 

次項より，代表としてメタクラ取付器具を考慮し，器具の構造から検討した

結果をまとめる。 

なお，これら以外の器具については，今後の詳細検討において構造・型式等

の観点から網羅的に整理し，影響が軽微であることを確認することとする。 
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9.2.1 補助リレー 

(1) 構造及び作動機構の概要 

第 9－1図に補助リレーの構造及び作動機構を示す。補助リレーはコイル

に通電されることにより生じる電磁力でアマチュア部を動作させ，接点の

開閉を行うものである。補助リレーのうち，固定鉄心，固定接点（Ａ，Ｂ

接点）はいずれも強固に固定されており，可動接点は１方向（上下方向又

は左右方向）にのみ動くことができる構造になっている。 

 

 

第 9－1 図 補助リレー構造図 

 

(2) 水平２方向地震力に対する影響検討 

第 9－1図より，器具の誤動作モードとして以下が考えられる。 

・地震力による可動鉄心（可動接点）の振動に伴う接点の誤接触又は誤

開放（上下方向又は左右方向） 

ただし，補助リレーは取付部をボルト固定していること，また器具可動

部の振動方向が１方向（上下方向又は左右方向）のみであることより，誤

動作に至る事象に多次元的な影響はないと考えられる。 
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(3) 機能確認済加速度

参考として，機能維持評価用加速度と補助リレーの既往試験での機能確

認済加速度を第 9－1表に示す。 

第 9－1表 補助リレーの機能維持評価用加速度及び機能確認済加速度 

方向 
水平※１ 

（前後・左右） 
上下 

機能維持評価用加速後（G）※２ 1.02 1.28 

機能確認済加速度（G） 

※１：機能維持評価用加速度は前後及び左右方向の最大値，機能確認済加速度は

前後及び左右方向の最小値を記載 

※２：原子炉建物 ＥＬ．23,800mm 基準地震動Ｓｓ（暫定値）

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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9.2.2 ノーヒューズブレーカ（ＭＣＣＢ） 

(1) 構造及び作動機構の概要 

第 9－2図にＭＣＣＢの構造及び作動機構を示す。配線用遮断器には熱動

電磁式及び完全電磁式がある。下記に代表して熱動電磁式の作動原理及び

内部構造を示す。 

熱動電磁式は，過電流が流れるとバイメタルが湾曲し，トリップ桿によ

りラッチの掛合いが外れ，キャッチがばねにより回転することによりリン

クに連結された可動接点が作動し回路を遮断する。また，短絡電流等の大

電流が流れた場合は，固定鉄心の電磁力で可動鉄心が吸引され，トリップ

桿が作動し，以降は上述と同じ動作により回路を遮断する。 

 

 

 

第 9－2 図 ＭＣＣＢ（熱動電磁式）構造図 

固定鉄心

固定接点

電源側

負荷側

可動接点

トリップ桿

可動鉄心 ラッチ
バネ

キャッチ

ハンドル

左右

前後

上下

バイメタル
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(2) 水平２方向地震力に対する影響検討

第 9－2図より，器具の誤動作モードとして以下が考えられる。

・ハンドルの逆方向への動作（上下方向）

・接点の乖離（前後方向，左右方向）

・ラッチ外れによるトリップ（前後方向，上下方向）

上記より，ＭＣＣＢの誤動作として２方向の振動の影響が考えられる。

ただし，ハンドルは１方向にしか振動できないこと，前後－左右の接点乖

離は各々独立であること（前後方向は接触・非接触による乖離，左右はず

れによる乖離）から，誤動作に至る事象は多次元的な影響はないと考えら

れる。 

ラッチ外れについては，２軸（前後方向，上下方向）の影響は無視でき

ないと考えられるが，左右方向はラッチ外れに影響を与える誤動作モード

ではないため，水平２方向の影響はないと考えられる。 

なお，既往試験では，ハンドルの移動に起因する誤動作事象は発生して

いない。 

(3) 機能確認済加速度

参考として，機能維持評価用加速度とＭＣＣＢの既往試験での機能確認

済加速度を第 9－2表に示す。 

第 9－2表 ＭＣＣＢの機能維持評価用加速度及び機能確認済加速度 

方向 
水平※１ 

（前後・左右） 
上下 

機能維持評価用加速後（G）※２ 1.02 1.28 

機能確認済加速度（G） 

※１：機能維持評価用加速度は前後及び左右方向の最大値，機能確認済加速度は

前後及び左右方向の最小値を記載 

※２：原子炉建物 ＥＬ．23,800mm 基準地震動Ｓｓ（暫定値）

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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9.2.3 過電流リレー（保護リレー） 

(1) 構造及び作動機構の概要 

第 9－3図に過電流リレー（保護リレー）の構造を示す。過電流リレーは，

電流コイル 1 つを持つ電磁石が動作トルクを発生し，永久磁石の制動によ

り限時特性を得る円板型リレーであり，タップ値以上の過電流が流れると

接点が動作し，警報や遮断器引き外しを行う。なお，過電流リレーはボル

トにて，盤の扉面に強固に取り付けられている。 

 

 

 

第 9－3 図 過電流リレー構造図 
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(2) 水平２方向地震力に対する影響検討

第 9－3図より，器具の誤動作モードとして以下が考えられる。

・誘導円板の接触による固渋（上下方向）

・可動接点の振動による接点の誤接触（前後方向，左右方向）

誘導円板の固渋については，上下方向に生じるものであるため，水平２

方向の影響はない。 

接点の誤接触については，昭和 56年日本機械学会論文集「誘導円板型リ

レーの地震時誤動作に関する研究」において，円板が水平２方向入力によ

り回転し，接点接触により誤動作が生じることが報告されている。しかし

ながら，平成 13年度に行われた電力共通研究「鉛直地震動を受ける設備の

耐震評価手法に関する研究」において，水平２方向加振時に鉛直方向加振

を加えた試験を実施しており，正弦波加振試験では円板の回転挙動が発生

したが，地震波加振試験では円板の回転挙動が発生しないことが確認され

ており，水平２方向地震力の影響はないと考えられる。 

(3) 機能確認済加速度

参考として，機能維持評価用加速度と過電流リレーの既往試験での機能

確認済加速度を第 9－3表に示す。 

第 9－3表 過電流リレーの機能維持評価用加速度及び機能確認済加速度 

方向 
水平※１ 

（前後・左右） 
上下 

機能維持評価用加速後（G）※２ 1.02 1.28 

機能確認済加速度（G） 

※１：機能維持評価用加速度は前後及び左右方向の最大値，機能確認済加速度は

前後及び左右方向の最小値を記載 

※２：原子炉建物 ＥＬ．23,800mm 基準地震動Ｓｓ（暫定値）

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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参考資料－１ 

 

荷重の組合せによる応答特性が想定される部位の抽出に関する補足説明 

 

1. はじめに 

本資料は，水平２方向及び鉛直方向地震力の適切な組合せに関する検討にお

いて，荷重の組合せによる応答特性が想定される部位の抽出について，部材の特

性から影響を考慮しないとした部位について，抽出根拠が明確になるよう，代表

的な建物について，対象部位の図面を示すものである。 

対象部位の図面を示す建物として，原子炉建物を代表として示す。 

 

2. 荷重の組合せによる応答特性が想定される部位の抽出に関する補足説明 

2.１ 原子炉建物  

原子炉建物の断面図を第2.1－1図に，伏図を第2.1－2図及び第2.1－3図に

示す。 

なお，平面図については基準階として２階（ＥＬ23.8ｍ）並びに上部構造

のクレーン階伏図（ＥＬ51.7ｍ）を代表として示す。 

a. 柱 

独立した隅柱は直交する地震荷重が同時に作用するが，第2.1－2図及び第

2.1－3図に示すとおり，原子炉建物の隅柱は耐震壁付きの隅柱であり直交する

水平２方向の荷重による影響は小さい。 

b. 梁 

梁については，１方向のみ荷重を負担することが基本であり，また第2.1－2

図及び第2.1－3図に示すとおり原子炉建物の梁は床及び壁に拘束されている

ため，面外荷重負担による影響は小さい。 

c. 壁 

壁については，１方向のみ荷重を負担することが基本であり，また，第2.1

－2図及び第2.1－3図に示すとおり原子炉建物の耐震壁は直交方向に釣り合い

よく配置されているため，直交する水平２方向の荷重による影響は小さい。 

d. 床及び屋根 

床及び屋根については，第2.1－2図及び第2.1－3図に示すとおり四辺を壁及

び梁で拘束されているため，水平方向に変形しにくい構造となっており，水平

地震力の影響は小さい。 
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第 2.1－1図 原子炉建物 断面図（単位：ｍ） 
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第 2.1－2図 原子炉建物 ２階伏図（ＥＬ 23.8）（単位：ｍ） 

  

：耐震壁 

：柱 

：梁（外周部除く） 
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第 2.1－3図 原子炉建物 クレーン階伏図（ＥＬ 51.7）（単位：ｍ） 

：耐震壁 

：柱 

：梁 
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参考資料－2 

 

水平２方向及び鉛直方向の適切な組合せに対する梁の力学的特性 

 

1. はじめに 

本資料は，水平２方向及び鉛直方向の適切な組合せに対する評価対象部位とし

て梁（一般部・鉄骨トラス）を抽出しない理由について，梁の力学的特性を補足

説明するものである。 

 

2. 梁の力学的特性 

(1) 梁（一般部） 

鉛直方向の地震荷重に対して設計されており、直交する水平方向の地震荷重

に対しては床スラブで拘束されているため、梁には大きな応力は生じない。地

震荷重に対する梁の力学的特性を第2－1図に示す。 

 

(2) 鉄骨トラス 

鉛直方向の地震荷重に対して設計されており、直交する水平方向の地震荷重

に対しては床スラブやつなぎばりで拘束されているため、鉄骨トラスには大き

な応力は生じない。 

 

 
 

第2－1図 地震荷重に対する梁の力学的特性 

 

3. まとめ 

梁は直交方向の地震力に対しては有効となる直交部材が存在することから、

「荷重の組合せによる応答特性が想定される部位」として抽出しない。 

  

地震荷重 

（鉛直） 地震荷重 

（水平） 

地震荷重 

（水平） 

床スラブ 

梁 

床スラブ 
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参考資料－3 

 

水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せの影響評価に用いる 

模擬地震波の作成方針 

 

1. はじめに 

応答スペクトルに基づく地震動として策定された基準地震動Ｓｓ－Ｄ及び「震

源を特定せず策定する地震動」として策定された基準地震動Ｓｓ－Ｎ１について

は，水平方向の地震動に方向性がないことから，水平２方向及び鉛直方向地震力

の同時入力による影響検討を行う場合，水平２方向のうち１方向について模擬地

震波を作成し入力する等の方法が考えられる。本資料は，模擬地震波の作成方針

を示すものである。 

 

2. 模擬地震波の作成方針 

応答スペクトルに基づく地震動として策定された基準地震動Ｓｓ－Ｄ及び「震

源を特定せず策定する地震動」として策定された基準地震動Ｓｓ－Ｎ１の水平方

向の模擬地震波の作成方針を下記に示す。 

 

(1) 応答スペクトルに基づく地震動として策定された基準地震動に対する模擬

地震波 

基準地震動Ｓｓ－Ｄの模擬地震波について，全く同じ地震動が同時に水平2

方向に入力されることは現実的に考えにくいことから，基準地震動を作成した

方法と同一の方法で，位相角を一様乱数とした正弦波を重ね合わせ，目標とす

る応答スペクトルに適合する位相の異なる模擬地震波を作成する。応答スペク

トルのコントロールポイントを第2－1表に，振幅包絡線の経時的変化を第2－2

表に示す。 

なお，念のために2000年鳥取県西部地震の２号地盤の鉛直アレイ観測点(Ｔ．

Ｐ．－5.0ｍ)における観測記録から，当該サイトにおいて，水平２方向の地震

波で位相差が生じる傾向を確認した。確認の方法として，基準地震動Ｓｓ－Ｄ

を同時に水平２方向に入力した場合のオービット（第2－1図）と，観測記録の

水平２方向のオービット（第2－2図）との比較を行った。 

第2－1図から，全く同じ地震動を同時に水平２方向に入力した場合，オービ

ットは現実的に考えにくい45°方向に直線的な軌跡を示す。一方，第2－2図よ

り観測記録ではオービットは位相差によって生じるランダムな軌跡を示すこ

とを確認した。 

 

(2) 「震源を特定せず策定する地震動」として策定された基準地震動に対する

模擬地震波 

基準地震動Ｓｓ－Ｎ１は「震源を特定せず策定する地震動」として，2004年
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北海道留萌支庁南部地震の観測記録より策定された地震動である。基準地震動

Ｓｓ－Ｎ１における水平方向の地震動は，観測記録から推定される解放基盤表

面相当位置の地震動に基づき作成されている。模擬地震波については，基準地

震動Ｓｓ－Ｎ１の作成方法と同一の方法で，基準地震動Ｓｓ－Ｎ１で用いた観

測記録と水平方向に直交する観測記録から作成する。 

 

3. 位相特性の異なる模擬地震波の作成例 

基準地震動Ｓｓ－Ｄ及び基準地震動Ｓｓ－Ｄと位相特性の異なる模擬地震波

の加速度時刻歴波形と，それぞれの地震波を２方向入力した場合のオービットを

第3－1図に示す。 

第3－1図に示すように，基準地震動Ｓｓ－Ｄと新たに作成した基準地震動Ｓｓ

－Ｄと位相特性の異なる模擬地震波のオービットはランダムな軌跡を示してい

る。 

また，基準地震動Ｓｓ－Ｄ及び基準地震動Ｓｓ－Ｄと位相特性の異なる模擬地

震波の応答スペクトルを第3－2図に示す。なお，目標とする応答スペクトル値に

対する，基準地震動Ｓｓ－Ｄと位相特性の異なる模擬地震波のＳＩ比は1.0以上，

応答スペクトル比は0.85以上である。応答スペクトル比を第3－3図に示す。 

第3－2図に示すように，基準地震動Ｓｓ－Ｄと新たに作成した基準地震動Ｓｓ

－Ｄと位相特性の異なる模擬地震波の応答スペクトルは，ほぼ同じである。 
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第 2－1表 応答スペクトルのコントロールポイント 

Ｓｓ－Ｄ 

コントロー

ルポイント 

周期 

（s） 

Ａ 

0.020 

Ｂ 

0.050 

Ｃ 

0.087 

Ｄ 

0.14 

Ｅ 

0.20 

Ｆ 

0.29 

Ｇ 

0.60 

Ｈ 

1.75 

Ｉ 

5.00 

速度 

（cm/s） 
2.611 10.35 25.62 41.22 45.63 61.16 108.5 170.0 170.0 

 

 

第 2－2表 振幅包絡線の経時的変化 

模擬 

地震波 

最大加速度 

（cm/s2） 

マグニチュード 

Ｍ 

等価震源距離 

Ｘeq（km） 

振幅包絡線の経時的変化（s） 

Ｔｂ Ｔｃ Ｔｄ（継続時間） 

Ｓｓ－Ｄ 820 7.7 17.3 8.3 28.7 60.0 

 

 

  

0 Tb＝8.3(s) Tc＝28.7(s) Td＝60.0(s)

0.1

1.0

Ｔｃ－Ｔｂ＝10 
0.5M-2.93

 

Ｔｃ－Ｔｂ＝10 
0.3M-1.0

 

Ｔｄ－Ｔｃ＝10 
0.17M+0.54logXeq-0.6

 

(Ｔ/Ｔｂ)
2
 

1.0 

ｅ 
ln(0.1) 
T
d
-T

c
 (T-T

c
) 

0≦Ｔ≦Ｔｂ 

Ｔｂ≦Ｔ≦Ｔｃ 

Ｔｃ≦Ｔ≦Ｔｄ 

  

振幅包絡線：Ｅ(Ｔ)＝ 

4条-別紙10-186



 

 

 

 
 

 
(a) 加速度時刻歴波形 

 

 
(b) 水平２方向の加速度成分のオービット 

 

第2－1図 基準地震動Ｓｓ－Ｄ 
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(a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 水平２方向の加速度成分のオービット 

 

第2－2図 2000年鳥取県西部地震観測記録 

（２号地盤の鉛直アレイ観測点 Ｔ．Ｐ．－5.0m） 
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 (a) 加速度時刻歴波形 

 

 

(b) 水平２方向の加速度成分のオービット 

 

第3－1図 基準地震動Ｓｓ－Ｄ及び位相特性の異なる模擬地震波 
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(a) 基準地震動Ｓｓ－Ｄ (b) 基準地震動Ｓｓ－Ｄと位相特性の異なる

模擬地震波 

第3－2図 応答スペクトル 

 

 

 

第3－3図 基準地震動Ｓｓ－Ｄと位相特性の異なる模擬地震波の 

応答スペクトル比 
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別紙－11

島根原子力発電所２号炉 

液状化影響の検討方針について 



別紙-11 液状化影響の検討方針について 

1. 液状化評価の基本方針

2. 液状化評価対象層の抽出

3. 液状化強度特性の網羅性，代表性

3.1 液状化試験試料採取位置とその代表性 

3.1.1 液状化試験試料採取位置の選定 

3.1.2 液状化試験試料採取位置の代表性確認 

3.2 液状化試験結果 

3.2.1 液状化試験方法 

3.2.2 液状化試験結果の分類に対する基本的考え方 

3.2.3 試験結果の分類 

3.3 基準地震動Ｓｓに対する液状化試験の妥当性確認 

3.4 簡易設定法 

3.5 液状化強度特性の設定方針 

4. 液状化影響の評価方針

4.1 液状化影響の検討方針 

4.2 液状化検討対象施設の選定 

5. 参考文献 



1. 液状化評価の基本方針

本資料では，耐震設計における液状化影響の検討方針を示す。 

設計基準対象施設（建物，構築物，屋外重要土木構造物及び津波防護施設）及

び重大事故等対処施設においては，液状化，揺すり込み沈下等の周辺地盤の変状

の影響を考慮した場合においても，当該施設の安全機能が損なわれる恐れがない

ように設計する。 

設計基準対象施設は，防波壁の設置及び地盤改良を実施したことにより地下水

の流れが遮断され地下水位が上昇する恐れがあることを踏まえ，地下水位を一定

の範囲に保持する地下水位低下設備を設置する。設計基準対象施設（建物，構築

物）である原子炉建物等においては，地下水位低下設備の機能に期待して設計地

下水位を設定する。また，設計基準対象施設（屋外重要土木構造物及び津波防護

施設）及び重大事故等対処施設においては，地下水位低下設備の機能に期待せず，

自然水位より保守的に設定した水位を設計地下水位として設定する。なお，各施

設の設計地下水位は詳細設計段階において設定する。 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の動的解析において，地震時におけ

る地盤の有効応力の変化に伴う影響を考慮する場合には，有効応力解析等を実施

する。有効応力解析に用いる液状化強度特性は，敷地の原地盤における代表性及

び網羅性を踏まえたうえで実施した液状化強度試験結果よりも保守的な簡易設定

法による液状化強度特性を設定する。 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設においては，設置状況を考慮し，液

状化の影響を検討する必要がある液状化検討対象候補施設を抽出する。液状化検

討対象施設については，施設が岩盤中に設置されているか，施設周辺の地下水位

が十分に低いかの観点から選定する。  

第1-1図に液状化評価の流れ，第1-1表に液状化評価の基本方針を示す。 

液状化評価については道路橋示方書・同解説（Ⅴ耐震設計編）（（社）日本道路

協会，H24.3）（以下，「道路橋示方書」という）を基本とするが，液状化評価の対

象外となっている50％粒径が10mmを超過する，又は，10mm以下であっても10％粒

径が１mmを超過する土層については，粒径２mm未満の砂を含む場合は念のため液

状化試験を実施し，液状化の有無を確認することで保守的な評価を実施し，粒径

２mm未満の砂を含まない場合は土質性状等を踏まえて液状化の有無を確認する。 

また，島根原子力発電所の津波防護施設や護岸等は，港湾の施設の技術上の基

準・同解説（（社）日本港湾協会，H19年版）（以下，「港湾基準」という）に基づ

き設計されていることを踏まえ，港湾基準に基づいた液状化評価も行うが，土の

粒径加積曲線が「液状化の可能性あり」の範囲内に含まれない土層については，

粒径２mm未満の砂を含む場合は念のため液状化試験を実施し，液状化の有無を確

認することで保守的な評価を実施し，粒径２mm未満の砂を含まない場合は土質性

状等を踏まえて液状化の有無を確認する。なお，島根原子力発電所の設計基準対

象施設及び重大事故等対処施設に該当する建物,構築物，屋外重要土木構造物及び

津波防護施設は，堅固な地盤上に設置されており，液状化の影響検討を行う地盤
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は構造物の「周辺地盤」である。 

液状化試験に基づいて，地震時の地盤の状態を『液状化』又は『繰返し軟化（サ

イクリックモビリティ含む）』，若しくは『非液状化』と判定する。

液状化強度特性は，港湾基準に基づく詳細な計算例をまとめた港湾構造物設計

事例集（沿岸技術研究センター，H19年版）（以下，「設計事例集」という）に準拠

し，有効応力解析（ＦＬＩＰ）の簡易パラメータ設定法（以下，「簡易設定法」と

いう）により設定する。なお，液状化試験結果が繰返し軟化（サイクリックモビ

リティ含む），若しくは非液状化となる土層も，念のため液状化強度特性を設定し

て保守的な構造物評価を実施する。また，簡易設定法より設定した液状化強度特

性は，液状化試験結果による液状化強度特性よりも保守的であることを確認する。 

島根原子力発電所の設計基準対象施設及び重大事故等対処施設に該当する建物，

構築物，屋外重要土木構造物及び津波防護施設は，堅固な地盤上に設置されてい

ることから，設計地下水位以深の周辺地盤において埋戻土（掘削ズリ）又は砂礫

層が分布している構造物の中から，工認段階において液状化影響評価対象施設を

選定する。 

なお，波及的影響評価において抽出される屋外下位クラス施設に対する基本方

針は，波及的影響評価の中で整理を行う。 

第1-1 図 液状化評価の流れ 

（３章）液状化強度特性の網羅性，代表性

（１章）液状化評価の基本方針

（２章）液状化評価対象層の抽出

（３.１）液状化試験試料採取位置とその代表性
（液状化試験試料採取位置と周辺調査位置におけるN値・物理特性（細粒分含有率Fc）の比較）

（３.２）液状化試験結果

（３.５）液状化強度特性の設定方針
（液状化試験結果に基づく液状化強度特性と簡易設定法（N値・Fc）に基づく液状化強度特性の比較評価）

必要に応じて対策工事

（３.３）基準地震動Ssに対する液状化試験の妥当性確認

有効応力解析にて構造物評価 （４章）液状化影響の評価方針

本資料によるご説明範囲

（３.４）簡易設定法
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第1-1 表 液状化評価の基本方針 

堆積年代
調査地点名

土層名

液状化試験

による判定

液状化強度特性

の設定の考え方

液状化強度特性

の保守性

盛土 完新世

E-2～E-8，A～E

埋戻土

(掘削ｽﾞﾘ)

×

対象外

「非液状化」

 若しくは

「繰返し軟化(ｻｲｸ

 ﾘｯｸﾓﾋﾞﾘﾃｨ含む)」

崖錐・海底堆積物 完新世
E-1,E-7,E-8

砂礫層

〇

対象

「繰返し軟化(ｻｲｸ

 ﾘｯｸﾓﾋﾞﾘﾃｨ含む)」

本検討の対象土層 道路橋示方書

及び港湾基準

における液状

化評価の対象

当社評価

地層名

被

覆

層

 設計事例集に準拠

 し，FLIPの簡易設

 定法に基づき設定する。

 簡易設定法に基づき設定

 した液状化強度特性

 が，液状化試験結果

 による液状化強度特

 性と比べ保守的であ

 ることを確認する。
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2. 液状化評価対象層の抽出

第2-1表に敷地の地質層序表を示す。敷地の地質は，新第三紀中新世の堆積岩類

からなる成相寺層及び貫入岩類，並びにそれらを覆う被覆層から構成される。成

相寺層は海成層で，下位より下部頁岩部層，火砕岩部層及び上部頁岩部層に区分

される。 

被覆層は，崖錐・海底堆積物及び盛土からなる。崖錐・海底堆積物は主に礫混

じり砂質土及び礫混じり粘性土からなり，約２m～５mの厚さで，斜面中腹や裾部，

あるいは谷部等の傾斜面に分布する。また，盛土は１号炉，２号炉及び３号炉建

設時の埋立地等に分布する。 

敷地の被覆層である盛土は，埋戻土（掘削ズリ）と埋戻土（粘性土）に分類し

ている。 

埋戻土（掘削ズリ）は，発電所建設時の敷地造成において発生した新第三紀中

新世の成相寺層の岩砕が主体となっており，広く分布する。 

埋戻土（粘性土）は，護岸建設時に，背面の止水性を担保するために幅20m程度

にわたり裏込めしたものである。第2-1図に被覆層のボーリング柱状図を示す。 

敷地の被覆層である崖錐・海底堆積物は，砂礫層として分類している。 

液状化評価対象層については，道路橋示方書及び港湾基準に基づいて対象層を

抽出した。第2‐2 図に道路橋示方書の液状化評価対象層の抽出フローを示す。 

また，第2-3 図に港湾基準の液状化判定に用いる粒度分布図を示す。 

第2-4図に発電所建設前の地形立体図を示す。１号炉，２号炉及び３号炉の建設

に当たり，周辺の山を掘削して敷地を造成し，原子炉建物，取水槽等の施設を岩

盤上に設置した。敷地の前面（北側）に護岸を設置し，敷地造成において発生し

た岩砕を主体とする埋戻土（掘削ズリ）により埋戻した。なお，護岸背面の止水

性を担保するための埋戻土（粘性土）が１，２号炉北側に分布し，砂礫層として

分類した崖錐・海底堆積物が１号炉東側，３号炉北側及び輪谷湾周辺において局

所的に分布する。 

対象設備周辺の地層の分布状況について第2-5図，第2-6図及び第2-7図に整理し

た。 

埋戻土（掘削ズリ）は，敷地全体において概ね全域にわたって広範囲に分布す

る。 

埋戻土（粘性土）は，１，２号炉北側護岸背面にのみ分布する。 

砂礫層は，１号炉東側のEL.＋15m以下の敷地，３号炉北側のEL.＋8.5m以下の敷

地及び輪谷湾周辺において局所的に分布する。 

敷地内における購入地盤材料の使用箇所を第2-8図に示す。取水管，３号炉東側

護岸・岸壁，１，２号炉北側護岸，防波堤等において，砕石，基礎捨石，被覆石

を使用している。 

購入地盤材料は天然石材であり，粒度調整されたものである。 

敷地内でEL.＋15m以下に分布する地盤材料の抽出結果を第2-2表に示す。 

埋戻土（粘性土）は，護岸建設時に，背面の止水性を担保するために施工して
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いる。埋戻土（粘性土）の分布状況，試験に用いた試料の採取位置を第2-9図に，

採取した埋戻土（粘性土）の写真を第2-10図に示す。また，塑性図による粘性土

の分類を第2-11図に示す。 

第2-11図より，埋戻土（粘性土）は，土の液性限界・塑性限界試験（JIS A 1205）

より，低液性限界の粘土（CL）に分類される。Ａ線より下側の場合はシルトに分

類されるが，埋戻土（粘性土）は塑性指数Ipが大きいため粘土に分類される。 

基礎捨石は，１，２号炉北側護岸，防波堤等に使用している。寸法200mmから250mm

程度の材料を使用しているため間隙が大きく，十分な透水性を有する。基礎捨石

の設置状況の写真を第2-12図に示す。 

被覆石は，１，２号炉北側護岸等に使用している。寸法700mmから800mm程度の

材料を使用しているため間隙が大きく，十分な透水性を有する。被覆石の寸法及

び設置状況の写真を第2-13図に示す。 

道路橋示方書に基づき液状化評価対象層を抽出した結果を第2-14図に示す。液

状化の判定を行う必要がある土層は砂礫層のみである。 

港湾基準に基づき液状化評価対象層を抽出した結果を第2-15図に示す。粒径加

積曲線が「液状化の可能性あり」の範囲内に含まれないため，液状化の判定を行

う必要がある土層はない。 

道路橋示方書では，50％粒径が10mm以下で，かつ，10％粒径が１mm以下である

土層について液状化評価対象層としているが，本評価では50％粒径が10mmを超過

する，又は，50％粒径が10mm以下であっても10％粒径が１mmを超過する土層につ

いても，同様に抽出対象とする。 

港湾基準では，粒度による土の分類を行い，粒径加積曲線が「液状化の可能性

あり」の範囲内に含まれる土を液状化評価対象層としているが，範囲以外に含ま

れる土についても同様に抽出対象とする。 

以上より，敷地内の液状化評価対象層として，被覆層の分布状況，道路橋示方

書及び港湾基準に基づく液状化評価対象層の抽出結果を踏まえ，保守的に埋戻土

（掘削ズリ）及び砂礫層を抽出した。 
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第2-1 表 敷地の地質層序表 
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第2-1 図 敷地内の被覆層について  

11.00 

深度ｍ 
  10.50 

埋戻土（粘性土） 

21.00 

深度ｍ 
20.50 

砂礫層 

 

深度ｍ 
  6.50 

7.00 

埋戻土（掘削ズリ） 
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第2-2 図 液状化評価の対象層の抽出フロー 道路橋示方書 

 

 

 

  

塑性指数IP≦15

No

粒度試験（1mあたり1試料程度）

液状化判定を行う
必要がある土層

液状化判定の
対象外の土層

地表面から20m以内
の飽和土層

地下水位が地表面
から10m以内

始め

50%粒径D50≦10㎜

10%粒径D10≦1㎜

細粒分含有率
Fc≦35%

液性限界試験，塑性限界試験

No

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

No

No

No

No
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第2-3 図 粒度による液状化判定 港湾基準 

 

 

第2-4 図 発電所建設前の地形立体図 

 

  

３号

２号 １号

※航空レーザー測量で取得した2ｍメッシュのＤＥＭデータに，空中写真により取得した旧地形のＤＥＭデータを合成して作成したもの
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第2-5 図 敷地の被覆層（平面図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2-6 図 敷地の地層分布状況（平面図） 

(a) 埋戻土（掘削ズリ）分布図 

 

 

凡例
：調査位置
：埋戻土（掘削ズリ）
：埋戻土（掘削ズリ）+埋戻土（粘性土）
：埋戻土（掘削ズリ）+砂礫層
：埋戻土（掘削ズリ）+埋戻土（粘性土）+砂礫層
：砂礫層
：岩盤に支持される構造物
：岩盤３号炉

２号炉 １号炉

3号炉建設時の敷地造成・埋立範囲

１，２号炉建設時の敷地造成・埋立範囲

３号炉

２号炉 １号炉

：調査位置

凡例

：埋戻土（掘削ズリ）
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第2-6 図 敷地の地層分布状況（平面図） 

(b) 埋戻土（粘性土）分布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2-6 図 敷地の地層分布状況（平面図） 

(c) 砂礫層分布図 

  

※輪谷湾周辺の砂礫層分布（自社調査（H7）） 
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第2-7 図 敷地の地層分布状況（断面図） 

(a) ３号炉北側エリア分布図  

 

 

① 

② 

深度 
  20.50m 

  
21.00m 

埋戻土（掘削ズリ） 

① 

  26.50m 
  
27.00m 

砂礫層 

② 

 コア写真 

-20.00 

 地質断面図（３号炉北側エリア） 

ＥＬ(m) 

-10.00 

0.00 
 

E-8 

埋戻土（掘削ズリ） 

岩盤 
砂礫層 

① 

② 

H：V≒1：5 

敷地平面図 

 

 

3 号炉北側エリア 

3 号炉 
東側エリア 

1,2 号炉 
北側エリア 

E-8 

３号炉 

２号炉 １号炉 
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第2-7 図 敷地の地層分布状況（断面図） 

(b) ３号炉東側エリア分布図  

深度 
  7.50m 

  
8.00m 

埋戻土（掘削ズリ） 

① 

① 

 コア写真 

ＥＬ(m) 

-10.00 

0.00 

-20.00 

 

E-5 

埋戻土（掘削ズリ） 

岩盤 

H：V≒1：5 地質断面図（３号炉東側エリア） 

① 

 

3 号炉北側エリア 

3 号炉 
東側エリア 

1,2 号炉 
北側エリア 

E-5 

３号炉 

２号炉 １号炉 

 

敷地平面図 
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第2-7 図 敷地の地層分布状況（断面図） 

(c) １，２号炉北側エリア分布図  

① 

深度 
  6.50m   7.00m 

埋戻土（掘削ズリ） 

② 

11.00m 
 
10.50m 

埋戻土（粘性土）   

21.00m 
 

20.50m 

砂礫層 

③ 

② 

③ 

① 

 コア写真 

 

ＥＬ(m) 

-10.00 

0.00 

-20.00 

E-7 

埋戻土 

（掘削ズリ） 

岩盤 砂礫層 

埋戻土（粘性土） 

基礎捨石 

H：V≒1：5 地質断面図（１，２号炉北側エリア） 

② 

① 

③ 

 

3 号炉北側エリア 

3 号炉 
東側エリア 

1,2 号炉 
北側エリア 

３号炉 

２号炉 １号炉 

 

敷地平面図 

E-7  
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第2-8 図 購入地盤材料の使用箇所  

改良地盤

防波壁

← 海 陸 →

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

既設護岸

基礎捨石
岩盤

鋼管杭(φ1.3m，t=22mm)

グラウンドアンカー※

EL15m

▽EL0.46(HWL.) ▽設計地下水位（例）

※グラウンドアンカーの効果を期待しなくても，耐震・耐津波安全性を担保している。

E W

EL15m

消波ブロック

埋戻土
（掘削ズリ）

既設護岸

被覆石

基礎捨石

岩盤

埋戻土
（粘性土）

防波壁
← 海 陸 →

改良地盤 砂礫

鋼管杭（多重管）

被覆コンクリート壁（鉄筋コンクリート造）

▽EL0.46(HWL.)

捨石

▽設計地下水位（例）

N S

３号炉東側護岸・岸壁

１，２号炉北側護岸

取水管

１，２号炉北側護岸 

取水管 

３号炉東側護岸 
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第2-2 表 地盤材料の液状化判定の要否（EL.＋15m以下） 

地盤材料 規 格 分布場所・使用場所 液状化判定の要否

埋戻土
(掘削ズリ)

－ ・概ね全域に分布
粒径2mm未満の砂を含むため，道路橋示方書に基づき液
状化判定を実施する。

埋戻土
(粘性土)

－
・１，２号炉北側護岸
背面に分布

粘土質であるため対象外とする（土の液性限界・塑性限界
試験（JIS A 1205）結果：Ip=27.3）。

砂礫層
(崖錐・海底

堆積物)
－

・１号炉東側に局所的に分布
・３号炉北側に局所的に分布
・輪谷湾内に分布

粒径2mm未満の砂を含むため，道路橋示方書に基づき液
状化判定を実施する。

砕石
20～80mm

(底部のみ5～20mm)
・取水管

粒径の大きい地盤材料であるため港湾基準の「液状化の可
能性あり」の範囲外であること，十分な透水性を有することか
ら，対象外とする。

基礎捨石
200～250mm程度
（30kg/個以上）

・１，２号炉北側護岸
・３号炉東側護岸・岸壁

粒径の大きい地盤材料であるため港湾基準の「液状化の可
能性あり」の範囲外であること，十分な透水性を有することか
ら，対象外とする。

被覆石
700～800mm程度

（1.5t/個）
・１，２号炉北側護岸

粒径の大きい地盤材料であるため港湾基準の「液状化の可
能性あり」の範囲外であること，十分な透水性を有することか
ら，対象外とする。
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第2-9 図 埋戻土（粘性土）の分布状況及び試料採取位置 

 

第2-10 図 採取した埋戻土（粘性土） 

 

  

第2-11 図 塑性図による粘性土の分類 

  

：試料採取位置

凡例

：埋戻土（粘性土）

２号炉 １号炉

液性限界
wL（%）

塑性限界
wp（%）

塑性指数
Ip

埋戻土（粘性土）
（平均値，試験数：22）

48.5 21.2 27.3

※ 地盤工学会，H22：土質試験 基本と手引き に加筆

凡例
：埋戻土（粘性土）

粘土

シルト
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基礎捨石設置状況（防波堤） 

第2-12 図 基礎捨石の設置状況 

 

被覆石寸法（１，２号炉北側護岸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被覆石設置状況（１，２号炉北側護岸） 

第2-13 図 被覆石の寸法及び設置状況 

 

  

消波ブロック

被覆石
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第2-14 図 道路橋示方書に基づく抽出結果 

 

  

塑性指数IP≦15

No

粒度試験（1mあたり1試料程度）

液状化判定を行う
必要がある土層

砂礫層

地下水位が地表面
から10m以内

地表面から20m以内
の飽和土層

50%粒径D50≦10㎜

10%粒径D10≦1㎜

細粒分含有率
Fc≦35%

液性限界試験，塑性限界試験

No

No

No

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

当社の液状化検討対象層
砂礫層，埋戻土（掘削ズリ）

埋戻土
（掘削ズリ）

砂礫層

No

液状化の判定の
対象外の土層

埋戻土（掘削ズリ）

始め

No
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第2-15 図 港湾基準に基づく抽出結果 

 

 

  

特に液状化の 
可能性あり 

液状化の 
可能性あり 

特に液状化の 
可能性あり 

液状化の 
可能性あり 

埋戻土（掘削ズリ）の粒度による液状化判定 

砂礫層の粒度による液状化判定 
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3. 液状化強度特性の網羅性，代表性 

3.1 液状化試験試料採取位置とその代表性 

3.1.1 液状化試験試料採取位置の選定 

 液状化試験試料の採取方法としては，先行他サイトの審査実績及び審査状況を

踏まえると，ロータリー式三重管サンプラー，ＧＰサンプリング，凍結サンプリ

ング及び表層試料採取の４種類（①～④）がある。各試料採取方法の概要及び試

料採取結果等を以下に示す。 

 

①ロータリー式三重管サンプラー 

 ロータリー式三重管サンプラーは，アウターチューブ，インナーチューブ及び

ライナーからなる三重管構造である。ボーリングロッドの回転がアウターチュー

ブに伝わるがインナーチューブは回転しない機構を有しており，試料はインナー

チューブ内側のライナーに収納される。乱れの少ない試料を採取できるサンプリ

ング方法である。 

 埋戻土（掘削ズリ）の採取にあたり，ロータリー式三重管サンプラーにより試

料採取（Φ88mm）を実施した。採取した試料は，局所的に発生する乱れを除いて

乱れの少ない試料であった。一方，埋戻土（掘削ズリ）は150mm程度の玉石を伴う

ため，土の三軸試験の供試体作製・設置方法（JGS 0520），及び粗粒土の三軸試験

の供試体作製・設置方法（JGS 0530）を踏まえると液状化試験に採用可能な区間

は限定的であり，約110mの掘進長に対して供試体として使用可能なものは４体（約

１m）であった。 

 土の三軸試験の供試体作製・設置方法（JGS 0520），及び粗粒土の三軸試験の供

試体作製・設置方法（JGS 0530）に基づき，供試体直径がΦ300mmの場合，試料の

最大粒径は60mm程度まで許容されるが，埋戻土（掘削ズリ）は150mm程度の玉石も

含むことから，採取数（液状化試験に採用可能な供試体数）の改善は困難である。 

 第3-1-1 図に液状化試験試料採取状況を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3-1-1 図 Ｅ－２地点の液状化試験試料採取状況（供試体（S2-10）抜き出し後） 

  

３号炉

２号炉 １号炉

：埋戻土（掘削ズリ）の
液状化試験試料採取位置

：周辺調査位置

凡例

：埋戻土（掘削ズリ）
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②ＧＰサンプリング 

 ＧＰサンプリングは，コアチューブの中にポリマー溶液を内封する単管構造で

ある。サンプリング時に取り込んだ試料がポリマー溶液をサンプラー先端から押

し出すことによりポリマー溶液が潤滑剤の役割を果たし，乱れの原因である試料

とコアチューブとの摩擦を低減することにより，乱れの少ない試料を採取できる

サンプリング方法である。 

 ロータリー式三重管サンプラーによる埋戻土（掘削ズリ）の採取に合わせ，１

地点のみＧＰサンプリングにより試料採取（Φ100mm）を実施したが，回転切削に

伴う礫間の緩みによりコアが動いてコア詰まり（コアチューブ内のコアが自立せ

ずに詰まる）を起こして掘進が不能となること，コアチューブ引き上げ時に掘削

したコアがコアリフターをすり抜けて孔底に脱落することから，以降の試料採取

を取り止めた。 

 また，採取されたコアは，掘進時に発生した不連続面に沿って乱れているもの，

自立しないもので占められていたことから，供試体として採用可能なものは得ら

れなかった。また，埋戻土（掘削ズリ）は150mm程度の玉石を伴うため，土の三軸

試験の供試体作製・設置方法（JGS 0520），及び粗粒土の三軸試験の供試体作製・

設置方法（JGS 0530）を踏まえると液状化試験に採用可能な区間は限定的であっ

た。 

 土の三軸試験の供試体作製・設置方法（JGS 0520），及び粗粒土の三軸試験の供

試体作製・設置方法（JGS 0530）に基づき，供試体直径がΦ300mmの場合，試料の

最大粒径は60mm程度まで許容されるが，埋戻土（掘削ズリ）は150mm程度の玉石も

含むことから，採取数（液状化試験に採用可能な供試体数）の改善は困難である。 

第3-1-2図にＧＰサンプリングにより採取した埋戻土（掘削ズリ）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3-1-2 図 ＧＰサンプリングにより採取した埋戻土（掘削ズリ） 

 

  

３号炉

２号炉 １号炉

：埋戻土（掘削ズリ）の
液状化試験試料採取位置

凡例

：埋戻土（掘削ズリ）

：周辺調査位置

：GPサンプリングによる
試料採取位置
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③凍結サンプリング 

 凍結サンプリングは，原位置で地盤を凍結させ，その状態で試料を採取する方

法であるため，乱れの少ない試料を採取できるサンプリング方法である。 

 凍結サンプリングの適用地盤は凍結に必要な飽和度の高い地盤であることから，

埋戻土（掘削ズリ）のうち地下水位以浅の採取には適用不可と判断した。 

 乱れの少ない試料を採取した場合，埋戻土（掘削ズリ）は150mm程度の玉石を伴

うため，土の三軸試験の供試体作製・設置方法（JGS 0520），及び粗粒土の三軸試

験の供試体作製・設置方法（JGS 0530）に基づき，液状化試験に採用可能な区間

は限定的である。 

 

④表層試料採取 

 表層試料採取は，地表付近の埋戻土（掘削ズリ）を対象として試料の採取を行

う方法である。 

 採取した試料について，土の三軸試験の供試体作製・設置方法（JGS 0520），及

び粗粒土の三軸試験の供試体作製・設置方法（JGS 0530）に準拠し，供試体寸法

に対して適合しない礫を除くことにより，試験基準を満足する供試体を作製可能

である。 

 敷地の被覆層（埋戻土（掘削ズリ））は敷地造成において発生した岩砕を主体と

する材料により埋戻した人工地盤であることから，既往の埋戻土（掘削ズリ）の

粒径加積曲線となるよう粒度調整を行った。また，敷地の埋立工事における施工

管理基準値となるよう密度調整を行った。 

 

 今回，既往のロータリー式三重菅サンプラー及びＧＰサンプリングによる採取実

績を踏まえ，液状化試験データ数を確実に増やす観点から，表層試料採取により

追加試料を採取した。 

 液状化試験試料採取方法及び採取結果を第3-1-1表に示す。 

 

第3-1-1 表 液状化試験試料採取方法及び採取結果 

 

① ロータリー式

三重管サンプラー
② GPサンプリング ③ 凍結サンプリング ④ 表層試料採取

構造 三重管 単管（GP-D） 凍結管による地盤凍結 ー

特徴 乱れの少ない試料を採取可能。 乱れの少ない試料を採取可能。 乱れの少ない試料を採取可能。
試料の寸法調整，粒度調整，
密度調整が可能。

適用範囲 粘性土，砂質土，礫混り土 粘性土，砂質土，礫混り土
砂質土，礫混り土
※凍結に必要な飽和度の

高い地盤に適する。
表層に分布する試料

実施有無 ○ ○
×

（適用不可のため実施しない）

○
（第730回審査会合以降，

追加実施）

試料採取結果

約110mの掘進長に対して供試
体として採用可能なものは4体
（約1m）であった。
乱れの少ない試料を採取したが，
埋戻土（掘削ズリ）は150mm
程度の玉石も含むため試験に採
用可能な区間は限定的であった。

掘進時にコア詰まり及びコアの脱
落が発生した。
採取されたコアは，掘進時に発
生した不連続面に沿って乱れて
いるもの，自立しないもので占め
られていたことから，供試体として
採用可能なものは得られなかった。

ー

採取した試料の寸法調整により，
試験基準に適合する供試体を
作製した。
粒度調整，密度調整により，
現地地盤を再現した供試体を作
製した。

供試体：4体 供試体：0体 ー 供試体：10体
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第3-1-3 図に敷地内の試料採取地点位置図を示す。 

敷地内の液状化評価対象層として，埋戻土（掘削ズリ）及び砂礫層の分布状況

から以下のとおり地点を選定し，試料を採取して液状化試験を実施する。 

埋戻土（掘削ズリ）は３号炉西側から１，２号炉東側に広く分布している。こ

のうち，地下水位以下で埋戻土（掘削ズリ）が厚く分布している護岸法線に沿っ

た地点を広範囲に選定し，ロータリー式三重管サンプラーにより試料採取した（Ｅ

－２～Ｅ－８）。なお，埋戻土（掘削ズリ）に対する液状化試験の位置及びデータ

数について，代表性・網羅性の確保及び保守的な液状化強度の設定の観点から，

これまで液状化試験データが得られていない位置を選定し，表層試料採取を追加

実施した（Ａ～Ｅ）。 

砂礫層は局所的に分布していることから，分布箇所である３号炉北側西端及び

１，２号炉北側東端の地点を選定し，ロータリー式三重管サンプラーにより試料

採取した（Ｅ－１，Ｅ－７，Ｅ－８）。 

ロータリー式三重管サンプラーにより，地表から岩盤まで不攪乱試料の採取を

実施した。供試体作製が可能な試料（巨礫の有無，必要高さ，自立性等）を確認

し，液状化試験を実施した。 

併せて，近傍においてボーリング調査を実施し，標準貫入試験及び粒度試験用

の試料採取を実施した。ロータリー式三重管サンプラーによる液状化試験実施箇

所を第3-1-4 図に示す。 

 

 

第3-1-3 図 試料採取地点位置図  

E-7

E-2

E-5

E-4’

E-6

E-8

E-3

E

A

B

C

D

３号炉

２号炉 １号炉

：周辺調査位置

凡例

：埋戻土（掘削ズリ）

：埋戻土（掘削ズリ）の
液状化試験試料採取位置

E-7

E-8
E-1

３号炉

２号炉 １号炉

：砂礫層の
液状化試験試料採取位置

：周辺調査位置

凡例

：砂礫層
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 第3-1-4 図 ロータリー式三重管サンプラーによる液状化試験実施箇所  

E-2

E-5

E-7

E-4’

E-6

E-1
E-8

E-3
３号炉

２号炉 １号炉

：周辺調査位置

凡例

：液状化試験試料採取位置

凡例  
   ：埋戻土（掘削ズリ,粘性土） 
   ：基礎捨石 
   ：砂礫層 
   ：岩盤 

 

 

 

 

３号炉北側エリア 液状化試験位置図 

3 号炉北側エリア 

３号炉東側エリア 液状化試験位置図 

3 号炉東側エリア 

１，２号炉北側エリア 液状化試験位置図 

1,2 号炉北側エリア 

凡例  

   ：液状化試験実施箇所 

（埋戻土（掘削ズリ）） 

   ：液状化試験実施箇所（砂礫層） 

標高(m)

-10.00

0.00

-20.00

E-1 E-8 E-2

(ボーリング孔及び液状化試験実施箇所は投影位置) H：V≒1：5

E →

EL (m)
← W

標高(m)

-10.00

0.00

-20.00

E-3 E-4’
E-5

H：V≒1：5

(ボーリング孔及び液状化試験実施箇所は投影位置)

S→← N

EL (m)

標高(m)

-10.00

0.00

-20.00

E-6 E-7

H：V≒1：5(ボーリング孔及び液状化試験実施箇所は投影位置)

埋戻土（掘削ズリ）

埋戻土（粘性土）

E→

EL (m)
← W

 液状化試験箇所位置図（平面図） 
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敷地の被覆層（埋戻土（掘削ズリ））は敷地造成において発生した岩砕を主体と

する材料により埋戻した人工地盤であることから，埋戻土（掘削ズリ）の粒径加

積曲線となるように粒度調整行い，敷地の埋立工事における施工管理基準値とな

るよう密度調整を行うことにより，人工地盤である敷地の被覆層（埋戻土（掘削

ズリ））を再現した供試体を作製する。 

 路盤材以深の埋戻土（掘削ズリ）を対象として表層試料採取を実施した（Ａ～

Ｅ地点）。また，表層試料採取にあたり，巨礫を除いて採取した。 

第 3-1-5 図に採取試料状況及び巨礫の例を示す。 

第 3-1-5 図 採取状況及び巨礫の例 

採取試料状況（A地点） 巨礫の例

：周辺調査位置

凡例

：埋戻土（掘削ズリ）

：埋戻土（掘削ズリ）の
液状化試験試料採取位置
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既往の試料採取位置の粒径加積曲線と同等になるよう，最大粒径 53mm として表

層採取試料の粒度調整を実施した。粒度調整後の表層採取試料の粒径加積曲線を

第 3-1-6 図に示す。 

表層採取試料の細粒分含有率を第 3-1-6 図に示す。表層採取試料の細粒分含有

率の平均値は，既往の試料採取位置の細粒分含有率の平均値及び平均値-1σ値の

範囲内である。 

土の三軸試験の供試体作製・設置方法（JGS 0520）に基づき，表層採取試料に

よる供試体を作製した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3-1-6 図 表層採取試料及び既往の試料採取位置の粒径加積曲線及び細粒分

含有率 

  

表層採取試料の細粒分含有率

細粒分含有率（％）

A 6.6/6.5

B 13.3

C 4.2

D 8.0

E 6.9

平均値 7.6

表層採取試料の粒径加積曲線

特に液状化の
可能性あり

液状化の
可能性あり

凡例

：既往の試料採取位置

：表層採取試料
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３号炉建設時の敷地の埋戻しに当たり，大型締固め試験により乾燥密度ρdを算

出した（締固めエネルギー1.0Ecの乾燥密度ρd＝1.874g/cm3）。乾燥密度ρd＝

1.874g/cm3を踏まえ，礫補正後乾燥密度ρd’＝1.95g/cm3を算出し，施工管理基準

値とした。 

礫補正後乾燥密度とは，粒径53mm以下の材料を対象に実施した大型締固め試験

結果に対し，53mm以上の礫を含む実際の埋戻土（掘削ズリ）の乾燥密度を算出す

るための補正である。したがって，表層採取試料の最大粒径は53mmであることか

ら，表層採取試料による供試体作製に当たっては，乾燥密度ρd＝1.874g/cm3を目

標値とした。 

供試体作製は，土の三軸試験の供試体作製・設置方法（JGS 0520）に準拠して

実施した。試料を５層に分けてモールド（直径100mm）に入れ，静的締固め法によ

り作製した。 

以上の方法により表層採取試料による供試体を作製し，土の繰返し非排水三軸

試験方法（JGS 0541）を実施した。 

第 3-1-7 図に表層採取試料による供試体の乾燥密度を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3-1-7図 表層採取試料による供試体の乾燥密度 

  

締固めエネルギーと乾燥密度の関係図

締固めエネルギー（Ec） 0.5 1.0 2.0 3.0 5.0

乾燥密度ρd（g/cm3） 1.801 1.874 1.933 1.974 2.013

1.5

1.7

1.9

2.1

2.3

2.5

0.5 1.0 2.0 3.0 5.0

乾燥密度
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乾
燥
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d
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g
/c
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3
）

4条-別紙11-28



 

3.1.2 液状化試験試料採取位置の代表性確認 

液状化試験試料採取位置における基本物性（粒径加積曲線，Ｎ値・細粒分含有

率）について，第3-1-8～17 図に示す。 

液状化試験試料採取位置の代表性確認を目的に，液状化試験試料採取位置と周

辺調査位置を含めた敷地全体との比較，検討を行った。比較する指標としては，

Ｎ値，細粒分含有率を選定する。第3-1-2 表に各基準類における液状化強度比RL と

基本物性の相関性を示す。 

Ｎ値は，各基準類の液状化判定における液状化強度比RL の算定式がいずれもＮ

値をパラメータとした式であり，また，有効応力解析（ＦＬＩＰ）の簡易設定法

にＮ値がパラメータとして用いられており，液状化強度比RLとの相関が最も高いと

考えられることから，指標として選定する。 

細粒分含有率は，各基準類の液状化判定における液状化強度比RL の算定式にお

いて，液状化強度比RLを補正するパラメータとして用いられており，液状化強度比

RLとの相関が高いと考えられることから，指標として選定する。 

Ｅ－２～Ｅ－８の埋戻土層の基本物性に関する評価は以下のとおり。 

 

【Ｅ－２の埋戻土（掘削ズリ）】 

・Ｅ－２は３号炉北側エリアのEL.＋6.5m盤上の地点であり，地表面から岩盤（約

EL.－15m）まではすべて埋戻土（掘削ズリ）である。 

・Ｅ－２の埋戻土（掘削ズリ）の粒度分布について，D50は10mm以上となっており，

道路橋示方書及び港湾基準のいずれにおいても液状化の判定を行う必要がある

土層には該当しない。 

・Ｎ値は概ね20程度である。また，細粒分含有率は概ね10％程度である。 

 

【Ｅ－３の埋戻土（掘削ズリ）】 

・Ｅ－３は３号炉東側エリアのEL.＋8.5m盤上の地点であり，地表面から岩盤（約

EL.－10m）まではすべて埋戻土（掘削ズリ）である。 

・Ｅ－３の埋戻土（掘削ズリ）の粒度分布について，D50は10mm以上となっており，

道路橋示方書及び港湾基準のいずれにおいても液状化の判定を行う必要がある

土層には該当しない。 

・Ｎ値は概ね20程度である。また，細粒分含有率は概ね10％程度である。 

 

【 Ｅ－４’の埋戻土（掘削ズリ）】 

・Ｅ－４’は３号炉東側エリアのEL.＋8.5m盤上の地点であり，地表面から岩盤（約

EL.0m）まではすべて埋戻土（掘削ズリ）である。 

・Ｅ－４’の埋戻土（掘削ズリ）の粒度分布は， D50は10mm以上となっており，道

路橋示方書及び港湾基準のいずれにおいても液状化の判定を行う必要がある土

層には該当しない。 

・Ｎ値は概ね30程度である。また，細粒分含有率は概ね10％程度である。 
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【Ｅ－５の埋戻土（掘削ズリ）】 

・Ｅ－５は３号炉東側エリアのEL.＋6.0m盤上の地点であり，地表面から岩盤（約

EL.－３m）まではすべて埋戻土（掘削ズリ）である。 

・Ｅ－５の埋戻土（掘削ズリ）の粒度分布は， D50は10mm以上となっており，道路

橋示方書及び港湾基準のいずれにおいても液状化の判定を行う必要がある土層

には該当しない。 

・Ｎ値は概ね10程度である。また，細粒分含有率は概ね10％程度である。 

 

【Ｅ－６の埋戻土（掘削ズリ）】 

・Ｅ－６は１，２号炉北側エリアのEL.＋8.5m盤上の地点であり，地表面から岩盤

（約EL.－10m）にかけて，上から順に埋戻土（掘削ズリ），埋戻土（粘性土），

基礎捨石が存在する。 

・そのうち，Ｅ－６の埋戻土（掘削ズリ）の粒度分布は， D50は10mm以上となって

おり，道路橋示方書及び港湾基準のいずれにおいても液状化の判定を行う必要

がある土層には該当しない。 

・Ｎ値は概ね20程度である。また，細粒分含有率は概ね10％程度である。 

 

【Ｅ－７の埋戻土（掘削ズリ）】 

・Ｅ－７は１，２号炉北側エリアのEL.＋8.5m盤上の地点であり，地表面から岩盤

（約EL.－10m）にかけて，上から順に埋戻土（掘削ズリ），埋戻土（粘性土），

基礎捨石，砂礫層が存在する。 

・そのうち，Ｅ－７の埋戻土（掘削ズリ）の粒度分布は，港湾基準において，液

状化の可能性がある土層には該当しない。 

また，D50は10mm以下，D10は１mm以下であるが，IPが15以上であるため，道路橋

示方書において液状化の判定を行う必要がある土層には該当しない。 

・Ｎ値は概ね10程度である。また，細粒分含有率は概ね10％程度である。 

 

【Ｅ－８の埋戻土（掘削ズリ）】 

・Ｅ－８は３号炉北側エリアのEL.＋6.5m盤上の地点であり，地表面から岩盤（約

EL.－20m）にかけて，上方に埋戻土（掘削ズリ）が存在し，岩盤上に厚さ最大

5m程度の砂礫層が存在する。 

・そのうち，Ｅ－８の埋戻土（掘削ズリ）の粒度分布は， D50は10mm以上となって

おり，道路橋示方書及び港湾基準のいずれにおいても液状化の判定を行う必要

がある土層には該当しない。 

・Ｎ値は概ね20程度である。また，細粒分含有率は概ね10％程度である。 
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次に，砂礫層の基本物性に関する評価は以下のとおり。 

 

【Ｅ－１の砂礫層】 

・Ｅ－１は３号炉北側エリアのEL.＋6.5m盤上の地点であり，地表面から岩盤（約

EL.－20m）にかけて，上方に埋戻土（掘削ズリ）が存在し，岩盤上に厚さ最大

5m程度の砂礫層が存在する。 

・そのうち，Ｅ－１の砂礫層の粒度分布は，港湾基準において，液状化の可能性

がある土層には該当しない。 

また，D50が10mm以下，D10が１mm以下及び細粒分含有率が35％以下である試料が

あるため，道路橋示方書において液状化の判定を行う必要がある土層に該当する。 

・Ｎ値は概ね20程度である。また，細粒分含有率は概ね20％程度である。 

 

【Ｅ－７の砂礫層】 

・Ｅ－７は１，２号炉北側エリアのEL.＋8.5m盤上の地点であり，地表面から岩盤

（約EL.－10m）にかけて，上から順に埋戻土（掘削ズリ），埋戻土（粘性土），

基礎捨石，砂礫層が存在する。 

・そのうち，Ｅ－７の砂礫層の粒度分布は，港湾基準において，液状化の可能性

がある土層には該当しない。 

また，D50が10mm以下，D10が１mm以下及び細粒分含有率が35％以下である試料が

あるため，道路橋示方書において液状化の判定を行う必要がある土層に該当する。 

・Ｎ値は概ね10程度である。また，細粒分含有率は概ね10％程度である。 

 

【Ｅ－８の砂礫層】 

・Ｅ－８は３号炉北側エリアのEL.＋6.5m盤上の地点であり，地表面から岩盤（約

EL.－20m）にかけて，上方に埋戻土（掘削ズリ）が存在し，岩盤上に厚さ最大

5m程度の砂礫層が存在する。 

・そのうち，Ｅ－８の砂礫層の粒度分布は，港湾基準において，液状化の可能性

がある土層には該当しない。 

また，D50が10mm以下，D10が１mm以下及び細粒分含有率が35％以下である試料が

あるため，道路橋示方書において液状化の判定を行う必要がある土層に該当する。 

・Ｎ値は概ね20程度である。また，細粒分含有率は概ね20％程度とばらつきが大

きい。 
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各基準における設計で設定する地盤物性値のばらつきに対する考え方は,「地盤

工学会基準 JGS 4001：性能設計概念に基づいた基礎構造物等に関する設計原則

（2006）」や「港湾基準」，「道路橋示方書」によると,平均値を原則とし，ばらつ

きを考慮する場合は変動係数等などに応じて設定するという考え方が示されてい

る。 

液状化試験試料採取位置と周辺調査位置を含めた敷地全体とのＮ値等の比較に

際しては，各基準における地盤物性値のばらつきに対する考え方を参考に，「平均

値」及び平均値から標準偏差σを減じた「平均値-1σ（以下「-1σ値」という）」

について整理した。 

第3-1-3 表に各基準類における地盤物性値のばらつきに対する考え方を示す。 

【地盤工学会基準 JGS 4001：性能設計概念に基づいた基礎構造物等に関する設計

原則（2006）】 

･設計に用いる「特性値」の決定にあたっては，過去の経験にもとづき，地盤パラ

メータのばらつきや単純化したモデルの適用性に十分留意しなければならない。 

・この特性値は，原則として導出値の平均値（期待値）である。この平均値は単

なる機械的な平均値ではなく，統計的な平均値の推定誤差を勘案したものでな

ければならない。

・特性値を示すにあたっては，地盤の特性を記述するために，特性値に加えて，

導出値のばらつきの指標（たとえば標準誤差や変動係数）を含めることが望ま

しい。

【港湾基準】 

・性能照査に用いる地盤定数の設計用値は，原則として地盤工学会基準 JGS 4001

に基づき，推定する。

・地盤定数の代表値である特性値は，データ数が十分かつ導出値のばらつきが小

さい場合には，原則として導出値の平均値をもって算定することができる。た

だし，データ数が不足している場合（10個未満）及び導出値のばらつきが大き

い場合には，導出値の平均値を補正したうえで，特性値を設定する必要がある。

・特性値は，導出値のばらつきに関する補正係数b1を標準偏差として定義される

変動係数に応じて設定することにする。

【道路橋示方書】 

・地盤は複雑でばらつきの大きい材料であるが，設計に用いる地盤定数は，基礎

に作用する荷重に対して，その条件下で最も高い確率で起こり得る基礎の挙動

を推定するものである。したがって，地盤定数は，計算式の精度や特性を考慮

したうえで，当該地盤の平均的な値と考えられるものを求めることが原則であ

る。

・自然地盤から得られる計測データは多様で，しかもばらつくのが普通である。
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データのばらつきだけでなく，データ数を合理的に評価して設計に用いる地盤

定数を定める必要がある。 

液状化試験を実施した箇所のうち，埋戻土（掘削ズリ）及び砂礫層の液状化試

験試料採取位置と周辺調査位置を含めた敷地全体や防波壁近傍におけるＮ値や物

理特性（細粒分含有率）の比較を行い，代表性を確認した。第3-1-18 図に比較対

象位置図を，第3-1-19 図に各土層の基本物性の比較結果を示す。なお，各種試験

は，JIS に基づき実施した。 

Ｅ－２～Ｅ－８地点の埋戻土（掘削ズリ）は，敷地全体と比べて，Ｎ値及び細

粒分含有率ともに，液状化試験試料採取位置の平均値及び-1σ値が，敷地全体の

ばらつき（±1σ）の範囲内であることから，液状化試験試料採取位置は代表性を

有していると評価した。また，埋戻土（掘削ズリ）は敷地全体に分布するため，

場所によって埋戻土（掘削ズリ）の性状が異なる懸念があることから，敷地の広

範囲にわたって設置された防波壁に着目して，液状化試験試料採取位置と３つの

構造形式の防波壁近傍の基本物性を比較したところ，Ｎ値及び細粒分含有率とも

に，液状化試験試料採取位置の平均値が，防波壁近傍のばらつき（±1σ）の範囲

内であることから，液状化試験試料採取位置は代表性を有していると評価した。 

Ｅ－１，Ｅ－７，Ｅ－８地点の砂礫層の細粒分含有率は，液状化試験試料採取

位置の平均値及び-1σ値が，敷地全体のばらつき（±1σ）の範囲内であった。ま

た，Ｎ値は，液状化試験試料採取位置の平均値は敷地全体のばらつき（±1σ）の

範囲内であり，液状化試験試料採取位置の-1σ値は敷地全体のばらつき（±1σ）

の範囲から僅かに外れているものの概ね一致していることから，液状化試験試料

採取位置は代表性を有していると評価した。なお，砂礫層は敷地の局所的な範囲

で確認されており，液状化試験試料採取位置と敷地全体の調査位置とは近接して

いる。 
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Ｅ－２地点の液状化試験試料の粒径加積曲線 

 

Ｅ－２地点のボーリング調査試料及び液状化試験試料の試験結果 

 

 

第 3-1-8 図 液状化試験試料採取位置の基本物性（Ｅ－２の埋戻土（掘削ズリ）） 
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Ｅ－３地点の液状化試験試料の粒径加積曲線 

  

 

 

Ｅ－３地点のボーリング調査試料及び液状化試験試料の試験結果 

第 3-1-9 図 液状化試験試料採取位置の基本物性（Ｅ－３の埋戻土（掘削ズリ）） 

  

4条-別紙11-35



 

 

Ｅ－４’地点の液状化試験試料の粒径加積曲線 

 

 

 

Ｅ－４’地点のボーリング調査試料及び液状化試験試料の試験結果 

第 3-1-10図 液状化試験試料採取位置の基本物性（Ｅ－４’の埋戻土（掘削ズリ）） 
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Ｅ－５地点の液状化試験試料の粒径加積曲線 

 

 

 

Ｅ－５地点のボーリング調査試料及び液状化試験試料の試験結果 

第 3-1-11 図 液状化試験試料採取位置の基本物性（Ｅ－５の埋戻土（掘削ズリ）） 
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Ｅ－６地点の液状化試験試料の粒径加積曲線 

 

 

 

Ｅ－６地点のボーリング調査試料及び液状化試験試料の試験結果 

第 3-1-12 図 液状化試験試料採取位置の基本物性（Ｅ－６の埋戻土（掘削ズリ）） 
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Ｅ－７地点の液状化試験試料の粒径加積曲線 

 

 

 

Ｅ－７地点のボーリング調査試料及び液状化試験試料の試験結果 

第 3-1-13 図 液状化試験試料採取位置の基本物性（Ｅ－７の埋戻土（掘削ズリ）） 
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Ｅ－８地点の液状化試験試料の粒径加積曲線 

Ｅ－８地点のボーリング調査試料及び液状化試験試料の試験結果 

第 3-1-14 図 液状化試験試料採取位置の基本物性（Ｅ－８の埋戻土（掘削ズリ）） 
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Ｅ－１地点の液状化試験試料の粒径加積曲線 

 

 

 

Ｅ－１地点のボーリング調査試料及び液状化試験試料の試験結果 

第 3-1-15 図 液状化試験試料採取位置の基本物性（Ｅ－１の砂礫層） 
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Ｅ－７地点の液状化試験試料の粒径加積曲線 

 

 

 

Ｅ－７地点のボーリング調査試料及び液状化試験試料の試験結果 

第 3-1-16 図 液状化試験試料採取位置の基本物性（Ｅ－７の砂礫層） 
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Ｅ－８地点の液状化試験試料の粒径加積曲線 

 

 

 

Ｅ－８地点のボーリング調査試料及び液状化試験試料の試験結果 

第 3-1-17 図 液状化試験試料採取位置の基本物性（Ｅ－８の砂礫層） 
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第3-1-2 表 各基準類における液状化強度比RL と基本物性の相関性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3-1-3 表 各基準類における地盤物性値のばらつきに対する考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基準類名 地盤物性値のばらつきに対する考え方

地盤工学会基準
JGS4001

･設計に用いる「特性値」の決定にあたっては，過去の経験にもとづき，地盤パラメータのばらつきや単純化したモデルの
適用性に十分留意しなければならない。

・この特性値は，原則として導出値の平均値（期待値）である。この平均値は単なる機械的な平均値ではなく，統
計的な平均値の推定誤差を勘案したものでなければならない。

・特性値を示すにあたっては，地盤の特性を記述するために，特性値に加えて，導出値のばらつきの指標（たとえば標
準誤差や変動係数）を含めることが望ましい。

港湾基準

・性能照査に用いる地盤定数の設計用値は，原則として地盤工学会基準JGS4001に基づき，推定する。

・地盤定数の代表値である特性値は，データ数が十分かつ導出値のばらつきが小さい場合には，原則として導出値の
平均値をもって算定することができる。ただし，データ数が不足している場合（10個未満）及び導出値のばらつきが大
きい場合には，導出値の平均値を補正した上で，特性値を設定する必要がある。

・特性値は，導出値のばらつきに関する補正係数b1を標準偏差として定義される変動係数に応じて設定することにする。

道路橋示方書

・地盤は複雑でばらつきの大きい材料であるが，設計に用いる地盤定数は，基礎に作用する荷重に対して，その条件
下で最も高い確率で起こり得る基礎の挙動を推定するものである。したがって，地盤定数は，計算式の精度や特性を
考慮したうえで，当該地盤の平均的な値と考えられるものを求めることが原則である。

・自然地盤から得られる計測データは多様で，しかもばらつくのがふつうである。データのばらつきだけでなく，データ数を合
理的に評価して設計に用いる地盤定数を定める必要がある。

※σ：標準偏差

基準類名
液状化強度比RLの算定

に用いる主物性

液状化強度比RLの補正

に用いる物性

道路橋示方書・同解説 V 耐震設計編，日本道路協会，H24

（下水道施設の耐震対策指針と解説，日本下水道協会，H18)

（河川砂防技術基準（案）同解説 設計編，日本河川協会編，H9）

（高圧ガス設備等耐震設計指針，高圧ガス保安協会，H12）

N値

（有効上載圧を考慮した

補正を行う）

細粒分含有率Fc

港湾の施設の耐震設計に係る当面の措置（その2），日本港湾協会，H19

（部分改訂，H24）
細粒分含有率Fc

建築基礎構造設計指針，日本建築学会，H13

（水道施設耐震工法指針・同解説，日本水道協会，H9）
細粒分含有率Fc

鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震設計，（財）鉄道総合技術研究所，
H24

細粒分含有率Fc

平均粒径D50

港湾の施設の技術上の基準・同解説，日本港湾協会，H19

埋立地の液状化対策ハンドブック（改訂版），運輸省港湾局監修，H9
細粒分含有率Fc
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埋戻土(掘削ズリ) 

砂礫層 

第3-1-18 図 比較対象位置図 

３号炉

２号炉 １号炉

E-8

E-7

E-1 ：砂礫層の
液状化試験試料採取位置

：周辺調査位置

凡例

：砂礫層
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第 3-1-19 図 液状化試験試料採取位置と敷地全体の基本物性比較（埋戻土(掘削

ズリ)） 

Ｎ値の比較（埋戻土（掘削ズリ）） 

(a) Ｎ値
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第 3-1-19 図 液状化試験試料採取位置と敷地全体の基本物性比較（埋戻土(掘削

ズリ)） 

細粒分含有率の比較（埋戻土（掘削ズリ）） 

(b) 細粒分含有率
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第 3-1-19 図 液状化試験試料採取位置と防波壁近傍の基本物性比較（埋戻土(掘

削ズリ)） 

Ｎ値の比較（埋戻土（掘削ズリ））

(a) Ｎ値
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第 3-1-19 図 液状化試験試料採取位置と防波壁近傍の基本物性比較（埋戻土(掘

削ズリ)） 

細粒分含有率の比較（埋戻土（掘削ズリ）） 

(b) 細粒分含有率
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第 3-1-19 図 液状化試験試料採取位置と敷地全体の基本物性比較（砂礫層） 

：砂礫層の
液状化試験試料採取位置

：周辺調査位置

凡例

：砂礫層

E-8

E-7

３号炉

２号炉 １号炉

E-1

液状化試験試料採取位置

N
値

敷
地
全
体

Ｎ値の比較（砂礫層） 

(a) Ｎ値
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第 3-1-19 図 液状化試験試料採取位置と敷地全体の基本物性比較（砂礫層） 

：砂礫層の
液状化試験試料採取位置

：周辺調査位置

凡例

：砂礫層

E-8

E-7

３号炉

２号炉 １号炉

E-1

液状化試験試料採取位置

細
粒

分
含

有
率

F
c

敷
地
全
体

細粒分含有率の比較（砂礫層）

(b) 細粒分含有率
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3.2 液状化試験結果 

3.2.1 液状化試験方法 

地盤工学会では，地盤の液状化強度特性を求めるための繰返し非排水三軸試験

方法（JGS 0541）（地盤工学会，H21）が規定されている。実務的には，地盤の液

状化強度特性を求める試験方法として，繰返し非排水三軸試験のほかに，中空円

筒供試体による繰返しねじりせん断試験等が用いられる。(安田,H3) 

第3-2-1図に一般的な液状化試験方法の例を，第3-2-2 図に液状化試験結果の例

を示す。 

繰返し非排水三軸試験では，等方に拘束圧をかけた状態で軸方向に外力を繰返

し与えて液状化させるので，圧縮側と引張側で応力経路やひずみの生じ方が異な

る。一方，繰返しねじりせん断試験では，円周方向に回転させるように外力を加

える。原地盤の拘束圧に近い異方応力状態での試験も可能である。また，応力経

路も原地盤に近い挙動となる。 

ただし，実務では装置や操作が比較的容易であり，実績の多い繰返し非排水三

軸試験が用いられることが多い。また，繰返しねじりせん断試験では中空の円筒

状の供試体を用いるので，粒径が大きい試料には適用が困難である。 

以上を踏まえ，埋戻土（掘削ズリ）及び砂礫層を対象とした液状化試験を実施

するに当たり，繰返し非排水三軸試験を採用した。 

実施した繰返し非排水三軸試験の概要を第3-2-3 図に示す。 

第3-2-1 図 一般的な液状化試験方法の例 

（吉田，H22） 
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(a) 繰返しねじりせん断試験      (b)繰返し非排水三軸試験

第3-2-2 図 液状化試験結果の例 

[上図：応力-ひずみ関係，下図：応力経路] 

（土木学会，H15） 
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試験の概要 

・土の繰返し非排水三軸試験方法（JGS 0541-2009）を参考に実施。なお，供試体

はロータリー式三重管サンプラー及び表層試料採取により採取した試料とした。 

【試験概要】 

・供試体寸法 ：外径88mm，高さ176mm

・載荷波形  ：正弦波（0.1Hz）  

・拘束圧  ：供試体平均深度の有効土被り圧を考慮して設定 

・両振幅軸ひずみ10％に達するまで試験を実施する。

・所定の両振幅軸ひずみ（１，２，５，10％）及び過剰間隙水圧比0.95の繰返し

回数を評価。 

第3-2-3 図 繰返し非排水三軸試験の概要 
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3.2.2 液状化試験結果の分類に対する基本的考え方 

レベル２地震動による液状化研究小委員会活動成果報告書（土木学会，H15）で

は，地盤の液状化及びそれに関連する事象の定義として，以下のように記載され

ている。第3-2-4 図に地盤の強度とダイレイタンシー特性の概要を示す。 

【液状化】 

地震の繰返しせん断力などによって，飽和した砂や砂礫などの緩い非粘性土か

らなる地盤内での間隙水圧が上昇・蓄積し，有効応力がゼロまで低下し液体状と

なり，その後地盤の流動を伴う現象。 

【サイクリックモビリティ】 

繰返し載荷において土が「繰返し軟化」する過程で，限られたひずみ範囲では

せん断抵抗が小さくなっても，ひずみが大きく成長しようとすると，正のダイレ

イタンシー特性のためにせん断抵抗が急激に作用し，せん断ひずみの成長に歯止

めがかかる現象。主に，密な砂や礫質土，過圧密粘土のように正のダイレイタン

シー特性が著しい土において顕著に現れる。

【繰返し軟化】 

繰返し載荷による間隙水圧上昇と剛性低下によりせん断ひずみが発生し，それ

が繰返し回数とともに徐々に増大するが，土の持つダイレイタンシー特性や粘性

のためにひずみは有限の大きさにとどまり，大きなひずみ範囲にいたるまでの流

動は起きない。 

これらの事象のうちサイクリックモビリティは，その現象の違いから一般的に

液状化とは区別されている（第3-2-1 表参照）。以下に既往文献におけるサイクリ

ックモビリティの記述を示す。また，第3-2-5 図及び第3-2-6 図に緩い砂と密な

砂の液状化試験結果の比較を示し，液状化とサイクリックモビリティの違いを整

理した。 

・サイクリックモビリティとは，砂などの繰返し載荷において，有効拘束圧がゼ

ロに近づいてから，載荷時にせん断剛性の回復，除荷時に有効応力の減少を繰

り返していくが，ひずみは有限の大きさにとどまる現象であり，液状化とは区

別して用いられることがある。（地盤工学会，H18） 

・地盤の液状化は，緩い砂地盤が繰り返しせん断を受け，せん断振幅が急増し，

地盤全体が泥水状態となり，噴砂や噴水を伴うことが多いので，現象的にサイ

クリックモビリティとは異なる。（井合，H20）

・サイクリックモビリティにおいて，有効応力がゼロになるのは，せん断応力が

ゼロになる瞬間だけであり，せん断応力が作用している間は有効応力が存在す

るので，間隙水圧比が100％に達した後でも，繰返しせん断に対して相当な剛性

を保持する。（吉見，H3）

・密詰めの場合には大ひずみは生じない。一時的に有効拘束圧が０になっても，

その後にせん断力を加えると負の過剰間隙水圧が発生して有効拘束圧が増加

（回復）し，有限の小さなひずみ振幅しか発生しない。この現象を“サイクリ
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ックモビリティー”と呼んで液状化と区別することもある。（安田，H3） 

 

これらの知見を踏まえて，液状化試験結果を，「液状化」，「繰返し軟化（サイク

リックモビリティ含む）」及び「非液状化」の３つに大別することとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3-2-4 図 地盤の強度とダイレイタンシー特性の概要 

 

第3-2-1 表 液状化試験結果の分類 
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第3-2-5 図 緩い砂の液状化試験結果 

第3-2-6 図 密な砂の液状化試験結果 

4条-別紙11-57



3.2.3 試験結果の分類 

第3-2-2～16 表に各土層の液状化試験結果を，第3-2-7～21 図に各土層の液状

化試験結果の例を，第3-2-17 表に液状化試験結果のまとめを示す。 

【Ｅ－２地点（埋戻土(掘削ズリ)）】 

・いずれの試料においても，過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0

に近づき（0.95を上回り），せん断ひずみは緩やかに上昇した。また，有効応

力は減少するがせん断変形時の正のダイレイタンシー特性により回復した。

【Ｅ－３地点（埋戻土(掘削ズリ)）】 

・いずれの試料においても，過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0

に近づき（0.95を上回り），せん断ひずみは緩やかに上昇した。また，有効応力

は減少するがせん断変形時の正のダイレイタンシー特性や粘性により回復した。 

【Ｅ－４’地点（埋戻土(掘削ズリ)）】 

・S4-5は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0に近づき（0.95を上

回り），せん断ひずみは緩やかに上昇した。また，有効応力は減少するがせん断

変形時の正のダイレイタンシー特性や粘性により回復した。

・S4-6，S4-8-2は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返すが，0.95を上回らなかっ

た。 

【Ｅ－５地点（埋戻土(掘削ズリ)）】 

・過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0に近づき（0.95を上回り），

せん断ひずみは緩やかに上昇した。また，有効応力は減少するがせん断変形時

の正のダイレイタンシー特性や粘性により回復した。

【Ｅ－６地点（埋戻土(掘削ズリ)）】 

・S6-1-2は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0に近づき（0.95を

上回り），せん断ひずみは緩やかに上昇した。また，有効応力は減少するがせん

断変形時の正のダイレイタンシー特性や粘性により回復した。

・S6-1-1，S6-3は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0に近づき（0.95

を上回り），せん断ひずみは緩やかに上昇した。また，有効応力は減少するがせ

ん断変形時の正のダイレイタンシー特性により回復した。 

【Ｅ－７地点（埋戻土(掘削ズリ)）】 

・過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0に近づき（0.95を上回り），

せん断ひずみは緩やかに上昇した。また，有効応力は減少するがせん断変形時

の正のダイレイタンシー特性や粘性により回復した。
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【Ｅ－８地点（埋戻土(掘削ズリ)）】 

・S8-4 ③は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0に近づき（0.95

を上回り），せん断ひずみは緩やかに上昇した。また，有効応力は減少するがせ

ん断変形時の正のダイレイタンシー特性や粘性により回復した。 

・S8-2，S8-4 ④は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0に近づき

（0.95を上回り），せん断ひずみは緩やかに上昇した。また，有効応力は減少す

るがせん断変形時の正のダイレイタンシー特性により回復した。 

 

【Ａ地点（埋戻土(掘削ズリ)）】 

・Ａ①は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0に近づき（0.95を上

回り），せん断ひずみは緩やかに上昇した。また，有効応力は減少するがせん断

変形時の正のダイレイタンシー特性により回復した。 

・Ａ②は過剰間隙水圧比が0.95を上回る前に両振幅軸ひずみＤＡが10％を上回っ

た。 

 

【Ｂ地点（埋戻土(掘削ズリ)）】 

・Ｂ①は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0に近づき（0.95を上

回り），せん断ひずみは緩やかに上昇した。また，有効応力は減少するがせん断

変形時の正のダイレイタンシー特性により回復した。 

・Ｂ②は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返すが，0.95を上回らなかった。 

 

【Ｃ地点（埋戻土(掘削ズリ)）】 

・Ｃ①～④は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0に近づき（0.95

を上回り），せん断ひずみは緩やかに上昇した。また，有効応力は減少するがせ

ん断変形時の正のダイレイタンシー特性により回復した。 

 

【Ｄ地点（埋戻土(掘削ズリ)）】 

・Ｄ①は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返すが，0.95を上回らなかった。 

 

【Ｅ地点（埋戻土(掘削ズリ)）】 

・Ｅ①は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0に近づき（0.95を上

回り），せん断ひずみは緩やかに上昇した。また，有効応力は減少するがせん断

変形時の正のダイレイタンシー特性や粘性により回復した。 
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【Ｅ－１地点（砂礫層）】 

・S1-23-3，S1-24及びS1-25は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0

に近づき（0.95を上回り），せん断ひずみは緩やかに上昇した。また，有効応力

は減少するがせん断変形時の正のダイレイタンシー特性や粘性により回復した。 

・S1-26は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0に近づき（0.95を

上回り），せん断ひずみは緩やかに上昇した。また，有効応力は減少するがせん

断変形時の正のダイレイタンシー特性により回復した。

【Ｅ－７地点（砂礫層）】 

・S7-15及びS7-17は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0に近づき

（0.95を上回り），せん断ひずみは緩やかに上昇した。また，有効応力は減少す

るがせん断変形時の正のダイレイタンシー特性や粘性により回復した。

・S7-16は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0に近づき（0.95を

上回り），せん断ひずみは緩やかに上昇した。また，有効応力は減少するがせん

断変形時の正のダイレイタンシー特性により回復した。

【Ｅ－８地点（砂礫層）】 

・S8-23-1及びS8-25は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0に近づ

き（0.95を上回り），せん断ひずみは緩やかに上昇した。また，有効応力は減少

するがせん断変形時の正のダイレイタンシー特性や粘性により回復した。

・S8-24は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0に近づき（0.95を

上回り），せん断ひずみは緩やかに上昇した。また，有効応力は減少するがせん

断変形時の正のダイレイタンシー特性により回復した。
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埋戻土（掘削ズリ）の液状化試験は，土の繰返し非排水三軸試験方法（JGS 0541）

に準拠し実施した。 

試験結果は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0に近づき（0.95

を上回り），せん断ひずみは緩やかに上昇する。また，有効応力は保持している，

若しくは減少するがせん断変形時の正のダイレイタンシー特性により回復した。

一方，Ｅ－４’地点及びＤ地点では過剰間隙水圧比が0.95を上回らなかった。こ

れらの状況から，埋戻土（掘削ズリ）は非液状化，若しくは繰返し軟化（サイク

リックモビリティ含む）であると判断した。

供試体直径の１／５を超える礫を含む供試体については，土の三軸試験の供試

体作製・設置方法（JGS 0520）を満足しないため，試験結果を参考値とし，以降

の評価には採用しない。埋戻土（掘削ズリ）の液状化試験結果のうち，供試体直

径の１／５を超える礫を含む供試体について，液状化試験後の写真を第3-2-18 表

に示す。 

砂礫層の液状化試験は，土の繰返し非排水三軸試験方法（JGS 0541）に準拠し

実施した。試験結果は過剰間隙水圧比が上昇・下降を繰返し，上昇時に1.0に近づ

き（0.95を上回り），せん断ひずみは緩やかに上昇する。また，有効応力は保持し

ている，若しくは減少するがせん断変形時の正のダイレイタンシー特性により回

復した。これらの状況から，砂礫層は繰返し軟化（サイクリックモビリティ含む）

であると判断した。 

これらの区分を整理して，第3-2-19 表に示す。 

すべての土層で，液状化試験結果は繰返し軟化（サイクリックモビリティ含む）

あるいは非液状化を示している。このことは，50％粒径が10㎜超過，又は，10％

粒径が１㎜超過である，粗粒で均等係数が低い礫質土では透水係数が高く液状化

しにくいという道路橋示方書の記載に整合する。 

埋戻土（掘削ズリ）及び砂礫層は液状化を示さず，道路橋示方書の液状化判定

法（ＦＬ法）が適用できないと考えられることから，埋戻土（掘削ズリ）につい

て，液状化試験が基準地震動Ｓｓ 相当の地盤の状態を模擬していることを確認す

る。 
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第3-2-2 表 液状化試験結果（Ｅ－２地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

第3-2-7 図 液状化試験結果の例（Ｅ－２地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

S2-9 S2-10 S2-14-1

9.20～10.20 10.20～11.20 14.12～15.12

1 1 1

2.714 2.716 2.723

130 130 130

0.463 0.522 0.551

DA = 1% 1.5 2.5 0.6

DA = 2% 2.5 9.5 1.5

DA = 5% 6.0 37.6 5.0

DA = 10% - 92.9 7.0

3.0 7.0 3.0

土粒子の密度 ρ s(g/cm3)

圧密応力 σ 'ｃ(kN/m2)

繰返し応力振幅比　σ d /２σ '０

繰
返
回
数

両
振
幅

軸
ひ
ず
み

過剰間隙水圧比　 ９５％

Nu95

埋戻土
（掘削ズリ）

試料番号

深度 （ｍ）

土質材料

供試体　No.

：最大間隙水圧比が1.0に近づく（0.95を超えるもの）

下線：次ページに例示する試験結果：最大間隙水圧比が 1.0 に近づく（0.95 を超えるもの）

   ：DA=5%の値を繰り返し回数 N とする 

下線：下図に例示する試験結果
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第3-2-3 表 液状化試験結果（Ｅ－３ 地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3-2-8 図 液状化試験結果の例（Ｅ－３ 地点の埋戻土（掘削ズリ））  

：最大間隙水圧比が 1.0 に近づく（0.95 を超えるもの） 
   ：DA=5%の値を繰り返し回数 N とする 
下線：下図に例示する試験結果 

S3-9-1 S3-9-2 S3-11

9.10～9.75 9.85～10.65 11.80～12.70

1 1 1

2.641 2.619 2.685

180 180 180

0.258 0.323 0.357

DA = 1% 20.9 4.5 3.5

DA = 2% 28.9 7.5 5.5

DA = 5% 49.8 14.1 10.0

DA = 10% 97.9 26.9 -

40.0 12.0 9.0

繰返し応力振幅比　σ d /２σ '０

繰
返
回
数

両
振
幅

軸
ひ
ず
み

過剰間隙水圧比　 ９５％

Nu95

埋戻土
（掘削ズリ）

圧密応力 σ 'ｃ(kN/m2)

試料番号

深度 （ｍ）

土質材料

供試体　No.

土粒子の密度 ρ s(g/cm3)

：最大間隙水圧比が1.0に近づく（0.95を超えるもの）

下線：次ページに例示する試験結果
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第3-2-4 表 液状化試験結果（Ｅ－４’地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

第3-2-9 図 液状化試験結果の例（Ｅ－４’地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

S4-6 S4-8-2

6.50～7.50 8.90～9.90

1 2 1 1

2.733 2.648

90 90

0.336 0.435 0.560 0.636

DA = 1% 9.5 10.6 4.0 0.5

DA = 2% 14.9 21.2 13.6 0.9

DA = 5% 27.7 45.9 38.7 2.5

DA = 10% 49.8 90.4 94.7 5.5

20.0 52.0 ― ―

S4-5

5.50～6.50

2.746

90

埋戻土
（掘削ズリ）

繰返し応力振幅比　σ d /２σ '０

繰
返
回
数

両
振
幅

軸
ひ
ず
み

過剰間隙水圧比　 ９５％

Nu95

試料番号

深度 （ｍ）

土質材料

供試体　No.

土粒子の密度 ρ s(g/cm3)

圧密応力 σ 'ｃ(kN/m2)

：最大間隙水圧比が1.0に近づく（0.95を超えるもの）

下線：次ページに例示する試験結果：最大間隙水圧比が 1.0 に近づく（0.95 を超えるもの）

   ：DA=5%の値を繰り返し回数 N とする

下線：下図に例示する試験結果
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第3-2-5 表 液状化試験結果（Ｅ－５地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

第3-2-10 図 液状化試験結果の例（Ｅ－５地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

S5-1 S5-3

1.50～2.35 3.35～3.98

1 1

2.687 2.705

120 120

0.426 0.647

DA = 1% 66.9 15.8

DA = 2% 94.6 29.2

DA = 5% 121.6 62.2

DA = 10% 145.0 115.0

91.0 41.0

埋戻土
（掘削ズリ）

繰返し応力振幅比　σ d /２σ '０

繰
返
回
数

両
振
幅

軸
ひ
ず
み

過剰間隙水圧比　 ９５％

Nu95

圧密応力 σ 'ｃ(kN/m2)

試料番号

深度 （ｍ）

土質材料

供試体　No.

土粒子の密度 ρ s(g/cm3)

：最大間隙水圧比が1.0に近づく（0.95を超えるもの）

下線：次ページに例示する試験結果：最大間隙水圧比が 1.0 に近づく（0.95 を超えるもの）

   ：DA=5%の値を繰り返し回数 N とする

下線：下図に例示する試験結果

4条-別紙11-65



第3-2-6 表 液状化試験結果（Ｅ－６地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3-2-11 図 液状化試験結果の例（Ｅ－６地点の埋戻土（掘削ズリ））  

S6-1-1 S6-1-2 S6-3

1.50～1.86 1.86～2.86 3.00～4.00

1 1 1

2.663 2.685 2.695

70 70 70

0.276 0.461 0.345

DA = 1% 30.6 8.0 10.0

DA = 2% 41.9 17.8 16.9

DA = 5% 69.9 34.7 35.6

DA = 10% 118.7 47.9 54.0

43.0 30.0 17.0

繰返し応力振幅比　σ d /２σ '０

繰
返
回
数

両
振
幅

軸
ひ
ず
み

過剰間隙水圧比　 ９５％

Nu95

供試体　No.

土粒子の密度 ρ s(g/cm3)

圧密応力 σ 'ｃ(kN/m2)

試料番号

深度 （ｍ）

土質材料
埋戻土

（掘削ズリ）

：最大間隙水圧比が1.0に近づく（0.95を超えるもの）

下線：次ページに例示する試験結果：最大間隙水圧比が 1.0 に近づく（0.95 を超えるもの） 
   ：DA=5%の値を繰り返し回数 N とする 
下線：下図に例示する試験結果 
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第3-2-7 表 液状化試験結果（Ｅ－７地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

第3-2-12 図 液状化試験結果の例（Ｅ－７地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

3.40～4.40 3.40～4.40 3.40～4.40

1 3 4

2.701 2.701 2.701

80 80 80

0.336 0.457 0.366

DA = 1% 96.6 0.8 9.0

DA = 2% 167.7 2.5 21.3

DA = 5% 252.8 10.9 52.9

DA = 10% 324.6 24.8 99.3

127.0 14.0 38.0

試料番号

深度 （ｍ）

土質材料

供試体　No.

S7-3

埋戻土
（掘削ズリ）

土粒子の密度 ρ s(g/cm3)

圧密応力 σ 'ｃ(kN/m2)

繰返し応力振幅比　σ d /２σ '０

繰
返
回
数

両
振
幅

軸
ひ
ず
み

過剰間隙水圧比　 ９５％

Nu95

：最大間隙水圧比が 1.0 に近づく（0.95 を超えるもの）

   ：DA=5%の値を繰り返し回数 N とする

下線：下図に例示する試験結果
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第3-2-8 表 液状化試験結果（Ｅ－８地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

第3-2-13 図 液状化試験結果の例（Ｅ－８地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

S8-2

2.50～3.50

2 3 4

2.672

170

0.327 0.351 0.403

DA = 1% 9.5 5.5 2.0

DA = 2% 16.8 10.9 5.5

DA = 5% 31.6 23.6 22.8

DA = 10% 55.8 34.8 66.8

19.0 6.0 3.0

繰返し応力振幅比　σ d /２σ '０

繰
返
回
数

両
振
幅

軸
ひ
ず
み

過剰間隙水圧比　 ９５％

Nu95

S8-4

2.670

170

試料番号

深度 （ｍ）

土質材料

供試体　No.

土粒子の密度 ρ s(g/cm3)

圧密応力 σ 'ｃ(kN/m2)

埋戻土
（掘削ズリ）

4.50～5.00

：最大間隙水圧比が1.0に近づく（0.95を超えるもの）

下線：次ページに例示する試験結果
：最大間隙水圧比が 1.0 に近づく（0.95 を超えるもの）

   ：DA=5%の値を繰り返し回数 N とする

下線：下図に例示する試験結果
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第 3-2-9 表 液状化試験結果（Ａ地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

第 3-2-14 図 液状化試験結果の例（Ａ地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

0.30～0.70 0.30～0.70

1 2

2.647 2.647

80 80

0.395 0.498

DA = 1% 14.9 7.0

DA = 2% 20.5 10.0

DA = 5% 26.2 13.0

DA = 10% 31.0 16.0

22.0 -

繰返し応力振幅比　σ d /２σ '０

繰
返
回
数

両
振
幅

軸
ひ
ず
み

過剰間隙水圧比　 ９５％

Nu95

供試体　No.

土粒子の密度 ρ s(g/cm3)

圧密応力 σ 'ｃ(kN/m2)

試料番号 A

深度 （ｍ）

土質材料
埋戻土

（掘削ズリ）

：最大間隙水圧比が 1.0 に近づく（0.95 を超えるもの）

   ：DA=5%の値を繰り返し回数 N とする

下線：下図に例示する試験結果
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第 3-2-10 表 液状化試験結果（Ｂ地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

 

第 3-2-15 図 液状化試験結果の例（Ｂ地点の埋戻土（掘削ズリ））  

：最大間隙水圧比が 1.0 に近づく（0.95 を超えるもの） 
   ：DA=5%の値を繰り返し回数 N とする 
下線：下図に例示する試験結果 

0.30～0.90 0.30～0.90

1 2

2.684 2.684

80 80

0.388 0.452

DA = 1% 18.9 12.0

DA = 2% 24.7 15.0

DA = 5% 29.8 17.0

DA = 10% 33.6 19.0

29.0 -

B

埋戻土
（掘削ズリ）

繰返し応力振幅比　σ d /２σ '０

繰
返
回
数

両
振
幅

軸
ひ
ず
み

過剰間隙水圧比　 ９５％

Nu95

試料番号

深度 （ｍ）

土質材料

供試体　No.

土粒子の密度 ρ s(g/cm3)

圧密応力 σ 'ｃ(kN/m2)
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第 3-2-11 表 液状化試験結果（Ｃ地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

第 3-2-16 図 液状化試験結果の例（Ｃ地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

：最大間隙水圧比が 1.0 に近づく（0.95 を超えるもの）

   ：DA=5%の値を繰り返し回数 N とする

下線：下図に例示する試験結果

0.30～0.90 0.30～0.90 0.30～0.90 0.30～0.90

1 2 3 4

2.659 2.659 2.659 2.659

120 80 80 80

0.350 0.391 0.514 0.655

DA = 1% 28.0 24.0 6.5 1.5

DA = 2% 36.0 33.0 11.0 4.5

DA = 5% 42.0 40.0 17.0 8.0

DA = 10% 47.0 46.0 21.0 10.0

43.0 39.0 18.0 9.5

供試体　No.

試料番号 C

深度 （ｍ）

土質材料
埋戻土

（掘削ズリ）

土粒子の密度 ρ s(g/cm3)

圧密応力 σ 'ｃ(kN/m2)

繰返し応力振幅比　σ d /２σ '０

繰
返
回
数

両
振
幅

軸
ひ
ず
み

過剰間隙水圧比　 ９５％

Nu95
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第 3-2-12 表 液状化試験結果（Ｄ地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

第 3-2-17 図 液状化試験結果の例（Ｄ地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

：最大間隙水圧比が 1.0 に近づく（0.95 を超えるもの）

   ：DA=5%の値を繰り返し回数 N とする

下線：下図に例示する試験結果

D

0.30～0.50

埋戻土
（掘削ズリ）

1

2.653

80

0.446

DA = 1% 8.5

DA = 2% 11.0

DA = 5% 13.0

DA = 10% 15.0

-

圧密応力 σ 'ｃ(kN/m2)

繰返し応力振幅比　σ d /２σ '０

繰
返
回
数

両
振
幅

軸
ひ
ず
み

過剰間隙水圧比　 ９５％

Nu95

試料番号

深度 （ｍ）

土質材料

供試体　No.

土粒子の密度 ρ s(g/cm3)
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第 3-2-13 表 液状化試験結果（Ｅ地点の埋戻土（掘削ズリ）） 

 

第 3-2-18 図 液状化試験結果の例（Ｅ地点の埋戻土（掘削ズリ））  

：最大間隙水圧比が 1.0 に近づく（0.95 を超えるもの） 
   ：DA=5%の値を繰り返し回数 N とする 
下線：下図に例示する試験結果 

E

0.30～0.70

埋戻土
（掘削ズリ）

1

2.678

80

0.317

DA = 1% 84.0

DA = 2% 94.0

DA = 5% 104.0

DA = 10% 114.0

100.0

繰返し応力振幅比　σ d /２σ '０

繰
返
回
数

両
振
幅

軸
ひ
ず
み

過剰間隙水圧比　 ９５％

Nu95

試料番号

深度 （ｍ）

土質材料

供試体　No.

土粒子の密度 ρ s(g/cm3)

圧密応力 σ 'ｃ(kN/m2)
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第3-2-14 表 液状化試験結果（Ｅ－１地点の砂礫層） 

第3-2-19 図 液状化試験結果の例（Ｅ－１地点の砂礫層） 

E-1

３号炉

２号炉 １号炉

S1-24 S1-25 S1-26

24.85～25.55 25.55～26.50 26.50～27.40

1 2 1 1 1

2.685 2.724 2.730 

350 350 350

0.301 0.273 0.381 0.281 0.323

DA = 1% 4.5 44.7 1.5 15.1 3.0

DA = 2% 9.5 66.7 4.5 22.7 5.0

DA = 5% 18.6 95.0 10.8 33.6 8.5

DA = 10% 30.6 122.8 19.5 44.7 -

16.0 64.0 9.0 29.0 4.0

23.93～24.55

2.690

350

砂礫層

S1-23-3

繰返し応力振幅比　σ d /２σ '０

両
振
幅

軸
ひ
ず
み

繰
返
回
数

過剰間隙水圧比　 ９５％

Nu95

圧密応力 σ 'ｃ(kN/m2)

試料番号

深度 （ｍ）

土質材料

供試体　No.

土粒子の密度 ρ s(g/cm3)

：最大間隙水圧比が1.0に近づく（0.95を超えるもの）

下線：次ページに例示する試験結果：最大間隙水圧比が 1.0 に近づく（0.95 を超えるもの）

   ：DA=5%の値を繰り返し回数 N とする

下線：下図に例示する試験結果

：砂礫層の
液状化試験試料採取位置

：周辺調査箇所

凡例

：砂礫層
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第3-2-15 表 液状化試験結果（Ｅ－７地点の砂礫層） 

第3-2-20 図 液状化試験結果の例（Ｅ－７地点の砂礫層） 

E-7
３号炉

２号炉 １号炉

S7-15 S7-17

15.70～16.60 17.60～18.60

1 1 2 1

2.702 2.709

260 260

0.401 0.300 0.350 0.324

DA = 1% 0.7 21.0 3.5 5.5

DA = 2% 2.0 28.7 6.0 8.0

DA = 5% 6.0 39.6 10.4 12.3

DA = 10% 11.8 48.6 14.4 16.4

6.0 27.0 9.0 9.0

繰返し応力振幅比　σ d /２σ '０

繰
返
回
数

両
振
幅

軸
ひ
ず
み

過剰間隙水圧比　 ９５％

Nu95

2.707

260

試料番号

深度 （ｍ）

土質材料

供試体　No.

土粒子の密度 ρ s(g/cm3)

圧密応力 σ 'ｃ(kN/m2)

砂礫層

16.00～16.80

S7-16

：最大間隙水圧比が1.0に近づく（0.95を超えるもの）

下線：次ページに例示する試験結果：最大間隙水圧比が 1.0 に近づく（0.95 を超えるもの）

   ：DA=5%の値を繰り返し回数 N とする

下線：下図に例示する試験結果

：砂礫層の
液状化試験試料採取位置

：周辺調査箇所

凡例

：砂礫層
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第3-2-16 表 液状化試験結果（Ｅ－８地点の砂礫層） 

第3-2-21 図 液状化試験結果の例（Ｅ－８地点の砂礫層） 

E-8

３号炉

２号炉 １号炉

S8-23-1

23.00～23.70

1 1 2 1 2 3

2.700

360

0.302 0.314 0.276 0.301 0.352 0.251

DA = 1% 1.0 2.5 3.0 5.5 0.8 24.7

DA = 2% 3.5 5.5 7.5 10.0 3.0 38.0

DA = 5% 10.5 13.7 16.0 17.5 7.5 56.7

DA = 10% 19.7 21.7 24.5 25.6 13.6 67.9

12.0 5.0 11.0 9.0 5.0 34.0

繰
返
回
数

両
振
幅

軸
ひ
ず
み

過剰間隙水圧比　 ９５％

Nu95

S8-25

2.706

360

25.00～26.00

圧密応力 σ 'ｃ(kN/m2) 360

繰返し応力振幅比　σ d /２σ '０

深度 （ｍ） 24.00～25.00

土質材料 砂礫層

試料番号 S8-24

供試体　No.

土粒子の密度 ρ s(g/cm3) 2.647

：最大間隙水圧比が1.0に近づく（0.95を超えるもの）

下線：次ページに例示する試験結果：最大間隙水圧比が 1.0 に近づく（0.95 を超えるもの）

   ：DA=5%の値を繰り返し回数 N とする

下線：下図に例示する試験結果

：砂礫層の
液状化試験試料採取位置

：周辺調査箇所

凡例

：砂礫層
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第3-2-17 表 液状化試験結果のまとめ 

(a) 埋戻土（掘削ズリ）（1）
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第3-2-17 表 液状化試験結果のまとめ 

(a) 埋戻土（掘削ズリ）（2）

第3-2-17 表 液状化試験結果のまとめ 

(b) 砂礫層
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第3-2-18 表 埋戻土（掘削ズリ）の液状化試験結果（参考値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3-2-19 表 液状化試験結果の分類 

 

 

  

対象層 埋戻土（掘削ズリ） 砂礫層

液状化試験の状況

• 過剰間隙水圧比が0.95を上回るが，
有効応力は0にならない。
なお，一部の供試体では，過剰間
隙水圧比が0.95を下回る。

• 有効応力は減少するが，回復する。
• ひずみが緩やかに上昇する。

• 過剰間隙水圧比が0.95を上回るが，
有効応力は0にならない。

• 有効応力は減少するが，回復する。
• ひずみが緩やかに上昇する。

試験結果の分類

• 試験結果は，非液状化又は繰返し
軟化（サイクリックモビリティ含む）で
あり，液状化ではない。

• 有効応力は維持又は回復するため，
支持力が期待できる。

• 試験結果は，繰返し軟化（サイクリッ
クモビリティ含む）であり，液状化では
ない。

• 有効応力は維持又は回復するため，
支持力が期待できる。

基準地震動Ssに対する
液状化判定

基準地震動Ssに対する液状化試験の妥当性確認

E-3 E-6 E-8

試料
番号

S3-9-2 S6-3 S8-2

写真

礫

礫

礫
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液状化試験結果（埋戻土（掘削ズリ））による液状化強度曲線を第3-2-22図に示

す。液状化強度曲線は，試験結果から得られる近似曲線が試験結果の下限値を通

るように保守的に設定する。 

表層採取試料による供試体は，人工地盤である敷地の被覆層（埋戻土（掘削ズ

リ））を再現するため粒度調整及び密度調整を行い作製した。一方，敷地の埋立工

事から１，２号炉エリアで30年以上，３号炉エリアで10年以上経過しており，被

覆層（埋戻土（掘削ズリ））は経年的な圧密を受けていることから，液状化試験結

果①（ロータリー式三重管サンプラー）は液状化試験結果②（表層試料採取）の

上側に位置する。 

上記と同様に，液状化試験結果（砂礫層）による液状化強度曲線を第3-2-23図

に示す。 

第3-2-22 図 埋戻土（掘削ズリ）の液状化強度曲線 

第3-2-23 図 砂礫層の液状化強度曲線 
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3.3 基準地震動Ｓｓに対する液状化試験の妥当性確認 

敷地内の埋戻土（掘削ズリ）及び砂礫層は，試験結果が液状化を示さず，道路

橋示方書の液状化判定方法が適用できないと考えられる。このため，液状化試験

実施箇所が多い埋戻土（掘削ズリ）について，液状化試験が基準地震動Ｓｓ相当

の地盤の状態（繰返し応力及び繰返し回数）を模擬していることを確認する。第

3-3-1 図に累積損傷度理論に基づく評価のフローを，第3-3-2 図に累積損傷度理

論に基づく等価繰り返し回数の評価方法を示す。 

液状化試験が基準地震動Ｓｓ相当の地盤の状態（繰返し応力及び繰返し回数）

を模擬していることについて，地震応答解析によって確認するに当たり，代表地

震動を使用する。第3-3-3 図に基準地震動Ｓｓの加速度時刻歴波形（水平方向）

を示す。 

なお，敷地ごとに震源を特定して策定する地震動による基準地震動（Ｓｓ‐Ｄ,

Ｓｓ‐Ｆ１,Ｓｓ‐Ｆ２）においては，繰返し応力及び繰返し回数に着目し，水平

最大加速度が大きく，継続時間が長い地震動が液状化評価において最も厳しいと

考えられることから，Ｓｓ-Ｄを選定する。 

液状化試験選定箇所を第3-3-4 図に示す。 

埋戻土（掘削ズリ）に対する液状化試験は，埋戻土（掘削ズリ）が３号炉北側

西端から１,２号炉北側東端までの全域に分布していることから，網羅性を確保す

るため，広い範囲において実施した。一方，砂礫層に対する液状化試験は，砂礫

層が局所的に分布していることから，分布箇所である３号炉北側西端及び１,２号

炉北側東端の地点を選定し実施した。 

液状化試験の妥当性確認に当たって，液状化試験箇所が多い埋戻土（掘削ズリ）

に対して行った液状化試験を敷地全体の代表として，妥当性確認を行う。なお，

妥当性確認を行う地点として，防波壁沿い全線において比較地点①～⑧を選定す

る。 

第3-3-5 図に各地点の解析用物性値及び解析モデルを示す。また，評価結果を

第3-3-1 表及び第3-3-6 図に示す。 

液状化評価対象層のうち埋戻土（掘削ズリ）について，液状化試験結果①（ロ

ータリー式三重管サンプラー）及び液状化試験結果②（表層試料採取）から各せ

ん断応力比に対して所定のせん断ひずみとなる繰返し回数を整理し，一次元時刻

歴非線形解析の結果を累積損傷度理論に基づいて整理したせん断応力比及び等価

繰返し回数と比較した。 

基準地震動Ｓｓ‐Ｄ，Ｓｓ‐Ｎ１，Ｓｓ‐Ｎ２による最大せん断応力比は0.4～

0.7程度であり，また，等価繰返し回数は地震動継続時間の長いＳｓ‐Ｄを除き数

10～300回程度であり，液状化試験と同程度であることから，今回実施した液状化

試験は，当該地盤の基準地震動Ｓｓ相当が作用した状態を概ね再現できていると

判断した。 

なお，Ｓｓ‐Ｄによる等価繰返し回数は地震動継続時間が長いため500～1,000

回程度となるが，一方で液状化試験においてＳｓ‐Ｄによるせん断応力比を作用
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させた場合，両振幅ひずみが５％となる繰返し回数は，近似曲線から５～30回程

度となる。埋戻土（掘削ズリ）は液状化試験結果から，非液状化又は繰返し軟化

（サイクリックモビリティ含む）を示すため，繰返し回数による直接的な比較が

難しい材料であるが，Ｓｓ‐Ｄのせん断応力比に相当する試験を実施しているこ

とから概ね再現できていると判断した。 

第3-3-1 図 累積損傷度理論に基づく等価繰り返し回数の評価のフロー 

4条-別紙11-82



第3-3-2 図 累積損傷度理論に基づく等価繰り返し回数の評価方法 

①対象地盤の地震応答解析におけるせん断応力履歴

せん断応力τ

・・・

τ max

時間

τ １
τ ２

τ ３

①対象地盤の地震応答解析におけるせん断応力履歴

②試験による一定せん断応力振幅時の繰返し回数とせん断ひずみ②試験による一定せん断応力振幅時の繰返し回数とせん断ひずみ

①より地盤のせん断応力の頻度分布を求める。

②より一定ひずみとなるせん断応力と繰
返し回数の関係を求める。

τ eにおける等価繰返し回数Neq


if

i
efeq

N

N
NN

③累積損傷度理論に基づく等価繰返し回数の評価方法

繰返し回数N1 N1f Nef Nif

Ni τ ’

τ max

せ
ん

断
応

力
τ

τ 1

τ e

τ 2

τ 3

τ i

・・・ Neq

③累積損傷度理論に基づく等価繰返し回数の評価方法

④対象地盤の地震応答解析と等価な一定せん断応力比と
等価繰返し回数

せん断応力τ
等価繰返し回数Neq

・・・ τ e=0.65×τ max

時間

④対象地盤の地震応答解析と等価な一定せん断応力比と等価繰返し回数
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第3-3-3 図 基準地震動の加速度時刻歴波形（水平方向） 

（Ｓｓ‐Ｄ, Ｓｓ‐Ｆ１(ＮＳ), Ｓｓ‐Ｆ１(ＥＷ), Ｓｓ‐Ｆ２(ＮＳ)） 
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第3-3-3 図 基準地震動の加速度時刻歴波形（水平方向） 

（Ｓｓ‐Ｆ２(ＥＷ), Ｓｓ‐Ｎ１, Ｓｓ‐Ｎ２(ＮＳ), Ｓｓ‐Ｎ２(ＥＷ)） 
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埋戻土（掘削ズリ） 

砂礫層 

第3-3-4 図 液状化試験試料採取位置 

E-7

E-8
E-1

３号炉

２号炉 １号炉

：砂礫層の
液状化試験試料採取位置

凡例

：砂礫層

：周辺調査箇所
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(a) 基本物性（比較地点①）

第3-3-5 図 解析用物性値及び解析モデル 

飽和，湿潤

γsat,γt

（kN/m
3）

水中
γ'

（kN/m
3）

6.500 ～ 5.500 1.000 9.800 19.6 － － 35370

5.500 ～ 4.500 2.000 29.400 19.6 － － 73050

4.500 ～ 3.500 3.000 49.000 19.6 － － 102300

3.500 ～ 2.500 4.000 68.600 19.6 － － 127800

2.500 ～ 1.500 5.000 88.200 19.6 － － 150800

1.500 ～ 0.460 6.040 108.192 19.6 － － 172600

0.460 ～ -0.700 7.200 124.532 20.7 10.6 － 189400

-0.700 ～ -1.500 8.000 134.920 20.7 10.6 － 199700

-1.500 ～ -2.500 9.000 144.460 20.7 10.6 － 208900

-2.500 ～ -3.500 10.000 155.060 20.7 10.6 － 218900

-3.500 ～ -4.500 11.000 165.660 20.7 10.6 － 228600

-4.500 ～ -5.500 12.000 176.260 20.7 10.6 － 238200

-5.500 ～ -6.500 13.000 186.860 20.7 10.6 － 247600

-6.500 ～ -7.500 14.000 197.460 20.7 10.6 － 256700

-7.500 ～ -8.500 15.000 208.060 20.7 10.6 － 265800

-8.500 ～ -9.500 16.000 218.660 20.7 10.6 － 274600

-9.500 ～ -10.500 17.000 229.260 20.7 10.6 － 283300

-10.500 ～ -11.500 18.000 239.860 20.7 10.6 － 291900

-11.500 ～ -12.500 19.000 250.460 20.7 10.6 － 300400

-12.500 ～ -14.000 20.500 263.710 20.7 10.6 － 310800

-14.000 ～ -17.000 23.500 293.260 24.5 14.4 1520 －

-17.000 ～ -20.000 26.500 336.460 24.5 14.4 1520 －

-20.000 ～ -23.000 29.500 379.660 24.5 14.4 1520 －

-23.000 ～ -26.000 32.500 422.860 24.5 14.4 1520 －

-26.000 ～ -29.000 35.500 466.060 24.5 14.4 1520 －

-29.000 ～ -32.000 38.500 509.260 24.5 14.4 1520 －

-32.000 ～ -35.000 41.500 552.460 24.5 14.4 1520 －

-35.000 ～ -38.000 44.500 595.660 24.5 14.4 1520 －

-38.000 ～ -41.000 47.500 638.860 24.5 14.4 1520 －

-41.000 ～ -44.000 50.500 682.060 24.5 14.4 1520 －

-44.000 ～ -47.000 53.500 725.260 24.5 14.4 1520 －

-47.000 ～ -50.000 56.500 768.460 24.5 14.4 1520 －

※1 掘削ズリ：G0=749σv'
0.66(N/mm

2)

岩盤
（第④速度層）

埋戻土（気中）

有効上
載荷重

σv'

（kN/m
2）

深度
（G.L.-m）

標高
（T.P.m）

土層

単位体積重量

埋戻土（水中）

せん断
波速度

Vs

（m/s）

初期
せん断
弾性係数

G0
※1

（kN/m
2）

地盤物性値 

EL(m) 

（EL m）
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(b) 基本物性（比較地点②）

第3-3-5 図 解析用物性値及び解析モデル 

地盤物性値 

飽和，湿潤

γsat,γt

（kN/m
3）

水中
γ'

（kN/m
3）

6.500 ～ 5.500 1.000 9.800 19.6 － － 35370

5.500 ～ 4.500 2.000 29.400 19.6 － － 73050

4.500 ～ 3.500 3.000 49.000 19.6 － － 102300

3.500 ～ 2.500 4.000 68.600 19.6 － － 127800

2.500 ～ 1.500 5.000 88.200 19.6 － － 150800

1.500 ～ 0.460 6.040 108.192 19.6 － － 172600

0.460 ～ -0.700 7.200 124.532 20.7 10.6 － 189400

-0.700 ～ -1.500 8.000 134.920 20.7 10.6 － 199700

-1.500 ～ -2.500 9.000 144.460 20.7 10.6 － 208900

-2.500 ～ -3.500 10.000 155.060 20.7 10.6 － 218900

-3.500 ～ -4.500 11.000 165.660 20.7 10.6 － 228600

-4.500 ～ -5.500 12.000 176.260 20.7 10.6 － 238200

-5.500 ～ -6.500 13.000 186.860 20.7 10.6 － 247600

-6.500 ～ -7.500 14.000 197.460 20.7 10.6 － 256700

-7.500 ～ -8.500 15.000 208.060 20.7 10.6 － 265800

-8.500 ～ -9.500 16.000 218.660 20.7 10.6 － 274600

-9.500 ～ -10.500 17.000 229.260 20.7 10.6 － 283300

-10.500 ～ -11.500 18.000 239.860 20.7 10.6 － 291900

-11.500 ～ -12.500 19.000 250.460 20.7 10.6 － 300400

-12.500 ～ -13.500 20.000 261.060 20.7 10.6 － 308700

-13.500 ～ -14.500 21.000 271.660 20.7 10.6 － 316900

-14.500 ～ -15.500 22.000 282.260 20.7 10.6 － 325000

-15.500 ～ -18.500 25.000 309.160 24.5 14.4 1520 －

-18.500 ～ -21.500 28.000 352.360 24.5 14.4 1520 －

-21.500 ～ -24.500 31.000 395.560 24.5 14.4 1520 －

-24.500 ～ -27.500 34.000 438.760 24.5 14.4 1520 －

-27.500 ～ -30.500 37.000 481.960 24.5 14.4 1520 －

-30.500 ～ -33.500 40.000 525.160 24.5 14.4 1520 －

-33.500 ～ -36.500 43.000 568.360 24.5 14.4 1520 －

-36.500 ～ -39.500 46.000 611.560 24.5 14.4 1520 －

-39.500 ～ -42.500 49.000 654.760 24.5 14.4 1520 －

-42.500 ～ -45.500 52.000 697.960 24.5 14.4 1520 －

-45.500 ～ -48.500 55.000 741.160 24.5 14.4 1520 －

-48.500 ～ -50.000 56.500 773.560 24.5 14.4 1520 －

※1 掘削ズリ：G0=749σv'
0.66(N/mm

2)

単位体積重量 せん断
波速度

Vs

（m/s）

初期
せん断
弾性係数

G0
※1

（kN/m
2）

有効上
載荷重

σv'

（kN/m
2）

土層
標高

（T.P.m）
深度

（G.L.-m）

岩盤
（第④速度層）

埋戻土（気中）

埋戻土（水中）

EL(m) 

（EL m） 
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(c) 基本物性（比較地点③）

第3-3-5 図 解析用物性値及び解析モデル 

地盤物性値 

飽和，湿潤

γsat,γt

（kN/m
3）

水中
γ'

（kN/m
3）

8.500 ～ 7.500 1.000 9.800 19.6 － － 35370

7.500 ～ 6.500 2.000 29.400 19.6 － － 73050

6.500 ～ 5.500 3.000 49.000 19.6 － － 102300

5.500 ～ 4.500 4.000 68.600 19.6 － － 127800

4.500 ～ 3.500 5.000 88.200 19.6 － － 150800

3.500 ～ 2.500 6.000 107.800 19.6 － － 172200

2.500 ～ 1.500 7.000 127.400 19.6 － － 192300

1.500 ～ 0.460 8.040 147.392 19.6 － － 211700

0.460 ～ -0.700 9.200 163.732 20.7 10.6 － 226900

-0.700 ～ -1.700 10.200 175.180 20.7 10.6 － 237200

-1.700 ～ -2.700 11.200 185.780 20.7 10.6 － 246600

-2.700 ～ -3.700 12.200 196.380 20.7 10.6 － 255800

-3.700 ～ -4.700 13.200 206.980 20.7 10.6 － 264800

-4.700 ～ -5.700 14.200 217.580 20.7 10.6 － 273700

-5.700 ～ -6.700 15.200 228.180 20.7 10.6 － 282500

-6.700 ～ -7.700 16.200 238.780 20.7 10.6 － 291000

-7.700 ～ -8.700 17.200 249.380 20.7 10.6 － 299500

-8.700 ～ -9.700 18.200 259.980 20.7 10.6 － 307900

-9.700 ～ -10.700 19.200 270.580 20.7 10.6 － 316100

-10.700 ～ -11.700 20.200 281.180 20.7 10.6 － 324200

-11.700 ～ -12.700 21.200 291.780 20.7 10.6 － 332200

-12.700 ～ -13.125 21.625 299.333 20.7 10.6 － 337900

-13.125 ～ -16.000 24.500 322.285 24.5 14.4 1520 －

-16.000 ～ -19.000 27.500 364.585 24.5 14.4 1520 －

-19.000 ～ -22.000 30.500 407.785 24.5 14.4 1520 －

-22.000 ～ -25.000 33.500 450.985 24.5 14.4 1520 －

-25.000 ～ -28.000 36.500 494.185 24.5 14.4 1520 －

-28.000 ～ -31.000 39.500 537.385 24.5 14.4 1520 －

-31.000 ～ -32.000 40.500 566.185 24.5 14.4 1520 －

-32.000 ～ -35.000 43.500 596.035 25.2 15.1 1900 －

-35.000 ～ -38.000 46.500 641.335 25.2 15.1 1900 －

-38.000 ～ -41.000 49.500 686.635 25.2 15.1 1900 －

-41.000 ～ -44.000 52.500 731.935 25.2 15.1 1900 －

-44.000 ～ -47.000 55.500 777.235 25.2 15.1 1900 －

-47.000 ～ -50.000 58.500 822.535 25.2 15.1 1900 －

※1 掘削ズリ：G0=749σv'
0.66(N/mm

2)

岩盤
（第⑤速度層）

埋戻土（気中）

埋戻土（水中）

土層
標高

（T.P.m）
深度

（G.L.-m）

有効上
載荷重

σv'

（kN/m
2）

単位体積重量

岩盤
（第④速度層）

初期
せん断
弾性係数

G0
※1

（kN/m
2）

せん断
波速度

Vs

（m/s）

EL(m) 

（EL m） 
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(d) 基本物性（比較地点④）

第3-3-5 図 解析用物性値及び解析モデル 

地盤物性値 

飽和，湿潤

γsat,γt

（kN/m
3）

水中
γ'

（kN/m
3）

8.500 ～ 7.500 1.000 9.800 19.6 － － 35370

7.500 ～ 6.500 2.000 29.400 19.6 － － 73050

6.500 ～ 5.500 3.000 49.000 19.6 － － 102300

5.500 ～ 4.500 4.000 68.600 19.6 － － 127800

4.500 ～ 3.500 5.000 88.200 19.6 － － 150800

3.500 ～ 2.500 6.000 107.800 19.6 － － 172200

2.500 ～ 1.500 7.000 127.400 19.6 － － 192300

1.500 ～ 0.460 8.040 147.392 19.6 － － 211700

0.460 ～ -0.500 9.000 162.672 20.7 10.6 － 225900

-0.500 ～ -1.500 10.000 173.060 20.7 10.6 － 235300

-1.500 ～ -2.500 11.000 183.660 20.7 10.6 － 244800

-2.500 ～ -3.500 12.000 194.260 20.7 10.6 － 254000

-3.500 ～ -4.500 13.000 204.860 20.7 10.6 － 263100

-4.500 ～ -5.500 14.000 215.460 20.7 10.6 － 272000

-5.500 ～ -6.500 15.000 226.060 20.7 10.6 － 280700

-6.500 ～ -7.500 16.000 236.660 20.7 10.6 － 289300

-7.500 ～ -8.500 17.000 247.260 20.7 10.6 － 297800

-8.500 ～ -9.500 18.000 257.860 20.7 10.6 － 306200

-9.500 ～ -9.892 18.392 265.238 20.7 10.6 － 311900

-9.892 ～ -12.500 21.000 286.093 24.5 14.4 1520 －

-12.500 ～ -15.500 24.000 326.470 24.5 14.4 1520 －

-15.500 ～ -18.500 27.000 369.670 24.5 14.4 1520 －

-18.500 ～ -21.500 30.000 412.870 24.5 14.4 1520 －

-21.500 ～ -24.500 33.000 456.070 24.5 14.4 1520 －

-24.500 ～ -27.500 36.000 499.270 24.5 14.4 1520 －

-27.500 ～ -30.500 39.000 542.470 24.5 14.4 1520 －

-30.500 ～ -32.000 40.500 574.870 24.5 14.4 1520 －

-32.000 ～ -35.000 43.500 608.320 25.2 15.1 1900 －

-35.000 ～ -38.000 46.500 653.620 25.2 15.1 1900 －

-38.000 ～ -41.000 49.500 698.920 25.2 15.1 1900 －

-41.000 ～ -44.000 52.500 744.220 25.2 15.1 1900 －

-44.000 ～ -47.000 55.500 789.520 25.2 15.1 1900 －

-47.000 ～ -50.000 58.500 834.820 25.2 15.1 1900 －

※1 掘削ズリ：G0=749σv'
0.66(N/mm

2)

岩盤
（第⑤速度層）

岩盤
（第④速度層）

埋戻土（気中）

埋戻土(水中)

有効上
載荷重

σv'

（kN/m
2）

深度
（G.L.-m）

標高
（T.P.m）

土層

単位体積重量 初期
せん断
弾性係数

G0

（kN/m
2）

せん断
波速度

Vs

（m/s）

EL(m) 

（EL m） 
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(e) 基本物性（比較地点⑤）

第3-3-5 図 解析用物性値及び解析モデル 

地盤物性値 

飽和，湿潤

γsat,γt

（kN/m
3）

水中
γ'

（kN/m
3）

6.000 ～ 5.000 1.000 9.800 19.6 － － 35370

5.000 ～ 4.000 2.000 29.400 19.6 － － 73050

4.000 ～ 3.000 3.000 49.000 19.6 － － 102300

3.000 ～ 2.000 4.000 68.600 19.6 － － 127800

2.000 ～ 1.000 5.000 88.200 19.6 － － 150800

1.000 ～ 0.460 5.540 103.292 19.6 － － 167400

0.460 ～ 0.000 6.000 111.022 20.7 10.6 － 175600

0.000 ～ -1.000 7.000 118.760 20.7 10.6 － 183600

-1.000 ～ -2.000 8.000 129.360 20.7 10.6 － 194200

-2.000 ～ -3.000 9.000 139.960 20.7 10.6 － 204600

-3.000 ～ -4.000 10.000 150.560 20.7 10.6 － 214700

-4.000 ～ -4.804 10.804 160.121 20.7 10.6 － 223600

-4.804 ～ -5.400 11.400 168.316 23.3 13.2 620 －

-5.400 ～ -6.000 12.000 176.210 23.3 13.2 620 －

-6.000 ～ -9.000 15.000 201.770 24.5 14.4 1520 －

-9.000 ～ -12.000 18.000 244.970 24.5 14.4 1520 －

-12.000 ～ -15.000 21.000 288.170 24.5 14.4 1520 －

-15.000 ～ -18.000 24.000 331.370 24.5 14.4 1520 －

-18.000 ～ -21.000 27.000 374.570 24.5 14.4 1520 －

-21.000 ～ -24.000 30.000 417.770 24.5 14.4 1520 －

-24.000 ～ -27.000 33.000 460.970 24.5 14.4 1520 －

-27.000 ～ -30.000 36.000 504.170 24.5 14.4 1520 －

-30.000 ～ -32.000 38.000 540.170 24.5 14.4 1520 －

-32.000 ～ -35.000 41.000 577.220 25.2 15.1 1900 －

-35.000 ～ -38.000 44.000 622.520 25.2 15.1 1900 －

-38.000 ～ -41.000 47.000 667.820 25.2 15.1 1900 －

-41.000 ～ -44.000 50.000 713.120 25.2 15.1 1900 －

-44.000 ～ -47.000 53.000 758.420 25.2 15.1 1900 －

-47.000 ～ -50.000 56.000 803.720 25.2 15.1 1900 －

※1 掘削ズリ：G0=749σv'
0.66(N/mm

2)

埋戻土（水中）

岩盤
（第④速度層）

岩盤
（第⑤速度層）

岩盤
（第②速度層）

埋戻土（気中）

土層
標高

（T.P.m）
深度

（G.L.-m）

有効上
載荷重

σv'

（kN/m
2）

単位体積重量 せん断
波速度

Vs

（m/s）

初期
せん断
弾性係数

G0
※1

（kN/m
2）

EL(m) 

（EL m） 
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(f) 基本物性（比較地点⑥）

第3-3-5 図 解析用物性値及び解析モデル 

地盤物性値 

飽和，湿潤

γsat,γt

（kN/m
3）

水中
γ'

（kN/m
3）

8.500 ～ 7.500 1.000 9.800 19.6 － － 35370

7.500 ～ 6.500 2.000 29.400 19.6 － － 73050

6.500 ～ 5.500 3.000 49.000 19.6 － － 102300

5.500 ～ 4.500 4.000 68.600 19.6 － － 127800

4.500 ～ 3.500 5.000 88.200 19.6 － － 150800

3.500 ～ 2.500 6.000 107.800 19.6 － － 172200

2.500 ～ 1.500 7.000 127.400 19.6 － － 192300

1.500 ～ 0.460 8.040 147.392 19.6 － － 211700

0.460 ～ -0.700 9.200 163.732 20.7 10.6 － 226900

-0.700 ～ -1.700 10.200 175.180 20.7 10.6 － 237200

-1.700 ～ -2.700 11.200 185.780 20.7 10.6 － 246600

-2.700 ～ -3.700 12.200 196.380 20.7 10.6 － 255800

-3.700 ～ -4.700 13.200 206.980 20.7 10.6 － 264800

-4.700 ～ -5.700 14.200 217.580 20.7 10.6 － 273700

-5.700 ～ -6.700 15.200 228.180 20.7 10.6 － 282500

-6.700 ～ -7.700 16.200 238.780 20.7 10.6 － 291000

-7.700 ～ -8.700 17.200 249.380 20.7 10.6 － 299500

-8.700 ～ -9.300 17.800 257.860 20.7 10.6 － 306200

-9.300 ～ -10.300 18.800 267.490 23.0 12.9 900 －

-10.300 ～ -11.300 19.800 280.390 23.0 12.9 900 －

-11.300 ～ -12.300 20.800 293.290 23.0 12.9 900 －

-12.300 ～ -13.000 21.500 304.255 23.0 12.9 900 －

-13.000 ～ -16.000 24.500 330.370 24.5 14.4 1600 －

-16.000 ～ -19.000 27.500 373.570 24.5 14.4 1600 －

-19.000 ～ -22.000 30.500 416.770 24.5 14.4 1600 －

-22.000 ～ -25.000 33.500 459.970 24.5 14.4 1600 －

-25.000 ～ -28.000 36.500 503.170 24.5 14.4 1600 －

-28.000 ～ -31.000 39.500 546.370 24.5 14.4 1600 －

-31.000 ～ -34.000 42.500 589.570 24.5 14.4 1600 －

-34.000 ～ -37.000 45.500 632.770 24.5 14.4 1600 －

-37.000 ～ -40.000 48.500 675.970 24.5 14.4 1600 －

-40.000 ～ -43.000 51.500 719.170 24.5 14.4 1600 －

-43.000 ～ -46.000 54.500 762.370 24.5 14.4 1600 －

-46.000 ～ -50.000 58.500 812.770 24.5 14.4 1600 －

※1 掘削ズリ：G0=749σv'
0.66(N/mm

2)

せん断
波速度

Vs

（m/s）

初期
せん断
弾性係数

G0
※1

（kN/m
2）

岩盤
（第③速度層）

土層
標高

（T.P.m）
深度

（G.L.-m）

有効上
載荷重

σv'

（kN/m
2）

単位体積重量

埋戻土（水中）

岩盤

（第②速度層）

埋戻土（気中）

EL(m) 

（EL m） 
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(g) 基本物性（比較地点⑦）

第3-3-5 図 解析用物性値及び解析モデル 

地盤物性値 

飽和，湿潤

γsat,γt

（kN/m
3）

水中
γ'

（kN/m
3）

8.500 ～ 7.500 1.000 9.800 19.6 － － 35370

7.500 ～ 6.500 2.000 29.400 19.6 － － 73050

6.500 ～ 5.500 3.000 49.000 19.6 － － 102300

5.500 ～ 4.500 4.000 68.600 19.6 － － 127800

4.500 ～ 3.500 5.000 88.200 19.6 － － 150800

3.500 ～ 2.500 6.000 107.800 19.6 － － 172200

2.500 ～ 1.500 7.000 127.400 19.6 － － 192300

1.500 ～ 0.460 8.040 147.392 19.6 － － 211700

0.460 ～ -0.700 9.200 163.732 20.7 10.6 － 226900

-0.700 ～ -1.700 10.200 175.180 20.7 10.6 － 237200

-1.700 ～ -2.700 11.200 185.780 20.7 10.6 － 246600

-2.700 ～ -3.498 11.998 195.309 20.7 10.6 － 254900

-3.498 ～ -4.500 13.000 206.002 23.0 12.9 900 －

-4.500 ～ -5.500 14.000 218.915 23.0 12.9 900 －

-5.500 ～ -6.500 15.000 231.815 23.0 12.9 900 －

-6.500 ～ -7.500 16.000 244.715 23.0 12.9 900 －

-7.500 ～ -8.500 17.000 257.615 23.0 12.9 900 －

-8.500 ～ -9.300 17.800 269.225 23.0 12.9 900 －

-9.300 ～ -10.300 18.800 280.835 23.0 12.9 900 －

-10.300 ～ -11.300 19.800 293.735 23.0 12.9 900 －

-11.300 ～ -12.300 20.800 306.635 23.0 12.9 900 －

-12.300 ～ -13.000 21.500 317.600 23.0 12.9 900 －

-13.000 ～ -16.000 24.500 343.715 24.5 14.4 1600 －

-16.000 ～ -19.000 27.500 386.915 24.5 14.4 1600 －

-19.000 ～ -22.000 30.500 430.115 24.5 14.4 1600 －

-22.000 ～ -25.000 33.500 473.315 24.5 14.4 1600 －

-25.000 ～ -28.000 36.500 516.515 24.5 14.4 1600 －

-28.000 ～ -31.000 39.500 559.715 24.5 14.4 1600 －

-31.000 ～ -34.000 42.500 602.915 24.5 14.4 1600 －

-34.000 ～ -37.000 45.500 646.115 24.5 14.4 1600 －

-37.000 ～ -40.000 48.500 689.315 24.5 14.4 1600 －

-40.000 ～ -43.000 51.500 732.515 24.5 14.4 1600 －

-43.000 ～ -46.000 54.500 775.715 24.5 14.4 1600 －

-46.000 ～ -50.000 58.500 826.115 24.5 14.4 1600 －

※1 掘削ズリ：G0=749σv'
0.66(N/mm

2)

岩盤
（第③速度層）

埋戻土（水中）

岩盤
（第②速度層）

土層
標高

（T.P.m）
深度

（G.L.-m）

有効上
載荷重

σv'

（kN/m
2）

単位体積重量

埋戻土（気中）

せん断
波速度

Vs

（m/s）

初期
せん断
弾性係数

G0
※1

（kN/m
2）

EL(m) 

（EL m） 
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(h) 基本物性（比較地点⑧）

第3-3-5 図 解析用物性値及び解析モデル 

地盤物性値 

飽和，湿潤

γsat,γt

（kN/m
3）

水中
γ'

（kN/m
3）

8.500 ～ 7.500 1.000 9.800 19.6 － － 35370

7.500 ～ 6.500 2.000 29.400 19.6 － － 73050

6.500 ～ 5.500 3.000 49.000 19.6 － － 102300

5.500 ～ 4.500 4.000 68.600 19.6 － － 127800

4.500 ～ 3.500 5.000 88.200 19.6 － － 150800

3.500 ～ 2.500 6.000 107.800 19.6 － － 172200

2.500 ～ 1.500 7.000 127.400 19.6 － － 192300

1.500 ～ 0.460 8.040 147.392 19.6 － － 211700

0.460 ～ -0.700 9.200 163.732 20.7 10.6 － 226900

-0.700 ～ -1.700 10.200 175.180 20.7 10.6 － 237200

-1.700 ～ -2.700 11.200 185.780 20.7 10.6 － 246600

-2.700 ～ -3.500 12.000 195.320 20.7 10.6 － 254900

-3.500 ～ -4.500 13.000 204.860 20.7 10.6 － 263100

-4.500 ～ -5.012 13.512 212.874 20.7 10.6 － 269800

-5.012 ～ -5.500 14.000 218.174 20.7 10.6 － 94820

-5.500 ～ -6.500 15.000 226.060 20.7 10.6 － 96890

-6.500 ～ -7.500 16.000 236.660 20.7 10.6 － 99640

-7.500 ～ -8.500 17.000 247.260 20.7 10.6 － 102300

-8.500 ～ -9.500 18.000 257.860 20.7 10.6 － 105000

-9.500 ～ -10.249 18.749 267.130 20.7 10.6 － 107300

-10.249 ～ -13.249 21.749 292.699 24.5 14.4 1600 －

-13.249 ～ -16.249 24.749 335.899 24.5 14.4 1600 －

-16.249 ～ -19.249 27.749 379.099 24.5 14.4 1600 －

-19.249 ～ -22.249 30.749 422.299 24.5 14.4 1600 －

-22.249 ～ -25.249 33.749 465.499 24.5 14.4 1600 －

-25.249 ～ -28.249 36.749 508.699 24.5 14.4 1600 －

-28.249 ～ -31.249 39.749 551.899 24.5 14.4 1600 －

-31.249 ～ -34.249 42.749 595.099 24.5 14.4 1600 －

-34.249 ～ -37.249 45.749 638.299 24.5 14.4 1600 －

-37.249 ～ -40.249 48.749 681.499 24.5 14.4 1600 －

-40.249 ～ -43.249 51.749 724.699 24.5 14.4 1600 －

-43.249 ～ -46.249 54.749 767.899 24.5 14.4 1600 －

-46.249 ～ -49.249 57.749 811.099 24.5 14.4 1600 －

-49.249 ～ -50.000 58.500 838.107 24.5 14.4 1600 －

※1 掘削ズリ：G0=749σv'
0.66(N/mm

2)，砂礫：G0=240σv'
0.61(N/mm

2)

岩盤
（第③速度層）

埋戻土（気中）

埋戻土（水中）

砂礫層（水中）

深度
（G.L.-m）

土層

単位体積重量 初期
せん断
弾性係数

G0
※1

（kN/m
2）

有効上
載荷重

σv'

（kN/m
2）

標高
（T.P.m）

せん断
波速度

Vs

（m/s）

EL(m) 

（EL m） 
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第3-3-1 表 地震応答解析における最大せん断応力と等価繰返し回数（埋戻土（掘

削ズリ）） 

 

 

 

第3-3-6 図 累積損傷度理論に基づく評価結果（埋戻土（掘削ズリ）） 

基準地震動Ｓｓ
Ss-D Ss-N1 Ss-N2(NS) Ss-N2(EW)

Ｌ Neq Ｌ Neq Ｌ Neq Ｌ Neq

比較地点① 0.67 801.1 0.51 73.2 0.51 266.5 0.44 256.1

比較地点② 0.69 713.1 0.53 48.1 0.53 202.6 0.44 278.3

比較地点③ 0.63 834.0 0.40 96.9 0.46 260.8 0.43 290.9

比較地点④ 0.64 384.5 0.46 28.7 0.47 164.1 0.44 142.7

比較地点⑤ 0.66 879.2 0.65 42.9 0.47 230.9 0.50 205.4

比較地点⑥ 0.61 728.6 0.46 62.7 0.46 223.4 0.41 210.9

比較地点⑦ 0.62 998.0 0.57 45.9 0.44 356.9 0.46 225.7

比較地点⑧ 0.57 544.4 0.56 22.4 0.42 127.2 0.51 59.4

最大せん断応力比：L=τe/σv‘
τe：等価せん断応力（=0.65×τmax），
σv´：有効土被り圧
Neq：等価繰返し回数
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3.4 簡易設定法 

港湾基準では，有効応力解析（ＦＬＩＰ）に使用する地盤の物性に関するパラ

メータの設定方法について，原位置で行われた詳細な土質データを用いて検討す

ることを基本としているが，簡易設定法による方法も明記されている。 

簡易設定法は，港湾基準に基づく詳細な計算例をまとめた設計事例集に準拠し，

液状化強度比RLと相関が高いＮ値，有効上載圧及び細粒分含有率を用いて，有効応

力解析（ＦＬＩＰ）の解析理論に則った液状化強度特性を設定することができる。 

有効応力解析（ＦＬＩＰ）は，解析において土粒子と間隙水の両方を取り扱う

ことによって，過剰間隙水圧の上昇を模擬できるとともに，過剰間隙水圧の上昇

に伴う土要素の剛性及び強度の低下，すなわち液状化現象を模擬することができ

る解析コードである。さらに，地盤の液状化に伴う構造物の変形等，地盤と構造

物の相互作用を模擬することができる。 

有効応力解析（ＦＬＩＰ）で用いる有効応力モデルのパラメータのうち，液状

化特性（過剰間隙水圧の発生）を設定するパラメータを第3-4-1 表に示す。 

第3-4-1 表 有効応力解析（ＦＬＩＰ）で用いる有効応力モデルの主なパラメ

ータ 

液状化特性を設定するパラメータは，繰返し非排水三軸試験結果を踏まえ，Ｆ

ＬＩＰで試行的な繰返し計算を行い，全てのせん断応力比における整合性を確認

して設定する方法が標準的とされている。 

一方，簡易設定法は標準的な液状化パラメータ設定法を基に，これらのパラメ

ータを，通常の地盤調査で比較的入手しやすい標準貫入試験のＮ値等と関連付け

て設定する方法である。 

分類 モデルパラメータ

液状化特性

Φp 変相角

w1 過剰間隙水圧上昇の全体を規定するパラメータ

p1 過剰間隙水圧上昇の前半を規定するパラメータ

p2 過剰間隙水圧上昇の後半を規定するパラメータ

c1 液状化強度の下限値を規定するパラメータ

S1 液状化の終局状態を規定するパラメータ
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簡易設定法では，原位置のＮ値及び有効上載圧より求まる等価Ｎ値をもとに簡

易的に求めた液状化強度曲線が，ＦＬＩＰを用いた繰返し三軸試験のシミュレー

ション結果に合うように求める。その液状化パラメータのうちp2については，以

下の式で算出する。 

 

第3-4-1図 細粒分含有率に応じた補正Ｎ値の増分値 

w1，c1については，最新の研究成果に基づき第3-4-2図から算出する。なお，変

相角φp=28度， p1=0.5，s1=0.005については，「液状化による構造物被害予測プ

ログラムＦＬＩＰにおいて必要な各種パラメタの簡易設定法（森田ら）」に基づき

固定値とする。 

今回，保守的に液状化強度特性を設定するため，標準貫入試験で求めたＮ値に

ついては，次頁のとおり取り扱う。 

上述の方法等で求まる液状化パラメータに基づき，ＦＬＩＰにおいて各せん断

応力比に対する繰返し回数を計算すると，第3-4-4～5図に示す簡易設定法に基づ

く液状化強度曲線が設定される。なお，敷地全体としての評価を行うことにより

代表性・網羅性を確保する観点から，埋戻土（掘削ズリ）及び砂礫層のＮ値及び

細粒分含有率については，敷地全体の平均値を用いる。 

(N)
0.66

＝(N－1.828(σ
v
’－0.66))／(0.399(σ

v
’－0.66)＋1) 

N
a
＝(1／0.66)

0.5
× (N)

0.66
＋dNt 

※dNt は森田ら（1997）の右図から求める

ここに， (N)
0.66

：等価Ｎ値 

 σ
v
’：有効上載圧 

p
2

＝－0.0166N
a
＋1.215 
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第 3-4-2 図 等価Ｎ値と液状化パラメータ w1及び c1 の関係 

標準貫入試験（JIS A 1219）※により得られたＮ値について，今回，以下のとお

り扱うことにより，保守的に液状化強度特性を設定する。 

① Ｎ値=50以上：非常に密な地盤であるため，液状化強度特性の設定に使用しな

い。

② Ｎ値=30以上：密な地盤であるため，保守的に補正し，以下のとおり扱う。

・ 10cm毎の打撃回数の最小値を３倍した値とし，その値が30以上の場合，結

果を液状化強度特性の設定に使用しない。 

・ 10cm毎の打撃回数の最小値を３倍した値とし，その値が30未満の場合，結

果を液状化強度特性の設定に使用する。 

③Ｎ値=30未満：液状化強度特性の設定にそのまま使用する。

第 3-4-3 図 Ｎ値の評価概要図（②Ｎ値=30以上） 

10cm

10cm

10cm

打撃回数
N1回

打撃回数
N2回

打撃回数
N3回

10cm毎の打撃回数の
最小値：N2回

N値＝N2×3＝3N2

3N2≧30・・・不採用
3N2＜30・・・採用

標準貫入試験用サンプラー

30cm

打撃前

最小値

※標準貫入試験（JIS A 1219）は，標準貫入試験用サンプラーを動

的貫入することによって原位置における地盤の硬軟，締まり具合

又は土層の構成を判定するためのＮ値を得るために行う。試験

は，質量 63.5kg のハンマーを 76cm の高さから自由落下させ，標

準貫入試験用サンプラーを打ち込む。Ｎ値は，標準貫入試験用サ

ンプラーを 30cm 打ち込むために必要な打撃回数である。
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第 3-4-2 表 簡易設定法におけるＮ値の考え方 
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簡易設定法による液状化パラメータで計算した液状化強度曲線を第3-4-4～5 

図に示す。 

3-4-4 図 埋戻土（掘削ズリ）の液状化強度曲線

第3-4-5 図 砂礫層の液状化強度曲線 

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1 10 100 1000

せ
ん

断
応

力
比

繰返し回数 N

簡易設定法による液状化強度曲線

（砂礫層）

20回

0.25

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1 10 100 1000

せ
ん

断
応

力
比

繰返し回数 N

簡易設定法による液状化強度曲線

（埋戻土（掘削ズリ））

20回

0.26
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・簡易設定法の適用範囲

「液状化による構造物被害予測プログラムＦＬＩＰにおいて必要な各種パラメ

タの簡易設定法（森田ら）」では，ＦＬＩＰを用いて解析を行う場合の種々のパラ

メータの設定方法として標準貫入試験のＮ値から簡易的に設定する方法が示され

ており，この検討で用いられているせん断応力比は，0.2～0.9程度（Fc=10～20%）

と幅の広い値としている。 

島根２号炉における埋戻土（掘削ズリ）の累積損傷度理論に基づく評価におい

て，基準地震動Ｓｓでの最大せん断応力比は0.4～0.7程度である。 

島根２号炉における埋戻土（掘削ズリ）の最大せん断応力比は，森田らの検討

で使用されているせん断応力比に包含されていることから，簡易設定法が適用で

きると考えられる。 

第3-4-6 図 簡易設定法の根拠資料 

液状化による構造物被害予測プログラムＦＬＩＰにおいて必要な各種パラメタの簡易設定法（森田ら）よ

り引用 

最小 

最大 
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・簡易設定法の実績

「液状化解析プログラムＦＬＩＰによる動的解析の実務（財団法人沿岸技術研

究センター）」では，兵庫県南部地震における神戸RF３岸壁及び神戸港Ｔ桟橋の被

災状況に対して，簡易設定法により液状化パラメータを設定した再現解析にて検

証を行った実績が示されている。 

「神戸RF３岸壁」は重力式構造物を，「神戸港Ｔ桟橋」は杭式構造物を対象とし

ており，「神戸RF３岸壁」においては，埋立土及び置換砂の液状化パラメータを簡

易設定法で設定し，概ね被災状況を再現できている。 

以上の実績を踏まえ，島根２号炉における防波壁等に対する液状化影響評価に

おいて簡易設定法が適用できると判断した。 

第3-4-7 図 神戸RF３岸壁 標準断面図 

第3-4-3 表 液状化パラメータの簡易設定法の実績 

液状化解析プログラムＦＬＩＰによる動的解析の実務（財団法人沿岸技術研究センター）より引用 

地震名 対象施設 被災状況 再現解析

平成7年
兵庫県南部
地震

神戸
RF3岸壁

水平変位
3.7m

水平変位
3.09m

神戸港
T桟橋

水平変位
1.4～1.5m

水平変位
2.01m
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Ｎ値及び粒径加積曲線について，島根２号炉の埋戻土（掘削ズリ）及び砂礫層

と，神戸港の埋立土との比較を第3-4-8 図に示す。 

神戸港の埋立土のＮ値は，いずれも５～10前後，最大20程度を示しており，島

根２号炉と同程度である。神戸港の埋立土の粒径は，島根２号炉の埋戻土（掘削

ズリ）より小さく，砂礫層と同程度であるが，両者とも粒径が広い範囲にわたっ

て分布し，礫を含む土層である。 

以上より，簡易設定法により液状化パラメータを設定した再現解析にて検証を

行った実績のある神戸港の埋立土に対し，島根２号炉の埋戻土（掘削ズリ）及び

砂礫層の土質性状は類似していることから，簡易設定法の適用は妥当であると判

断した。 

第 3-4-8 図 島根２号炉の埋戻土（掘削ズリ）及び砂礫層と神戸港埋立土の比

較 

神戸港の埋立土のＮ値 粒径加積曲線の比較 

※兵庫県南部地震による港湾施設の被害考察（運輸省港湾

技術研究所，港湾技研資料）より引用

兵庫県南部地震による港湾施設の被害考察（運輸省港湾技

術研究所，港湾技研資料）より引用
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3.5 液状化強度特性の設定方針 

液状化試験結果より，液状化を示す土層はないが，繰返し軟化（サイクリック

モビリティ含む），若しくは非液状化となる土層（埋戻土（掘削ズリ），砂礫層）

については，念のため液状化強度特性を設定し，保守的に構造物への影響評価を

実施する。 

各土層での液状化強度特性は，液状化試験を踏まえ，港湾基準に基づく詳細な

計算例をまとめた設計事例集に準拠し，有効応力解析（ＦＬＩＰ）の簡易設定法

により設定する。簡易設定法は，液状化強度比RLと相関が高いＮ値，有効上載圧及

び細粒分含有率を用いて有効応力解析（ＦＬＩＰ）の解析理論に則った液状化強

度特性を設定することができる。なお，簡易設定法で用いるＮ値は保守的な設定

値（Ｎ値が30以上の場合は，10cm毎の打撃回数の最小値を３倍した値とし，その

値が30以上の場合は不採用とする）とする。 

また，簡易設定法により設定された液状化強度特性は，液状化試験結果下限値

の液状化強度特性よりも保守的であることを確認する。 

第3-5-1 図に簡易設定法による液状化強度曲線と液状化試験結果による液状化

強度曲線を示す。 

簡易設定法により設定した液状化強度曲線（埋戻土（掘削ズリ））は，液状化試

験結果①（ロータリー式三重管サンプラー）及び液状化試験結果②（表層試料採

取）による液状化強度曲線の下側に位置する。そのため，簡易設定法による液状

化強度比RL（0.26）は，液状化試験①（ロータリー式三重管サンプラー）による液

状化強度比RL（0.61）及び液状化試験結果②（表層試料採取）による液状化強度比

RL（0.40）を下回り，保守的であることを確認した。また，簡易設定法により設定

した液状化強度曲線（砂礫層）は液状化試験結果による液状化強度曲線の下側に

位置し，簡易設定法による液状化強度比RL（0.25）は液状化試験による液状化強度

比RL（0.27）を下回り，保守的であることを確認した。 
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(a)埋戻土（掘削ズリ）

(b)砂礫層

第3-5-1 図 簡易設定法及び液状化試験結果による液状化強度曲線の比較 

4条-別紙11-105



4. 液状化影響の評価方針

4.1 液状化影響の検討方針 

液状化評価については道路橋示方書を基本として，道路橋示方書において液状

化評価の対象となっている砂礫層に加えて，液状化評価の対象外となっている埋

戻土（掘削ズリ）についても液状化試験を実施し，液状化の有無を確認すること

で保守的な評価を実施した。液状化試験に基づいて，地震時の地盤の状態を『繰

返し軟化（サイクリックモビリティ含む）』，若しくは『非液状化』と判定した。

それぞれの試験結果及び，港湾基準に基づく詳細な計算例をまとめた設計事例集

に準拠した有効応力解析（ＦＬＩＰ）の簡易設定法を踏まえ，液状化強度特性を

設定し，構造物への影響評価を実施する。なお，試験結果が『非液状化』となる

土層も，念のため液状化強度特性を設定して保守的な構造物評価を実施する。 

液状化強度特性については，簡易設定法により設定するが，これにより設定さ

れる液状化強度特性が，液状化試験結果下限値の液状化強度特性よりも保守的で

あることを確認している。また，簡易設定法で用いるＮ値は保守的な設定値とし

ている。 

以上を踏まえ，有効応力解析（ＦＬＩＰ）の実施に当たっては，簡易設定法に

基づき設定した液状化強度特性を適用する。 

構造物の影響評価については，液状化に伴う影響を考慮するため，有効応力解

析を実施する。有効応力解析においては，解析コード「ＦＬＩＰ」等を用いる。

液状化試験結果に比べて保守的な簡易設定法により有効応力解析の液状化パラメ

ータを設定し，構造物の影響評価を実施する。解析コード「ＦＬＩＰ」について

は，Iai et.al(1992) 及びIai et.al(1995)において，液状化及びサイクリックモ

ビリティを示す地層についての適用性が検証されている。Iai et.al(1992)におい

ては，サイクリックモビリティが観察された砂の繰返しねじり試験結果に対して，

解析コード「ＦＬＩＰ」を用いた解析を実施し，解析結果が室内試験結果と良い

対応を示したと報告している。Iai et.al(1995)においては，解析コード「ＦＬＩ

Ｐ」を用いて，1993 年釧路沖地震の再現解析を実施している。1993 年釧路沖地

震の観測波はサイクリックモビリティの影響を示すスパイク状の地震波となって

おり，解析コード「ＦＬＩＰ」において地震観測値の密な地盤の液状化パラメー

タを設定することで，サイクリックモビリティの影響を示す観測値を再現するこ

とができたと報告している。よって，設置許可段階における構造物評価の見通し

については，解析コード「ＦＬＩＰ」を用いることとした。 

 なお，工事認可段階における構造物評価に当たっては，今回説明した液状化強

度特性の妥当性及び採用した解析コードの適用性について，設計事例集で兵庫県

南部地震における港湾施設の被災状況の再現性を検証することで確認されている。 
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第4-1-1 表 液状化評価の基本方針 

堆積年代
調査地点名

土層名

液状化試験

による判定

液状化強度特性

の設定の考え方

液状化強度特性

の保守性

盛土 完新世

E-2～E-8，A～E

埋戻土

(掘削ｽﾞﾘ)

×

対象外

「非液状化」

 若しくは

「繰返し軟化(ｻｲｸ

 ﾘｯｸﾓﾋﾞﾘﾃｨ含む)」

崖錐・海底堆積物 完新世
E-1,E-7,E-8

砂礫層

〇

対象

「繰返し軟化(ｻｲｸ

 ﾘｯｸﾓﾋﾞﾘﾃｨ含む)」

本検討の対象土層 道路橋示方書

及び港湾基準

における液状

化評価の対象

当社評価

地層名

被

覆

層

 設計事例集に準拠

 し，FLIPの簡易設

 定法に基づき設定する。

 簡易設定法に基づき設定

 した液状化強度特性

 が，液状化試験結果

 による液状化強度特

 性と比べ保守的であ

 ることを確認する。
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4.2 液状化検討対象施設の選定 

設計基準対象施設及び重大事故等対処施設の設置状況を考慮し，液状化の影響

を検討する必要がある液状化検討対象候補施設を抽出する。抽出に当たっては，

設計基準対象施設（建物,構築物，屋外重要土木構造物及び津波防護施設）及び重

大事故等対処施設を対象に検討する。なお，海中や岩盤上に設置される取水口，

取水管及び１号放水連絡通路防波扉については，周囲に液状化評価対象層が分布

しないことから，抽出対象外とする。 

液状化検討対象候補施設の一覧を第4-2-1 表に，液状化検討対象候補施設，可

搬型重大事故等対処設備保管場所及びアクセスルートの配置図を第4-2-1 図に示

す。また，液状化検討対象候補施設について，液状化検討対象施設の選定及び解

析手法選定フローを第4-2-2 図に示す。 

詳細設計段階で設定する設計地下水位に対する液状化検討対象施設の選定等に

当たって，第4-2-3 図に示す地下水位低下設備が機能しない状態が継続した場合

の定常的な地下水位分布を予測した浸透流解析の結果を使用する。なお，原子炉

建物等の建物,構築物については，地下水位低下設備の機能に期待した浸透流解析

の結果を使用する。 

地下水位の設定方針において，自然水位（地下水位低下設備を考慮しない場合

の地下水位）より保守的に設定した水位とする施設については，以下に示す浸透

流解析の結果を踏まえ，液状化検討対象施設の選定フローのうち「②施設周辺の

地下水位が十分に低い」の判定を行う。 

なお，可搬型重大事故等対処設備による重大事故等への対応に必要なアクセス

ルートは，地震時の液状化に伴う地中埋設構造物の浮き上がりの影響を受けるこ

となく通行性を確保する設計とする。 

ここでは，液状化検討対象施設の選定の考え方を示し，詳細設計段階において，

設定した設計地下水位に基づき液状化検討対象施設の選定を行う。 

4.2.1 液状化検討対象施設の選定及び解析手法選定の観点 

液状化検討対象施設の選定及び解析手法選定における観点を以下に示す。 

（1）液状化検討対象施設の選定

液状化検討対象施設は以下の項目で抽出する。 

①施設が岩盤中に設置されているか

②施設周辺の地下水位が十分に低いか

観点例：周辺地盤における地下水位が施設底版より低い。

（2）液状化検討対象施設の解析手法の選定

a．液状化検討対象施設（建物,構築物） 

上記（1）にて選定された施設について，液状化等により施設に悪影響を与え

る恐れがある場合は，地盤の液状化等の影響を考慮した評価を行う（③）。 

また，対象施設が機器・配管系の間接支持構造物である場合は，床応答の観点

も考慮して解析手法を選定するものとする。 
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b．液状化検討対象施設（建物,構築物を除く） 

上記（1）にて選定された施設について，施設周辺に改良地盤，マンメイドロ

ック（ＭＭＲ）及び他構造物（以下，「改良地盤等」という。）があり，液状化又

は繰返し軟化（サイクリックモビリティ含む）※の影響を緩和している場合，そ

の改良地盤等周辺の地盤の液状化又は繰返し軟化（サイクリックモビリティ含む）

により施設に悪影響を与える恐れがあるか判断する。 

③施設周辺に改良地盤等があり，液状化又は繰返し軟化（サイクリックモビリ

ティ含む）の影響を緩和しているか

④改良地盤等周辺の地盤の液状化又は繰返し軟化（サイクリックモビリティ含

む）により施設に悪影響を与える恐れがあるか

観点例：施設が改良地盤等に囲まれており，液状化等の影響がない。

施設周辺の地形等から，側方流動の影響がない。 

③で施設周辺に改良地盤等がない場合，又は④で悪影響を与える恐れがある場

合は，液状化考慮と液状化非考慮で耐震安全性評価上どちらが保守的になるかを

確認するため，一次元又は二次元の全応力及び有効応力による地震応答解析を実

施したうえで，全応力解析と有効応力解析それぞれの結果から構造物上下端の層

間変位を比較するなどして，保守的となる解析手法を選定する（⑤）。 

なお，地盤改良が必要となった場合は，上記で選定した解析手法により，その

範囲の妥当性を確認する。 

また，対象施設が機器・配管系の間接支持構造物である場合は，床応答の観点

も考慮して解析手法を選定するものとする。 

以上を踏まえ，詳細設計段階で設定する設計地下水位に対する液状化検討対象

施設の選定及び解析手法選定の考え方を確認する目的で，液状化検討対象施設を

選定した結果（例）を第4-2-2 表に，選定した液状化検討対象施設（例）に対し，

設計基準対象施設・重大事故等対処施設の解析手法について検討した結果（例）

を第4-2-3 表に，各施設の設置状況を第4-2-4 図～第4-2-15 図に示す。なお，詳

細設計段階で実施する地下水位低下設備を考慮した浸透流解析の結果を踏まえ，

改めて液状化検討対象施設の選定及び選定解析手法の選定を行う。 

※液状化と繰返し軟化（サイクリックモビリティ含む）の区分については「３．

液状化強度特性の網羅性，代表性」にて説明。
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第4-2-1 表 液状化検討対象候補施設 一覧 

第4-2-1 図 液状化検討対象候補施設，可搬型重大事故等対処設備保管場所 

及びアクセスルート 配置図 

※1 各施設の代表的な基礎下端高さを示す。 ※2 地下水位低下設備を考慮しない場合の地下水位 ※3 重大事故等対処施設のうち建物,構築物

施設分類 施設名称 基礎形式 支持層
基礎下端高さ※1

（EL m）
地下水位の設定方針

設
計
基
準
対
象
施
設

建物,
構築物

原子炉建物 直接基礎 岩盤 －4.7………

地下水位低下設備の機能に期待
して，設計地下水位を設定する

タービン建物 直接基礎 岩盤 0.0………

廃棄物処理建物 直接基礎 岩盤 0.0………

制御室建物 直接基礎 岩盤 +0.1………

排気筒 直接基礎 岩盤 +2.0………

屋外
重要
土木

構造物

取水槽 直接基礎 岩盤 －11.7………

自然水位※2より保守的に設定した
水位

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 直接基礎 岩盤 ＋4.9………

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 直接基礎 岩盤 ＋1.0………

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 直接基礎 岩盤 ＋8.35…….

屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 直接基礎 岩盤 ＋10.4………

津波
防護
施設

防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 杭基礎 岩盤 －19.1………

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 杭基礎 岩盤 －10.65…….

防波壁（波返重力擁壁） 直接基礎 岩盤・改良地盤 －13.0………

１号炉取水槽流路縮小工 直接基礎 岩盤 －7.1………

防波壁通路防波扉 杭基礎 岩盤 -15.9………

重大事故等
対処施設

第１ベントフィルタ格納槽 直接基礎 岩盤 ＋0.7………

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 直接基礎 岩盤 －1.3………

緊急時対策所建物※3 直接基礎 岩盤 +48.25…….

緊急時対策所用燃料地下タンク 直接基礎 岩盤 +46.6………

ガスタービン発電機建物※3 直接基礎 岩盤 +44.0………

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 直接基礎 岩盤 +45.8………

屋外配管ﾀﾞｸﾄ（ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機用軽油ﾀﾝｸ～ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機） 直接基礎 岩盤 +45.45…….

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。 
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第4-2-2 図(1) 液状化検討対象施設の選定及び解析手法 

選定フロー（建物,構築物） 

 

 

第4-2-2 図(2) 液状化検討対象施設の選定及び解析手法 

選定フロー（建物,構築物を除く） 

  

液状化検討対象施設

②施設周辺の地下水位が
十分に低い

①施設が岩盤中に
設置されている

③液状化等により施設に悪影響
を与える恐れがある

液状化検討対象候補施設
（建物,構築物）

Yes

No

No

Yes

Yes

No

（1）

液
状
化
検
討
対
象
施
設
の
選
定

（2）

解
析
手
法
の
選
定

（観点例）
・当該施設の設計条件保持のため地下水位低下
設備が設置されている。

・周辺地盤における地下水位が施設底版より低い。

液状化検討対象外の施設

（観点例）
・施設が改良地盤等や他構造物に囲まれており，
液状化等の影響がない。

・施設周辺の地形等から，側方流動の影響がない。
・既設の地震観測記録の分析や解析検討等の傾
向から，周辺地盤による施設の応答への影響が
小さく，解析モデルの妥当性が確認されている。

地盤の液状化等の影響を考慮した評価 地盤の液状化等の影響を考慮しない評価

液状化検討対象施設

②施設周辺の地下水位が
十分に低い

①施設が岩盤中に
設置されている

③施設周辺に改良地盤等があり，
液状化又は繰返し軟化の影響を

緩和している

液状化検討対象候補施設
（建物,構築物を除く）

④改艮地盤等の周辺地盤の液
状化又は繰返し軟化により施設

に悪影響を与える恐れがある

一次元又は二次元の全応力及び有効応力
による地震応答解析を実施

⑤有効応力解析が
保守的な結果となる※

有効応力解析
（地盤改良が必要となった場合は
その範囲の妥当性確認を含む）

Yes

No

No

Yes

No

Yes

No

No

Yes

Yes

（1）

液
状
化
検
討
対
象
施
設
の
選
定

（2）

解
析
手
法
の
選
定

（観点例）
・周辺地盤における地下水位が施設底版より低い。

液状化検討対象外の施設

（観点例）
・施設が改良地盤等や他構造物に囲まれており，
液状化等の影響がない。

・施設周辺の地形等から，側方流動の影響がない。

全応力解析
（地盤改良が必要となった場合は
その範囲の妥当性確認を含む）

※：評価対象部位によって保守的な解
析方法が異なるなど保守性の判断
が難しい場合は，有効応力解析
及び全応力解析双方の結果を踏
まえて設計する。
また，対象施設が耐震重要施設
の間接支持構造物である場合は，
床応答の観点も考慮する。
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第4-2-3 図 地下水位低下設備が機能しない場合の地下水位分布算定結果（例）  
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第4-2-2 表 液状化検討対象施設の選定結果（例） 

 

 

第4-2-3 表 液状化検討対象施設の解析手法選定結果（例） 

  

施設分類 施設名称

項目 液状化検討
対象施設※

○：対象
×：対象外

①施設が岩
盤中に設置
されている

②施設周辺の地下水位が十分に低い

設
計
基
準
対
象
施
設

建物,
構築物

原子炉建物 No Yes
設計条件保持のため地下水位低下設備を設置す
ることから，施設周辺の地下水位が十分に低い。

×

タービン建物 No Yes
設計条件保持のため地下水位低下設備を設置す
ることから，施設周辺の地下水位が十分に低い。

×

廃棄物処理建物 No Yes
設計条件保持のため地下水位低下設備を設置す
ることから，施設周辺の地下水位が十分に低い。

×

制御室建物 No Yes
設計条件保持のため地下水位低下設備を設置す
ることから，施設周辺の地下水位が十分に低い。

×

排気筒 No Yes
設計条件保持のため地下水位低下設備を設置す
ることから，施設周辺の地下水位が十分に低い。

×

屋外
重要
土木

構造物

取水槽 No No 施設に接する高さに地下水位を設定する。 ○

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） No No 施設に接する高さに地下水位を設定する。 ○

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） No No 施設に接する高さに地下水位を設定する。 ○

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 No No 施設に接する高さに地下水位を設定する。 ○

屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） No No 施設に接する高さに地下水位を設定する。 ○

津波
防護
施設

防波壁（多重鋼管杭式擁壁） No No 施設に接する高さに地下水位を設定する。 ○

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） No No 施設に接する高さに地下水位を設定する。 ○

防波壁（波返重力擁壁） No No 施設に接する高さに地下水位を設定する。 ○

１号炉取水槽流路縮小工 No No 施設に接する高さに地下水位を設定する。 ○

防波壁通路防波扉 No No 施設に接する高さに地下水位を設定する。 ○

重大事故等
対処施設

第１ベントフィルタ格納槽 No No 施設に接する高さに地下水位を設定する。 ○

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 No No 施設に接する高さに地下水位を設定する。 ○

緊急時対策所建物 No Yes 周辺地盤における地下水位が施設底版より低い。 ×

緊急時対策所用燃料地下タンク No Yes 周辺地盤における地下水位が施設底版より低い。 ×

ガスタービン発電機建物 No Yes 周辺地盤における地下水位が施設底版より低い。 ×

ガスタービン発電機用軽油タンク基礎 No Yes 周辺地盤における地下水位が施設底版より低い。 ×

屋外配管ﾀﾞｸﾄ（ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機用軽油ﾀﾝｸ～ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機） No Yes 周辺地盤における地下水位が施設底版より低い。 ×

※ 詳細設計段階で実施する地下水位低下設備を考慮した浸透流解析の結果を踏まえ，改めて液状化検討対象施設の選定を行う。

施設分類 施設名称

項目 一次元又は二次元
の全応力及び有効
応力による地震応
答解析を実施し，
解析手法を選定※

○：対象
×：対象外

③施設周辺に
改良地盤等が

ある

④改艮地盤等の周辺地盤の液状化又は繰返し
軟化により施設に悪影響を与える恐れがある

設
計
基
準
対
象
施
設

屋外
重要
土木

構造物

取水槽 No － ○

屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） No － ○

屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） No － ○

ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 Yes No
施設が改良地盤等に囲まれ，その外側に液状化検
討対象層がないことから，液状化の影響はない。

×

屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉
建物）

Yes Yes
施設側方に改良地盤等があるが，液状化検討対象
層とも接している。また，改良地盤等の外側の液状
化検討対象層の影響を無視できない。

○

津波
防護
施設

防波壁（多重鋼管杭式擁壁） No － ○

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） Yes Yes
施設下部は改良地盤等に囲まれるが，その外側の液
状化検討対象層の影響を無視できない。

○

防波壁（波返重力擁壁） No － ○

１号炉取水槽流路縮小工 No － ○

防波壁通路防波扉 Yes Yes
施設下部は改良地盤等に囲まれるが，その外側の液
状化検討対象層の影響を無視できない。

○

重大事故等
対処施設

第１ベントフィルタ格納槽 Yes Yes
施設は改良地盤等に囲まれるが，その外側の液状化
検討対象層の影響を無視できない。

○

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 Yes No
施設が改良地盤等に囲まれ，その外側に液状化検
討対象層がないことから，液状化の影響はない。

×

※ 詳細設計段階で実施する地下水位低下設備を考慮した浸透流解析の結果を踏まえ，改めて液状化検討対象施設を選定した上で解析手法の選定を行う。
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・取水槽 

 取水槽の設置状況を第4-2-4 図に示す。取水槽は岩盤上に設置されており，周

辺はＭＭＲ及び埋戻土（掘削ズリ）が分布している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第4-2-4 図 取水槽 平面図 

 

  

E W

埋戻土
（掘削ズリ）

岩盤

約33m

EL(m)

+20.0

0.0

-10.0

+10.0

-20.0

EL(m)

+20.0

0.0

-10.0

+10.0

-20.0

EL+8.5m

EL-9.8m

約
1
9
m

取水槽

EL+8.8m

▽設計地下水位（例）
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・屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 

 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒）の設置状況を第4-2-5 図に示す。屋

外配管ダクト（タービン建物～排気筒）はＭＭＲを介して岩盤上に設置されてお

り，周辺は埋戻土（掘削ズリ）が分布している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第4-2-5 図 屋外配管ダクト（タービン建物～排気筒） 断面図 

 

 

  

▽設計地下水位（例）
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・屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 

 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽）の設置状況を第4-2-6 図に示す。屋

外配管ダクト（タービン建物～放水槽）はＭＭＲを介して岩盤上に設置されてお

り，周辺は埋戻土（掘削ズリ）が分布している。 

 

 

 

 

 

第4-2-6 図 屋外配管ダクト（タービン建物～放水槽） 断面図 
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▽設計地下水位（例）
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・ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 

 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎の設置状況を第4-2-7 図に示す。ディーゼル燃

料貯蔵タンク基礎は岩盤上に設置されており，周辺はＭＭＲが分布している。 

 

 

 

 

 

 

第4-2-7 図 ディーゼル燃料貯蔵タンク基礎 断面図 
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▽設計地下水位（例）
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・屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物） 

 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）の設置状況を第

4-2-8 図及び第4-2-9 図に示す。屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～

原子炉建物）は岩盤上及びＭＭＲを介して岩盤上に設置されており，周辺はＭＭ

Ｒ及び埋戻土（掘削ズリ）が分布している。 

 

 

 

 

 

第4-2-8 図 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）①－①

断面図  
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▽設計地下水位（例）
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第4-2-9 図 屋外配管ダクト（ディーゼル燃料貯蔵タンク～原子炉建物）②－②

断面図 
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・防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 

 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）における地下水位・設備の設置状況を第4-2-10 図

に示す。防波壁（多重鋼管杭式擁壁）は鋼管杭（多重管）により岩盤支持されて

おり，周辺は埋戻土（掘削ズリ），埋戻土（粘性土）及び砂礫層が分布している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第4-2-10 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁） 断面図 
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▽設計地下水位（例）
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・防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 

 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の設置状況を第4-2-11 図に示す。防波壁（鋼管杭

式逆Ｔ擁壁）は鋼管杭により岩盤支持されており，周辺は改良地盤及び埋戻土（掘

削ズリ）が分布している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第4-2-11 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁） 断面図 
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※グラウンドアンカーの効果を期待しなくても，耐震・耐津波安全性を担保している。
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・防波壁（波返重力擁壁） 

 防波壁（波返重力擁壁）の設置状況を第4-2-12 図に示す。防波壁（波返重力擁

壁）はＭＭＲを介して岩盤上に設置されており，周辺は埋戻土（掘削ズリ）が分

布している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第4-2-12 図 防波壁（波返重力擁壁（岩盤部）） 断面図 
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▽HWL ▽設計地下水位（例）
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・１号炉取水槽流路縮小工 

 １号炉取水槽流路縮小工の設置状況を第4-2-13 図に示す。１号炉取水槽流路縮

小工は１号炉取水槽北側壁を介して岩盤上に設置されており，周辺はＭＭＲ，埋

戻土（掘削ズリ）及び埋戻土（粘性土）が分布している。 

 

 

 

第4-2-13 図 １号炉取水槽流路縮小工 断面図 
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・防波壁通路防波扉 

 防波壁通路防波扉（１,２号炉北側）の設置状況を第4-2-14 図に示す。防波壁

通路防波扉（１,２号炉北側）は鋼管杭により岩盤支持されており，周辺は改良地

盤，埋戻土（掘削ズリ）及び埋戻土（粘性土）が分布している。 

 

 

 

第4-2-14 図 防波壁通路防波扉（１,２号炉北側） 正面図 

  

防波壁通路防波扉

埋戻土
（掘削ズリ）

埋戻土
（粘性土）

EL+15.0m

扉幅 約5m

岩盤

防波壁通路防波扉

NS

改良地盤

鋼管杭

4条-別紙11-124



・第１ベントフィルタ格納槽 

第１ベントフィルタ格納槽の設置状況を第4-2-15 図に示す。第１ベントフィル

タ格納槽はＭＭＲを介して岩盤上に設置されており，周辺はＭＭＲ及び埋戻土（掘

削ズリ）が分布している。 

 

 

第4-2-15 図 第１ベントフィルタ格納槽 断面図 
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・低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 

低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽の設置状況を第4-2-16 図に示す。低圧原子炉

代替注水ポンプ格納槽は岩盤上に設置されており，周辺はＭＭＲ及び埋戻土（掘

削ズリ）が分布している。 

 

 

第4-2-16 図 低圧原子炉代替注水ポンプ格納槽 断面図 
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別紙－12

島根原子力発電所２号炉

既設設備に対する

耐震補強等について



1. はじめに

本資料では，建設工認あるいは改造工認（以下，併せて「既工認」という。）

で認可されている構造からの変更点のうち耐震性に影響のあるものをまとめて

いる。なお，本資料に記載している設備の構造については，詳細設計段階で追加

変更が生じる可能性がある。 

2. 既設設備の既工認からの構造変更点について

建物・構築物，機器・配管系，屋外重要土木構造物における既工認からの構造

変更実績の一覧を添付資料１に示す。また，これらの構造変更実績のある設備に

ついて，変更点の概要を添付資料２に示す。添付資料２に示した各設備の構造変

更を反映し，耐震評価を行う。 
また，既設設備の構造変更に関して，設置変更許可申請段階の設計方針等の記

載への反映要否について添付資料３に整理する。 
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添付資料１ 

島根２号炉 既工認からの構造変更実績のある設備

 

 
 

 

 

 

 

 

施設・設備名称 構造変更の概要 備考 

建物・

構築物 

原子炉建物屋根トラス ・主トラス，サブトラスに補

強材を追設

排気筒 ・補助柱を追設

・主柱リブ補強

・鉄塔脚部補強

機器・

配管系 

原子炉格納容器 スタビライザ ・フランジボルトの材質変更

電気配線貫通部 ・支持構造物を追設

残留熱除去系熱交換器 ・熱交換器の下部胴板に支持

構造物を追設

原子炉補機冷却系熱交換器 ・熱交換器脚部の支持構造物

に補強部材を追設

制御棒駆動水圧系水圧制御ユニット ・架構部に補強部材を追設

原子炉補機海水ポンプ ・長尺化

・支持構造物の追設および位

置変更

高圧炉心スプレイ補機海水ポンプ ・長尺化

・支持構造物の追設 

圧力低減設備 ダウンカマ ・補強リブを追設

ベントヘッダ ・支持構造物の取替

ベント管 ・補強リブを追設

燃料取替機 ・トロリ補強

・ブリッジおよびトロリ脱線

防止ラグ補強

・走行レール交換

原子炉建物天井クレーン ・落下防止ラグおよびトロリ

ストッパの形状変更

配管系 ・配管の追設 例として格納容器フ

ィルタベント系配管

を示す 

・サポートの追設および強化 例として残留熱除去

系配管を示す 

屋外重

要土木

構造物 

取水槽 ・スクリーン室に後施工せん

断補強鉄筋を追設

4条-別紙12-2



 

添
付
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料
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原
子

炉
建

物
屋

根
ト

ラ
ス

の
耐

震
強

化
に

よ
る

変
更

点
 

変
更

概
要

 
備

考
 

 
 

・
主

ト
ラ

ス
 

○1
下

弦
材

補
強

材
追

加
 

○2
斜

材
補

強
材

追
加

 

・
サ

ブ
ト

ラ
ス

 

○3
斜

材
補

強
材

追
加

 

○4
接

合
部

補
強

 

○5
下

弦
材

補
強

材
追

加
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 排
気

筒
の

耐
震

強
化

に
よ

る
変

更
点
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更

前
 

変
更

後
 

備
考

 

 
 

・
補

助
柱

を
追

設
 

・
主

柱
リ

ブ
補

強
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鉄

塔
脚

部
補

強
 

 

補
助

柱
追

設
 

主
柱

リ
ブ

補
強

 
  

 

  
  

 
 

リ
ブ

P
L
追
加

 

補
強

P
L
追
加

 

リ
ブ

P
L

追
加
 

フ
ラ
ン
ジ

P
L

追
加

 

 

鉄
塔

脚
部

補
強

図
（

a
部

）
 

Ａ
 Ａ

 
ａ

部
 

主
柱

リ
ブ

補
強

部
 

断
面

図
(
Ａ

－
Ａ

)
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容

器
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耐
震

強
化

に
よ

る
変

更
点
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変
更
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備
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フ
ラ

ン
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ボ
ル

ト
の

材

質
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更
(
S
N
C
M
4
3
9
→

S
N
B
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4
-
1
)

 
  

 
 

図
中

変
更

な
し

 

フ
ラ

ン
ジ

ボ
ル

ト
取

替
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原
子

炉
格

納
容

器
（

電
気

配
線

貫
通

部
）

の
耐

震
強

化
に

よ
る

変
更

点

変
更

前
変

更
後

備
考

支
持

構
造

物
を

追
設

追
加

支
持

構
造

物
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熱
除

去
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交

換
器
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震
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に
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更
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備
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支
持

構
造

物
を

追
設

 

 

追
加

支
持

構
造

物
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機
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却
系
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交

換
器
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強
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に
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更

点
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補
強

部
材

を
追

設
 

 

追
加

補
強

部
材

 

基
礎

 
追

加
補

強
部

材
 

脚
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 制
御

棒
駆

動
水

圧
系

水
圧

制
御

ユ
ニ

ッ
ト

の
耐

震
強

化
に

よ
る

変
更

点
 

変
更

前
 

変
更

後
 

備
考

 

   

 

  

補
強

部
材

を
追

設
 

 

追
加

補
強

部
材
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原
子

炉
補

機
海

水
ポ

ン
プ

の
長

尺
化

に
よ

る
変

更
点

変
更

前
変

更
後

備
考

・
ポ

ン
プ

を
長

尺
化

・
支

持
構

造
物

の
追

設
お

よ
び

位
置

変
更

長
尺

化

支
持

構
造

物
位

置
変

更

追
加

支
持

構
造

物
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高
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

補
機

海
水

ポ
ン

プ
の

長
尺

化
に

よ
る

変
更

点

変
更

前
変

更
後

備
考

・
ポ

ン
プ

を
長

尺
化

・
支

持
構

造
物

の
追

設

長
尺

化

追
加

支
持

構
造

物 追
加

支
持

構
造

物

4条-別紙12-11

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。



圧
力

低
減

設
備

（
ダ

ウ
ン

カ
マ

）
の

耐
震

強
化

に
よ

る
変

更
点

変
更

前
変

更
後

備
考

補
強

リ
ブ

を
追

設

追
加

補
強

リ
ブ
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圧
力

低
減

設
備

（
ベ

ン
ト

ヘ
ッ

ダ
）

の
耐

震
強

化
に

よ
る

変
更

点

変
更

前
変

更
後

備
考

支
持

構
造

物
の

取
替

支
持

構
造

物
取

替
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圧
力

低
減

設
備

（
ベ

ン
ト

管
）

の
耐

震
強

化
に

よ
る

変
更

点

変
更

前
変

更
後

備
考

補
強

リ
ブ

を
追

設

追
加

補
強

リ
ブ
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燃
料

取
替

機
の

耐
震

強
化

に
よ

る
変

更
点

変
更

前
変

更
後

備
考

・
Ａ

:
ト

ロ
リ

補
強

一
階

柱
，
二

階
柱

，
二

階
床

の
追

加
お

よ
び

補
強

・
Ｂ

:
ブ

リ
ッ

ジ
脱

線
防

止
ラ

グ
補

強
 

片
側

２
箇

所
→

６
箇

所
，
形

状
変

更
(
厚

さ
，
両

フ
ッ

ク
)
 

・
Ｃ

:
走

行
レ

ー
ル

交
換

サ
イ

ズ
ア

ッ
プ

・
Ｄ

:
ト

ロ
リ

脱
線

防
止

ラ
グ

補
強

 

片
側

２
箇

所
→

４
箇

所
，
形

状
変

更
(
厚

さ
，
両

フ
ッ

ク
)
 

Ａ
:
ト

ロ
リ

補
強

Ｂ
:
ブ

リ
ッ

ジ
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防
止

ラ
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補
強

Ｃ
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走

行
レ

ー
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:
ト

ロ
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防
止
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グ
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強

Ａ
Ａ

Ｃ
Ｂ
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Ｄ
Ｄ

Ｂ
Ｂ

Ｄ
Ｄ
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両
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メ
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，

Ｄ
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ッ
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よ
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ト
ロ

リ

脱
線

防
止

ラ
グ

補
強

Ｂ
，

Ｄ
:
ブ

リ
ッ

ジ
お

よ
び

ト
ロ

リ

脱
線

防
止

ラ
グ
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原
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建
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お
よ
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ロ
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ト
ッ
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ロ
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ス
ト
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ロ
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ロ
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ロ
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ス
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ッ
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ロ
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の
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リ

ス
ト

ッ
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Ａ
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下
防

止
ラ
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ロ
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ス
ト

ッ
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Ａ
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落

下
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止
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グ

（
形

状
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Ｂ
:
ト

ロ
リ

ス
ト

ッ
パ

（
形

状
変

更
）

落
下

防
止

ラ
グ

ガ
ー

ダ

Ａ Ａ
ＡＡ

Ｂ Ｂ

Ｂ Ｂ

Ａ
Ａ

Ｂ
Ｂ

Ａ Ａ

Ａ Ａ

Ａ
Ａ

Ｂ
Ｂ Ｂ

Ｂ

Ｂ
Ｂ

落
下

防
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グ

ガ
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4条-別紙12-16



配
管

系
の

変
更

点
（

配
管

の
追

設
）

変
更

前
変

更
後

備
考

例
と

し
て

格
納

容

器
フ

ィ
ル

タ
ベ

ン

ト
系

配
管

を
示

す

（
窒

素
ガ

ス
制

御

系
と

非
常

用
ガ

ス

処
理

系
の

連
絡

部

を
改

造
し

，
フ

ィ
ル

タ
装

置
に

向
か

う

配
管

を
追

設
）
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配
管

系
の

変
更

点
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サ
ポ

ー
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お
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し
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取
水

槽
の

耐
震

強
化

に
よ

る
変

更
点

変
更

前
変

更
後

備
考

ス
ク

リ
ー

ン
室

に
後

施
工

せ
ん

断
補

強
鉄

筋
（

ポ
ス

ト
ヘ

ッ
ド

バ
ー

工
法

）
の

追
設

：
後

施
工

せ
ん

断
補

強
鉄

筋
に

よ
る

補
強

箇
所

取
水

槽
（

ス
ク

リ
ー

ン
室

）
取

水
槽

（
ス

ク
リ

ー
ン

室
）
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添付資料３ 

既設設備の構造変更に対する設計方針等への記載反映の要否について 

既設設備の構造変更に関して，設置変更許可申請段階の設計方針等の記載への

反映要否について整理する。検討に際しては，設計方針等への反映が必要となる

項目として①～③の観点で確認を行い，その整理結果を表１に示す。 

① 解析手法

  解析モデルの作成，地震応答解析，設計用減衰定数等の地震応答解析手法と

して，既往設計方針の記載の範囲に加えて，新たな解析手法を採用する。 

② 許容限界

評価に用いる許容限界として，構造変更により既往設計方針の記載の範囲に

加えて，新たな許容限界を採用する。 

③ 主要構造

原子炉建物、原子炉格納容器等の主要施設に対する基本構造の記載に対して

変更が生じる。 

 表１に示すとおり，既許可の設計方針等に反映すべき事項として，機器・配管

系の解析手法における非線形時刻歴応答解析の適用が抽出されたが，既に設計方

針等に反映しており，新たに記載すべき事項は抽出されなかった。 
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表１ 構造変更に対する設計方針等への反映要否 

施設・設備 

名称 
構造変更の概要 

設計方針等への反映の要否 

項目 要否 備考 

建物・

構築物 

原子炉建物

屋根トラス 

・主トラス，サブトラ

スに補強材を追設
①解析手法 － 

新たな解析手法を用い

ないため，反映は不要 

②許容限界 － 
新たな許容限界を用い

ないため，反映は不要 

③主要構造 － 
基本構造に変更はない

ため，反映は不要 

排気筒 ・補助柱を追設

・主柱リブ補強

・鉄塔脚部補強

①解析手法 － 
新たな解析手法を用い

ないため，反映は不要 

②許容限界 － 
新たな許容限界を用い

ないため，反映は不要 

③主要構造 － 
主要構造としての記載

なし 

機器・

配管系 

原子炉 格納

容器 

スタビラ

イザ

・フラン

ジボル

トの材

質変更 

①解析手法 － 
新たな解析手法を用い

ないため，反映は不要 

②許容限界 － 
新たな許容限界を用い

ないため，反映は不要 

③主要構造 － 
基本構造に変更はない

ため，反映は不要 

電気配線

貫通部 

・支持構

造物を

追設

①解析手法 － 
新たな解析手法を用い

ないため，反映は不要 

②許容限界 － 
新たな許容限界を用い

ないため，反映は不要 

③主要構造 － 
基本構造に変更はない

ため，反映は不要 

残留熱 除去

系熱交換器 

・熱交換器の下部胴板

に支持構造物を追設
①解析手法 － 

新たな解析手法を用い

ないため，反映は不要 

②許容限界 － 
新たな許容限界を用い

ないため，反映は不要 

③主要構造 － 
主要構造としての記載

なし 

原子炉 補機

冷却系 熱交

換器 

・熱交換器脚部の支持

構造物に補強部材を

追設

①解析手法 － 
新たな解析手法を用い

ないため，反映は不要 

②許容限界 － 
新たな許容限界を用い

ないため，反映は不要 

③主要構造 － 
主要構造としての記載

なし 

制御棒 駆動

水圧系 水圧

制御ユ ニッ

ト 

・架構部に補強部材を

追設
①解析手法 － 

新たな解析手法を用い

ないため，反映は不要 

②許容限界 － 
新たな許容限界を用い

ないため，反映は不要 

③主要構造 － 
主要構造としての記載

なし 
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施設・設備 

名称 
構造変更の概要 

設計方針等への反映の要否 

項目 要否 備考 

機器・

配管系 

原子炉 補機

海水ポンプ 

・長尺化

・支持構造物の追設お

よび位置変更

①解析手法 － 
新たな解析手法を用い

ないため，反映は不要 

②許容限界 － 
新たな許容限界を用い

ないため，反映は不要 

③主要構造 － 
主要構造としての記載

なし 

高圧炉 心ス

プレイ 補機

海水ポンプ 

・長尺化

・支持構造物の追設 
①解析手法 － 

新たな解析手法を用い

ないため，反映は不要 

②許容限界 － 
新たな許容限界を用い

ないため，反映は不要 

③主要構造 － 
主要構造としての記載

なし 

圧力低 減設

備 

ダウンカ

マ 

・補強リ

ブを追

設

①解析手法 － 
新たな解析手法を用い

ないため，反映は不要 

②許容限界 － 
新たな許容限界を用い

ないため，反映は不要 

③主要構造 － 
基本構造に変更はない

ため，反映は不要 

ベントヘ

ッダ 

・支持構

造物の

取替

①解析手法 － 
新たな解析手法を用い

ないため，反映は不要 

②許容限界 － 
新たな許容限界を用い

ないため，反映は不要 

③主要構造 － 
基本構造に変更はない

ため，反映は不要 

ベント管 ・補強リ

ブを追

設

①解析手法 － 
新たな解析手法を用い

ないため，反映は不要 

②許容限界 － 
新たな許容限界を用い

ないため，反映は不要 

③主要構造 － 
基本構造に変更はない

ため，反映は不要 

燃料取替機 ・トロリ補強

・ブリッジおよびトロ

リ脱線防止ラグ補強

・走行レール交換

①解析手法 － 
新たな解析手法を用い

ないため，反映は不要 

②許容限界 － 
新たな許容限界を用い

ないため，反映は不要 

③主要構造 － 
主要構造としての記載

なし 
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 施設・設備 

名称 
構造変更の概要 

設計方針等への反映の要否 

項目 要否 備考 

機器・

配管系 

原子炉建物天

井クレーン 

・落下防止ラグおよび

トロリストッパの形

状変更 

①解析手法 ○ 

解析手法として非線形

時刻歴応答解析を使用

することを「第４条：

地震による損傷の防止 

第１部 1.基本方針 

1.2 追加要求事項に

対する適合性 （2）安

全設計 1.4 耐震設計 

1.4.1 設計基準対象施

設の耐震設計 1.4.1.3

地震力の算定方法（2）

動的地震力」に 反映済 

②許容限界 － 
新たな許容限界を用い

ないため，反映は不要 

③主要構造 － 
主要構造としての記載

なし 

配管系 ・配管の追設 

 
①解析手法 － 

新たな解析手法を用い

ないため，反映は不要 

②許容限界 － 
新たな許容限界を用い

ないため，反映は不要 

③主要構造 － 
基本構造に変更はない

ため，反映は不要 

・サポートの追設およ

び強化 
①解析手法 － 

新たな解析手法を用い

ないため，反映は不要 

②許容限界 － 
新たな許容限界を用い

ないため，反映は不要 

③主要構造 － 
基本構造に変更はない

ため，反映は不要 
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施設・設備 

名称 
構造変更の概要 

設計方針等への反映の要否 

項目 要否 備考 

屋外重

要土木

構造物 

取水槽 ・スクリーン室に後施

工せん断補強鉄筋を

追設

①解析手法 ○ 

解析手法として 3次元

FEM モデルによる静的

非線形解析を使用する

ことを「第４条：地震

による損傷の防止 第

１部 1.基本方針 1.2 

追加要求事項に対する

適合性 （2）安全設計 

1.4 耐震設計 1.4.1 

設計基準対象施設の耐

震設計 1.4.1.4 荷重の

組合せと許容限界 (4)

許容限界」に 反映済 

②許容限界 － 
新たな許容限界を用い

ないため，反映は不要 

③主要構造 － 
主要構造としての記載

なし 
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